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炉内構造物への極限解析による評価の適用について 

 

1. 概要 

  既工認においては，炉内構造物として公式等を用いた評価を行っていたが，今回工認

では，機能限界を踏まえた許容限界をより現実的に示す観点で，ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭ

Ｅ設計・建設規格で定められた極限解析による評価（以下「極限解析」という。）を採用

する。極限解析については，規格基準に基づく手法であり，また新規制基準での工認に

おける高浜１，２号炉，美浜３号炉で適用実績のある手法である。 

 

2. 耐震評価について 

スタンドパイプの耐震評価フローを図 2－1 に示す。今回工認におけるスタンドパイ

プの地震荷重については，多質点系の建屋機器連成解析モデルを用いた地震応答解析を

実施し，スタンドパイプ全２２５本を１質点として算出された地震荷重を算出する。得

られた地震荷重からスタンドパイプ１本に掛かる地震荷重を算出し，算出した地震荷重

が１本のスタンドパイプにおける極限解析により得られた許容値（許容荷重）以下であ

ることを確認することにより，健全性を確認する。 

これは，シュラウドヘッド及び全スタンドパイプに対する評価においては，あるスタ

ンドパイプが許容限界を超えた場合においても，他のスタンドパイプが有する耐力によ

り構造物としての耐力が期待できると考えられるが，１本に対する許容値と荷重を比較

する場合他のスタンドパイプの耐力に期待しないため保守的な手法となると判断して

いるものである。 
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図２－１ スタンドパイプの耐震評価フロー  
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3. 炉内構造物への極限解析の準用 

 3.1 規格基準における扱い及び炉内構造物への準用 

  ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭＥ設計・建設規格の炉心支持構造物に関する抜粋を図３－１～

３に示す。極限解析は，ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭＥ設計・建設規格において，炉心支持構

造物に適用可能な設計手法として規定されている。また，ＪＥＡＧ4601 において，炉内

構造物の許容応力は炉心支持構造物の許容応力を準用することができることを定めて

いる。整理結果を表３－１に示す。 

東海第二発電所の今回工認における炉内構造物の極限解析の適用に際して炉心支持

構造物の規定を準用するため，極限解析の具体的な評価手法が規定されているＪＳＭＥ

設計・建設規格の炉心支持構造物の規格に定められた要求事項を満足することを確認し

て，準用することとする。炉心支持構造物の規格要求事項に対して，極限解析を適用す

るスタンドパイプの適合性確認に対する要求の整理結果を表３－２に示す。 

ＪＳＭＥ設計・建設規格の炉心支持構造物の規格に定められた要求事項について建設

時の記録及び応力解析から要求事項を満足していることを確認した。 

また，評価範囲であるスタンドパイプとシュラウドヘッドの取付部の溶接施工管理に

ついては炉心支持構造物と同様の施工管理を実施している。 
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表３－１ 極限解析の規格基準における扱い 

規格基準 適用範囲 備 考 

ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物 

炉内構造物 

・炉内構造物は炉心支持構

造物を準用 

・具体的な手法としてＪＳ

ＭＥ設計・建設規格を読み

込み（JEAG では告示 501 号

を読み込み） 
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表
３

－
２

 
Ｊ

Ｓ
Ｍ

Ｅ
 

設
計

・
建

設
規

格
 

炉
心

支
持

構
造

物
の

規
格

に
対

す
る

ス
タ

ン
ド

パ
イ

プ
の

適
合

性
確

認
整

理
結

果
 

C
S
S
-
1
0
0
0
：

一
般

要
求

事
項

 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

考
慮

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

考
慮

に
対

す
る

方
針

を
記

載
 

C
S
S
-
1
1
0
0
 

適
用

 

C
S
S
-
1
1
1
0
 

適
用

範
囲

 
適

用
範

囲
を

炉
心

支
持

構
造

物
の

材
料

，
設

計
及

び
検

査
と

し
て

い
る

。
 

要
 

材
料

，
設

計
及

び
検

査
の

規
格

を
満

足
す

る
こ

と
で

，
適

用
範

囲
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

C
S
S
-
1
1
2
0
 

境
界

 

C
S
S
-
1
1
2
1
 

炉
心

支
持

構
造

物
と

炉
内

構
造

物
の

境
界

 
境

界
は

炉
心

支
持

構
造

物
の

外
表

面
と

す
る

。
 

否
 

評
価

範
囲

は
シ

ュ
ラ

ウ
ド

ヘ
ッ

ド
と

ス
タ

ン
ド

パ
イ

プ
で

あ
り

，
共

に
炉

内
構

造
物

で
あ

る
こ

と
か

ら
炉

心
支

持
構

造
物

と
炉

内
構

造
物

の
境

界
が

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
1
3
0
0
 

記
号

の
定

義
 

使
用

す
る

記
号

の
定

義
を

定
め

て
い

る
。

 
要

 
記

号
の

定
義

に
従

う
。

 

C
S
S
-
1
4
0
0
 

応
力

分
類

 
C
S
S
-
3
0
0
0
に

規
定

す
る

設
計

，
応

力
解

析
の

応
力

分
類

に
つ

い
て

定
め

て
い

る
。

 
要

 
C
S
S
-
3
0
0
0
に

規
定

す
る

設
計

及
び

応
力

解
析

は
，

規
定

の
応

力
分

類
に

従
う

。
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C
S
S
-
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0
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0
：

炉
心

支
持

構
造

物
に

使
用

す
る

材
料

 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物
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し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
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理
由

を
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載
 

左
欄

で
要

の
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合
：

確
認

結
果

を
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載
 

C
S
S
-
2
1
0
0
 

炉
心

支
持

構
造

物
に

使
用

可
能

な
材

料
 

C
S
S
-
2
1
1
0
 

炉
心

支
持

構
造

物
に

使
用

可
能

な
材

料
の

規
定
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録

材
料
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a
r
t
1
の

炉
心

支
持

構
造

物
の
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格

に
適

合
す

る
又

は
こ

れ
と

同
等

以
上

の
化

学
成

分
及

び
機

械
的

強
度

を
有

す
る

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
。

 

要
 

使
用

材
料

は
S
U
S
3
0
4
T
P
相

当
（

A
S
M
E
 

S
A
-
3
1
2
 

G
r
.
T
P
3
0
4
）

で
あ

り
，

適
合

し
て

い
る

。
 

 
C
S
S
-
2
1
2
0
 

材
料

の
熱

処
理

に
関

す
る

部
分

の
特

例
規

定
 

C
S
S
-
2
1
2
0
の

規
定

に
か

か
わ

ら
な

い
熱

処
理

に
関

す
る

特
例

規
定

を
設

け
て

い
る

。
 

否
 

特
例

規
定

を
適

用
し

な
い

た
め

。
 

 
C
S
S
-
2
1
3
0
 

機
械

試
験

に
関

す
る

要
求

事
項

 

C
S
S
-
2
1
1
0
及

び
C
S
S
-
2
3
0
0
に

規
定

す
る

試
験

を
行

う
場

合
は

P
V
B
-
2
2
0
0
及

び
2
3
0
0
の

規
定

を
準

用
す

る
。

 

否
 

本
要

求
は

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

材
料

に
対

し
て

の
要

求
で

あ
り

，
使

用
材

料
で

あ
る

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

に
対

す
る

要
求

は
な

い
た

め
。

 

C
S
S
-
2
3
0
0
 

破
壊

靭
性

試
験

要
求

 

 
C
S
S
-
2
3
1
0
 

破
壊

靭
性

不
要

と
な

る
規

定
 

使
用

す
る

材
料

は
破

壊
靭

性
試

験
を

行
い

，
適

合
す

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
。

た
だ

し
，

形
状

，
材

料
に

よ
っ

て
は

破
壊

靭
性

試
験

を
要

し
な

い
。

 

否
 

使
用

材
料

は
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
で

あ
り

，
C
S
S
-
2
3
1
0
に

記
載

さ
れ

る
破

壊
靭

性
試

験
は

不
要

の
条

件
を

満
た

し
て

い
る

た
め

。
 

 
C
S
S
-
2
3
2
0
 

破
壊

靭
性

試
験

に
お

け
る

試
験

片
数

と
組

数
 

破
壊

靭
性

試
験

に
お

け
る

試
験

片
数

と
組

数
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
3
1
0
を

満
足

し
て

お
り

，
破

壊
靭

性
試

験
を

行
わ

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
2
3
3
0
 

破
壊

靭
性

試
験

の
方

法
お

よ
び

判
定

基
準

 
破

壊
靭

性
試

験
の

方
法

及
び

判
定

基
準

を
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
3
1
0
を

満
足

し
て

お
り

，
破

壊
靭

性
試

験
を

行
わ

な
い

た
め

。
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規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

確
認

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
2
4
0
0
 

非
破

壊
試

験
要

求
 

C
S
S
-
2
4
1
0
 

各
材

料
に

適
用

す
る

非
破

壊
試

験
 

使
用

す
る

材
料

は
P
V
B
-
2
4
1
1
に

規
定

す
る

非
破

壊
試

験
を

実
施

し
，

C
S
S
-
2
4
3
0
に

合
格

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

P
V
B
-
2
4
1
1
に

規
定

す
る

斜
角

法
に

よ
る

超
音

波
探

傷
試

験
及

び
浸

透
探

傷
試

験
を

実
施

し
，

C
S
S
-
2
4
3
0
に

合
格

し
て

い
る

。
 

C
S
S
-
2
4
2
0
 

溶
接

に
よ

る
補

修
 

C
S
S
-
2
4
1
0
に

規
定

に
合

格
し

な
い

も
の

に
対

し
て

溶
接

に
よ

る
補

修
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
4
1
0
の

試
験

に
合

格
し

て
お

り
，

溶
接

に
よ

る
補

修
を

実
施

し
て

い
な

い
た

め
。

 

 
 
C
S
S
-
2
4
3
0
 

非
破

壊
試

験
の

判
定

基
準

 
非

破
壊

試
験

の
判

定
基

準
を

定
め

て
い

る
。

 
要

 
P
V
B
-
2
4
2
2
に

定
め

ら
れ

る
超

音
波

探
傷

試
験

の
判

定
基

準
及

び
P
V
B
-
2
4
2
6
に

定
め

ら
れ

る
浸

透
探

傷
試

験
の

判
定

基
準

を
満

足
し

て
い

る
。

 

C
S
S
-
2
5
0
0
 

溶
接

材
料

 

C
S
S
-
2
5
1
0
 

溶
接

に
用

い
る

材
料

 
溶

接
に

用
い

る
材

料
は

，
溶

接
規

格
N
-
1
0
4
0
に

適
合

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

溶
接

に
用

い
る

材
料

は
，

母
材

と
同

等
の

強
度

を
有

す
る

も
の

を
使

用
し

て
お

り
，

溶
接

規
格

N
-
1
0
4
0
に

適
合

し
て

い
る

。
 

  
 

10



 

 

8 

C
S
S
-
3
0
0
0
：

炉
心

支
持

構
造

物
の

設
計

 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
0
1
0
 

考
慮

す
べ

き
荷

重
 

設
計

に
考

慮
す

べ
き

荷
重

を
考

慮
す

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
。

 
要

 
考

慮
す

べ
き

荷
重

を
と

し
て

，
冷

却
材

に
よ

る
差

圧
，

自
重

，
地

震
荷

重
を

設
計

に
用

い
る

。
 

C
S
S
-
3
0
2
0
 

考
慮

す
べ

き
事

項
 

(
1
)
減

肉
が

考
え

ら
れ

る
部

材
は

減
肉

を
考

慮
す

る
こ

と
。

 
(
2
)
応

力
評

価
は

公
称

寸
法

を
使

用
し

て
も

よ
い

。
 

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

(
1
)
減

肉
は

考
慮

し
な

い
 

(
2
)
原

則
と

し
て

公
称

寸
法

を
使

用
す

る
。

 

C
S
S
-
3
1
0
0
 

材
料

の
応

力
強

さ
の

限
界

お
よ

び
許

容
応

力
 

C
S
S
-
3
1
1
0
 

ボ
ル

ト
等

締
付

部
材

以
外

の
応

力
評

価
 

C
S
S
-
3
1
1
1
 

各
供

用
状

態
に

お
け

る
一

次
応

力
評

価
 

設
計

条
件

及
び

各
供

用
状

態
に

お
い

て
生

じ
る

応
力

解
析

に
よ

る
一

次
応

力
評

価
は

(
1
)
～

(
4
)
の

規
定

（
一

次
一

般
膜

応
力

強
さ

等
に

対
す

る
制

限
）

を
満

足
す

る
こ

と
。

 

要
 

各
供

用
状

態
に

お
け

る
一

次
応

力
強

さ
が

規
定

を
満

足
す

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
 

C
S
S
-
3
1
1
1
.
1
 

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

ま
た

は
モ

デ
ル

試
験

に
よ

る
評

価
 

C
S
S
-
3
1
1
1
の

応
力

評
価

の
代

わ
り

に
プ

ロ
ト

タ
イ

プ
ま

た
は

モ
デ

ル
試

験
を

実
施

す
る

場
合

は
，

最
大

荷
重

Ｌ
e
を

求
め

，
実

際
の

荷
重

が
許

容
荷

重
値

を
超

え
な

い
こ

と
。

 

否
 

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

ま
た

は
モ

デ
ル

試
験

に
よ

る
評

価
は

適
用

し
な

い
た

め
。

 

C
S
S
-
3
1
1
2
 

供
用

状
態

Ａ
，

Ｂ
に

お
け

る
一

次
＋

二
次

応
力

評
価

 

供
用

状
態

Ａ
及

び
Ｂ

に
お

い
て

生
じ

る
一

次
応

力
と

二
次

応
力

の
応

力
強

さ
の

サ
イ

ク
ル

の
最

大
値

と
最

小
値

の
差

は
３

Ｓ
ｍ

を
超

え
な

い
こ

と
。

 

要
 

供
用

状
態

Ａ
，

Ｂ
に

お
い

て
生

じ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

最
大

値
と

最
小

値
の

差
が

３
Ｓ

ｍ
以

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 

C
S
S
-
3
1
1
3
 

疲
労

評
価

（
供

用
状

態
Ａ

，
Ｂ

）
 

供
用

状
態

Ａ
及

び
Ｂ

に
お

け
る

疲
労

累
積

係
数

は
１

を
超

え
な

い
こ

と
。

 
要

 
C
S
S
-
3
1
3
0
（

疲
労

評
価

不
要

の
条

件
）

を
満

足
す

る
こ

と
確

認
し

た
た

め
，

疲
労

評
価

を
実

施
し

な
い

。
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9 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
1
1
4
 

純
せ

ん
断

応
力

評
価

 
純

せ
ん

断
荷

重
を

受
け

る
部

分
に

生
じ

る
平

均
せ

ん
断

応
力

は
許

容
値

を
満

足
す

る
こ

と
。

 
要

 
純

せ
ん

断
応

力
を

生
じ

る
部

分
が

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
1
1
5
 

支
圧

応
力

評
価

 
支

圧
荷

重
を

受
け

る
部

分
に

生
じ

る
平

均
支

圧
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

要
 

シ
ュ

ラ
ウ

ド
ヘ

ッ
ド

と
ス

タ
ン

ド
パ

イ
プ

の
継

手
部

は
隅

肉
溶

接
で

あ
り

，
支

圧
応

力
を

生
じ

る
部

分
が

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
1
1
6
 

軸
圧

縮
応

力
の

評
価

 

C
S
S
-
3
1
1
6
.
1
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

円
筒

形
の

胴
の

圧
縮

応
力

の
評

価
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

円
筒

形
の

胴
に

生
じ

る
圧

縮
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

要
 

圧
縮

応
力

は
自

重
の

み
で

あ
り

，
軸

圧
縮

応
力

が
小

さ
い

（
1
M
P
a
）

た
め

評
価

結
果

を
記

載
し

な
い

。
 

C
S
S
-
3
1
1
6
.
2
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

柱
状

の
部

材
の

圧
縮

応
力

の
評

価
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

柱
形

の
胴

に
生

じ
る

圧
縮

応
力

は
許

容
値

を
満

足
す

る
こ

と
。

 
要

 
圧

縮
応

力
は

自
重

の
み

で
あ

り
，

軸
圧

縮
応

力
が

小
さ

い
（

1
M
P
a
）

た
め

評
価

結
果

を
に

記
載

し
な

い
。

 

C
S
S
-
3
1
1
7
 

ね
じ

り
せ

ん
断

応
力

の
評

価
 

ね
じ

り
荷

重
を

受
け

る
中

実
円

断
面

の
形

状
に

生
じ

る
圧

縮
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

否
 

中
空

円
断

面
で

あ
り

，
中

実
円

断
面

で
は

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
1
2
0
 

ボ
ル

ト
等

締
付

部
材

の
応

力
評

価
 

ボ
ル

ト
等

の
支

持
構

造
物

に
つ

い
て

の
各

供
用

状
態

に
お

け
る

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

否
 

ボ
ル

ト
等

締
結

部
材

は
な

い
た

め
。

 

C
S
S
-
3
1
3
0
 

疲
労

解
析

不
要

の
条

件
 

繰
り

返
し

荷
重

が
(
1
)
～

(
4
)
に

適
合

す
る

場
合

は
疲

労
解

析
を

行
う

こ
と

を
要

し
な

い
。

 
要

 
疲

労
評

価
不

要
の

条
件

(
1
)
～

(
4
)
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 

C
S
S
-
3
1
4
0
 

疲
労

強
度

低
減

係
数

ま
た

は
応

力
集

中
係

数
 

疲
労

解
析

に
使

用
す

る
疲

労
強

度
低

減
係

数
ま

た
は

応
力

集
中

係
数

に
つ

い
て

定
め

て
い

る
。

 
要

 
C
S
S
-
3
1
3
0
（

疲
労

評
価

不
要

の
条

件
）

を
満

足
す

る
た

め
疲

労
解

析
が

不
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

使
用

し
な

い
。

 

C
S
S
-
3
1
5
0
 

溶
接

部
継

手
効

率
 

溶
接

部
の

許
容

応
力

等
に

対
し

て
継

手
効

率
を

考
慮

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
（

C
S
S
-
3
1
1
1
.
1
,
 
3
1
6
0
,
 

3
1
1
3
,
 
3
1
1
6
.
2
除

く
）

 

要
 

溶
接

方
法

の
区

分
に

応
じ

た
継

手
効

率
を

考
慮

し
て

い
る

。
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10 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
1
6
0
 

極
限

解
析

に
よ

る
評

価
 

極
限

解
析

に
よ

る
評

価
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
こ

れ
を

満
足

す
る

場
合

は
C
S
S
-
3
1
1
1
の

規
定

を
満

足
し

な
く

て
よ

い
，

 

要
 

地
震

時
以

外
は

適
用

し
な

い
。

 
（

地
震

時
の

評
価

は
本

資
料

に
記

載
）

 

C
S
S
-
3
2
0
0
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
評

価
 

C
S
S
-
3
2
1
0
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
形

状
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
胴

の
形

状
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

各
供

用
状

態
に

お
い

て
，

内
面

の
圧

力
の

方
が

外
面

の
圧

力
よ

り
高

い
た

め
。

 
C
S
S
-
3
2
2
0
 

円
筒

形
ま

た
は

円
す

い
形

の
胴

に
お

け
る

許
容

圧
力

（
外

圧
）

 

円
筒

形
ま

た
は

円
す

い
形

の
胴

に
お

い
て

外
面

に
受

け
る

圧
力

対
す

る
許

容
値

を
定

め
て

い
る

。
 

C
S
S
-
3
2
3
0
 

球
形

の
胴

に
お

け
る

許
容

応
力

 

球
形

の
胴

に
お

い
て

外
面

に
受

け
る

圧
力

に
対

す
る

許
容

値
を

定
め

て
い

る
。

 
否

 
円

筒
形

で
あ

り
，

球
形

で
な

い
た

め
。

ま
た

，
各

供
用

状
態

に
お

い
て

，
内

面
の

圧
力

の
方

が
外

面
の

圧
力

よ
り

高
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
2
4
0
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
円

筒
形

の
炉

心
支

持
構

造
物

に
強

め
輪

を
設

け
る

場
合

 

円
筒

形
に

お
い

て
外

面
に

受
け

る
圧

力
に

対
す

る
許

容
値

を
定

め
て

い
る

。
 

否
 

強
め

輪
は

設
け

て
い

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
3
0
0
 

簡
易

弾
塑

性
解

析
 

C
S
S
-
3
1
1
2
で

一
次

＋
二

次
応

力
強

さ
が

３
Ｓ

ｍ
を

超
え

た
場

合
の

規
定

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

C
S
S
-
3
1
1
2
で

一
次

＋
二

次
応

力
強

さ
が

３
Ｓ

ｍ
以

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
た

め
，

簡
易

弾
塑

性
解

析
を

使
用

し
な

い
。

 

C
S
S
-
3
4
0
0
 

ク
ラ

ッ
ド

構
造

の
炉

心
支

持
構

造
物

に
対

す
る

強
度

評
価

上
の

取
扱

い
に

つ
い

て
の

規
定

 

ク
ラ

ッ
ド

構
造

の
炉

心
支

持
構

造
物

の
応

力
解

析
，

疲
労

評
価

へ
の

考
慮

に
つ

い
て

定
め

て
い

る
。

 
否

 
ク

ラ
ッ

ド
構

造
で

は
な

い
た

め
。
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11 

C
S
S
-
5
0
0
0
：

完
了

検
査

 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

確
認

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
5
0
1
0
 

炉
心

支
持

構
造

物
の

完
成

検
査

 

設
計

仕
様

書
に

定
め

ら
れ

た
要

求
事

項
に

従
っ

て
，

完
了

検
査

を
満

足
す

る
こ

と
。

 
要

 
完

成
後

，
要

求
事

項
に

従
い

，
外

観
検

査
，

寸
法

検
査

を
行

い
，

満
足

し
て

い
る

。
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12 

  

図３－１ ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物と炉内構造物の分類に関する抜粋 

  

15



 

13 

  

図３－２ ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物（ボルト等を除く）の許容値に関する抜粋 

  

16



 

14 

 

図３－３ ＪＳＭＥ 設計・建設規格 炉心支持構造物（ボルト等を除く）の許容値に関す

る抜粋 
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15 

3.2 極限解析による評価 

  極限解析は，３次元ＦＥＭモデルを用いて，弾完全塑性体の物性値を入力した解析に

より崩壊荷重の下限（Pcr）を求め，求めた崩壊荷重の下限から許容荷重を設定もので

ある。極限解析フローを図３－４に示す。 

 

図３－４ 極限解析フロー 

  ① 解析モデルの作成 

   気水分離器及びスタンドパイプは，図３－５に示すとおり，シュラウドヘッド穴部

に差し込まれ内外面を溶接にて取り付けている。気水分離器に作用する地震時の荷重

は，スタンドパイプを介してシュラウドヘッドへ伝達される構造となっている。また，

各スタンドパイプは大小の補強板で連結されている。 

今回の評価では，１本のスタンドパイプが耐えることができる許容荷重を極限解析

により求め，１本に掛かる地震荷重と比較することにより健全性を確認するため，解

析においては，１本のスタンドパイプに着目してソリッド要素にてモデル化すること

とする。モデル図を図３－６に示す。 

モデルは評価上厳しくなる構造不連続部であるスタンドパイプ付根部の許容荷重

を設定する観点から，付根部を含むスタンドパイプの一部分（スタンドパイプ長さ

1000mm まで）をモデル化する。 

また，解析モデルはスタンドパイプがシュラウドヘッドに対して平面に取り付く中

①解析モデルの作成 

②境界条件の設定 
物性値の入力 

③荷重の負荷 

④荷重変位曲線の作成 

⑤崩壊荷重の下限（Pcr）の算定 

18



16 

央位置及び斜めに取り付く最外周位置の２種類のモデルとする。  

19
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原子炉圧力容器内部構造物 

大補強板 

小補強板 

図３－５ 炉内構造物（気水分離器及びスタンドパイプ）構造概要図(1/2) 

Ｂ

Ｂ

Ａ～Ａ断面図

Ａ 

スタンドパイプ 

小補強板 

シュラウドヘッド 大補強板 
Ｃ部 

気水分離器 

Ａ 

Ｂ～Ｂ断面図

Ｄ部 
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スタンドパイプ

〔SUS304TP 相当〕 

(ASME SA-312 Gr.TP304)

Ｄ部詳細図 

小補強板 

脚長           両側面隅肉溶接

Ｈ＝ 

Ｈ 

図３－５ 炉内構造物（気水分離器及びスタンドパイプ）構造概要図(2/2) 

隙間  

スタンドパイプ

〔SUS304TP 相当〕 

(ASME SA-312 Gr.TP304)

ＤＯ

Ｄｉ

シュラウドヘッド

（板厚：50.8mm）

ｔ 脚長           全周隅肉溶接 

ＤＯ ＝168.3mm （外径）

Ｄｉ ＝154.08mm（内径）

ｔ ＝  7.11mm（厚さ）
脚長           全周隅肉溶接 

Ｃ部断面図 

ｔ＝  

断面図 

平面図 
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図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（中央位置） 

シュラウドヘッド

スタンドパイプ

溶接部

22



20 

図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（最外周位置）

スタンドパイプ

シュラウドヘッド

Ａ部

Ｂ部

Ｃ部

Ｄ部
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Ａ部詳細 Ｂ部詳細 

Ｃ部詳細 Ｄ部詳細 

図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（最外周位置） 
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② 境界条件及び物性値

解析モデルの境界条件を図３－７に示す。境界条件として，モデル化したシュラウ

ドヘッドの端部を完全固定としている。 

図３－７ 解析モデルの境界条件 

解析モデルの物性値は，許容応力状態ⅣAS における許容荷重を求める際には，Ｊ

ＳＭＥ設計・建設規格 CSS-3160 に規定されているとおり，2.3Sm と 0.7Su の小さい

方を材料の降伏点とした弾完全塑性体，許容応力状態ⅢＡS における許容荷重を求め

る際には，同じく，1.5Sm を材料の降伏点とした弾完全塑性体を入力する(表３－３，

図３－８ 参照)。また，シュラウドヘッドとスタンドパイプは溶接にて取り付けられ

ており，溶接部は母材と同等の強度を有しているため，物性値は母材と同じとしてい

る。 

端部完全固定
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表３－３ 解析モデルに使用する材料の物性値 

材料 
ヤング率

×105[MPa]

降伏応力[MPa] 

許容応力状態 

ⅣAS 

許容応力状態 

ⅢＡS 

0.7Su 2.3Sm 1.5Sm 

スタンドパイプ

SUS304TP
1.76 273 264 172 

シュラウドヘッド

SUS304 

注：運転状態Ⅰ及びⅡの最高使用温度（３０１℃）に対する物性値を使用 

図３－８ 弾完全塑性体として応力とひずみの関係 

ひずみ（変位） 

（許容応力状態ⅢAＳ）1.5Sm 

（許容応力状態ⅣAＳ）Min[2.3Sm,0.7Su] 

応力（荷重） 
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③ 荷重の負荷

(1) 荷重の負荷に対する考慮

スタンドパイプはシュラウドヘッドとの取付部である付根部が構造不連続部で

あり評価上厳しい部位となるため，付根部が耐えることができる許容荷重を極限

解析にて求める。 

付根部の許容荷重と地震荷重との比較のため，地震荷重が有する３成分（水平

荷重，鉛直荷重，モーメント）を有する負荷荷重とし，地震荷重の３成分のそれぞ

れの比率が等しくなるように負荷荷重を設定する。 

また，荷重の負荷位置については，地震時に受ける荷重との整合性の観点から，

モデル上端面から荷重を負荷する（以下，「入力荷重」という。）。

入力荷重に対して付根部が受ける荷重（以下，「出力荷重」という。）には，出力

荷重の方が入力荷重の水平荷重によるモーメントの分だけ荷重が増加する。この

ため，出力荷重に対して地震荷重が有する３成分の比率が等しくなるように入力

荷重を設定する。 

(2) 荷重の負荷方向に対する考慮

a. 鉛直荷重方向

鉛直荷重の入力方向については，自重による荷重分だけ下向き方向の方が厳

しい評価となるため，鉛直荷重は下向きとする。 

b. 水平荷重方向

(a) 中心位置モデル

中心位置の水平荷重方向については，鉛直方向に対して軸対称モデルであ

ることから，入力方向に対して許容荷重への影響はないと考えられるため，

１方向とする。 

(b) 最外周位置モデル

最外周位置の水平荷重方向については，鉛直方向に対して面対称モデルで

あることから，入力方向に対して許容荷重への影響があると考えられること

から入力方向に対する検討を行う。 

具体的には，入力荷重を中心方向，中心方向と反対のリング方向，周方向

の３ケースについて実施する。 
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c. モーメント方向

モーメントの入力方向については，中心位置及び最外周位置共に，地震荷重

との方向の整合性の観点から水平荷重方向と同じ向きとする。 

中心位置及び最外周位置の入力荷重方向を図３－９に示す。 

(3) 入力荷重の設定

入力荷重と出力荷重の関係はつり合いの関係から，以下のとおりとなる。（図３

－１０参照） 

a. 鉛直荷重

入力荷重と出力荷重は等しくなる

b. 水平荷重

入力荷重と出力荷重は等しくなる

c. モーメント

入力荷重に対して出力荷重は，水平の入力荷重と入力荷重位置と出力荷重位

置の距離によるモーメントの分だけ荷重の絶対値は増加する。 

(4) その他初期設定条件

入力荷重の他に初期設定条件として，圧力差(0.10MPa)による荷重及び自重によ

る荷重を考慮する。 
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図３－９ 入力荷重の方向と地震荷重方向の関係 

荷重負荷方向

中心位置

荷重負荷方向

最外周位置（中心方向）

荷重負荷方向

最外周位置（リング方向）

荷重負荷方向

最外周位置（周方向）

地震荷重方向

または
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図３－１０ 荷重の負荷 

モーメント (Mx)

水平荷重 (FY) 

変位出力位置

出力荷重位置 

鉛直荷重 (Fz) 

Mx 

Mx 
FY 

Fz 

Fz 

FY 

FY・L 

入力荷重と出力荷重の関係 

L 
(=1000mm) 

入力荷重 

出力荷重 

入力荷重 

評価用入力荷重（Ｓｓ地震用 倍率 1.0 倍時）

入力荷重成分 Ｓｓ地震評価用 

鉛直荷重 ＦＺ(IN) -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ(IN) 10251.9[N] 

モーメント ＭＸ(IN)
※ -1.91312×107[N･mm]

※スタンドパイプ付根部が受ける荷重（出力荷重）と地震荷重の鉛直，水平，モーメント

の比率のそれぞれが等しくなるようにするため，入力荷重のモーメントは水平荷重ＦＹによ

ってスタンドパイプ付根部に発生するモーメント（ＦＹ・Ｌ）を出力荷重から除いた値とし

ている。

入力荷重と出力荷重の関係 

│ＭＸ(OUT)│＝│ＭＸ(IN)│＋│ＦＹ・Ｌ│ 

ＭＸ(OUT) ：出力荷重（モーメント） 

ＦＹ・Ｌ：付根部までの距離（Ｌ）により付根部に発生する荷重（モーメント）

評価用出力荷重（Ｓｓ地震用 倍率 1.0 倍時）

出力荷重成分 Ｓｓ地震評価用 

鉛直荷重 ＦＺ(OUT) -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ(OUT) 10251.9[N] 

モーメント ＭＸ(OUT) -2.93831×107[N･mm]

Ｓｓ地震荷重（平均地震荷重） 

荷重成分 Ｓｓ地震 

鉛直荷重 ＦＺ -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ 10251.9[N] 

モーメント Ｍ -2.93831×107[N･mm]
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④ 荷重変位曲線の作成

入力荷重の倍率を段階的に増加させ付根部に荷重を負荷し，ＦＥＭ解析にてその時

の付根部の荷重（出力荷重）と変位（上端部中心位置）をプロットし，荷重－変位曲

線を作成する（図３－１１参照）。 

 なお，荷重－変位曲線の荷重は出力荷重をＳs 又はＳd 地震荷重で除した各地震荷

重に対する荷重倍率で示す。 

 

図３－１１ 荷重変位曲線の作成（ＳＳ地震に対する評価の例，中心位置の場合） 

出力荷重（ＳＳ地震荷重×倍率として整理） 

入力荷重
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⑤ 崩壊荷重の下限（Pcr）の算定

④にて作成した荷重変位曲線を基に崩壊荷重の下限（Pcr）を算定する。

ＳＳ地震時及びＳｄ地震時の崩壊荷重の下限（Pcr）の算定結果を図３－１２～１７及

び表３－４に示す。Ｓｓ地震荷重及びＳｄ地震荷重は時刻歴応答解析に地盤物性のばら

つきに対する考慮として，それぞれの地震荷重を 1.5 倍している。また，最外周につい

ては，Ｓｓ地震荷重に対して裕度が低い周方向ケースにて代表して評価を実施してい

る。 

ここで，崩壊荷重の下限は，ＪＳＭＥ 設計・建設規格 CSS-3160 から「荷重とそれ

による変形量の関係直線に対して，弾性範囲の関係曲線の勾配の 2 倍の勾配を有する

直線が交わる点に相当する荷重」と定義されている（図３－１８参照）。 

崩壊荷重とは，ひずみ硬化を含まない理想的な弾完全塑性体の材料からなる構造物

が荷重を受けて，全断面降伏又は座屈限界に達し，これ以上の荷重を加えると構造物が

不安定になって変形が際限なく増加するときの荷重をいう。 

算定結果から中央位置と最外周位置では若干ではあるが中央位置のほうが厳しい結

果となっている。これは，３次元ＦＥＭモデルで詳細にモデル化した場合，斜めに取り

付く方が付根部の溶接長さが若干増加し，Pcr が増加したものと考えられる。 

 今回の極限解析では直接荷重を負荷することにより付根部に局所応力の影響を受け

ないようシュラウドヘッドからの距離を十分に取る観点から，モデル長さを 1000mm と

し，荷重を負荷し，その位置での変位を変位出力位置としている。モデル長さを変化さ

せた場合，出力荷重である付根部の荷重は上端面からの入力荷重にモデル長さが変わ

ることで生じる水平荷重によるモーメントの影響を考慮していることから変化しない。 

モデル長さを 1000mm から 1500mm に変化させた場合の荷重変位曲線を図３－１９図

に示す。変位量は変化するが，長さを変えた場合においても崩壊荷重の下限（Pcr）に

対して影響がないことを確認した。これは，構造物が不安定になって変形が際限なく増

加するときの挙動は構造不連続部である付根部によるものであり，モデル長さを変化

させた場合においても，変形挙動は変化しないためである。 

崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図を図３－２０～２３に示す。スタン

ドパイプとシュラウドヘッドの付根部に最大応力・ひずみが発生し，約 13%の相当塑性

ひずみが断面内の極一部で発生しているが，断面全体としては塑性域が広がっておら
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ず，塑性崩壊は起きていない。 

また，スタンドパイプの材料であるオーステナイト系ステンレス鋼は延性材料であ

り，材料の伸びの規格値は 34%である。今回の最大ひずみが生じている箇所は溶接部で

あるが，これに比べても十分に小さい。極限解析は，規格に基づき弾完全塑性体として

モデル化し評価を実施しているため，本評価体系においても保守性を有している。以上

から局所的に生じている約 13%相当のひずみにより崩壊は至らないものと考える。 

シュラウドヘッドに差し込まれたスタンドパイプとシュラウドヘッドとの間の変位

は微小であり，スタンドパイプとシュラウドヘッドが接触していないことを確認して

いる。これは，シュラウドヘッドに差し込まれたスタンドパイプは両端を溶接で固定す

ることで，変位が微小になったものと考える。 
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図３－１２ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（中心位置） 

図３－１３ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 中心方向に荷重負荷） 
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図３－１４ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 リング方向に荷重負荷） 

 

図３－１５ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 周方向に荷重負荷） 
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図３－１６ Ｓｄ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（中心位置） 

図３－１７ Ｓｄ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（最外周位置 周方向に荷重負荷）
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表３－４ 崩壊荷重の下限の算定結果 

※：中心方向，リング方向，周方向のうちⅣＡＳの裕度が最も低いものを実施 

図３－１８ 崩壊荷重の下限（Pcr）の定義 

スタンドパイプ位置
水平力及びモーメン

ト負荷方向
許容応力状態

裕度 

（Pcr/地震荷重） 

中央部 ― ⅣＡＳ 1.134 

最外周部 

中心方向 ⅣＡＳ 1.144 

リング方向 ⅣＡＳ 1.151 

周方向 ⅣＡＳ 1.142 

中央部 ― ⅢＡＳ 1.108 

最外周部 周方向※ ⅢＡＳ 1.117 

荷重

変位

Pcr 

tanφ=2tanθ 

θ φ 
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モデル長さ 1000m の場合

モデル長さ 1500mm の場合

図３－１９ 長さを変化させた場合の極限解析結果 
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応力分布図 

図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布（中心位置）(1/5) 

全体図

断面図

最大応力発生箇所

変形倍率：１０倍 

単位：ＭＰａ 

単位：ＭＰａ 
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ひずみ分布図 

 

図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図（中心位置）(2/5)

全体図 

断面図 

変形倍率：１０倍 

単位なし 

単位なし 

最大ひずみ発生箇所※

単位なし 

0°位置 180°位置 

0°

180° 90°

270°

PEEQ：相当塑性ひずみ

※：最大ひずみはシュラウドヘッド 

鏡板表面位置 
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図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図（中心位置）(3/5) 

270°位置 90°位置 

単位なし 単位なし 
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図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図(4/5)

ひずみ分布図（平面図）最大ひずみ発生位置高さ

応力分布図（平面図）最大ひずみ発生位置高さ

0° 180° 

90° 

270° 

0° 180° 

90° 

270° 

単位なし 

単位:ＭＰａ 
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図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図(5/5) 

ひずみ分布図（平面図）隅肉溶接上端を含む位置

応力分布図（平面図）（隅肉溶接上端を含む位置）

0° 180° 

90° 

270° 

0° 180° 

90° 

270° 
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図３－２１ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（最外周位置 中心方向に荷重負荷）

ひずみ分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

応力分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力
荷重負荷方向

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm)
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図３－２２ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（リング方向に荷重負荷）

ひずみ分布図(圧縮側断面) 

(2 倍勾配交点） 

応力分布図(圧縮側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力位置

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm)
荷重負荷方向
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図３－２３ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（周方向に荷重負荷）

荷重負荷方向

応力分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

ひずみ分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力位置

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm)
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(3) 極限解析に対する試験による確認

スタンドパイプにおける今回工認の申請は，極限解析を用いてスタンドパイプ部の有

する耐力が地震荷重以上であることを確認することで，地震時における健全性を評価し

ている。極限解析は，これまでの工認での適用例としてＰＷＲの炉内構造物での適用実績

はあるが，表３－５に示すように，適用範囲及び解析手法は同じであるものの，適用部位

が異なる。なお，先行ＰＷＲと同様に東海第二発電所のスタンドパイプへの極限解析の結

果が保守性を有することを補足的に確認する観点から，縮尺の試験体を用いた試験を行

う。 

表３－５ 先行実績と東海第二との比較 

先行ＰＷＲ 東海第二 

適用範囲 炉内構造物 同左 

適用部位 ラジアルサポート スタンドパイプ

適用規格 
ＪＳＭＥ 設計・建設規格 

CSS-3160 
同左 

解析手法 
３次元ＦＥＭによる 

弾塑性解析 
同左 
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4. 試験による確認について

4.1  はじめに 

東海第二の気水分離器及びスタンドパイプのうち，スタンドパイプの耐震評価におい

ては，今回工認では，極限解析を用い，スタンドパイプの耐力が地震荷重以上であること

を確認することで地震時における健全性を評価している。極限解析はこれまでの工認で

適用例が少ないため，実機スタンドパイプ及びシュラウドヘッドの一部を縮尺模擬体と

して試験を実施し，極限解析を用いたスタンドパイプの耐震評価手法の保守性を確認す

る。 

4.2  試験目的 

試験は，スタンドパイプとシュラウドヘッド部を模擬した縮小試験体に荷重（モーメン

ト）を作用させる試験を実施し，スケール則を考慮してスタンドパイプが負担することが

できる最大の荷重（以下「限界荷重」という。）を求める。 

試験にて得られた限界荷重が極限解析にて得られた崩壊荷重の下限(Pcr)より大きい

ことを確認することで，極限解析の保守性を確認する。 

4.3  試験内容 

(1) 実施項目

東海第二のスタンドパイプ及びシュラウドヘッドを模擬した縮尺試験体にモーメ

ントを作用させる試験を実施した。

(2) 試験内容

a. 試験体

解析結果から中心位置の方が若干 Pcr が低い結果であるため，中心位置を代表

とした試験体とする。地震による荷重は鉛直荷重，水平荷重及びモーメントが発生

するが，モーメントが支配的な荷重であるため，モーメントを負荷できる試験体と

した。 

試験体は，スタンドパイプの構造を模擬した縮小モデルとし，試験体のサイズは，

試験機が具備する恒温槽の寸法制限を考慮して外径及びスタンドパイプ板厚で 1

／3 スケールとした。試験体の材料は実機と同等のものを使用した。 
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試験体の仕様を表４－１に示す。また，試験体の概略図を図３－１に，試験装置

の概略図を図４－１に示す。試験体は，試験装置の荷重負荷を考慮して，シュラウ

ドヘッドを模擬した鋼板に 2本のスタンドパイプを模擬した管を溶接にて取付け，

下側のスタンドパイプを試験機に固定し，上側のスタンドパイプを上方へ引っ張

ることにより，スタンドパイプ付根にモーメントを作用させた。 

なお，シュラウドヘッドは固定しておらず，また，シュラウドヘッドは試験結果

への影響が軽微と考え，厚い平板で模擬した。 

試験では，試験体に荷重を加えながら変形挙動を計測し，限界荷重を確認した。 

b. 試験方法

試験は，恒温槽を具備した試験機に試験体を取り付け，301 ℃（運転状態Ⅰ，Ⅱ

の最高温度）の高温状態にて，試験体に上方へ荷重を負荷しながら変位を計測する

ことにより実施した。 

なお，変位については２本のスタンドパイプの変位であることから，変位に 1/2

を乗ずることにより１本のスタンドパイプの変位として整理している。 

表４－１ 縮小モデル試験体の仕様 

項目 試験体仕様 実機仕様 

スタンドパイプ

寸法 

外径 

（Do） 

56.10mm 

(1/3 スケール) 

168.3mm 

内径 

（Di） 

51.36mm 

(1/3 スケール) 

154.08mm 

板厚 
2.37mm 

(1/3 スケール) 

7.11mm 

材料 
SUS304TP SUS304TP 相当 

（ASME SA-312 Gr.TP304） 

シュラウドヘッド鏡板

寸法 板厚 32mm 50.8mm 

材料 
SUS304 SUS304 相当 

（ASME SA-240 TYPE304） 

変位測定位置 
鏡板表面から 148mm 鏡板表面から 1000mm 

（極限解析の変位出力位置） 

荷重負荷位置 
鏡板表面から 148mm 

（モーメントアーム）

鏡板表面から 1000mm 
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図４－１ 試験体形状 

210 mm 

32 mm 

148 mm 

外径：φ56.10 

板厚： 2.37mm 
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図４－２ 試験装置 

ロードセル

クロスヘッド

恒温槽

試験体
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4.4 試験結果 

(1) 試験から得られた荷重－変位曲線

試験から得られた荷重変位曲線を図４－３に示す。試験は，試験装置内の試験体と

治具との干渉を考慮して，変位が 26 mm を超えた時点（荷重：17.5 kN）で試験を終

了した。なお，試験については試験成立性確認用，本試験，再現確認用として３回実

施しており，それぞれの試験から得られた荷重変位曲線に有意な差はなかったため，

本試験データを試験結果としている。 

図４－３ 試験から得られた荷重－変位曲線 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

0 5 10 15 20 25 30 35 40

ケース3（再現確認）

ケース1（試験成立性確認）

ケース2（本試験）

変位（mm）

荷
重

（
kN
）

※：試験で得られた変位に 1/2 を乗ずるこ

とにより１本当たりの変位にしている 
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(2) 試験前後及び試験中の試験体の状況

試験前後及び試験中の試験体の状況をそれぞれ図４－４に示す。試験結果から，ス

タンドパイプ及びシュラウドヘッドを模擬した試験体に亀裂，損傷は確認されなか

った。 

この結果から，試験体の限界荷重としては，少なくとも 17.5 kN であることが確認

された。 
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試験前 

試験後 

図４－４ 各試験段階での試験体の状態（１／２） 
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試験中 

試験後 

図４－４ 各段階での試験体の状態（２／２） 
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(3) スケール則を踏まえた試験結果と極限解析結果の比較

試験により求められた荷重変位曲線から，スケール則及びスタンドパイプ付根部

に掛かる荷重（モーメント）を考慮して実機寸法における荷重変位曲線を作成し，極

限解析結果と比較評価する。 

試験体のスタンドパイプ付根部に作用するモーメントは，試験力にモーメントア

ーム（0.148 m）を乗じて求める。スケール則は，荷重（モーメント）に対しては実

機寸法と縮尺試験体の塑性断面係数の比※（＝ 27）を乗じる。 

変位に対しては，試験体は，各位置で断面形状が異なることから，長さ，断面二次

モーメントを考慮した面積モーメント法により変位を求め，実機はたわみの式によ

り変位を求め，実機と試験体の変位比（＝ 20.4）を乗ずる（算出方法は補足－１参

照）。 

このスケール則を考慮した場合，表４－２となり，極限解析で得られる崩壊荷重の

下限値(Pcr)よりも試験で得られた値の方が耐力を有するため保守的であることが

わかる。また，図４－３の荷重－変位曲線と極限解析結果の荷重－変位曲線を重ね描

いたものを図４－５に示す。 

なお，試験結果と極限解析結果の弾性範囲で傾きが異なるが，これは極限解析では

スタンドパイプ下端を固定端として計算しておりスタンドパイプのみの変位である

が，試験ではスタンドパイプの変位のほかに鏡板やピンのたわみも生じるため解析

に比べて大きな変位となるためと考える（図４－６参照）。 

※：円筒形の塑性断面係数 Zp（ = (Do3-Di3) / 6）の比 

 Do：外径，Di：内径 

（表３－１に示す実機と試験体それぞれの内外径） 

 実機の塑性断面係数：Zp（実機）  =1.849×105[mm3] 

試験体の塑性断面係数：Zp（試験体）=6.846×103[mm3] 
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表４－２ 試験結果と極限解析結果の比較 

荷重（kN） 
モーメント

（kN・m） 
備考 

①試験結果 17.5 － 

②試験結果

（付根部に掛かる 

モーメント）

－ 2.59 
①×0.148 m（モーメントア

ーム） 

③試験結果

（スケール則考慮）
－ 69.93 ②×27（塑性断面係数の比）

④極限解析(Pcr) － 49.73 許容応力状態ⅣAS 

⑤極限解析(Pcr)により

得られる許容荷重
－ 44.75 許容荷重＝0.9×④ 

図４－５ 試験結果と極限解析結果の比較 
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図４－６ スタンドパイプのたわみと鏡板と連結ピンのたわみの概要

厳密な試験体の変位 vT ＝ スタンドパイプたわみ ＋ 鏡板たわみ ＋ 連結ピンたわみ 
＝     v0       ＋  v1   ＋   v2 

今回の評価に用いた変位比（＝ vA ／ v0 ） ＞ 厳密な変位比（＝ vA ／ vT ）
ここで，vA ： 極限解析の変位

v0

F 

鏡板

スタンド

パイプ

スタンドパイプのたわみ 鏡板と連結ピンのたわみ
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4.5  まとめ 

東海第二のスタンドパイプの縮小モデル試験体に荷重（モーメント）を作用させる試験

を実施した結果，限界荷重は少なくとも 17.5 kN であり，試験後の試験体に亀裂，損傷は

生じていなかった。試験における限界荷重 17.5 kN は，実機のスケールでは 69.93 kN・m

に相当し，極限解析により得られる許容荷重（モーメント）44.75 kN・m に対して十分大

きいことがわかった。 

以上より，極限解析による評価手法は十分な保守性を有していることを確認した。 

また，試験体に対する極限解析については別紙－１に示すとおり，試験体に対する極限

解析にて得られたＰcr（13.7 kN）よりも試験にて得られた許容荷重のほうが十分大きい

ことを確認した。 
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補足－１ 

変位に対するスケール則の算出について 

①実機スタンドパイプ解析モデルの変位の算出

実機スタンドパイプ解析モデルにはスタンドパイプ上面からモーメント及び水平荷

重を負荷しているため，それぞれの荷重に対して，材料力学に基づき変位を算出する

（下図参照）。 

たわみの式より 

ｖ' ＝ W'L'3/（3EI'）＋M0L'2/（2EI'） 

＝ σZ'（W'/M'）L'3/（3EI'）＋σZ'｛1－（W'/M'）L'｝L'2／（2EI'） 

 ＝5247σ/E 

M0= M'- W'L'  

実機スタンドパイプの諸元 

項目 実機 

径 Do' （mm） 168.3 

内径 Di' （mm） 154.08 

板厚 t' （mm） 7.11 

断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ I' （mm4） 1.172×107 

変位計測点 L' （mm） 1000 

地震荷重Ｓｓ 

W' 水平力 （kN） 3460 

M' 曲げモーメント （kN・mm） 9870000 

W'／M'（mm-1） 3.506E-04 
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②試験体の変位の算出

試験体の変位の算出は，引張荷重を付与するために試験体上面に治具を取り付ける

ことによる応力集中によりパイプと板との取付部以外が破損するのを防止するため，

試験体上面付近の板厚を 1/3 より肉厚な構造（下図 L1,L2 範囲）にしている。肉厚な

構造にすることにより，上面から荷重を負荷した場合，L1,L2 範囲の肉厚構造部の変

位量の低下を面積モーメント法にて考慮する（下図参照）。 

面積モーメント法より 

v  ＝（面積 3）×（図心 3 までの距離）-（面積 2）×(図心 2 までの距離)- 

（面積 1）×(図心 1 までの距離) 

＝{WL/(EI3)}･(L/2)･(2L/3)- {W(L1+L2)/(1/I3-1/I2)/E)}･{(L1+L2)/2}･(2(L1+L2)/3) 

- {WL1/(1/I2-1/I1)/E)}･(L1/2}･(2L1/3)

＝σZ/E･{L2/(3I3)-(L1+L2)3/(3L)･(1/I3-1/I2)-L13/(3L)･(1/I2-1/I1)} 

＝257.1σ/E 

試験体の諸元 

項目 
試験体 

部位１（長さＬ1） 部位２（長さＬ2） 部位３（長さＬ3） 

外径 D1o,D2o,D3o，（mm） 60.5 56.1 56.1

内径 D1i,D2i,D3i（mm） 49.5 49.5 51.36

板厚 ｔ （mm） ― ― 2.37

断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ I1,I2,I3（mm4） 3.629×105 1.915×105 1.446×105

変位計測点 Ｌ（mm） 150

長さ L1，L2，L3（mm） 30 20 98
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5. １本あたりの地震荷重の算出について

 5.1 詳細モデルによる影響評価 

 今回工認におけるスタンドパイプの耐震評価は，極限解析にて得られた許容荷重が

建屋機器連成モデルでの地震応答解析にて得られた２２５本を１質点として得られた

地震荷重をスタンドパイプ総本数（２２５本）にて除した１本当たりの平均地震荷重を

上回ることで健全性を確認している。 

 ここで，実際の気水分離器及びスタンドパイプはシュラウドヘッドの鏡板に対して

取付くことによりスタンドパイプ長さがそれぞれ異なること，また大小の補強板に結

合されており，それぞれのスタンドパイプ付根部に掛かる荷重は異なり，平均地震荷重

を上回る可能性がある。このため，地震応答解析にて得られた地震荷重をスタンドパイ

プ総本数にて除する手法（以下，「平均化」という。）の妥当性を検討した。 

検討方法については，図５－１に示す気水分離器，大小の補強板を含めたスタンドパ

イプ２２５本とシュラウドヘッドをはり要素及びシェル要素でモデル化したもの（以

下「詳細モデル」という。）と図５－２に示す建屋機器連成地震応答解析モデルからシ

ュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプの部分を取り出したモデル（以下「連

成モデル」という。）に対してそれぞれ水平１Ｇの加速度を付与し，詳細モデルでの１

本に掛かる最大モーメントと連成モデルの静解析結果から得られたモーメントを平均

化して得られるモーメントを比較することにより，今回工認で用いている建屋機器連

成地震応答解析にて得られた地震荷重を平均化した１本当たりの地震荷重の方が詳細

解析に荷重を算出するよりも保守性を有することを確認する。 

 解析結果を図５－３に示す。また，詳細モデルの固有値解析結果を図５－４示す。図

５－３に示すとおり，詳細モデルの最大モーメントの方が連成モデルの平均化モーメ

ントより低くなった。

これは，図５－５に示すように，スタンドパイプ２２５本を１本と見立てた連成モ

デルではモーメントとして算出される荷重が，実形状を模擬した詳細モデルでは軸方

向荷重と距離によりモーメントに変換され，モーメントが下がったものと考えられ

る。 

 以上より，今回工認で建屋機器連成地震応答解析にて得られた２２５本の荷重を平

均化した地震荷重の方が保守性を有していることから，平均化手法を採用している。
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鳥瞰図 

平面図 

図５－１ シュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプ詳細モデル 

気水分離器及び
スタンドパイプ

小補強板

大補強板

シュラウドヘッド

境界条件：
シュラウドヘッド下
部を拘束

評価部位：

スタンドパイプ下部
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図５－２ シュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプ連成モデル 

連成解析モデルのうち，気水分離器，

スタンドパイプ及びシュラウドヘッド

部分をモデル化

解析モデル図
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（単位：kN・m） 

解析モデル

荷重条件 

連成モデル 
詳細モデル 

荷重方向 モーメント

モーメント Ｘ方向 8.5 注２ 

水平 1.0G 10.6 注１ Ｙ方向 7.6 注２ 

注１：２２５本で除した値 

注２：２２５本のうち最大値（位置は下図参照）を記載 

 Ｘ方向   Ｙ方向 

図５－３ 連成モデルと詳細モデルの荷重比較 
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モード
固有周期

(Hz) 

刺激係数 

x y z 

1 5.4 0.01 0.03 0.00 

2 6.6 -0.65 -7.67 0.00 

3 6.6 7.67 -0.65 0.00 

4 10.8 0.00 0.01 0.00 

5 10.8 0.02 0.00 0.00 

 

 

 

 

 

図５－４ 詳細モデルの振動モード図 
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図５－５ 変位に伴い発生する荷重挙動の概略図 

 

  

Ｌ Ｌ 

Ｍ２ 
Ｍ２ 

Ｍ１ Ｆ Ｆ 

シュラウドヘッド 

スタンドパイプ 

Ｍ ＝Ｍ１＋２Ｍ２＋２Ｆ・Ｌ 

補強板 

Ｍ ：建屋機器地震応答解析 
でのモーメント 

Ｍ１：中心部モーメント 
Ｍ２：外周部モーメント 
Ｆ ：変位により生じる軸方向荷重 

軸方向荷重が発
生することで実
際に掛かるモー
メントが低下す
る 
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 5.2 最外周部の偏心の扱いについて 

最外周部のスタンドパイプのいくつかについては，スタンドパイプが鉛直方向に対

して曲がりを有している構造であるため，偏心しているスタンドパイプの扱いについ

ての影響について整理する。 

(1) 地震荷重に対する影響 

モーメント及び水平方向の地震荷重は偏心することによりスタンドパイプ付

根部に対して新たに生じる荷重はない。 

鉛直地震荷重は鉛直地震荷重と偏心量によるモーメントが発生するため，偏

心により発生するモーメントを地震荷重として考慮する。同様に自重によって

もモーメントが発生するため，これを考慮する。（図５－６参照） 

なお，偏心により発生するモーメントは，最外周部の偏心を有しているスタ

ンドパイプだけであるが，評価に用いる地震荷重については一律偏心により発

生するモーメントを考慮する。 

(2) 極限解析に対する影響 

極限解析は中心位置と斜め取付く最外周位置の２ケース実施しているが，最

外周の偏心を有するスタンドパイプに対してではなく，偏心を有しない最外周

のスタンドパイプにて極限解析を実施している。これは，偏心を有するスタン

ドパイプの方が偏心を有しないスタンドパイプと比べ斜めに取付く影響が軽減

されるためである。また，今回の極限解析結果から，中心位置の方が裕度が低

い結果であり，斜めに取付く影響は軽微であると考えられることから，極限解

析に対する影響はないと考える。  
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偏心量が 38.1mm と 76.2mm の２種類のスタンドパイプがあるが，偏心量が大きい方が鉛

直力と偏心により発生するモーメントが大きくなることから，76.2mm の場合の荷重を一律

考慮する。 

 

死荷重によるモーメント：Ｖ自重/225×e＝1.91347×105 [N･mm]   

           Ｖ自重：全スタンドパイプ死荷重 (＝ 565000 [N]) 

 

地震荷重によるモーメント： Ｖ地震/225×e＝1.38628×105 [N･mm] 

           Ｖ地震：全スタンドパイプの鉛直地震荷重 （＝ 409334 [N]） 

 

 

図５－６ 偏心に対する考慮 

  

スタンドパイプ

小補強板 

シュラウドヘッド 大補強板 

気水分離器 

e
ｅ＝76.2,38.1[mm]
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別紙－１ 

試験体に対する極限解析について 

 

1. はじめに 

  実機スタンドパイプ及びシュラウドヘッドの一部を縮尺模擬体として試験を実施し，

試験にて得られた限界荷重が極限解析にて得られた許容荷重よりも大きいことを確認し

ている。試験体に対しても極限解析を実施し，補足的に得られた許容荷重が試験結果に

て得られた限界荷重よりも大きいことを確認する。 

 

2. 解析方法 

 極限解析手法については，実機のスタンドパイプと同様に実施する。 

①解析モデルの作成 

  解析モデルは２本の試験体の対称性を考慮して１本の試験体とする。解析モデルを

図２－１に示す。縮尺試験体は対称形であることから，解析モデルは全体の 1/2 と

し，パイプは鋼板との溶接部から 148mm（荷重負荷位置）までの範囲をモデル化して

いる。また，パイプの板厚は，引張試験治具による局部的な影響を考慮する観点から

治具取付部近傍を肉厚形状にしていたが，解析上においては，考慮せず，一律 1/3 ス

ケールの板厚としている。 

 ②境界条件の設定及び物性値の入力 

  境界条件は荷重負荷方向と反対側側面を拘束する。また，物性値は試験体及び実機

の解析条件と同じとする。 

 ③荷重の負荷 

  荷重の負荷は，試験の荷重の負荷と同様に試験体上面に引張力（水平荷重）を負荷

する。 

 ④荷重変位曲線の作成 

  ③の荷重を増加させて荷重－変位曲線を作成する。 

 ⑤崩壊荷重の下限（Pcr）の算定 

④にて作成した荷重変位曲線をもとに崩壊荷重の下限（Pcr）を算定する。算定結果

を図２－２に示す。算出結果から得られえた Pcr は 13.7 kN であった。 
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3.  試験結果との比較 

  試験体に対する極限解析にて得られた荷重－変位曲線と試験にて得られた荷重変位曲

線を重ね合わせたものを図３－１に示す。試験にて得られた限界荷重は 17.5 kN であり，

極限解析にて得られたＰｃｒ（＝13.7 kN）よりも，保守的であることがわかった。 
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図２－１ 縮尺試験体の解析モデル図 

 
図２－２ 縮尺試験体の荷重－変位曲線  
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図３－１ 試験結果と試験体に対する極限解析結果との比較 
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1. 目的 

新規制基準を適用するに当たり，建設時の工事計画認可申請等既工認と比べて耐震計

算を必要とする設備の種類・数が増加し，これに伴い，記載内容も既工認の記載事項に

は収まらない多様なものとなった。本資料は，耐震計算書を地震応答解析及び応力評価

手法等による分類を行い，それぞれの分類において耐震計算書の構成・記載程度につい

て整理することで，耐震計算書の品質向上に資するものである。 

本資料は，耐震計算書作成の手引きとして使用するものであり，設備や評価手法の独

自性を踏まえて，要領書と異なる記載を妨げるものではない。 

 

2. 適用範囲 

本資料は，東海第二発電所の工事計画認可申請における添付書類のうち「Ⅴ-2 耐震

性に関する説明書」及び「Ⅴ-2 別添」の機電設備に適用するものとする。 

 

3. 基本方針 

耐震計算書の品質向上のため，耐震計算書は評価手法に基づき体系的に分類し，同じ

分類に属する耐震計算書においては章構成，内容，用語等をできるだけ統一的な記載と

する。具体的には以下の方針に基づいて本資料を作成し，本資料を耐震計算書の記載の

手引きとして活用する。 

・耐震計算書を分類し，分類ごとに章構成をできるだけ統一する。 

・分類に当たっては耐震計算書分類のフロー図を作成し，これに基づき耐震計算書を

分類する。 

・分類は地震応答解析，応力評価方法等により分類する。
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2 

4. 機電設備耐震計算書分類フロー及び構成について 

 図 4－1に機電設備耐震計算書分類フロー及び各分類の構成を示す。 
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図 4－1 は各耐震計算書の第 1 章「概要」から最終章「評価結果」に至るまでの基本的

な章構成，主な記載内容を示している。フローパターンはＡ～Ｆの種類があり，各耐震計

算書はおおむねこれらのフローパターンに分類することができるような記載とする。設備

の特性上，特殊な評価が必要な場合でフローパターンに分類することができなくても本資

料の目的を踏まえ，記載の品質向上を図る。 

 

5. 耐震計算書記載注意事項 

以降は，東海第二発電所の耐震計算書（機電分）（以下「耐震計算書」という。）にお

ける記載項目，様式及び耐震計算書作成上の注意事項について整理し，耐震計算書の作

成上の注意事項としてまとめたものである。なお，具体的な記載例は参考図書に示す。 

 

5.1 耐震計算書の全般的な注意事項 

○評価手法について 

・自プラント既工認の記載内容から変更がある場合は，その内容が分かるように記

載する。自社他プラントや既往研究の評価手法を引用する場合は，参照する工

認書類等を記載する。なお，他社プラント工認で適用実績がある評価手法を用

いる場合においても，自社として初めての適用となる場合は内容を省略せずに

記載する。 

・評価手法が既工認の記載事項から変更がなく，詳細な記載を省略する場合は，

参照する工認書類等を記載する。 

○評価対象（機器及び部位），評価内容について 

・複数の評価対象に対して代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選

定の考え方（条件が厳しい，すべて評価の上代表として記載するなど）の概要を

計算書に記載する。 

・評価を省略する場合は，その理由を記載する（変更がない，他で包含されている

など） 

・評価に当たり必要となる記号及び数値を記載する。 
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5.2  耐震計算書の各項目の注意事項 

5.2.1 「①概要」について 

「概要」は「目的」，「評価の概要」，「設計基準対象施設としての重要度分類」，

「重大事故等対処設備としての設備区分」等を記載することを目的としている。 

・各計算書に記載する「概要」は評価目的（「十分な構造強度及び電気的機能維

持を有していることを説明するものである。」等）を明確にし「評価結果」の

章においては評価目的に対応した結論（「設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを確認した。」，「十分な構造強度及び止水

性を有していることを確認した。」，「波及的影響を及ぼさないことを確認し

た。」等）を記載する。 

・機能維持評価について詳細評価する場合はその旨を記載する。 

・関連する上位文書があれば記載する。 

 

5.2.2 「②一般事項」について 

「一般事項」においては「配置概要（波及的影響を及ぼすおそれのある施設

に係る設備のみ記載）」，「構造計画」，「評価方針」，「適用基準」，「記号の説明」，

「計算精度と数値の丸め方」を記載し，全体ストーリーを説明することを目的

としている。 

「計算書作成の基本方針」を呼び込む設備の耐震計算書においては，「計算書

作成の基本方針」に記載している項目を耐震計算書に記載する必要はない（以

降のページについても同様に基本方針の記載されている項目を耐震計算書に記

載する必要はない）。ただし，波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備

で「計算書作成の基本方針」に記載されていない「適用基準」がある場合は記

載する。 

・「配置概要」では各設備の設置箇所を説明する。 

・「構造計画」では，「計画の概要」及び「概略構造図」により，「主体構造」か

ら「支持構造物」，据付部（ボルト，溶接部）に至るまでの荷重伝播経路を説

明する。 

・「構造計画」では，「計画の概要」と「概略構造図」の説明においては用語を

統一する（以降のページについても同様に用語の整合性をとること）。 

78



 

5 

 

・「構造計画」では，据付ボルトが後施工の場合は「概略構造図」においてアン

カの種類（メカニカルアンカ，ケミカルアンカ）を記載する。 

・「構造計画」では，支持部が溶接の場合は溶接であることが分かるように「概

略構造図」において溶接線を記載する。 

・「評価方針」では，「構造強度は応力等が許容限界以内であること」，「機能維

持確認は機能確認済加速度以下であること」等どのような方法で確認するか

を旨記載する。 

・「評価方針」では，原則として評価フロー図を記載する（評価手法が既工認の

記載事項から変更がなく，詳細な記載を省略するとした場合は省略可）。 

・「評価方針」では，ポンプ振動等を考慮する必要がある設備の場合は耐震評価

フローにおいて「機械的荷重」の項目を記載する。 

・「評価方針」では，屋外設備などの自然現象による荷重を考慮する必要がある

設備の場合は耐震評価フローにおいてその旨の項目及び考え方の注記を記載

する。 

  例） 

   追加項目：自然現象による荷重の算定 ・常時荷重 

    考え方：常時荷重は，自重，風荷重を考慮するものとする。また，上面面

積は小さく，積雪荷重はわずかであるため，積雪荷重を含めな

い。 

・「適用基準」では，計算書において準拠する規格及び基準について具体的な規

格番号，名称，及び制定又は改訂年度も含め記載する。 

・「記号の説明」では，「記号」，「記号の説明」，「単位」を記載する。 

・「計算精度と数値の丸め方」では，「数値の種類」，「単位」，「処理桁」，「処理

方法」，「表示桁」を記載する。 
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5.2.3 「③評価部位」について 

耐震評価を行う部位を明確にすることを目的としている。 

・5.2.2「②一般事項」の「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定し

ている理由を記載する。 

・複数の評価対象に対して代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表

選定の考え方（条件が厳しい，すべて評価の上代表として記載するなど）の

概要を計算書に記載する。 

 

5.2.4 「④固有周期」について 

固有値を求めることを目的としている。固有値の求め方及び固有値を記載す

る。 

・解析モデルを用いて固有値を算出する場合（Ｃ-1）において，「固有値解析方

法」，「解析モデル及び諸元」，「固有値解析結果」を記載する。 

- 「固有値解析方法」では，適用するモデル（3 次元 FEM モデル等）を記載す

る。 

- 「解析モデル及び諸元」では，内装品・取付け器具がある場合解析モデル上

での扱い（質量や重心位置等の計算条件）を記載する。 

- 「解析モデル及び諸元」では，基礎（据付）ボルト部をモデル化していない

場合は「基礎（据付）ボルト部は剛体として評価する。」と記載する。 

- 「解析モデル及び諸元」ではモデル図，解析モデルの諸元を記載すること。

物性値（縦弾性係数等）はモデル化した材料が複数あればそれごとに記載す

る。（ボルトをモデル化しているなら，ボルトの物性値を記載する。） 

-「固有値解析結果」では，固有周期を記載するとともに，柔構造の場合はそ

の振動モード図を記載する。 

・理論式を用いて固有値を求める場合（Ｃ-2）において，「固有周期の計算方法」，

「固有周期の計算条件」，「固有周期の計算結果」を記載する。 

-「固有周期の計算方法」では，適用するモデル（1 質点系モデル等），モデル

図，計算式を記載する。 

-「固有周期の計算条件」では，各項目に対する記号，単位及び数値等を記載

する。 
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・固有値測定試験（Ｄ）において，「基本方針」，「固有周期の算出方法」，「固有

周期の算出結果」を記載する。 

-「基本方針」では，試験名称を記載する。 

例） 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

【類似品の結果を流用する場合の記載例】 

計器スタンションの固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性

をもつ計器スタンションに対する振動試験（加振試験）の結果算定さ

れた固有周期を使用する。 

-「固有周期の算出方法」では，試験方法を記載する。 

 

5.2.5 「⑤地震応答解析及び構造強度評価」について 

地震応答解析，構造強度評価の方法及びそれらに使用する情報を記載するこ

とを目的としている。 

・以下について記載する。 

- 地震応答解析及び構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力状態 

- 許容応力 

- 使用材料の許容応力 

- 設計用地震力 

- 解析モデル及び諸元 

- 固有周期 

- 計算方法（応力） 

- 計算条件（応力） 

- 応力の評価 

・「地震応答解析及び構造強度評価方法」には以下について記載する。 

- モデル，解析コード，拘束条件等を記載すること。 

- 公称値を使用する旨を記載すること。 

- 内装品・取付け器具がある場合，解析モデル上での扱い（質量や重心位置等

の計算条件）を記載する。 
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- 基礎（据付）ボルト部をモデル化していない場合は，「基礎（据付）ボルト

部の「なお，基礎（据付）ボルト部は剛体として評価する。」と追記する。 

・「設計用地震力」では，添付資料-9 の記載を参考とする。 

・「解析モデル及び諸元」ではモデル図，解析モデルの諸元を記載する。物性値

（縦弾性係数等）はモデル化した材料が複数あればそれごとに記載する。（ボ

ルトをモデル化しているなら，ボルトの物性値を記載する。） 

・固有値解析を実施する場合は，固有振動数を記載するとともに，柔構造の場合

はその振動モード図を記載する。 

・応力評価の荷重に使用する解析の結果を記載すること（応力計算式を用いて

手計算できる程度）。 

・許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で省

略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。」の注記を記載する。 

 

5.2.6 「⑥地震応答解析」について 

地震応答解析方法について説明し，応力評価に用いる応答解析結果を求める

ことを目標とする。 

・下記の項目を記載する。 

- 地震応答解析方法 

- 設計用地震力 

- 解析モデル及び諸元 

- 計算方法 

- 応答解析結果 

・記載時の注意事項については 5.2.5「⑤地震応答解析及び構造強度評価」を参

照。 

・許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で

省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。」の注記を記載する。 
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5.2.7 「⑦構造強度評価」について 

応力評価の方法，応力評価に使用する情報を記載することを目的としている。 

・下記の項目を必要に応じて記載する。 

- 構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力状態 

- 許容応力 

- 使用材料の許容応力 

- 設計用地震力 

- 計算方法（応力） 

- 計算条件（応力） 

- 応力の評価 

・記載時の注意事項については 5.2.5「⑤地震応答解析及び構造強度評価」を参 

 照 

・許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で

省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。」の注記を記載する。 

 

5.2.8 「⑧構造強度評価」について 

応力評価の方法は，応力評価に使用する情報を記載することを目的としてい

る。 

・下記の項目を記載する。 

- 構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力状態 

- 許容応力 

- 使用材料の許容応力 

・計算書作成の基本方針を呼び込む設備の計算書（容器，ポンプ等，電気品）

については計算書作成の基本方針のフォーマットが使用できることについて

構造上等からの適用性根拠を記載する。 
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例） 

～ポンプは横置ポンプであり～ 

～設備は設備の構造上，ポンプと同様の 1 質点系モデルによる耐震評価が

行えるため～ 

・どの計算書作成の基本方針を使用するか説明する。 

・その他の記載時の注意事項については 5.2.5「⑤地震応答解析及び構造強度評

価」を参照。 

・許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で

省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。」の注記を記載する。 

 

5.2.9 「⑨加振試験」について 

加振試験の方法及び条件について説明することを目的としている。 

・「基本事項」では，加振試験の方法及び目的を記載する。 

・「設計用地震力」では加振波の条件，加振試験の条件を記載する。 

・「設計用地震力」では，添付資料-9 の記載を参考とする。 

 

5.2.10 「⑩機能維持評価」について 

機能維持評価方法について説明することを目的としている。 

・応答加速度と機能確認済加速度との比較評価を実施し，必要に応じてＪＥＡ

Ｇ4601 に記載の詳細評価を実施する。 

・ＪＥＡＧ4601 の詳細評価を実施する場合，評価項目ごとに個別の評価書とし

て章の構成を行い必要な内容を記載すること。 

・機能維持評価方法の説明が必要な場合の記載は添付資料-4 を参考とする。 

 

5.2.11 「⑪評価結果」について 

設計基準対象施設としての評価結果，重大事故等対処設備としての評価結果

を記載することを目的としている。 

・評価結果においては「①概要」に記載の評価目的に対応した結論を記載する

こと。 
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例） 

「設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していること

を確認した。」 

「十分な構造強度及び止水性を有していることを確認した。」 

「波及的影響を及ぼさないことを確認した。」 
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Ⅴ-2-1-14-1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性 

       についての計算書作成の基本方針 
 

説明用 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求めら

れているスカート支持たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行

うもの）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載した

ものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できないスカート支持たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算

書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

スカート支持たて置円筒形容器の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内

に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「6. 耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

 

計算モデルの設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

スカート支持たて置円筒形容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62 年 8月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm
2
 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

 ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm
4 

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 － 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

＊ 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１， ２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｒ 

ｓ 

容器の重心から上端支持部までの距離 

スカートの長さ 

mm 

mm 

Ｍｓ 

Ｍｓ１ 

Ｍｓ２ 

スカートに作用する転倒モーメント 

スカートの上端部に作用する転倒モーメント 

スカートの下端部に作用する転倒モーメント 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 

Ｑ′ 

Ｓ 

重心に作用する任意の水平力 

Ｑにより上端の支持部に作用する反力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

N 

N 

MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 

δ 

δ′ 

δ０ 

基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 

荷重Ｑによる容器の上端での変位量 

荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 

荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 

rad 

mm 

mm 

mm 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ρ′ 

σ０ 

σ０ｃ 

σ０ｔ 

σ２ 

σ２φ 

σ２ｃ 

液体の密度（＝比重×10－6） 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の組合せ圧縮応力 

胴の組合せ引張応力 

地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値

地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 

地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

kg/mm
3
 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる軸方

向応力 

MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

 

92



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

6 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

 スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの

値とする。 

 

 

長

さ
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3. 評価部位 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる胴，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

スカート支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器はスカートで支持され，スカートは下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数

の基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固定上

端支持の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 
gＣＨ・ｍ０・ 

ｓ ｓ

ｒg ＣＨ・ｍ０・  

gｍ０・ g ｍ０・  （1＋Ｃｖ） （1＋Ｃｖ）

 

下端固定の場合         下端固定上端支持の場合 

 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋  

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋                                     （4.1.1） 

ここで，スカートの開口部（図4－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカートの断面

性能は次のように求める。 

94



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

8 

胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
                                        （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π                                    （4.1.3） 

95



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

9 

スカートの断面性能は次式で求める。 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
4

1
 －・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8
＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

 2  3 π
 

                            （4.1.4） 

 

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは次式で求める。 

（図 4－2及び図 4－3 参照） 

ｓｓ
ｓｓ

＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ

ｊ
ｊ１

ｊ＝

－１Σ
1

                          （4.1.5） 

ｓｓｓｓｅ )－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ・{ 
3

2
＝Ａ π                          （4.1.6） 

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π                                              （4.1.7） 

 

 

 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

 

図4－2 スカート開口部の形状 

 

 

ｔｓ

Ｄｓ Ｙ  

 

図4－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

 

 

ＴＨ

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，

図4－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとし

て求める。 

 

 
 

 

図4－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

 

図4－4の(1)の場合 

ｓｓ・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
)＋＋3・・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝ ｒ

2 

δ  

)}＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・ ・{ ｒｓｓｒｓｓ
 2  3  

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋                                        （4.1.8） 

図4－4の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

3 

δ  

}＋)・＋3・( ＋・)＋3・( ・{  3  2  2 
ｓｓｒｓｒ  

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

・Ｑ′
＋

Ｇ・Ａ

)＋・(Ｑ′
＋                                      （4.1.9） 

（4.1.8）式と（4.1.9）式を等しく置くことにより， 

ｓｓ

ｓｓｓ

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

＋)・＋3・( ＋・)＋3・(
　　　　

＋ 
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
 ／ 

・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋　　　

・Ｉ6・Ｅ

)＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・
 ＋　　　

6・Ｅ・Ｉ

)＋3・2・ ・(
 Ｑ′＝Ｑ・

3  2  2 

3 

 2 3 

2

ｒｒ

ｒ

ｒｒ

ｒ

 

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ

＋
＋                                   （4.1.10） 

Ｑ
Ｑ

δ′ δ

 r

 s

 r

 s

 r

 s

δ０ 

(1) (2) (3)

Ｑ′ Ｑ′
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したがって，図4－4の(3)に示す重心位置での変位量δ０は図4－4の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合わせから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓ

o

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋          

6・Ｅ・Ｉ

・＋3・2・
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
 － 

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
－1＋         

・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000

Ｑ
＝Ｋ

 2  2  3  2 

 2  3 

3 2 2 3 

Ｈ

δ

 

                           （4.1.11） 

固有周期は（4.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数Ｋｖは，次式で求める。 

ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ                                （4.1.12） 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ                                           （4.1.13） 

ｓｓｓｓ ・ｔ)－Ｙｔ＋・(Ｄ＝Ａ π                                （4.1.14） 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2                                              （4.1.15） 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損の

影響を考慮する。 

(3) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

 

 

基礎ボルト 

ベースプレート

開 口 部

スカート 

基礎ボルト

ベースプレート
胴板

基礎 

 
 

図5－1 概 要 図 

 

 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づく。 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は絶対値和を用いる。動的地震力を用いる

場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｉ
φ

ρ
σ １

g 
                                  (5.3.1.1.1) 

2・ｔ

Ｃ・Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｖｉ
φ

ρ
σ

g 
２                              (5.3.1.1.2) 

σｘ１＝0                                                (5.3.1.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ                              (5.3.1.1.4) 

σφ２＝0                                                (5.3.1.1.5) 

4・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ                              (5.3.1.1.6) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力

が，下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ

０
２

g
                                (5.3.1.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ

０
５

g
                              (5.3.1.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
                                (5.3.1.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
                               (5.3.1.1.10) 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受け

る。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように

求める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝

 2 

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π
σ

g
                               (5.3.1.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝

ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
                                   (5.3.1.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

 )＋・( 
Ｑ

Ｑ′
－ ・・・ｍ4・Ｃ

＝
 2 

０

４

ｉ

ｒＨ

ｘ
π

σ

g
              (5.3.1.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

) 
Ｑ

Ｑ′
(1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
                           (5.3.1.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２                                (5.3.1.1.15) 

 2  2 
０ τ)－σ(σσσσ 4・ ＋＋＋・

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ  

                         (5.3.1.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５                 (5.3.1.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 
 2 

５
 2 

４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋＋＝           (5.3.1.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σφ＝－σφ１－σφ２                              (5.3.1.1.19) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 2 2 
０ τσσσσ σ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ  

                         (5.3.1.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６               (5.3.1.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 
 2 

６
 2 

４３１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋－＝            (5.3.1.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法

それぞれに対して， 
）｝），組合せ圧縮応力（応力（＝Max｛組合せ引張 ｃｔ ０００ σσσ  

                         (5.3.1.1.23)
 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

σ２φ＝σφ２                                 (5.3.1.1.24) 

4・τ ＋)－σ(σ ＋＋σ＝σσ 2  2 
２２２２２ ｘｔφｘｔφｔ  

                         
(5.3.1.1.25)

 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｔ＝σｘ４＋σｘ５                             (5.3.1.1.26) 

【ＳＲＳＳ法】 
2 

５
2

４２ ｘｘｔｘ σσσ ＋＝                              (5.3.1.1.27) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σ２φ＝－σφ２                                    (5.3.1.1.28) 

4・ ＋)－( ＋＋＝ 2  2 
２２２２２ τσσσσσ ｘｃφｘｃφｃ  

                         (5.3.1.1.29) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｃ＝σｘ４＋σｘ６                             (5.3.1.1.30) 

【ＳＲＳＳ法】 
2 

６
2

４２ ｘｘｃｘ σσσ ＋＝                          (5.3.1.1.31) 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大

値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max { 組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）} 

                         
(5.3.1.1.32)

 

とする。 
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5.3.1.2 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・ｍ
＝

π
σ

０
１

g
                      (5.3.1.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・Ｃ・ｍ
＝

π
σ

０
３

g
                       (5.3.1.2.2) 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向

応力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 

2

Ｙ
)－＋ｔ ・(Ｄ 

4
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

 

                                                  (5.3.1.2.3) 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・・ｍ2・Ｃ
＝

π
τ

０Ｈ g

                  (5.3.1.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・( ｓ＋ )                     (5.3.1.2.5) 

b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は(5.3.1.2.3)式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ１又

はＭｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

)＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ・・・ｍ＝ＣＭ ｒＨｓ ０１ g

 

                                                  (5.3.1.2.6) 

)＋＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ＋ ・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓＨｓ ０２ g

 

                                                  (5.3.1.2.7) 

ｓｓｓ

Ｈ

ｓ
｝・ｔ )－Ｙ＋ｔ・（Ｄ ｛

)
Ｑ

Ｑ′
 (1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
π

τ
０ g

               (5.3.1.2.8) 
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(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝                 (5.3.1.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝           (5.3.1.2.10) 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，(5.3.1.2.5)式を，下端固

定上端支持の場合は(5.3.1.2.6)式又は(5.3.1.2.7)式のいずれか大きい方を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷

重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。（図 5－2

参照） 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

                                        (5.3.1.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）                                (5.3.1.3.2) 

 

 

 
 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

 ２ 

ｚ・Ｄｃ 

σｂ

ｋ･Ｄｃ 
(1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ２ ｔ１ 
Ｆｔ 

α 

１

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπααπ

＋sin)・cos－(

・cos・sin 
2

3
)＋－・( 

2

1
＋)・cos－(

 ・ 
2

1
ｅ＝

2

 

ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
－・ 

2

1

＋

2

               (5.3.1.3.3) 

ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
ｚ＝

2

 

                               (5.3.1.3.4) 

α

 ααα

＋cos 1

＋sin・cos)(π－  2・
＝Ｃ

}{
ｔ                     (5.3.1.3.5) 

α
ααα

cos－1

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ                           (5.3.1.3.6) 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

・Ｄｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（1－ＣＭ
＝Ｆ

０ g
             (5.3.1.3.7) 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g                         (5.3.1.3.8) 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・ｍ
ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

＋
 

                               (5.3.1.3.9) 

g
g

・・ｍ)
ｅ

ｚ
－(1＋

ｅ・Ｄ

)ｅ)・Ｄ－(ｚ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

・＋
 

                              (5.3.1.3.10) 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

(5.3.1.3.3)式及び(5.3.1.3.4)式においてαをπに近づけた場合の値 ｅ＝

0.75及びｚ＝0.25を(5.3.1.3.7)式又は(5.3.1.3.9)式に代入し，得られるＦｔの

値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e.  σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ                                  (5.3.1.3.11) 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ                        (5.3.1.3.12) 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１                                         (5.3.1.3.13) 

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ                           (5.3.1.3.14) 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・ｍ・Ｃ
＝

０
τ

g
                                   (5.3.1.3.15) 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ

Ｈ

ｂ
ｎ・Ａ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・ｍ・Ｃ

＝

０

τ
 g

                          (5.3.1.3.16) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。 ただし，Ｓａは下表による。 

 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

 

 

 

一次一般膜応力

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケル合

金にあっては許容引張応力Ｓの

1.2倍の方が大きい場合は，この

大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍

一 次応 力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

5.4.2 スカートの応力評価 

(1) 5.3.1.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

 

許容引張応力 

ƒｔ 

 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ
 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ  

＊ 
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(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

1≦
・

＋
＋・

ｂ

ｓ

ｃ

ｓｓ ２３１ σησση
 f f                              (5.4.2.1) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝c f                                                      (5.4.2.2) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １φｃ

g
g

 f

Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g
 

                                 (5.4.2.3) 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 

ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝  １ f                                      (5.4.2.4) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１             (5.4.2.5) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｂ f                                                     (5.4.2.6) 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂ

g
g

         f
Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g    

                                 (5.4.2.7) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 

ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ  ２ f                                      (5.4.2.8) 

109



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

23 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２              (5.4.2.9) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝１                                                    (5.4.2.10) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g
g

                  (5.4.2.11) 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5                                                   (5.4.2.12) 
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                         (5.4.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

 ｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ

 
・1.5 

2

Ｆ

 

許容せん断応力

 ｓｂ 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 

 
＊ 

＊ 
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6. 耐震計算書のフォーマット 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕  

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果  

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果  

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕  
フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記 ＊：重大事故等対処施設単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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に
生
じ
る

応
力
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（
単
位
：

M
Pa
）
 

 
弾

性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
 

準
 
地
 

震
 
動
 
Ｓ

ｓ
 

 
 

 
基
 

準
 
地
 
震
 

動
 
Ｓ

ｓ
 

応
 

 
 
力

 
組

合
せ
応

力
 

応
 

 
 
力

 
組

合
せ
応

力
 

 
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

 
σ

ｓ
１
＝

 

σ
ｓ
＝

 

σ
ｓ

１
＝

 

σ
ｓ
＝

 

 
引

張
応

力
 

σ
ｂ
＝

 
σ

ｂ
＝

 
鉛

直
方

向
地

震
に

よ
る

応
力

 
σ

ｓ
３
＝

 
σ

ｓ
３
＝

 
 

せ
ん

断
応
力

 
τ

ｂ
＝

 
τ

ｂ
＝

 
水

平
方

向
地

震
 
曲
 

 
 
げ

 
σ

ｓ
２
＝

 
σ

ｓ
２
＝

 
 

 
 

 
に

よ
る

応
力

 
せ
 

ん
 
断

 
τ

ｓ
＝

 
τ

ｓ
＝

 
 

 
 

 
 
 応
 
力
 
の
 

和
 

組
合

せ
応

力
 

応
 
力
 
の
 

和
 

算
出

応
力
値
記

載
上
の
留

意
事
項
 

・
評
価
対

象
外
及
び
応

力
が
発
生

し
な
い
も

の
（
引

張
応

力
の
圧
縮

又
は
値
が

0
と
な
る
も

の
）
に
つ
い

て
は

“
－
”（

バ
ー
）
表
示
と
す

る
。
こ

の
場
合
，

記
号

及
び
“
＝
”（

イ
コ
ー
ル
）
を
削
除

し
“
－
”（

バ

ー
）

の
み
と
す

る
。
 

た
だ

し
，
胴
に

生
じ
る
応

力
の
う
ち
「

応
力
の
和
」

の
「
圧
縮

側
」
の
欄
の

み
は
，
圧
縮
と
な
る

場
合
で

も
“

－
”
（
バ

ー
）
で
は
な
く
マ

イ
ナ
ス

と
し
て
応

力
値

を
記
載
す

る
。
 

・
算
出

応
力
が
小

数
点
以
下
第

2
位
以
降
に

発
生
す

る
場

合
は
“
0
”
と
表
示
す
る
。

 

弾
性
設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は

静
的

震
度

 

静
水
頭
の
場
合

の
み
記
載

す
る
。
 

内
圧
の
場
合
は

「
－
」
と

す
る
。
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N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

1
.
4
.
 
結
論
 

1
.
4
.
1 

 
固
有
周
期
 
 
 
 
 
（
単
位
：
s
）
 

方
 
 
 

向
 

固
 
有
 
周
 

期
 

水
平

方
向

 
Ｔ

Ｈ
＝

 
鉛

直
方

向
 

Ｔ
Ｖ
＝

 
 1
.
4
.
2 

 
応
力
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
（
単

位
：
M
P
a）

 

 
 

 
弾
性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
 

 
算
 

出
 
応
 

力
 

許
 
容
 

応
 
力

 
算
 

出
 
応
 

力
 

許
 
容
 
応
 

力
 

 
 

一
次

一
般
膜

 
σ

0＝
 

Ｓ
ａ
＝

 
σ

0＝
 

Ｓ
ａ
＝

 
 

一
次

＋
二
次

 
σ

２
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 
σ

２
＝

 
Ｓ

ａ
＝

 
 

 
組
 

合
 
せ

 
σ

ｓ
＝

 
f 

ｔ
＝

 
σ

ｓ
＝

 
fｔ

＝
 

 
 

圧
縮

と
曲
げ

 
の

組
合

せ
 

 
 

 
 

(座
屈

の
評
価

) 
（

無
次
元
）

 
（
無

次
元
）

 

 
 

引
 

張
 
り

 
σ

ｂ
＝

 
fｔ

ｓ
＝

  
  

 
σ

ｂ
＝

 
fｔ

ｓ
＝

  
  

 
せ
 

ん
 
断

 
τ

ｂ
＝

 
fｓ

ｂ
＝

 
τ

ｂ
＝

 
fｓ

ｂ
＝

 
す

べ
て
許
容
応

力
以
下
で

あ
る
。

 
 

   

応
 
 
 

力
 

材
 

 
 
料

 
部

 
 
 

材
 

胴
 
 
 

板
 

ス
カ

ー
ト

 

基
礎
ボ
ル

ト
 

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
 
＋
 
―
―
―
―
―

 ≦
1 

ｂ
 

ｃ
 

η
･
σ

ｓ
２

 
η

･
(σ

ｓ
１
＋
σ

ｓ
３

) 
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
 
＋
 
―
―
―
―
―

 ≦
1 

ｂ
 

ｃ
 

η
･
σ

ｓ
２

 
η

･
(σ

ｓ
１
＋
σ

ｓ
３

) 
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N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

【
○

○
○
容
器
の
耐

震
性
に
つ

い
て
の

計
算
結
果
】
 

1
.
 

設
計
基
準
対
象

施
設
 

1.
1 

設
計
条
件
 

 

耐
震

重
要
度
分

類
 

据
付

場
所
及
び
床
面

高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期

（
s
）
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は

静
的

震
度
 

基
 

準
 
地
 

震
 
動
 
Ｓ

ｓ
 

最
高

使
用
圧
力
 

（
MP

a）
 

最
高
使
用

温
度
 

（
℃
）
 

周
囲

環
境
温
度
 

（
℃
）
 

比
 
重
 

 
水
平

方
向
 

鉛
直

方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直

方
向
 

設
計

震
度
 

 
 

建
屋
 

E
L
.
 
 
 
 
 
＊
 

 
 

Ｃ
H
＝
  
 

Ｃ
V
＝
  
 

Ｃ
H＝

  
 

Ｃ
V＝

 
  

静
水

頭
 

 
 

 

  
 
1.
2 

機
器
要
目
 

ｍ
０
 

（
k
g）

 

ｍ
ｅ
 

（
k
g
）
 

Ｄ
ｉ
 

（
mm
）
 

ｔ
 

（
mm

）
 

Ｄ
ｓ
 

（
m
m
）
 

ｔ
ｓ
 

（
m
m
）
 

Ｅ
 

（
M
Pa
）
 

Ｅ
ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ｇ
 

（
MP

a）
 

Ｇ
ｓ
 

（
M
Pa
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
m
m）

 
ｓ

 
（

m
m
）

 
Ｄ

１
 

（
mm
）
 

Ｄ
２
 

（
mm

）
 

Ｄ
３
 

（
m
m
）
 

Ｈ
 

（
m
m
）
 

ｓ
 

ｎ
 

Ｄ
ｃ
 

（
m
m
）
 

Ｄ
ｂ
ｏ
 

（
mm

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ｄ
ｂ
ｉ
 

 

Ａ
ｂ
 

 

Ｙ
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

（
m
m）

 
（

mm
2 ）

 
（
m
m
）
 

Ｍ
ｓ
 

（
N
･
m
m）

 

Ｍ
ｓ
 

（
N･
m
m）

 

 
 

（
M
 
 ）

 
 

 
 

 Ｓ
ｙ
（
胴

板
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
胴
板
）
 

（
MP
a）

 

Ｓ
（
胴
板

）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｙ
（
ス
カ
ー

ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
ス
カ
ー
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
ス
カ

ー
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｆ
（

ス
カ
ー
ト

）
 

（
MP
a）

 

  
 
  
  
  

＊
1
 

  
 
  
  
  

 ＊
1
 

 
  
  
  

  
 ＊

1
 

  
 
  
  
  

＊
2
 

  
  
  

  
＊
2
 

 
 

 
Ｓ

ｙ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
MP
a）

 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
MP

a）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

  
 
  
  
  

＊
2
 

 
  
  
  

  
＊
2
 

 
 

    
  

別
紙

 

本
記

載
例

は
，

最
高

使
用

圧
力

が
静

水
頭

の
容

器
を

示
し

た

も
の
で
あ

る
。

 

＊

厚
さ
，
径

等
に
よ
る

強
度
区
分

が
あ
る
場
合

に
は
，

該
当
す
る

強
度
区
分

を
記
載
す

る
。

 
（
胴
，
ス

カ
ー
ト
に

つ
い
て
も

同
様
と
す
る

。）
 

設
計
震
度

を
と
っ
て
い
る

床
レ
ベ

ル
を
記
載

す
る
｡ 

注
記
 
＊

：
基
準
床

レ
ベ
ル
を

示
す
。
 

 
 
 
 

【
静
水
頭
の
場
合
】

 
（
圧
力
容
器
と
様
式
が
異
な
る
ペ
ー
ジ
の
み
掲
載
）

 

Ｄ
４

 
Ｄ

２
 

Ｄ
１

 

ス
カ
ー
ト

開
口
部
の

形
状
を
示

す
。

 

Ｄ
３

 

ス
カ
ー
ト

 

胴
板

 基
礎
ボ
ル

ト
 

200 

Ｈ 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
～
Ａ
矢

視
図

 

Ｄｊ 

Ｄ
ｂ
ｉ

 

Ｄ
ｂ
ｏ

 
Ｄ

ｃ
 

ｔ
ｓ

 

 ｓ 

ｔ
 

Ｄ
ｉ

 

ｍ
０
･
g

 

Ｄ
ｓ

 

注
記

 
＊
1：

最
高

使
用
温
度
で

算
出
 

  
  

 
＊
2：

周
囲

環
境
温
度
で

算
出
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル

合
金
に
該

当
す
る
場

合
は
記
載

す
る
。

 

機
 
器
 
名
 

称
 

＊

ボ
ル

ト
径
を
記

載
す
る
。
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N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

【
フ

ォ
ー
マ
ッ
ト
Ⅱ

 
重
大
事

故
等
対

処
設
備
と
し
て

の
評
価

結
果
】
 

【
○

○
○
○
容
器
の

耐
震
性
に

つ
い
て

の
計
算
結
果
】
 

2
.
 

重
大
事
故
等
対

処
設
備
 

2.
1 

設
計
条
件

 

 

設
備
分
類
 

据
付
場
所

及
び
床
面

高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期

（
s
）
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は

静
的

震
度
 

基
 

準
 
地
 
震
 

動
 
Ｓ

ｓ
 

最
高
使
用
圧
力
 

（
M
P
a）

 

最
高
使
用

温
度
 

（
℃

）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

 
水
平

方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

建
屋
 

E
L
.
 
 
 
 
 
＊
 

 
 

－
 

－
 

Ｃ
H
＝
 
  
 

Ｃ
V
＝
 
  
 

 
 

 

  
2.
2 

機
器
要
目
 

ｍ
０
 

（
k
g）

 

ｍ
ｅ
 

（
k
g
）
 

Ｄ
ｉ
 

（
mm
）
 

ｔ
 

（
mm

）
 

Ｄ
ｓ
 

（
m
m
）
 

ｔ
ｓ
 

（
m
m
）
 

Ｅ
 

（
M
Pa
）
 

Ｅ
ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ｇ
 

（
MP

a）
 

Ｇ
ｓ
 

（
M
Pa
）
 

 
 

 
 

 
 

  
  

  
＊
1
 

  
  
  
＊

2
 

 
  
  
 
＊
1
 

  
  
 
 ＊

2
 

 
 

（
m
m）

 
ｓ

 
（

m
m
）

 
Ｄ

１
 

（
mm
）
 

Ｄ
２
 

（
mm

）
 

Ｄ
３
 

（
m
m
）
 

ｓ
 

ｎ
 

Ｄ
ｃ
 

（
m
m）

 

Ｄ
ｂ
ｏ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

Ｄ
ｂ
ｉ
 

 

Ａ
ｂ
 

 

Ｙ
 

弾
性
設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度

 
基

 準
 地

 震
 動

 Ｓ
ｓ

 

（
m
m）

 
（
m
m

2 ）
 

（
mm
）
 

Ｍ
ｓ
 

（
N
･
m
m）

 

Ｍ
ｓ
 

（
N
･
m
m）

 

 
 

（
M 
 ）

 
 

－
 

 

 Ｓ
ｙ
（
胴

板
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
胴
板
）
 

（
MP
a）

 

Ｓ
（
胴
板

）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｙ
（
ス
カ
ー

ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
ス
カ
ー
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
ス
カ

ー
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｆ
（

ス
カ
ー
ト

）
 

（
MP
a）

 

  
 
  
  
  

＊
1
 

  
 
  
  
  

 ＊
1
 

 
  
  
  

  
 ＊

1
 

  
 
  
  
  

＊
2
 

  
  
  

  
＊
2
 

－
 

 

 
Ｓ

ｙ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
MP
a）

 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
MP

a）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

＊
2 

＊
2 

－
 

 

  
 
 

 
 

 
 

 

設
計
震
度

を
と
っ
て
い
る

床
レ
ベ

ル
を
記
載

す
る
｡ 

静
水

頭
の
場
合

の
記
載
例

は
別
紙
参
照

 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
に

は

該
当

す
る
強
度

区
分
を
記
載
す

る
。

 
（

胴
，
ス

カ
ー
ト
に
つ
い
て
も
同

様
と
す
る

。）
 

Ｄ
ｊ
(
ｊ
＝

1
,
2,
3
･
･
･
)
は

開
口
ご
と

に
表
示
す

る
。
 

＊
 

＊
 

注
記

 
＊
：
基

準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 
 
 

容
器

，
基

礎
台
及
び
ボ
ル

ト
の

形
状

は
実

機
ベ

ー
ス
で

記
載
す
る
。

 
な

お
，

ボ
ル

ト
の

ス
リ

ー
ブ
は

記
載
し
な
い
。

 

基
礎

ボ
ル
ト

 

ス
カ
ー
ト

 

Ｄｊ 

胴
板

 

Ｄ
ｂ
ｉ

 

Ｄ
ｂ
ｏ

 
Ｄ

ｃ
 

ｔ
ｓ

 

 ｓ 

ｔ
 

Ｄ
ｉ

 

ｍ
０
･
g

 

Ｄ
ｓ

 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
～

Ａ
矢
視
図

 

Ｄ
２

 
Ｄ

１
 

ス
カ
ー
ト
開
口

部
の
形
状

を
示
す

。
 

Ｄ
３

 

200 

オ
ー

ス
テ
ナ

イ
ト

系
ス

テ
ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ
ッ

ケ
ル

合
金
に
該

当
す
る
場

合
は
記
載

す
る
。

 

【
重

大
事

故
等

対
処

設
備

単
独
の
場
合
】

 
本
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト
を
使
用

す
る
。

 
た
だ
し
，

章
番
を

1.
と
す

る
。

 

機
 
 
器

 
 
名
 

 
称

 

注
記

 
＊
1：

最
高

使
用
温
度
で

算
出
 

  
  

 
＊
2：

周
囲

環
境
温
度
で

算
出
 

ボ
ル

ト
径
を
記

載
す
る
。
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N
T
2
 
補
①
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-
2
-1
-
1
4-
1
 
R0
 

2
.
3
.
 
計
算
数

値
 

2
.
3
.
1 

 
胴
に

生
じ
る
応

力
 

(
1
)
 
一
次
一

般
膜
応
力
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
（
単

位
：
M
P
a）

 

 
 

弾
性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
 
準
 

地
 
震
 

動
 
Ｓ

ｓ
 

 
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

せ
ん

断
応
力

 
周
方

向
応
力

 
軸
方

向
応
力

 
せ

ん
断
応

力
 

静
水

頭
又

は
内

圧
に

よ
る

応
力

 
－
 

－
 

－
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

引
張

応
力

 
－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

鉛
直

方
向
地
震

に
よ
る
引
張
応
力

 
－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

σ
ｘ

５
＝
 

－
 

空
質

量
に

よ
る

圧
縮

応
力

 
－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

３
＝
 

－
 

鉛
直

方
向
地
震

に
よ
る
圧
縮
応
力

 
－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

４
＝
 

τ
＝
 

 
引
 

張
 
側

 
－
 

－
 

－
 

σ
φ
＝
 

σ
ｘ
ｔ
＝
 

－
 

 
圧
 

縮
 
側

 
－
 

－
 

－
 

σ
φ
＝
 

σ
ｘ
ｃ
＝
 

－
 

 
引
 

張
 
り

 
－
 

σ
0ｔ

＝
 

 
圧
 

 
 
縮

 
－
 

－
 

 
(
2
)
地
震
動
の

み
に
よ
る
一
次
応

力
と
二

次
応
力
の

和
の
変
動

値
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
（
単

位
：
M
P
a）

 

 
 

弾
性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
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計算書作成の基本方針 

 

説明用 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求めら

れている横置一胴円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない横置一胴円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその耐

震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

 2.1 評価方針 

   横置一胴円筒形容器の応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内

に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結

果を「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

横置一胴円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 2－1 横置一胴円筒形容器の耐震評価フロー 

 

設計用地震力 計算モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

横置一胴円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm
2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm
2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm
2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の横方

向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の長手方

向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃ ｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

ｄ３ 第1脚底板端面から基礎ボルト（内側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 

Ｈ 

重力加速度（＝9.80665） 

水頭 

m/s
2 

mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

 

＊ 
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記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 － 

ｊ２ 第1脚より第2脚と反対の方向に作用する荷重の数（第1脚上の荷

重は含まない。） 

－ 

ｊ３ 第2脚より第1脚と反対の方向に作用する荷重の数（第2脚上の荷

重は含まない。） 

－ 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ  長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍ １ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐ  長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付け根部における胴の平均半径 mm 

ｒｏ 第1脚付け根部における胴の外半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm
3
 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm
3
 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

π 

ρ 

円周率 

液体の密度（＝比重×10-6） 

－ 

kg/mm
3
 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０  長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 

MPa 

σ０ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ０ φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 

MPa 

σ１  長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２  長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付

け根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

及び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

    ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

    ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

長
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3. 評価部位 

  横置一胴円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトが，脚の変形方向に

直角な方向より見て脚1個につき1列の場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は固定とする。 

e. 第2脚は長手方向にスライドできるものとし，その方向の力はすべて第1脚で受けるも

のとする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

g. 本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 荷 重 状 態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント 

  

３

２ 

１ 

４

５

６

７

ｊ１

 

０

第 1 脚 第 2 脚

ｍ７･gｍ５･g

ｍ６･gｍ１･g 
ｍ２･g 

ｍ３･g ｍ４･g 

Ｒ２Ｒ１

ｍｓ２･gｍｓ１･g

Ｍ２

第 1 脚 第 2 脚

Ｍ１ 

ｍj１･g
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

け根部のモーメント及び鉛直荷重           胴の第1脚付け根 

部のモーメント 

 

h. 本容器は，前記の条件より図4－5，図4－6及び図4－7のような1質点系振動モデルとし

て考える。 

 

ｈ１ ｈ２

+ｍｓ１
Ｒ1

g

Ｋｃ

第 1 脚 

ｈ１ Ｋ

下端固定 
の場合 

ｍ０

ｈ１

+ｍｓ１
Ｒ1

g

Ｋｖ

 

図 4－5 長手方向の固有周期  図 4－6 横方向の固有周期  図 4－7 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 
1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g                                      （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 
1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g                                         （4.1.2）
 

1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g
 

                                           （4.1.3） 

 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
                              （4.1.4） 

 

Ｐ

Ｍ

第 1 脚 第 2 脚

ＣＨ･(ｍ０－ｍｓ１)･g 

Ｍｃ ｈ１

ＣＨ･Ｒ１

ro
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固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
                                             （4.1.5）

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

                                （4.1.6）
 

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

　・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 
                                      （4.1.7） 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
                                                  (4.1.8)

 

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g                                        （4.1.9）

 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～f.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方向

地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚についての評価を計算書に記載

する。 

(3) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 
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当 板 胴 板 

第 1脚

第 2脚 基礎ボルト 

基 礎 
 

図5－1 概 要 図 

 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計

用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は絶対値和を用いる。動的地震力を用いる

場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント 

図4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

図4－2において脚付け根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は次式で求める。 

2j

1=i
ｉｉ１ ・・ｍ＝Ｍ g

 
                                   （5.3.1.1.1）

 
1
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０２

j

+-j=ji

ｉ－ｉ  ・・ｍ＝Ｍ g
                             （5.3.1.1.2） 

(2) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１φ

・
＝

H´ g
 

                                    （5.3.1.1.3） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

 ｖｉ
２φ

Ｃ・・
＝

H´ g
 

                             （5.3.1.1.4） 

4・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１ｘ

・
＝

H´ g
                                    （5.3.1.1.5） 

 

内圧による場合 

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ

 
                              （5.3.1.1.6） 

長手方向 横方向
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０＝２φσ                                                 （5.3.1.1.7） 

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ

                               （5.3.1.1.8） 

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じる応力は次のように求

める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するも

のではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴の局部

変形を生じさせようとする。 

いま，長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とする

と長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図5－2に2･θで示される円殻で

ある。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

Ｚ

Ｍ
＝

１
２ｘσ

 
                                            （5.3.1.1.9）

 

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ｖｘ Ｃ・
Ｚ

Ｍ１
６σ                                         （5.3.1.1.10） 

ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ

 
                                       （5.3.1.1.11）

 

osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2
 2

ｅｍ

 
       （5.3.1.1.12）

 

 

有効範囲w

2

w

2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

 
 

図 5－2 脚付け根部の有効範囲 

 

胴の脚付け根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲   
＊1

ｗ
6

θ
 ≧θ

０ 
 

                          （5.3.1.1.13）
 

長手方向範囲  

2＊ 
ｉ

ｗ ・ｔ 
2

＋ｔＤ
　1.56・≧

 
          （5.3.1.1.14） 
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である場合，脚付け根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの合

計とする。また，当板が上記の範囲を満たさない場合，ｔｅは胴板の厚さとする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の第1脚

付け根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ                                                 （5.3.1.1.15） 

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe                                          （5.3.1.1.16） 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図5－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ                                            （5.3.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１                                           （5.3.1.1.18） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２                                           （5.3.1.1.19） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ          （5.3.1.1.20） 

ただし， 0.5≦β   

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

Ｐ

Ｍ

Ｍc

2･Ｃ２

2･Ｃ１

ｔeｒｍ
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２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ          （5.3.1.1.21） 

ただし， 0.5≦β   

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ                           （5.3.1.1.22） 

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ                           （5.3.1.1.23） 

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 

ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ                        （5.3.1.1.24） 

ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ                        （5.3.1.1.25） 

二次応力 

2 
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ                                （5.3.1.1.26） 

2 
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ                               （5.3.1.1.27） 

(5) 長手方向地震による脚付け根部の応力 

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形し，脚付

け根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は次式で求める。 

１１０ ・ｈ)・－ｍ・(ｍ・Ｃ
2

1
＝Ｍ ｓＨ g                          （5.3.1.1.28） 

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

 ・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ g                    （5.3.1.1.29） 

曲げモーメントＭ と鉛直荷重Ｐ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.31）式～（5.3.1.1.38）

式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰ の場合のアタッチメントパラメータβは(4)と

同じであるが，Ｍ の場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫ ｊを乗じた値とする。 

 3 2 
２１・βββ＝                                        （5.3.1.1.30） 

ただし， 0.5≦β  
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曲げモーメントＭ により生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ          （5.3.1.1.31） 

２
 2 2

４１１ ・Ｃ 
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ   

                              （5.3.1.1.32） 

二次応力 

2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ           （5.3.1.1.33） 

2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ           （5.3.1.1.34） 

鉛直荷重Ｐ により生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ                        （5.3.1.1.35） 

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ                        （5.3.1.1.36） 

二次応力 

2 
４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ                              （5.3.1.1.37） 

2 
４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ                              （5.3.1.1.38） 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

ｉ

ｓ
ｘ

π
σ

１０
１３４

Ｈ g
                           （5.3.1.1.39） 

したがって，曲げモーメントＭ ，鉛直荷重Ｐ 及び水平方向荷重により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝                               （5.3.1.1.40） 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝                      （5.3.1.1.41） 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝                               （5.3.1.1.42） 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝                               （5.3.1.1.43） 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式 

で求める。 

・ｔ4・Ｃ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

２

１０ ｓＨ
τ

g
                                 （5.3.1.1.44） 
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(6) 横方向地震による脚付け根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

横方向地震が作用した場合，第1脚の付け根部に生じる曲げモーメントＭｃは次式

で求める。 

ｏｃ ・ｒ・Ｒ＝ＣＭ １Ｈ                                    （5.3.1.1.45） 

ｅ
ｉ

ｏ ＋ｔ
2

Ｄ
＝ｒ                                          （5.3.1.1.46） 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以下

＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.48）式～（5.3.1.1.51）式で求め

る。 

ここで，シェルパラメータγは(4)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・βββ＝                                          （5.3.1.1.47） 

ただし， 0.5≦β   

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ   

                              （5.3.1.1.48） 

２
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ   

                              （5.3.1.1.49） 

二次応力 

2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ           （5.3.1.1.50） 

2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

          （5.3.1.1.51） 

また，横方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求

める。 

・ｔ4・Ｃ

・ＲＣ
＝

１

１Ｈ
ｃτ                                        （5.3.1.1.52） 
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(7) 組合せ応力 

(2)～(6)によって求めた第1脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わ

せる。 

a. 一次一般膜応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

σ０ ＝Max｛周方向応力(σ０ φ)，軸方向応力(σ０ ｘ)｝  

                              （5.3.1.1.53） 

ここで， 

σ０ φ＝σφ１＋σφ２                                  （5.3.1.1.54） 

【絶対値和】 

σ０ ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６＋σｘ４１３                  （5.3.1.1.55） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４１３

2
６２１０ ｘｘｘｘｘ σσσσσ ＋＋＋＝               （5.3.1.1.56） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

σ０ｃ＝Max｛周方向応力(σ０ｃφ)，軸方向応力(σ０ｃｘ)｝ 

                              （5.3.1.1.57） 

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２                                 （5.3.1.1.58） 

【絶対値和】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６                          （5.3.1.1.59） 

【ＳＲＳＳ法】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６                          （5.3.1.1.60） 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，そ

れぞれに対して， 

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０ )，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

                              （5.3.1.1.61） 

とする。 
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b. 一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

      22
１１１１１ 4・τ＋)－()＋＋(・

2

1
＝ ｘｘφ σσσσσ φ  

                              （5.3.1.1.62） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ φ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４１＋σφ７１           （5.3.1.1.63） 

σ１ ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４１＋σｘ６＋σｘ７１  

                              （5.3.1.1.64） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ        （5.3.1.1.65） 

   2
７１６

2
４１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘ σσσσσσσ   

                              （5.3.1.1.66） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

2 2 
１１１１１ ｃｃｘｃφｃｘｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋ )－( )＋＋( ・

2

1
＝  

                              （5.3.1.1.67） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５１＋σφ７１           （5.3.1.1.68） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５１＋σｘ６＋σｘ７１ 

               （5.3.1.1.69） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝        （5.3.1.1.70） 

   2
７１６

2
５１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘｃ σσσσσσσ  

                              （5.3.1.1.71） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれ

に対して， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１ )，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

                              （5.3.1.1.72） 

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝( ｘφxφ   

                              （5.3.1.1.73） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７１７２４１４２２ φφφφφφ σσσσσσ ＋＋＋＋＝         （5.3.1.1.74） 

７２７１６４２４１２ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝         （5.3.1.1.75） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ  

                              （5.3.1.1.76） 
     2

７２７１６
2

４２４１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ  

                              （5.3.1.1.77） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ ｃｃｘｃφｃxｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝(  

                              （5.3.1.1.78） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７７１５２５１２２ φφφφφφｃ σσσσσσ ＋＋＋＋＝        （5.3.1.1.79） 

２７１７６５２５１２ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝        （5.3.1.1.80） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
５２５１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφｃφ σσσσσσ   

            （5.3.1.1.81） 
     2

７２７１６
2

５２５１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ   

            （5.3.1.1.82） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２ )，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

                              （5.3.1.1.83） 

とする。 
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5.3.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(1) 運転時荷重による応力 

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g
                                  （5.3.1.2.1） 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g
                             （5.3.1.2.2） 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｙ
ｓ

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝

１
２σ                                      （5.3.1.2.3） 

ここで， 

１０１ ・ｈ・・ｍＣ・
2

1
＝Ｍ Ｈ g                             （5.3.1.2.4） 

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g
                                   （5.3.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は次式で求める。 

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g
                      （5.3.1.2.6） 

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g
                           （5.3.1.2.7） 

(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

２
 2 

４２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝             （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝           （5.3.1.2.9） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

３
 2 

４３１ ｓｓｓｓｓｃ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝           （5.3.1.2.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝         （5.3.1.2.11） 

したがって，脚に生じる最大応力は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ )，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

                               （5.3.1.2.12） 

とする。 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。 

１Ｍ＝Ｍ                                             （5.3.1.3.1） 

鉛直荷重は 

【絶対値和】 

）－Ｐ・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１ ｓｖｓ g                （5.3.1.3.2） 

【ＳＲＳＳ法】 

22
１１１１ Ｐ＋）・＋ｍＣｖ・(Ｒ－・ｍ＋Ｒ＝Ｐ ｓｓｓ gg  

                                （5.3.1.3.3） 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓｅ＝Ｍ／Ｐ                                          （5.3.1.3.4） 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
                                         （5.3.1.3.5） 

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 

Ｍ

Ａ

Ｆｂ

ｂ

ａ

Ｘｎ

ｅｄ１

ＰｓＰｓ

ｂ

ａ

Ｘｎ

Ｍ

ｅｄ１

ＰｓＰｓ
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このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合い，

基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ  

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１
                 （5.3.1.3.6） 

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

                            （5.3.1.3.7） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ
                                     （5.3.1.3.8） 

b. せん断応力 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍＣ
＝

０
１

Ｈ
τ

g
                                 （5.3.1.3.9） 

 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は， 

Ｒ１をＲ２に置き換える。 

a. 引張応力 

(a) 長手方向から見て図5－6のように応力を

2列の基礎ボルトで受ける場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に

脚底面に作用するモーメントは 

２１１１ )・ｈ・＋ｍ・(Ｒ＝ＣＭ ｓｃ Ｈ g   

                （5.3.1.3.10） 

鉛直荷重は 

)・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１１ ｓｖｓ g

                 （5.3.1.3.11） 

で求める。 

(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを 

 ・ 
ａ

・ｎ6・ｓ・Ａ
 －)・Ｘ

2

ｂ
＋3・(ｅ－Ｘ

２ 2 3 ｂ
ｎｎ  

0 ＝ )－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ 
2

ｂ
 ＋(ｅ＋)－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ

2

ｂ
(ｅ＋ ３３２２ ｎｎ

                    （5.3.1.3.12） 

図 5－6 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 3） 

Ｘｎ

ｄ２

ｄ３

Ｐｓ１

Ｐｓ１

ｅ

Ｍｃ１

ａ 

ｂ
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ただし 

１１ ｓｃ ／Ｐｅ＝Ｍ                                      （5.3.1.3.13） 

より求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
－)＋(ｂ－ｄ－ｄ)・(ｂ－Ｘ

3

Ｘ
－(ｂ－ｄ

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
＋

2

ｂ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ

３３２２

２１

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｓ

ｂ

 

                                   （5.3.1.3.14） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

２

２σ                                     （5.3.1.3.15） 

(b) 長手方向から見て応力を1列の基礎ボルトで受ける場合 

(1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１を

ｄ２，ａをｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力を

σｂ２とする。 

b. せん断応力 

ｂ

ｓ
ｂ

ｎ・Ａ

)・＋ｍ・(ＲＣ
＝

１１
２

Ｈ
τ

g
                        （5.3.1.3.16） 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

                              （5.3.1.3.17） 

b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

                              （5.3.1.3.18） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの1.2倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次 

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏

点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 

5.4.2 脚の応力評価 

5.3.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 
 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
・1.5 

1.5

Ｆ
 ・1.5 

1.5

Ｆ
 

 

＊
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]                         （5.4.3.1） 

 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ  
 ・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

＊
＊
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6. 耐震計算書のフォーマット 

横置一胴円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載

の章番を「2．」から「1．」とする。 

 

7. 引用文献 

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle Supports，

Welding Research Supplement，Sep. 1951. 

(2) Wichman， K.R. et al.:Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due  

to External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of WRC 

bulletin 107 / August 1965. 

(3) 日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の横置圧力容器」 
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計
算
に

お
い
て

，
当
板

を

有
効

と
し

た
場
合

は
，
注

記
に
そ

の

旨
を

記
載

し
，

“
ｗ
”

及
び

“

ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た
場
合

に
は

記
載
不
要

静
水

頭
の
場
合

の
記
載
例

は
別
紙
参
照
 

Ａ
～

Ａ
矢
視
図
 

ｍ
２
･g
 

ｍ
rg
 

ｍ
4･
g 

ｍ
s1
･g
 

胴
板
 

ｍ
5g
 

ｍ
6･
g 

ｍ
7･
g 

ｍ
3･
g 

ｍ
s2
･g
 

脚
 

1250 

基
礎
ボ
ル

ト
 

A
 

A
 

ａ
 

ｂ

ｄ２ 

ｄ
１
 

機
 
 
器
 
 

名
 
 
称
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Ａ
ｓ
 

（
m
m

2 ）
 

Ｅ
ｓ
 

（
MP

a）
 

Ｇ
ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ａ
ｓ

１
 

（
m
m

2 ）
 

Ａ
ｓ

２
 

（
m
m

2 ）
 

Ａ
ｓ

３
 

（
mm

2 ）
 

Ａ
ｓ

４
 

（
mm

2 ）
 

 
 

 
 

 
 

 

 Ｋ
１

１
＊
4  

Ｋ
１
２
＊
4
 

Ｋ
２

１
＊

4  
Ｋ

２
２
＊
4  

Ｋ
１
 

Ｋ
２
 

Ｋ
ｃ

１
 

Ｋ
ｃ

２
 

Ｃ
１
 

Ｃ
２
 

Ｃ
ｃ

１
 

Ｃ
ｃ

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ｓ
 

ｎ
 

ｎ
１
 

ｎ
２
 

ａ
 

（
m
m
）
 

ｂ
 

（
mm

）
 

Ａ
ｂ
 

（
mm

2
）
 

ｄ
１
 

（
m
m
）
 

ｄ
２
 

（
mm
）
 

 
 

 
 

 
 

 

（
M
 
 ）

 
 

 

 Ｓ
ｙ
（
胴
板
）
 

（
MP
a）

 

Ｓ
ｕ
（
胴
板
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
（

胴
板
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
（
脚
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｕ
（
脚

）
 

（
M
P
a）

 

Ｆ
（
脚
）
 

（
MP
a）

 

Ｆ
（

脚
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｙ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
MP

a）
 

 
 

 
＊
2  

 
 

 
＊

2  
 

 
 

＊
2  

 
 

 
＊

3  
 

 
 

＊
3  

 
 

 
 
 

＊
3  

 
 
 

＊
3  

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
注

記
 
＊
1
：
本

計
算
に
お
い

て
は
当

板
を
有
効
と
し

た
。
 

 
 

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  

＊
2
：
最

高
使
用
温
度

で
算
出
 

 
 

 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
＊
3
：
周

囲
環
境
温
度

で
算
出
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 

 
  

＊
4
：
表

中
で
上
段
は

一
次
応

力
，
下
段
は
二

次
応
力

の
係
数
と

す
る
。
 

       
 

 

注
記
 
＊

1：
最
高
使
用

温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊

2：
周
囲
環
境

温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊

3：
当
板
の
材

料
を
示
す
。
 

 
胴
板
と
当

板
の
材
料

が
異
な
る

場
合
 

 
当
板
の

S y
，

Su
及

び
S
値
を
記

載
す
る

。
 

 
Ｓ

ｙ
(
胴
板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 
 

＊
3 )
 

Ｆ
(基

礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）

 

  

Ｓ
(胴

板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 
 

＊
3 )
 

Ｓ
ｕ
(胴

板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 

 
＊

3 )
 

 
厚
さ

，
径
等
に

よ
る
強
度
区
分
が
あ
る

場
合
に
は
 

 
該
当

す
る
強
度

区
分
を
記
載
す
る
。
 

胴
，

脚
及

び
Ｓ

ｕ
に

つ
い

て
も

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
 

注
記

の
記

載
箇

所
は

表
の

右
側

近
傍

を
原

則
と

す
る

が
，

紙
面

の
都

合
に

て
記

載
で

き
な

い
場

合
は

，
表

の
右

下
の
近
傍

と
す
る
。
 

＊

＊

胴
の

応
力

計
算

に
お

い
て

，
当

板
を

有
効

と
し

た
場

合
は

，
注

記
に

そ
の

旨
を

記
載

し
，

“

ｗ
”

及
び

“
ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た

場
合

オ
ー
ス
テ

ナ
イ
ト
系

ス
テ
ン
レ

ス
鋼
及
び
高

ニ
ッ
ケ
ル

合
金
に
該

当
す
る
場

合
は
記
載

す
る
。
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1
.
3
 
計
 
算
 
数

 
値
 

  
1
.3
.1
 
胴
に
生

じ
る
応
力
 

  
 
(1
) 

一
次

一
般
膜
応
力
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

長
手

方
向

地
震

に
よ

り
胴

軸
断

面
 

全
面

に
生

じ
る

引
張

応
力
 

－
 

σ
ｘ

４
１

３
＝

  
－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

４
１

３
＝
 

－
 

－
 

組
合

せ
応

力
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

 

 
 
 
(
2
) 

一
次

応
力
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
  

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
  

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

脚
反

力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

７
１
＝
  

σ
ｘ

７
１
＝

  
σ

φ
７

１
＝
  

σ
ｘ

７
１
＝
  

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

 

水
平

方
向

地
震
 

 

引
張
り
 

σ
φ

４
１
１
＝
 

σ
φ

４
１
２
＝
  

σ
ｘ

４
１

１
＝

  

σ
ｘ

４
１

２
＝

  

 

σ
φ

５
１
＝
 

 

σ
ｘ

５
１
＝
 

σ
φ

４
１
１
＝
 

σ
φ

４
１
２
＝
 

σ
ｘ

４
１

１
＝
 

σ
ｘ

４
１

２
＝
 

 σ
φ

５
１
＝
 

 σ
ｘ

５
１
＝
 

に
よ

る
応

力
 

 
σ

φ
４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

 
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
  

τ
＝
 

τ
ｃ
＝

  

組
合

せ
応

力
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

 

算
出
応
力

値
記
載
上

の
留
意
事
項
 

・
評
価

対
象
外

及
び
応

力
が
発

生
し

な
い

も
の
（

引
張

応
力

の
圧
縮
又

は
値

が
0

と
な

る
も

の
）

に
つ

い
て

は
“

－
”

（
バ

ー
）

表
示

と
す
る
。
 

 
こ

の
場

合
，

記
号

及
び

“
＝

”
（
イ

コ
ー
ル

）
を

削
除

し
“
－
”

（
バ

ー
）
の
み
と
す

る
。
 

・
算
出
応

力
が
小
数
点
以

下
第

2
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”

静
水
頭
の

場
合
の
み
記
載

す
る
。

内
圧
の
場

合
は
「
－
」
 

静
水
頭
の

場
合
の
み

記
載
す
る
。

内
圧
の
場

合
は
「
－

」
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(3
) 

地
震

動
の
み
に
よ
る
一
次
応

力
と
二
次

応
力
の
和

の
変
動
値
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 

手
 
方
 

向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝

  
－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
 

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝

 
σ

φ
４

１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝
 

  

  

σ
φ

４
２

１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２
１
＝
 

σ
ｘ

４
２
２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

σ
φ

４
２

１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２

１
＝
 

σ
ｘ

４
２

２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

 

  
1.
3
.2
 
脚
に
生

じ
る
応
力
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
（
単
位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

運
転
時
質

量
に
よ
る
応
力
 

圧
 
縮
 

σ
ｓ

１
＝
  

σ
ｓ

１
＝
  

σ
ｓ

１
＝

  
σ

ｓ
１
＝

  

鉛
直

方
向
地
震

に
よ
る
応

力
 

圧
 
縮
 

σ
ｓ

４
＝
  

σ
ｓ

４
＝
  

σ
ｓ

４
＝

  
σ

ｓ
４
＝

  

水
平

方
向
地
震

に
よ
る
応

力
 

曲
 
げ
 

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
  

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
 

せ
ん
断
 

τ
ｓ

２
＝

  
τ

ｓ
３
＝
 

τ
ｓ

２
＝
 

τ
ｓ

３
＝

 

組
合

せ
応

力
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

 

 
 
1
.
3
.3
 
基
礎
ボ

ル
ト
に
生
じ

る
応
力

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（
単
位
：

M
Pa
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

鉛
直

方
向

地
震

及
び

水
 

平
方

向
地

震
に

よ
る

応
力
 

引
張
り
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
 

応
力
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

 

引
張
り
 

水
平

方
向

地
震
 

に
よ

る
応

力
 

静
水

頭
の
場
合

の
み
記
載

す
る
。
内
圧

の
場
合
は

「
－
」
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1.
4 

結
 
 

 
論
 

 
 
1
.
4
.1
 
固

有
周

期
 

 
（

単
位
：

s）
 

方
 
 
 

向
 

固
 

有
 
周
 

期
 

長
手

方
向
 

Ｔ
１
＝
 

横
 
方
 

向
 

Ｔ
２
＝
 

鉛
直

方
向
 

Ｔ
３
＝
 

 

  
1
.4
.2
 
応
 
 

 
力
 

 
（

単
位
：

M
Pa
）
 

 
 

 
弾

性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
 

 
算

 
出
 

応
 
力
 

許
 

容
 
応
 

力
 

算
 

出
 
応
 

力
 

許
 
容
 
応
 

力
 

 

 

一
次

一
般
膜
 

σ
０
＝
 

Ｓ
a＝

 
σ

０
＝

 
Ｓ

a＝
 

胴
 

 
 
板
 

一
 

 
 
次
 

σ
１
＝
 

Ｓ
a＝

 
σ

１
＝

 
Ｓ

a＝
 

 
一
次

＋
二
次
 

σ
２
＝
 

Ｓ
a＝

 
σ

２
＝

 
Ｓ

a＝
 

脚
 

 
組
 

合
 
せ
 

σ
ｓ
＝
 

ｔ
 
＝
 

σ
s
＝
 

ｔ
 
＝
 

基
礎

ボ
ル
ト
 

 
引
 

張
 
り
 

σ
ｂ
＝
 

ｔ
ｓ
＝
 
 
 

σ
ｂ
＝
 

ｔ
ｓ
＝
 

 
 

せ
 

ん
 
断
 

τ
ｂ
＝
 

ｓ
ｂ
＝
 

τ
ｂ
＝
 

ｓ
ｂ
＝
 

す
べ
て
許

容
応
力
以
下
で
あ
る
｡ 

 

  

部
 

 
 
材
 

材
 
 
 

料
 

応
 
 
 

力
 

胴
板

と
当
板
の

材
料
が
異
な
る

場
合
，

当
板
の
材

料
名
及
び
許

容
応
力
を

記
載
す
る

。
 

 
1
.
4
.
2 

応
力
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
（

単
位
：

M
Pa
) 

部
 
 
 

材
 
材

 
 
 

料
 
 

許
容

応
力
 

胴
 
 
 

板
  

 
 

Ｓ
ａ
＝

 
（

 
 

＊
）
 

(
 
 

＊
) 

 
 

Ｓ
ａ
＝

 
（

 
 

＊
）
 

脚
 

 
 

ƒ ｔ
 
＝
 

基
礎
ボ
ル

ト
 

 
 

ƒ ｔ
ｓ
＝
 
 

 
ƒ ｓ

ｂ
＝
 

 
注
記
 
＊
:当

板
の
材
料
を
示
す
。
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【
○

○
○
○
○

タ
ン
ク
の
耐
震
性
に
つ

い
て
の
計

算
結
果
】

 

1
.
 

設
計
基
準

対
象
施
設
 

1.
1 

設
 
計

 
条
 
件
 

 

耐
震
重
要
度
分

類
 

据
付
場
所

及
び
床
面

高
さ
 

（
m
）
 

固
有

周
期
（
s
）
 

弾
性
設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は

静
的

震
度
 

基
 
準
 
地
 

震
 
動
 

Ｓ
Ｓ
 

最
高

使
用
圧
力
 

（
M
Pa
）
 

最
高

使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲

環
境
温
度
 

（
℃
）
 

比
重

 
 

水
平

方
向
 

鉛
直

方
向
 

水
平

方
向
 

設
計

震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

 
 
建
屋
 

E
L
.
 
 
 

＊
 

 
 

Ｃ
Ｈ
＝

 
 
 

Ｃ
Ｖ
＝
 
 
 

Ｃ
Ｈ
＝
 
 
 

Ｃ
Ｖ
＝
 
 
 

静
水
頭
 

 
 

 

注
記
 
＊

：
基
準
床
レ
ベ

ル
を
示

す
。
 

 
 
 
 
 
  
  

 

 
 

 1
.2
 
機
 
器

 
要
 
目
 

ｍ
１
 

（
k
g
）
 

ｍ
２
 

（
k
g
）
 

ｍ
３
 

（
kg

）
 

ｍ
４
 

（
k
g
）
 

ｍ
５
 

（
k
g
）
 

ｍ
６
 

（
kg

）
 

ｍ
７
 

（
k
g）

 

 
 

 
 

 
 

 

 

１
 

（
m
m
）
 

２
 

（
m
m
）
 

３
 

（
mm

）
 

４
 

（
m
m
）
 

５
 

（
m
m
）
 

６
 

（
mm

）
 

７
 

（
m
m）

 

Ｍ
１
 

（
N･
m
m）

 

Ｍ
２
 

（
N･

m
m）

 

Ｒ
１
 

（
N
）
 

Ｒ
２
 

（
N）

 

Ｈ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ｍ
０
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

１
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

２
 

（
kg

）
 

Ｄ
i 

（
m
m
）
 

ｔ
 

（
m
m
）
 

ｔ
e 

（
mm

）
 

０
 

（
m
m）

 

ｈ
１
 

（
m
m
）
 

ｈ
２
 

（
mm
）
 

ｗ
 

（
r
a
d）

 

ｗ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
＊

1  
 

 
 

 
 

 

Ｃ
１
 

（
m
m
）
 

Ｃ
２
 

（
m
m
）
 

Ｉ
ｓ
ｘ
 

（
mm

4 ）
 

Ｉ
ｓ
ｙ
 

（
m
m

4 ）
 

Ｚ
ｓ
ｘ
 

（
m
m

3 ）
 

Ｚ
ｓ
ｙ
 

（
mm

3 ）
 

０
 

（
r
a
d）

 

 

（
ra
d）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

     

 
容
器

，
基
礎
台

及
び
ボ
ル
ト
の
 

 
形
状

は
実
機
ベ

ー
ス
で
記
載
 

 
す
る

。
 

 
な
お

，
ボ
ル
ト

の
ス
リ
ー
ブ
は
 

 
記
載

し
な
い
。
 

胴
の

応
力

計
算
に

お
い
て

，
当
板

を

有
効

と
し

た
場
合

は
，
注

記
に
そ

の

旨
を

記
載

し
，

“
ｗ
”

及
び

“

ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た
場
合

に
は

記
載
不
要

別
紙
 

設
計

震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ

ベ
ル
を

記
載
す
る

｡ 

Ａ
～

Ａ
矢
視
図
 

ｍ
２
･g
 

ｍ
rg
 

ｍ
s1
･g
 

胴
板
 

ｍ
6･
g 

ｍ
7･
g 

ｍ
s2
･g
 

脚
 

1250 

基
礎
ボ
ル

ト
 

A
 

A
 

ｍ
4･
g 

ｍ
3･
g 

ｍ
5g
 

ａ
 

ｂ

ｄ２ 

ｄ
１
 

【
静

水
頭
の

場
合
】
 

（
圧

力
容
器

と
様
式
が

異
な

る
ペ

ー
ジ
の
み

掲
載

）
 

機
 
 
器
 
 

名
 
 
称
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1.
3 

計
 
算

 
数
 
値
 

  
1
.3
.1
 
胴
に
生

じ
る
応
力
 

  
 
(1
) 

一
次

一
般
膜
応
力
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

長
手

方
向

地
震

に
よ

り
胴

軸
断

面
 

全
面

に
生

じ
る

引
張

応
力
 

－
 

σ
ｘ

４
１

３
＝
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

４
１

３
＝
 

－
 

－
 

組
合

せ
応

力
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

 

 
 
 
(
2
) 

一
次

応
力
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

脚
反

力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

 

水
平

方
向

地
震
 

 

引
張
り
 

σ
φ

４
１
１
＝
 

σ
φ

４
１
２
＝
  

σ
ｘ

４
１

１
＝
 

σ
ｘ

４
１

２
＝

  
σ

φ
５

１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝
 

σ
φ

４
１
１
＝
 

σ
φ

４
１
２
＝
 

σ
ｘ

４
１

１
＝

  

σ
ｘ

４
１

２
＝
 

 σ
φ

５
１
＝
 

 σ
ｘ

５
１
＝
 

に
よ

る
応

力
 

 
σ

φ
４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

 

算
出
応
力

値
記
載
上

の
留
意
事
項
 

・
評
価

対
象
外

及
び
応

力
が
発

生
し

な
い

も
の
（

引
張

応
力

の
圧
縮
又

は
値

が
0

と
な

る
も

の
）

に
つ

い
て

は
“

－
”

（
バ

ー
）

表
示

と
す
る
。
 

 
こ

の
場

合
，

記
号

及
び

“
＝

”
（
イ

コ
ー
ル

）
を

削
除

し
“
－
”

（
バ

ー
）
の
み
と
す

る
。
 

・
算
出
応

力
が
小
数
点
以

下
第

2
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”
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(3
) 

地
震

動
の
み
に
よ
る
一
次
応

力
と
二
次

応
力
の
和

の
変
動
値
 

（
単

位
：
MP
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 

手
 
方
 

向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
 

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝

 
σ

φ
４

１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝
 

  

 
σ

φ
４

２
１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２
１
＝
 

σ
ｘ

４
２
２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

σ
φ

４
２

１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２

１
＝
 

σ
ｘ

４
２

２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

 1
.
3
.
2 

脚
に
生
じ

る
応
力
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（

単
位
：

M
Pa
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

運
転

時
質
量
に

よ
る
応
力
 

圧
 
縮
 

σ
ｓ

１
＝
 

σ
ｓ

１
＝
 

σ
ｓ

１
＝
 

σ
ｓ

１
＝
 

鉛
直

方
向
地
震

に
よ
る
応
力
 

圧
 
縮
 

σ
ｓ

４
＝
 

σ
ｓ

４
＝
 

σ
ｓ

４
＝
 

σ
ｓ

４
＝
 

水
平
方
向

地
震
に
よ

る
応
力
 

曲
 
げ
 

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
 

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
 

せ
ん
断
 

τ
ｓ

２
＝
 

τ
ｓ

３
＝
 

τ
ｓ

２
＝
 

τ
ｓ

３
＝

 

組
合

せ
応

力
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

 

 
 
1
.
3
.3
 
基
礎
ボ

ル
ト
に
生
じ

る
応
力

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（
単
位
：

M
Pa
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

鉛
直

方
向

地
震

及
び

水
 

平
方

向
地

震
に

よ
る

応
力
 

引
張
り
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
 

応
力
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

 

引
張
り
 

水
平

方
向

地
震
 

に
よ

る
応

力
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【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅱ

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

と
し

て
の

評
価

結
果

】
 

2
.
 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

2.
1 

設
 
計

 
条
 
件
 

 

設
備

分
類
 

 

据
付

場
所
及
び

床
面
高
さ
 

固
有
周
期
（
s
）
 

弾
性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
 

又
は

静
的

震
度
 

基
 
準
 

地
 
震
 

動
 
Ｓ

Ｓ
 

 

最
高

使
用
圧
力
 

 最
高
使
用

温
度
 

 周
囲

環
境
温
度
 

 
（
m
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直

方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直

方
向
 

設
計

震
度
 

水
平

方
向
 

設
計

震
度
 

鉛
直

方
向
 

設
計

震
度
 

（
M
Pa
）
 

（
℃
）
 

（
℃

）
 

 
 

 
 

建
屋
 

E
L
.
 
 
 

＊
 

 
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝

 
 
 

Ｃ
Ｖ
＝

 
 
 

 
 

 

注
記
 
＊

：
基
準
床

レ
ベ
ル
を
示

す
。
 

 
 

 

 

2
.2
 
機
 
器

 
要
 
目
 

 

ｍ
１
 

（
k
g
）
 

ｍ
２
 

（
k
g
）
 

ｍ
３
 

（
kg

）
 

ｍ
４
 

（
k
g
）
 

ｍ
５
 

（
k
g
）
 

ｍ
６
 

（
kg

）
 

ｍ
７
 

（
k
g）

 

 
 

 
 

 
 

 

 

１
 

（
m
m
）
 

２
 

（
m
m
）
 

３
 

（
mm

）
 

４
 

（
m
m
）
 

５
 

（
m
m
）
 

６
 

（
mm

）
 

７
 

（
m
m）

 

Ｍ
１
 

（
N･
m
m）

 

Ｍ
２
 

（
N･

m
m）

 

Ｒ
１
 

（
N
）
 

Ｒ
２
 

（
N
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

ｍ
０
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

１
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

２
 

（
kg

）
 

Ｄ
i 

（
m
m
）
 

ｔ
 

（
m
m
）
 

ｔ
e 

（
mm

）
 

０
 

（
m
m）

 

ｈ
１
 

（
m
m
）
 

ｈ
２
 

（
mm
）
 

ｗ
 

（
r
a
d）

 

ｗ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
＊

1  
 

 
 

 
 

 

Ｃ
１
 

（
m
m
）
 

Ｃ
２
 

（
m
m
）
 

Ｉ
ｓ
ｘ
 

（
mm

4 ）
 

Ｉ
ｓ
ｙ
 

（
m
m

4 ）
 

Ｚ
ｓ
ｘ
 

（
m
m

3 ）
 

Ｚ
ｓ
ｙ
 

（
mm

3 ）
 

０
 

（
r
a
d）

 

 

（
ra
d）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
容
器

，
基
礎
台

及
び
ボ
ル
ト
の
 

 
形
状

は
実
機
ベ

ー
ス
で
記
載
 

 
す
る

。
 

 
な
お

，
ボ
ル
ト

の
ス
リ
ー
ブ
は
 

記
載

し
な
い
。

胴
の

応
力

計
算
に

お
い
て

，
当
板

を

有
効

と
し

た
場
合

は
，
注

記
に
そ

の

旨
を

記
載

し
，

“
ｗ
”

及
び

“

ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た
場
合

に
は

記
載
不
要

静
水
頭
の
場
合

の
記
載
例

は
別
紙

参
照
 

設
計

震
度
を
と

っ
て
い
る

床
レ
ベ
ル
を

記
載
す
る

｡ 

Ａ
～

Ａ
矢
視
図
 

ｍ
2･
g 

ｍ
rg
 

ｍ
s1
･g
 

ｍ
5g
 

ｍ
6･
g 

ｍ
7･
g 

ｍ
s2
･g
 

脚
 

基
礎
ボ
ル

ト
 

A
 

A
 

ｍ
4･
g 

ｍ
3･
g ａ

 

ｂ

ｄ２ 

ｄ
１
 胴
板
 

【
重

大
事

故
等

対
処

設
備

単
独

の
場

合
】

 

本
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

使
用

す
る

。
 

た
だ

し
，

章
番

を
1
.と

す
る

。
 

機
 

 
器
 
 

名
 
 
称
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Ａ
ｓ
 

（
m
m

2 ）
 

Ｅ
ｓ
 

（
MP

a）
 

Ｇ
ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ａ
ｓ

１
 

（
m
m

2 ）
 

Ａ
ｓ

２
 

（
m
m

2 ）
 

Ａ
ｓ

３
 

（
mm

2 ）
 

Ａ
ｓ

４
 

（
mm

2 ）
 

 
 

 
 

 
 

 

 Ｋ
１

１
＊
4  

Ｋ
１
２
＊
4
 

Ｋ
２

１
＊

4  
Ｋ

２
２
＊
4  

Ｋ
１
 

Ｋ
２
 

Ｋ
ｃ

１
 

Ｋ
ｃ

２
 

Ｃ
１
 

Ｃ
２
 

Ｃ
ｃ

１
 

Ｃ
ｃ

２
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ｓ
 

ｎ
 

ｎ
１
 

ｎ
２
 

ａ
 

（
m
m
）
 

ｂ
 

（
mm

）
 

Ａ
ｂ
 

（
mm

2
）
 

ｄ
１
 

（
m
m
）
 

ｄ
２
 

（
mm
）
 

 
 

 
 

 
 

 

（
M
 
 ）

 
 

 

 Ｓ
ｙ
（
胴
板
）
 

（
MP
a）

 

Ｓ
ｕ
（
胴
板
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
（

胴
板
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
（
脚
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｕ
（
脚

）
 

（
M
P
a）

 

Ｆ
（
脚
）
 

（
MP
a）

 

Ｆ
（

脚
）
 

（
MP

a）
 

Ｓ
ｙ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ
（
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）
 

Ｆ
（
基
礎

ボ
ル
ト
）
 

（
MP

a）
 

 
 

＊
2  

 
 

＊
2  

 
 

＊
2  

 
 

＊
3  

 
 

＊
3  

－
 

 
 
 

＊
3  

 
 

＊
3  

－
 

 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
  
  
 
 
  
  
  
 
  
  
  
  
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
注

記
 
＊
1
：
本

計
算
に
お

い
て
は
当
板
を

有
効
と
し

た
。
 

 
 

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
＊

2：
最
高
使
用
温

度
で
算

出
 

 
 

 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
＊
3
：
周

囲
環
境
温

度
で
算
出
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
  
  
 
 
  
  
  
 
  
  
  
  
  

 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
＊

4：
表
中
で
上
段

は
一
次

応
力
，
下
段
は

二
次
応

力
の
係
数

と
す
る
。
 

        

注
記
 
＊

1：
最
高
使
用

温
度
で
算

出
 

 
 
 
＊

2：
周
囲
環
境

温
度
で
算

出
 

 
 
 
＊

3：
当
板
の
材

料
を
示
す

。
 

 
胴
板

と
当
板
の
材
料

が
異
な
る

場
合
 

 
当
板
の

S y
，
Su

及
び

S
値
を
記

載
す
る

。
 
 
Ｓ

ｙ
(
胴
板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 
 

＊
3 )
 

Ｆ
 (
基
礎
ボ
ル
ト
）
 

（
M
Pa
）

 

  

Ｓ
(胴

板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 
 

＊
3 )
 

Ｓ
ｕ
(胴

板
）
 

（
M
Pa
）

 

 
 

＊
1  

(
 

 
＊

3 )
 

 
厚

さ
，
径
等
に

よ
る
強
度

区
分
が

あ
る
場
合
に
は
 

 
該

当
す
る
強
度

区
分
を
記

載
す
る

。
 

胴
，

脚
及

び
Ｓ

ｕ
に

つ
い

て
も

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
 

注
記

の
記

載
箇

所
は

表
の

右
側

近
傍

を
原

則
と

す
る

が
，

紙
面

の
都

合
に

て
記

載
で

き
な

い
場

合
は

，
表

の

右
下

の
近
傍
と

す
る
。
 

胴
の

応
力

計
算

に
お

い
て

，
当

板
を

有
効

と
し

た
場

合
は

，
注

記
に

そ
の

旨
を

記
載

し
，

“

ｗ
”

及
び

“
ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た

場
合

オ
ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
ス

テ
ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル

合
金
に
該

当
す
る
場
合
は

記
載
す

る
。
 

＊

＊
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2.
3 

計
 
算

 
数
 
値
 

2
.
3
.
1 

胴
に
生
じ

る
応
力
 

 
 
 
(
1
) 

一
次

一
般
膜
応
力
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
（

単
位
：
MP
a
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

長
手

方
向

地
震

に
よ

り
胴

軸
断

面
 

全
面

に
生

じ
る

引
張

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

４
１

３
＝

  
－
 

－
 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

 

 
 
 
(
2
) 

一
次

応
力
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
（
単

位
：
M
Pa
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
  

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

脚
反

力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

 

水
平

方
向

地
震
 

 

引
張
り
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

－
 

 

－
 

σ
φ

４
１
１
＝
 

σ
φ

４
１
２
＝
 

σ
ｘ

４
１

１
＝
 

σ
ｘ

４
１

２
＝

  

 σ
φ

５
１
＝
 

 σ
ｘ

５
１
＝
 

に
よ

る
応

力
 

 
－
 

－
 

 
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

－
 

－
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝

  

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

 

算
出
応
力

値
記
載
上

の
留
意
事
項
 

・
評
価

対
象
外

及
び
応

力
が
発

生
し

な
い

も
の
（

引
張

応
力

の
圧
縮
又

は
値

が
0

と
な

る
も

の
）

に
つ

い
て

は
“

－
”

（
バ

ー
）

表
示

と
す
る
。
 

 
こ

の
場

合
，

記
号

及
び

“
＝

”
（
イ

コ
ー
ル

）
を

削
除

し
“
－
”

（
バ

ー
）
の
み
と
す

る
。
 

・
算
出
応

力
が
小
数
点
以

下
第

2
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”

静
水
頭
の

場
合
の
み
記
載

す
る
。

内
圧
の
場

合
は
「
－
」
 

静
水
頭
の

場
合
の
み
記
載
す
る
。

内
圧
の
場

合
は
「
－

」
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(3
) 

地
震

動
の
み
に
よ
る
一
次
応

力
と
二
次

応
力
の
和

の
変
動
値
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
単
位
：
M
P
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 

手
 
方
 

向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

内
圧

に
よ

る
応

力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
 

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

 
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝
 

  

  

－
 

－
 

－
 

－
 

 

－
 

 

－
 

σ
φ

４
２

１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２

１
＝
 

σ
ｘ

４
２

２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

 
 

－
 

－
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

－
 

－
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

 2
.
3
.
2 

脚
に
生
じ

る
応
力
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（

単
位
：
M
P
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

長
手

方
向
 

横
 

方
 
向
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力
 

圧
 
縮
 

－
 

－
 

σ
ｓ

１
＝

  
σ

ｓ
１
＝

  

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

圧
 
縮
 

－
 

－
 

σ
ｓ

４
＝

  
σ

ｓ
４
＝

  

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

曲
 
げ
 

－
 

－
 

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｓ

２
＝
 

τ
ｓ

３
＝

 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

 

 
 
2
.
3
.3
 
基
礎
ボ

ル
ト
に
生
じ

る
応
力

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
（
単
位
：
M
P
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 
向
 

長
手

方
向
 

横
 

方
 
向
 

鉛
直

方
向

地
震

及
び

水
 

平
方

向
地

震
に

よ
る

応
力
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
 

応
力
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

 

引
張
り
 

水
平

方
向

地
震
 

に
よ

る
応

力
 

静
水

頭
の
場
合

の
み
記
載

す
る
。
内
圧

の
場
合
は

「
－
」
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2.
4 

結
 
 

 
論
 

 
 
2
.
4
.1
 
固

有
周

期
 

 
（

単
位
：

s）
 

方
 
 
 

向
 

固
 

有
 
周
 

期
 

長
手

方
向
 

Ｔ
１
＝
 

横
 
方
 

向
 

Ｔ
２
＝
 

鉛
直

方
向
 

Ｔ
３
＝
 

 

 
2
.
4
.
2 

応
 

 
 
力
 

（
単
位
：

M
Pa
）
 

 
 

 
弾

性
設
計

用
地
震
動

Ｓ
ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
 

 
算

 
出
 

応
 
力
 

許
 
容
 

応
 
力
 

算
 

出
 
応
 
力
 

許
 

容
 
応
 

力
 

 
 

一
次

一
般
膜
 

－
 

－
 

σ
０
＝
 

Ｓ
a＝

 

胴
 

 
 
板
 

 
一
 

 
 
次
 

－
 

－
 

σ
１
＝
 

Ｓ
a＝

 

 
 

一
次

＋
二
次
 

－
 

－
 

σ
２
＝
 

Ｓ
a＝

 

脚
 

 
組
 

合
 
せ
 

－
 

－
 

σ
ｓ
＝
 

ｔ
 
＝
 

 

 
引
 

張
 
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ
＝
 

ｔ
ｓ
＝
 

 
＊
 

 
せ
 

ん
 
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ
＝
 

ｓ
ｂ
＝
 

す
べ
て
許

容
応
力
以
下
で
あ
る
｡ 

    

 
 

部
 

 
 
材
 

材
 
 
 

料
 

応
 
 
 

力
 

基
礎

ボ
ル
ト
 

胴
板

と
当
板
の

材
料
が
異

な
る
場
合
，

当
板
の
材

料
名
及
び

許
容
応
力
を

記
載
す
る

。
 

 
2
.
4
.
2 

応
力
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（

単
位
：

M
Pa
) 

部
 
 
 

材
 
材

 
 
 

料
 
 

許
容

応
力
 

 
 

 
 

Ｓ
ａ
＝
 

（
 

 
＊
）
 

 
(
 
 

＊
) 

 
 

Ｓ
ａ
＝
 

（
 

 
＊
）
 

脚
 

 
 

ƒ ｔ
 
＝
 

基
礎
ボ
ル

ト
 

 
 

ƒ ｔ
ｓ
＝
 
 

 
ƒ ｓ

ｂ
＝
 

 

胴
 
 
 

板
 

注
記
 
＊
:当

板
の
材
料
を
示
す
。
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2
.
 

重
大
事
故

等
対
処
設
備
 

2.
1 

設
 
計

 
条
 
件
 

 

設
備

分
類
 

 

据
付
場
所

及
び
床
面

高
さ
 

固
有

周
期
（
s
）
 

弾
性
設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は

静
的

震
度
 

基
 
準
 
地
 

震
 
動
 

Ｓ
Ｓ
 

 

最
高

使
用
圧
力
 

 

最
高

使
用
温
度
 

 周
囲

環
境
温
度
 

 

 

 
（

m
）
 

水
平

方
向
 

鉛
直

方
向
 

水
平

方
向
 

設
計

震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

（
M
P
a）

 
（
℃

）
 

（
℃
）
 

比
重
 

 
 

 
 
建
屋
 

E
L
.
 
 
 

＊
 

 
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
 
 
 

Ｃ
Ｖ
＝
 
 
 

静
水
頭
 

 
 

 

注
記
 
＊
：
基

準
床
レ
ベ

ル
を
示

す
。
 

 
 

 

 

2
.2
 
機
 
器

 
要
 
目
 

ｍ
１
 

（
k
g
）
 

ｍ
２
 

（
k
g
）
 

ｍ
３
 

（
kg

）
 

ｍ
４
 

（
k
g
）
 

ｍ
５
 

（
k
g
）
 

ｍ
６
 

（
kg

）
 

ｍ
７
 

（
k
g）

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

１
 

（
m
m
）
 

２
 

（
m
m
）
 

３
 

（
mm

）
 

４
 

（
m
m
）
 

５
 

（
m
m
）
 

６
 

（
mm

）
 

７
 

（
m
m）

 

Ｍ
１
 

（
N･
m
m）

 

Ｍ
２
 

（
N･

m
m）

 

Ｒ
１
 

（
N
）
 

Ｒ
２
 

（
N
）
 

Ｈ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ｍ
０
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

１
 

（
k
g
）
 

ｍ
ｓ

２
 

（
kg

）
 

Ｄ
i 

（
m
m
）
 

ｔ
 

（
m
m
）
 

ｔ
e 

（
mm

）
 

０
 

（
m
m）

 

ｈ
１
 

（
m
m
）
 

ｈ
２
 

（
mm
）
 

ｗ
 

（
r
a
d）

 

ｗ
 

（
m
m
）
 

 
 

 
 

 
 

 
＊

1  
 

 
 

 
 

 

Ｃ
１
 

（
m
m
）
 

Ｃ
２
 

（
m
m
）
 

Ｉ
ｓ
ｘ
 

（
mm

4 ）
 

Ｉ
ｓ
ｙ
 

（
m
m

4 ）
 

Ｚ
ｓ
ｘ
 

（
m
m

3 ）
 

Ｚ
ｓ
ｙ
 

（
mm

3 ）
 

０
 

（
r
a
d）

 

 

（
ra
d）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 

 

 
容
器

，
基
礎
台

及
び
ボ
ル
ト
の
 

 
形
状

は
実
機
ベ

ー
ス
で
記
載
 

 
す
る

。
 

 
な
お

，
ボ
ル
ト

の
ス
リ
ー
ブ
は
 

記
載

し
な
い
。

胴
の

応
力

計
算

に
お

い
て
，
当

板
を

有
効

と
し

た
場

合
は

，
注
記
に

そ
の

旨
を

記
載

し
，

“
ｗ
”

及
び

“

ｗ
”

を
記

載
す

る
。

な
お

，
無

効
と

し
た
場
合

に
は

記
載
不
要

別
紙
 

設
計
震
度

を
と
っ
て

い
る
床
レ
ベ

ル
を
記
載

す
る
｡ 

Ａ
～

Ａ
矢
視
図
 

ａ
 

ｂ

ｄ２ 

ｄ
１
 

ｍ
２
･g
 

ｍ
rg
 

ｍ
s1
･g
 

胴
板
 

ｍ
5g
 

ｍ
6･
g 

ｍ
7･
g 

ｍ
3･
g 

ｍ
s2
･g
 

脚
 

1250 

基
礎

ボ
ル
ト
 

A
 

A
 

ｍ
4･
g 

【
静

水
頭
の

場
合
】
 

（
圧

力
容
器

と
様
式
が

異
な

る
ペ

ー
ジ
の
み

掲
載

）
 

機
 
 
器
 
 

名
 
 
称
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2.
3 

計
 
算

 
数
 
値
 

  
2
.3
.1
 
胴
に
生

じ
る
応
力
 

 
 
 
(
1
) 

一
次

一
般
膜
応
力
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
（

単
位
：
MP
a
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

長
手

方
向

地
震

に
よ

り
胴

軸
断

面
 

全
面

に
生

じ
る

引
張

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

４
１
３
＝
 

－
 

－
 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
０
＝
 

σ
０
ｃ
＝
 

 

 
 
 
(
2
) 

一
次

応
力
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
（
単

位
：
M
Pa
）
 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方
向
応

力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

σ
φ

１
＝
 

σ
ｘ

１
＝
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

長
手

方
向

曲
げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

－
 

σ
ｘ

２
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
曲

げ
 

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

脚
反

力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

σ
φ

３
＝
 

σ
ｘ

３
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

 

水
平

方
向

地
震
 

 

引
張
り
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

－
 

 

－
 

σ
φ

４
１

１
＝
 

σ
φ

４
１

２
＝
 

σ
ｘ

４
１
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
２
＝
 

 

σ
φ

５
１
＝
 

 

σ
ｘ

５
１
＝
 

に
よ

る
応

力
 

 
－

 
－
 

 
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

－
 

－
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
１
＝
 

σ
１
ｃ
＝
 

 

算
出
応
力

値
記
載
上

の
留
意
事
項
 

・
評
価

対
象
外

及
び
応

力
が
発

生
し

な
い

も
の
（

引
張

応
力

の
圧
縮
又

は
値

が
0

と
な

る
も

の
）

に
つ

い
て

は
“

－
”

（
バ

ー
）

表
示

と
す
る
。
 

 
こ

の
場

合
，

記
号

及
び

“
＝

”
（
イ

コ
ー
ル

）
を

削
除

し
“
－
”

（
バ

ー
）
の
み
と
す

る
。
 

・
算
出
応

力
が
小
数
点
以

下
第

2
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”
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(
3
)
 
地
震
動

の
み
に
よ

る
一
次

応
力
と
二
次
応

力
の
和
の

変
動
値

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
（
単

位
：
M
P
a）

 

 
地

震
の
種

類
 

弾
性
設
計

用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は

静
的
震

度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地

震
の
方

向
 

長
 
手
 

方
 
向
 

横
方

向
 

長
 

手
 
方
 

向
 

横
方

向
 

 
応

力
の
方

向
 

周
方

向
応
力
 

軸
方
向
応

力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

周
方

向
応
力
 

軸
方

向
応
力
 

静
水

頭
に

よ
る

応
力
 

（
鉛

直
方

向
地

震
時

）
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

σ
φ

２
＝
 

－
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
長

手
方

向
 

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
に

よ
り

生
じ

る
応

力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

－
 

σ
ｘ

６
＝
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
脚

反
力
 

に
よ

り
生

じ
る

応
力
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

σ
φ

７
１
＝
 

σ
φ

７
２
＝
 

σ
ｘ

７
１
＝
 

σ
ｘ

７
２
＝
 

 
 

－
 

－
 

－
 

－
 

σ
φ

４
１
＝
 

σ
ｘ

４
１
＝
 

σ
φ

５
１
＝
 

σ
ｘ

５
１
＝
 

  

  

－
 

－
 

－
 

－
 

 

－
 

 

－
 

σ
φ

４
２

１
＝
 

σ
φ

４
２

２
＝
 

σ
ｘ

４
２

１
＝
 

σ
ｘ

４
２

２
＝
 

 

σ
φ

５
２
＝
 

 

σ
ｘ

５
２
＝
 

 
 

－
 

－
 

 
 

σ
φ

４
２
＝
 

σ
ｘ

４
２
＝
 

 
 

 
せ

ん
断
 

－
 

－
 

τ
＝
 

τ
ｃ
＝
 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
２
＝
 

σ
２
ｃ
＝
 

 2
.
3
.
2 

脚
に
生
じ

る
応
力
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
（
単
位

：
MP
a
）
 

 
地
震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地
震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 

方
 
向
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

 
圧
 

縮
 

－
 

－
 

σ
ｓ

１
＝

  
σ

ｓ
１
＝
  

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

圧
 

縮
 

－
 

－
 

σ
ｓ

４
＝

  
σ

ｓ
４
＝
  

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

曲
 

げ
 

－
 

－
 

σ
ｓ

２
＝
 

σ
ｓ

３
＝
 

せ
ん

断
 

－
 

－
 

τ
ｓ

２
＝
 

τ
ｓ

３
＝

 

組
合

せ
応

力
 

－
 

－
 

σ
ｓ

＝
 

σ
ｓ
ｃ
＝
 

 2
.3
.3
 
基
礎

ボ
ル
ト
に

生
じ
る
応

力
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

  
 

 
 
 

（
単
位
：
M
Pa
）
 

 
地
震
の
種

類
 

弾
性

設
計
用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静

的
震
度
 

基
準

地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 
地
震
の
方

向
 

長
手

方
向
 

横
 
方
 

向
 

長
手

方
向
 

横
 

方
 
向
 

鉛
直

方
向

地
震

及
び

水
 

平
方

向
地

震
に

よ
る

応
力
 

引
張

り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

１
＝
 

σ
ｂ

２
＝
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
 

応
力
 

せ
ん

断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

１
＝
 

τ
ｂ

２
＝
 

 

引
張
り
 

水
平

方
向

地
震

に

よ
る

応
力

166



 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
3
 
R0
 

Ⅴ-2-1-14-3 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書 

作成の基本方針 

 

 

説明用 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求めら

れている平底たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）

が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものと

する。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその

耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上

の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に

収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

 

  

設計用地震力 計算モデルの設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

平底たて置円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明  

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

１， ２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－6） kg/mm
3
 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張り強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。  

  

長

さ
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3. 評価部位 

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定され

ており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考え

る。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g

 
 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ

 

                                         （4.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

 Ｉ＝ 3 
ｉ

π

 
                                      （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π

 
                                  （4.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
                                                （4.1.4） 
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(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ

 

                                                    

（4.1.5）
 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  
                                       （4.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
                                                （4.1.7） 

 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

 

基礎

胴板 

ベースプレート

基礎ボルト 

 

 

図5－1 概 要 図 

 

 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計

用床応答曲線の作成方針」に基づく。  

基礎ボルト

ベ－スプレ－ト 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用いる。動的地震力を用い

る場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g

 
                                 （5.3.1.1.1）

 

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ g

 
                           （5.3.1.1.2）

 

＝0１ｘσ                                                    （5.3.1.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地

震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

 

                                  （5.3.1.1.4）
 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g

 

                                  （5.3.1.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを

受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のよう

に求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

 
                               （5.3.1.1.6）

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g

 
                                   （5.3.1.1.7）

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝                                 （5.3.1.1.8） 

2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

                                   （5.3.1.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝                 （5.3.1.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝             （5.3.1.1.11）  
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(b) 組合せ圧縮応力 

２１ φφφ σσσ －＝－                              （5.3.1.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

                         （5.3.1.1.13）
 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－              （5.3.1.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－             （5.3.1.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ

法それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

                         （5.3.1.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２２ φφ σσ ＝                                       （5.3.1.1.17） 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｔφｘｔφｔ  

                         （5.3.1.1.18） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝                          （5.3.1.1.19） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝                        （5.3.1.1.20） 

(b) 組合せ圧縮応力 

２２ φφ σσ ＝－                                 （5.3.1.1.21） 
2  2 

２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｃφｘｃφｃ  

                         （5.3.1.1.22） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝                          （5.3.1.1.23） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝                        （5.3.1.1.24） 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）｝ 

                         （5.3.1.1.25） 

とする。  
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図5－2参照) 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝

 

                                    （5.3.1.2.1）

 

１ ２

ｔ２

ｔ１

α
Ｆc Ｆt 

ｅ･Ｄｃ

Ｆｔ

Ｆｃｚ･Ｄｃ

(1－ｋ)･Ｄc

ｓ･σｃ 

σｂ

ｋ･Ｄｃ
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos －１α                                  （5.3.1.2.2） 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2

 

 
・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

      （5.3.1.2.3）

 

ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 
                          （5.3.1.2.4） 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
                （5.3.1.2.5） 

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ                          （5.3.1.2.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖ
ｔ

Ｄ・ｅ

Ｄ・・(1－ＣＭｓ－
＝Ｆ

・ｚ・ｍ) ０ g 
 

                          （5.3.1.2.7） 

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ                        （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ  

                          （5.3.1.2.9） 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

                         （5.3.1.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ・＝ＣＭ ０ g                             （5.3.1.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値 

ｅ＝0.75及びｚ＝0.25を（5.3.1.2.7）式又は（5.3.1.2.9）式に代入し，得ら

れるＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 

                               （5.3.1.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 

                   （5.3.1.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１                                       （5.3.1.2.14） 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
                       （5.3.1.2.15） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。こ

の場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g

 
                                   （5.3.1.2.16） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

 

 

 

一次一般膜応力

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては許容引張応力Ｓ

の1.2倍の方が大きい場合は，こ

の大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍

一 次応 力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座

屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
 f f

                              （5.4.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆc f                                                     （5.4.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 

Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
ｃ  １φ

gg
g

 f

                                               （5.4.1.3） 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １ f                                       （5.4.1.4） 
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ただし， （ｘ）φ １ は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

                            （5.4.1.5） 

また，ƒ ｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂ f                                                    （5.4.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
ｂ ２φ

gg
g

            f
 

                            （5.4.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｂ ２ f                                      （5.4.1.8） 

ただし， （ｘ）φ ２ は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

                            （5.4.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η                                                     （5.4.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g
g

                   （5.4.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η                                                  （5.4.1.12） 

 

 

182



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
3
 
R0
 

15 

5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]                         （5.4.2.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし， ƒｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 

・1.5 
2

Ｆ

 
 

 

・1.5 
2

Ｆ

 

許容せん断応力

ƒｓｂ 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 
 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 耐震計算書のフォーマット 

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 
 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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応
力

が
小

数
点

以
下

第
 
2
 
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”

と
表

示
す

る
。

－ － － － － －

－ －

－ － －

－ －
－

－ － －

－ － － －

引
　

張
　

側

圧
　

縮
　

側

引
　

張
　

り

Ｆ
(
基

礎
ボ

ル
ト

)
Ｆ

 
(
基

礎
ボ

ル
ト

)

－

Ｃ
Ｈ
＝

Ｓ
ｙ
（

胴
板

）

ｎ
ｓ

Ｓ
ｕ
（

胴
板

）
Ｓ

（
胴

板
）

Ｓ
ｙ
(
基

礎
ボ

ル
ト

)
Ｓ

ｕ
(
基

礎
ボ

ル
ト

)

注
記

　
＊

：
基

準
床

レ
ベ

ル
を

示
す

。
　

E
L
.

周
方

向
応

力

最
高

使
用

圧
力

（
M
P
a
）

最
高

使
用

温
度

（
℃

）
周

囲
環

境
温

度
（

℃
）

比
　
重

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

Ｃ
Ｈ
＝

Ｃ
Ｖ
＝

軸
方

向
応

力

据
付

場
所

及
び

床
面

高
さ

(
m
)

固
有

周
期

(
s
)

水
平

方
向

鉛
直

方
向

17

機
　

　
器

　
　

名
　

　
称

耐
震

重
要

度
分

類

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

せ
ん

断
応

力
軸

方
向

応
力

周
方
向

応
力

せ
ん

断
応

力

（
M
 
　

 
）

Ｃ
Ｖ
＝

建
屋

応
力

の
種

類

応
力

の
和

組
合

せ
応

力

静
水

頭
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
軸

方
向

応
力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

空
質

量
に

よ
る

圧
縮

応
力

＊

ボ
ル

ト
径

を
記

載
す

る
。

設
計

震
度

を
と

っ
て

い
る

床
レ

ベ
ル

を
記

載
す

る
。

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
に

は
，

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。

（
胴

板
に

つ
い

て
も

同
様

と
す

る
。

）

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
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N
T
2
 
補
①

 
Ⅴ

-
2
-
1
-
1
4
-
3
 
R
0

　
　

 
(
2
)
　

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

和
の

変
動

値
（

単
位

：
M
P
a
）

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

せ
ん

断
応

力
周

方
向

応
力

軸
方

向
応

力
せ

ん
断

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ
る

応
力

σ
φ

2
＝

σ
Ｘ

3
＝

σ
φ

2
＝

σ
Ｘ

3
＝

水
平

方
向

地
震

に
よ
る

応
力

σ
Ｘ

4
＝

τ
＝

σ
Ｘ

4
＝

τ
＝

引
　

張
　

側
σ

2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｔ
＝

σ
2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｔ
＝

圧
　

縮
　

側
σ

2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｃ
＝

σ
2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｃ
＝

引
　

張
　

り
σ

２
ｔ
＝

σ
２

ｔ
＝

圧
　

　
　

縮
σ

２
ｃ
＝

σ
２

ｃ
＝

 
 
 
1
.
3
.
2
 
 
基

礎
ボ
ル

ト
に

生
じ

る
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

引
 
 
張

 
 
応

 
 
力

σ
ｂ
＝

σ
ｂ
＝

せ
 
ん

 
断

 
応

 
力

τ
ｂ
＝

τ
ｂ
＝

 
1
.
4
　

結
 
 
論

 
 
 
1
.
4
.
1
　

固
有

周
期

（
単

位
：

ｓ
）

 
1
.
4
.
2
　

 
応

 
 
 
 
力

（
単

位
：

M
P
a
）

固
 
 
有

 
 
周

 
 
期

一
次

一
般

膜
σ

0
＝

Ｓ
ａ
＝

σ
0
＝

Ｓ
ａ
＝

一
次

＋
二

次
σ

2
＝

Ｓ
ａ
＝

σ
2
＝

Ｓ
ａ
＝

 
η

・
(
σ

ｘ
2
+
σ

ｘ
3
)

η
・

σ
ｘ

4
 
η

・
(
σ

ｘ
2
+
σ

ｘ
3
)

η
・

σ
ｘ

4

ƒ ｃ
ƒ ｂ

ƒ ｃ
ƒ ｂ

引
 
 
張

　
り

σ
ｂ
＝

ƒ ｔ
ｓ
＝

σ
ｂ
＝

ƒ ｔ
ｓ
＝

基
礎

ボ
ル

ト

せ
 
 
ん

 
 
断

τ
ｂ
＝

ƒ ｓ
ｂ
＝

τ
ｂ
＝

ƒ ｓ
ｂ
＝

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。

18

―

― ―

鉛
 
直

 
方

 
向

―

方
　

向

Ｔ
Ｈ
＝

Ｔ
Ｖ
＝

算
　

出
　

応
　

力

弾
性

設
計

用
地

震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静

的
震

度

許
　

容
　

応
　

力

　
　

　
　

　
　

　
　

（
無

次
元

）

水
 
平

 
方

 
向

許
　

容
　

応
　

力

胴
 
 
 
 
 
板

　
　

　
　

　
　

　
　

（
無

次
元

）

― ― ―

算
　

出
　

応
　

力

―

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

応
力

の
種

類

＋
≦

１

（
座

屈
の

評
価

）

圧
縮

と
曲

げ
の

組
合

せ

応
力

の
和

組
合
せ

応
力

(
変
動

値
)

部
材

応
力

材
料

＋
≦
１
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N
T
2 
補

①
 
Ⅴ

-
2
-
1
-
1
4
-
3
 
R
0

【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅱ
　

重
大

事
故

等
対

処
設

備
と

し
て

の
評

価
結

果
】

【
○

○
○

○
タ

ン
ク
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】

2
.
　

重
大

事
故

等
対
処

設
備

 
2
.
1
　

設
 
計

 
条

 
件

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

水
平

方
向

鉛
直

方
向

水
平

方
向

鉛
直

方
向

設
計

震
度

設
計

震
度

設
計

震
度

設
計

震
度

＊

 
2
.
2
　

機
 
器

 
要

 
目

ｍ
０

ｍ
ｅ

Ｄ
ｉ

ｔ
Ｅ

Ｇ
ｇ

Ｈ

（
k
g
）

（
k
g
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
m
m
）

（
m
m
）

＊
1

＊
1

Ｄ
ｃ

Ｄ
ｂ

ｏ
Ｄ

ｂ
ｉ

Ａ
ｂ

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
2
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

＊
1

＊
1

＊
1

＊
2

＊
2

注
記

 
 
＊

1
:
最

高
使

用
温

度
で

算
出

 
2
.
3
　

計
算

数
値

＊
2
:
周

囲
環

境
温

度
で

算
出

　
 
2
.
3
.
1
　

胴
に

生
じ

る
応

力

　
　

 
 
(
1
)
　

一
次
一

般
膜

応
力

（
単

位
：

M
P
a
）

σ
φ

1＝

σ
φ

2＝

σ
Ｘ

2
＝

σ
Ｘ

3
＝

σ
Ｘ

4
＝

τ
＝

σ
φ
＝

σ
Ｘ

ｔ
＝

σ
φ
＝

σ
Ｘ

ｃ
＝

σ
０

ｔ
＝

容
器

，
基

礎
台

及
び
ボ

ル
ト

の
形

状
は

実
機

圧
　

　
　

縮
σ

０
ｃ
＝

ベ
ー

ス
で

記
載

す
る

。

な
お

，
ボ

ル
ト

の
ス
リ

ー
ブ

は
記

載
し

な
い

。

　
算
出

応
力

値
記

載
上

の
留

意
事

項
・

評
価

対
象

外
及

び
応

力
が

発
生

し
な

い
も

の
（

引
張

応
力

の
圧

縮
又

は
値

が
0
と

な
る

も
の

）
に

つ
い

て
は

“
－

”
（

バ
ー

）
表

示
と

す
る

。
　

こ
の

場
合

，
記

号
及

び
“

＝
”

（
イ

コ
ー

ル
）

を
削

除
し

“
－

”
（

バ
ー

）
の

み
と

す
る

。
　

た
だ

し
，

胴
に

生
じ

る
応

力
の

う
ち

「
応

力
の

和
」

の
「

圧
縮

側
」

の
欄

の
み

は
，

圧
縮

と
な

る
場

合
で

も
“

－
”

（
バ
ー

）
で

は
な

く
マ

イ
ナ

ス
と

し
て

応
力

値
を

記
載

す
る

。
・

算
出

応
力

が
小

数
点

以
下

第
 
2
 
位

以
降

に
発

生
す

る
場

合
は

“
0
”

と
表

示
す

る
。

－

－

－
－

－

－

－

－

－ －

－

－ －

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

－
－

ｓ
ｎ

Ｓ
（

胴
板

）
Ｓ

ｙ
(
基

礎
ボ

ル
ト

)

注
記

　
＊

：
基

準
床

レ
ベ

ル
を

示
す

。
　

－

－

－

－－

圧
　

縮
　

側

－ －

引
　

張
　

り

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

引
　

張
　

側

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

周
方
向

応
力

Ｃ
Ｈ
＝

Ｃ
Ｖ
＝

せ
ん

断
応

力

Ｓ
ｕ
(
基

礎
ボ

ル
ト

)
Ｆ

 
(
基

礎
ボ

ル
ト

)
Ｆ

 
(
基

礎
ボ

ル
ト

)

最
高

使
用

圧
力

（
M
P
a
）

最
高

使
用

温
度

（
℃

）
周

囲
環

境
温

度
（

℃
）

比
　
重

水
平

方
向

鉛
直

方
向

19

機
　

　
器

　
　

名
　

　
称

設
備

分
類

据
付

場
所

及
び

床
面

高
さ

(
m
)

固
有

周
期

(
s
)

－
－

－ －

E
L
.

－

軸
方

向
応

力

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

せ
ん

断
応

力

Ｓ
ｙ
（

胴
板

）

（
M
 
　

 
）

Ｓ
ｕ
（

胴
板

）

建
屋

応
力

の
種

類

応
力

の
和

組
合

せ
応

力

静
水

頭
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
軸

方
向

応
力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

空
質

量
に

よ
る

圧
縮

応
力

＊

ボ
ル

ト
径

を
記

載
す

る
。

【
重

大
事

故
等

対
処

設
備

単
独

の
場

合
】

本
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

使
用

す
る

。

た
だ

し
，

章
番

を
1
.と

す
る

。
設

計
震

度
を

と
っ

て
い

る
床

レ
ベ

ル
を

記
載

す
る

。

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
に

は
，

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。

（
胴

板
に

つ
い

て
も

同
様

と
す

る
。

）

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
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N
T
2
 
補

①
 
Ⅴ

-
2
-
1
-
1
4
-
3
 
R
0
E

　
　

 
(
2
)
　

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

和
の

変
動

値
（

単
位

：
M
P
a
）

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

せ
ん

断
応

力
周

方
向

応
力

軸
方

向
応

力
せ

ん
断

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ
る

応
力

σ
φ

2
＝

σ
Ｘ

3
＝

水
平

方
向

地
震

に
よ
る

応
力

σ
Ｘ

4
＝

τ
＝

引
　
張

　
側

σ
2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｔ
＝

圧
　
縮

　
側

σ
2
φ
＝

σ
2
Ｘ

ｃ
＝

引
　
張

　
り

σ
２

ｔ
＝

圧
　
　

　
縮

σ
２

ｃ
＝

　
 
2
.
3
.
2
　

基
礎

ボ
ル

ト
に

生
じ

る
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

引
 
 
張

 
 
応

 
 
力

σ
ｂ
＝

せ
 
ん

 
断

 
応

 
力

τ
ｂ
＝

 
2
.
4
　

結
 
 
論

 
 
 
2
.
4
.
1
　

固
有

周
期

（
単

位
：

ｓ
）

 
2
.
4
.
2
　

 
応

 
 
 
 
力

（
単

位
：

M
P
a
）

　

σ
0
＝

Ｓ
ａ
＝

σ
2
＝

Ｓ
ａ
＝

 
η

・
(
σ

ｘ
2
+
σ

ｘ
3
)

η
・

σ
ｘ

4

ƒ ｃ
ƒ ｂ

σ
ｂ
＝

ƒ ｔ
ｓ
＝

τ
ｂ
＝

ƒ ｓ
ｂ
＝

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。

材
料

応
力

――

―

許
　

容
　

応
　

力
算

　
出

　
応

　
力

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

― ―

― ―

許
　

容
　

応
　

力

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度 ― ― ―

　
　

　
　

　
　

　
　

（
無

次
元

）

―

　
―

　
―

― ―

引
張

り

せ
ん

断

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

―

―

―

―
―

― ―

― ―

算
　

出
　

応
　

力

方
向

水
 
平

 
方

 
向

―

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

― ―

―
一

次
＋

二
次

（
座

屈
の

評
価

）

一
次

一
般

膜
―

20

圧
縮

と
曲

げ

の
組

合
せ

―

固
 
 有

 
 
周

 
 
期

基
礎

ボ
ル

ト

Ｔ
Ｈ
＝

鉛
 
直

 
方

 
向

Ｔ
Ｖ
＝

胴
板

部
材

応
力

の
種

類

応
力

の
和

組
合

せ
応

力
(
変

動
値

)

＋
≦

１
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求め

られている横軸ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十

分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものと

する。 

なお，本基本方針は横軸ブロワ及びファンにも適用する。（その場合は，ポンプをブロワ又

はファンと読み替える。） 

ただし，本基本方針が適用できない横軸ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横軸ポンプの応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する

箇所に作用する応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。また，横軸ポンプの機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 4.1 動的機能維持 (2) 回転機器及び弁」にて設定した動的機器の機能維持の

方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能

維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォ

ーマット」にて示す。 

横軸ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横軸ポンプの耐震評価フロー 

横軸ポンプの機能維持評価

評価用加速度の算出 

横軸ポンプの構造強度評価

地震時における応力 

計算モデルの設定 設計用地震力 機械的荷重 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ 1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 

MPa 

MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

Ｎ 回転速度（原動機の同期回転速度） min-1 

ｎｉ ボルトの本数＊1 － 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 － 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ， 

ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下

のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

＊

＊
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ｉ＝4：減速機取付ボルト 
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＊2：ｈ i及びｍ iの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付面 

＊3： １ｉ≦ ２ｉ 

 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。  

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3. 評価部位 

  横軸ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 横軸ポンプは構造的に 1 個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状の

ほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期

の計算は省略する。 

(2) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(3) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(4) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 転倒方向は図 4－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

なお，横軸ポンプは剛として扱うため，設置床面の最大応答加速度の 1.2 倍の値を用い

て評価する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

      軸直角方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

     軸方向 

 

 

 

 

図 4－1 概 要 図 

基  礎 

原動機

ポンプ

ポンプベース 

原動機取付ボルト

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト 

ポンプベース

原動機
ポンプ

原動機取付ボルト

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト

軸中心

基  礎 

「厳しい」とは，「許容値／発生値」

の小さい方をいう。 
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4.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設

計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作

用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2(1) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－1  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0 の場合） 

( １ｉ≦ ２ｉ) 転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i１i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

ｈ
i 

２i１i

転倒方向

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g
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図 4－2(2) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－2  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0 の場合） 

 

( １ｉ≦ ２ｉ) 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

ｈ
i 

２i１i

転倒方向

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

転倒支点となる
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i１i
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図 4－2（3） 計算モデル 

（軸直角方向転倒－3  軸直角方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

               の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2（4） 計算モデル 

（軸直角方向転倒－4  軸直角方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

               の場合）

転倒支点

ｈ
i 

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

転倒支点となる
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

（ ２i＋１i )／( ２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

（ ２i＋１i )／( ２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点 

ｈ
i 

２i

１i

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ )・ｍｉ・g

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i－ １i

２i

１i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

２i－ １i
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図 4－3（1） 計算モデル 

（軸方向転倒－1   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3（2） 計算モデル 

（軸方向転倒－2   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

( １ｉ≦ ２ｉ) 
１i ２i

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は
取付面

(1－Ｃｐ－Ｃｖ)・ｍｉ・g

( １ｉ≦ ２ｉ) 

１i ２i

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は
取付面

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

引張りを受ける 
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

１i ２i

転倒方向

転倒方向

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

１i ２i

200



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
4
 
R0
 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3（3） 計算モデル 

（軸方向転倒－3  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3（4） 計算モデル 

（軸方向転倒－4  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点 

据付面又は
取付面

１i

２i

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ )・ｍｉ・g 

（ ２i＋１i )／( ２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は
取付面

１i

２i

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

（ ２i＋１i )／( ２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

転倒方向

転倒方向

２i－ １i  

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点となる

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

２i－ １i  
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－2 及び図 4－3 で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト(ｉ＝1)及び計算モデル 

図 4－3 の場合のボルト(ｉ＝1～4)については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

引張力 

計算モデル図 4－2(1)及び 4－3(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－  gg
 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－ gg

g

 

                      (4.3.1.1.1) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－ gg

g

 
((

 

                      (4.3.1.1.2) 

計算モデル図 4－2(2)及び 4－3(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－  gg
 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－ gg

g

 

                      (4.3.1.1.3) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－ gg

g

 
((

 

                      (4.3.1.1.4) 
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計算モデル図 4－2(3)及び 4－3(3)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・)Ｃ＋Ｃ＋(1・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
 gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－
gg

g

 

                      (4.3.1.1.5) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

gg

g

 
((

 

                      (4.3.1.1.6) 

計算モデル図 4－2(4)及び 4－3(4)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・1)Ｃ＋(Ｃ・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
－  gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－
－ gg

g

 

                      (4.3.1.1.7) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

－ gg

g

 
((

 

                      (4.3.1.1.8) 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ                             (4.3.1.1.9) 

（ N･mm/s1kW＝106 ） 

ただし，ベースが共通でポンプと原動機間に減速機がある場合，ポンプ及び減速機取付

ボルト(ｉ＝2及び 4)における(4.3.1.1.9)式中のＮはポンプ回転速度とする。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転速度を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g

                        (4.3.1.1.10) 
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引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ                                          (4.3.1.1.11) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

                                     (4.3.1.1.12) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ ｉｐｂｉ Ｈ                           (4.3.1.1.13) 

せん断応力 

ｂｉｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
＝τ                                     (4.3.1.1.14) 
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4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]              (4.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 
 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 

＊
＊
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機

能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用

いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

また，ポンプについては軸継手の評価を行い，動的機能を有していることを確

認する。 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

横軸ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載

の章番を「2．」から「1．」とする。 

 

電動機にスラスト軸受がなく 

軸方向荷重がポンプ側に作用する

形式のうち，ギヤカップリングを

使用している場合に適用する。 

その場合は，本記載を追加する。
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 【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅰ

 
設

計
基

準
対

象
施

設
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

【
○

○
○

○
○

ポ
ン

プ
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
．

設
計

基
準

対
象

施
設

 

1
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

建
屋
 

E
L.
 

 
 

＊
1  

－
＊

2  
－

＊
2  

Ｃ
H＝

 
 
 

Ｃ
V＝

 
 

Ｃ
H＝

 
 

Ｃ
V＝

 
 

Ｃ
P＝

 
 

 
 

   1
.
2
機

器
要

目
 

部
  
  
 材

 
ｍ

ｉ
  

(k
g)
 

ｈ
ｉ
  

(
mm
) 

１
ｉ

＊
3  

(
mm
) 

２
ｉ

＊
3  

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
  

(
mm
) 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
1)
 

 
 

 
 

  
（
M 
 ）

 
 

 
 

 
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
2)
 

 
 

 
 

 

（
M 
 ）

 
 

 
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
3)
 

 
 

 
 

 
（
M 
 ）

 
 

 
 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
4)
 

 
 

 
 

 
（
M 
 ）

 
 

 
 

 

部
  
  
 材

 
Ｓ

ｙ
ｉ
 

 
(M
P
a)
 

Ｓ
ｕ

ｉ
  

(
MP
a
) 

Ｆ
i 

(
MP
a
) 

Ｆ
i 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

Ｍ
Ｐ
(N
・
mm
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
1)
 

 
 

 
 
 

＊
2 

 
 

 
＊

2 

 
 

 
 

 
 

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
2)
 

 
 

 
 
 

＊
1 

 

 
 

＊
1 

 
 

 
 

 
 

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
3)
 

 
 

 
 
 

＊
1 

 

 
 

＊
1 

 
 

 
 

 
 

 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
4)
 

 
 

 
 
 

＊
1 

 

 
 

＊
1 

 
 

 
 

 
 

 

予
想
最
大
両
振
幅
 

(μ
m
) 

回
転
速
度
 

(
mi
n
-
1 )
 

 

Ｈ
ｐ
＝
 

Ｎ
＝

 

注
記
 
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 

ボ
ル
ト
の
評
価
温
度
を
記
載
す
る
。
 

な
お

，
使

用
し

な
い

場
合

は
，

“
－
”
表
示
と
す
る
。
 

Ｍ
Ｐ
が
生
じ
な
い
場
合
は
“
－
”
と
す
る
。
 

＊ 

転
倒
方
向
が
同
じ
場
合
は
，
1
つ
と
す
る
。
 

注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊
3：

基
礎
ボ
ル
ト
に
お
け
る
上
段
は
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又

は
静
的
震
度
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
下
段
は
基
準

地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
 

厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，
 

該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。
 

ボ
ル
ト
径
を
記
載
す
る
。
 

「
弾
性
設

計
用

地
震
動

Ｓ
ｄ
又

は
静
的
震

度
」

と
「
基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ

」
で
転

倒
方
向
が

異
な

る
場
合
は
本
注
記
＊
3
を
追
加
す
る
。
 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
.
3
計

算
数

値
 

1
.3
.
1 

ボ
ル

ト
に

作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (
単
位
：
N)
 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
b
ｉ
 

Ｑ
b
ｉ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
1)
 

 
 

 
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
2)
 

 
 

 
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
3)
 

 
 

 
 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

(ｉ
＝
4)
 

 
 

 
 

 1
.
4
結

論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル

ト
の

応
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (
単
位
：
MP
a)
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

 
引
張
り
 

σ
b1
＝
 

ƒ t
s
1＝

 
 
 

σ
b1
＝
 

ƒ t
s
1＝

  
 
  

せ
ん
断
 

τ
b1
＝
 

ƒ s
b
1＝

 
 

τ
b1
＝
 

ƒ s
b
1＝

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

 
引
張
り
 

σ
b2
＝
 

ƒ t
s
2＝

  
 
  

σ
b2
＝
 

ƒ t
s
2＝

  
 
  

せ
ん
断
 

τ
b2
＝
 

ƒ s
b
2＝

 
τ

b2
＝
 

ƒ s
b
2＝

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

 
引
張
り
 

σ
b3
＝
 

ƒ t
s
3＝

  
 
  

σ
b3
＝
 

ƒ t
s
3＝

  
 
  

せ
ん
断
 

τ
b3
＝
 

ƒ s
b
3＝

 
τ

b3
＝
 

ƒ s
b
3＝

 

減
速
機
取
付
ボ
ル
ト
 

 
引
張
り
 

σ
b4
＝
 

ƒ t
s
4＝

  
 
  

σ
b4
＝
 

ƒ t
s
4＝

  
 
  

せ
ん
断
 

τ
b4
＝
 

ƒ s
b
4＝

 
τ

b4
＝
 

ƒ s
b
4＝

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1
.4
.
2 

動
的
機
能
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (
単
位
：
×
9.
8m
/
s
2 )
 

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

ポ
ン
プ
 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

原
動
機
 

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

「
評
価
用
加
速
度
≦
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
は
，
こ
こ
で
終
了
 

※
：
評
価
用
加
速
度
＞
機
能
確
認
済
加
速
度
の
場
合
は
，
 

適
宜
，
詳
細
評
価
を
追
加
す
る
。
 電
動
機
に
ス
ラ
ス
ト
軸
受
が
な
く
軸
方
向
荷
重
が
ポ
ン
プ
側
に
作
用
す
る
形
式

の
う
ち
，
ギ
ヤ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
を
使
用
し
て
い
る
場
合
に
記
載
す
る
。
 

な
お
，
そ
の
場
合
，
評
価
用
加
速
度
と
機
能
確
認
済
加
速
度
と
の
比
較
結
果
を

「
1.
4.
2
.1
 
機
能
確
認
済
加
速
度
と
の
比
較
」
と
す
る
こ
と
。
 

1
.4
.
2.
2 

軸
継
手
の
評
価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
mm
) 

評
価
部
位
 

変
位
量
 

許
容
変
位
量
 

 
 

 

す
べ
て
許
容
変
位
量
以
下
で
あ
る
。
 

記
載
例
を
示
す
。
 

（
荷
重

or
変
位
量
）
 

確
定
Ｓ
ｓ
を
記
載
す
る
。
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【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅱ

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

と
し

て
の

評
価

結
果

】
 

【
○

○
○

○
○

ポ
ン

プ
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

2
．

重
大

事
故

等
対

処
施

設
 

2
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 
固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
に
よ

る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

建
屋
 

E
L.
 

 
 
 

＊
1  

－
＊

2  
－

＊
2  

－
 

－
 

Ｃ
H＝

  
Ｃ

V＝
  

Ｃ
P＝

 
 

 

  2
.
2
機

器
要

目
 

 

部
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Ⅴ-2-1-14-5 たて軸ポンプの耐震性についての計算書 

作成の基本方針 
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1. 概要 

本基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求め

られているたて軸ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものと

する。 

ただし，本基本方針が適用できないたて軸ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計

算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

   たて軸ポンプの応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定す

る箇所において，「4.1 構造強度評価方法」で算出した固有周期及び荷重に基づく応力等が

許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。また，たて軸ポンプの機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.1 動的機

能維持 (2) 回転機器及び弁」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，地震時の

応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

たて軸ポンプの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 たて軸ポンプの耐震評価フロー 

設計用地震力 

たて軸ポンプの機能維持評価 

評価用加速度の算出 

機械的荷重 解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震時における応力 

たて軸ポンプの構造強度評価 

地震応答解析 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3 年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ 1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｃ バレルケーシング又はコラムパイプの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内径 mm 

Ｄｉ ボルトのピッチ円直径＊1 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏ i 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓ i 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

Ｍ 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められるモーメント N･mm 

Ｍｉ 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする地震及

び水平方向のポンプ振動による転倒モーメント＊2 

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍ バレルケーシング付根部に対しては，ポンプ床下部質量 

コラムパイプ付根部に対しては，コラムパイプ総質量 

kg 

ｍｉ 運転時質量＊3 kg 

Ｎ 回転速度（原動機の同期回転速度） min-1 

ｎｉ ボルトの本数＊1 － 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧 MPa 

Ｑｂｉ 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニにおける地震及び水

平方向のポンプ振動によりボルトに作用するせん断力＊1 

N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓａ バレルケーシング又はコラムパイプの許容応力 MPa 

Ｓｕ，Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ（ＲＴ）

 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｔｉ 固有周期＊4 ｓ 

ｔ バレルケーシング又はコラムパイプの厚さ mm 

Ｚ バレルケーシング又はコラムパイプの断面係数 mm3 

π 円周率 － 

σ バレルケーシング又はコラムパイプの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

σｃＨ 水平方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｃｖ 鉛直方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｚＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による軸方向応力 MPa 

σθＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による周方向応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，Ｄｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏ i，ƒ ｔｓ i，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとお

りとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプ取付ボルト(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

(下)，ｉ＝3：ポンプ取付ボルト(上)とし，ｉ＝3 をｉ＝4，ｉ＝4 をｉ＝5 とす 

る。 

＊2：Ｍ iの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：イ 

ｉ＝2：ロ 

ｉ＝3：ハ 

ｉ＝4：ニ 

＊3：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機台取付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプ取付面(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付面(下)， 

ｉ＝3：ポンプ取付面(上)とし，ｉ＝3 をｉ＝4，ｉ＝4 をｉ＝5 とする。 

＊4：Ｔｉの添字ｉの意味は，固有周期の次数を示す。 

 

＊
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。  

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

  たて軸ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳し

くなる基礎ボルト,取付ボルト並びにバレルケーシング及びコラムパイプについて評価を実施す

る。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(2) 下部サポートは鉛直方向にスライドできるものとし，水平方向の地震力を受けるものと

する。 

(3) ポンプは原動機を含めて多質点モデルにてモデル化し，軸とケーシングとを分け軸受部

をばねで接続した複列式多質点モデルとする。 

(4) モデル化に際しては，原動機，ポンプ及び内容物の質量は各質点に集中するものとする。 

(5) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 概 要 図 

原動機 

ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
下部サポート 

基礎 
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4.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計

用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 計算モデル 

 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用

するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

なお，転倒モーメント並びにせん断力は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」により

算出するが，その際，水平方向には設計震度とポンプ振動による震度の合計を考慮し，

鉛直方向には，設計震度と自重を考慮する。 

 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト＊ 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト＊

ｉ＝4：原動機取付ボルト＊ 

Ｄ i

転倒支点 

転倒支点から最

も離れたボルト

ポンプ中心

イ
ロ 

ハ 

ニ 

軸 

軸受

バレルケーシング 

コラムパイプ 

注記＊：ポンプ取付ボルト(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボ

ルト(下)，ｉ＝3：ポンプ取付ボルト(上)とし，ｉ＝3 をｉ＝4，

ｉ＝4 をｉ＝5 とする。 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

引張力 

ｉｆｉ

ｉ
ｉｖｐｉ

ｂｉ

・Ｄ・ｎ
8

3
2

Ｄ
 ・・)・ｍ－Ｃ－（1－ＣＭ

＝Ｆ

 

g
                (4.3.1.1.1) 

ここで，Ｍｉは計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転速度を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g

                              (4.3.1.1.2) 

 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ                                               (4.3.1.1.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

                                           (4.3.1.1.4) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基礎

ボルト(ｉ＝1)については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力 

せん断力は計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」により求めるＱｂｉ及びポンプ回転によ

り作用するモーメントＭｐを考慮して求める。 

 

せん断応力 

ｉｂｉ

ｉｐｉｂ
ｉｂ

Ａ・ｎ

／Ｄ・Ｍ ＋2Ｑ
＝τ                                  (4.3.1.1.5) 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ                                  (4.3.1.1.6) 

N･mm/s）（1kW＝106  

221



 

 9 

N
T
2
 
補

①
 
Ⅴ

-
2
-
1
-
1
4
-
5
 
R
0
 

4.3.1.2 バレルケーシング及びコラムパイプの計算方法 

バレルケーシング及びコラムパイプの応力は次式により求める。 

(1) 水平方向地震力による応力 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた各部に働くモーメントにより，

曲げ応力は以下のようになる。 

Ｚ

Ｍ
＝Ｈｃσ                                                  (4.3.1.2.1) 

(2) 鉛直方向地震による応力 

c

pｖ
ｖc

Ａ

）・ｍ・＋Ｃ（1＋Ｃ
＝σ

g
                              (4.3.1.2.2) 

(3) 内圧による応力 

ｔ2・

Ｄ・Ｐ
＝

cc
θＰσ                                             (4.3.1.2.3) 

4・ｔ

Ｄ・Ｐ
＝

cc
ｚＰσ                                             (4.3.1.2.4) 

以上の(1)～(3)の各応力から，一次一般膜応力は 

）（＝Max θＰＰＨ σ，σ＋σ＋σσ ｚcvc                         (4.3.1.2.5) 

 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏ iは下表による。 

 

ƒ ｔｓ i ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ i－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏ i]                     (4.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 
＊

＊
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4.4.2 バレルケーシング及びコラムパイプの応力評価 

4.3.1.2 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。ただし，

Ｓａは下表による。 

 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組

合せの場合 

一次一般膜応力

設計降伏点Ｓｙと設計引張強

さＳｕの 0.6 倍のいずれか小

さい方の値。ただし，オース

テナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの 1.2 倍の方が

大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を

用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

また，ポンプについては軸受の評価を行い，動的機能を有していることを確

認する。 

 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

たて軸ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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＝
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.
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.
2
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の
評
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（

単
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）

 

軸
受
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容
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1
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1
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す
べ

て
許
容
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あ
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。

 

「
評

価
用

加
速

度
≦

機
能

確
認

済
加

速
度

」
の

場
合

の
記

載
 

 ※
：

「
評

価
用

加
速

度
＞

機
能

確
認

済
加

速
度

」
の

場
合

は
,
適

宜
,
詳

細
結
果

を
追

加
す

る
。
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号

（要素番号）

要素両端の節

点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の付加質量 

節点番号 
付加質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa）  

質量密度 

（ kg/mm3）  

ポアソン

比 

（－） 

材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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○
○

ポ
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プ
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果
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2
.
 

重
大
事

故
等

対
処

施
設

 

2
.
1
 

設
計

条
件

 

機
 
器

 
名
 
称

 
設

備
分

類
 

据
付

場
所

及
び

 

床
面

高
さ

（
m
）

 

固
有

周
期

(
s
)
 

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ
又

は
静

的
震

度
 

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
 

ポ
ン

プ
振

動
 

に
よ

る
震

度
 

最
高

使
用

 

温
度

 

（
℃

）
 

周
囲

環
境

 

温
度

 

（
℃

）
 

最
高

使
用

圧
力

（
M
P
a
）

 

水
平

方
向

 
鉛

直
方

向
 

水
平

方
向

 

設
計

震
度

 

鉛
直

方
向

 

設
計

震
度

 

水
平

方
向

 

設
計

震
度

 

鉛
直

方
向

 

設
計

震
度

 
吸

込
側

 
吐

出
側

 

 
 

建
屋

 

E
L
.
 
 
＊
 

 
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝

 
 
 
 

Ｃ
Ｖ
＝

 
 
 
 

Ｃ
ｐ
＝

 
 

 
 

 

注
記

 
＊

：
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準
床

レ
ベ

ル
を

示
す

。
 

 
 

 
 

2
.
2
 

機
器
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目

 

（
1
）

ボ
ル

ト
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(
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）
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，
コ

ラ
ム

パ
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プ
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最
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：
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囲
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温
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で
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出
 

予
想
最

大
両

振
幅

 

(
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m
)
 

回
転

速
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(
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＝

 
Ｎ

＝
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材

 
ｍ
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(
k
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)
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(
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m
)
 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
m
m
2
)
 

ｎ
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ｎ
ｆ

ｉ
 

Ｍ
ｐ

 

(
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･
m
m
)
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
M
P
a
)
 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
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a
)
 

Ｆ
ｉ

 

(
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a
)
 

Ｆ
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(
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a
)
 

部
材

 
Ｓ

 

(
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a
)
 

Ｓ
ｙ
 

(
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a
)
 

Ｓ
ｕ
 

(
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a
)
 

Ｄ
ｃ
 

(
m
m
)
 

ｔ
 

(
m
m
)
 

基
 
礎

 
ボ

 
ル

 
ト

 

（
ｉ
＝

1
）

 
 

 
 

（
M
 
 
）

 
 

 
 

＊
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＊
2
 

－
 

 
バ
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シ
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グ
 

＊
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＊
1 

＊
1
 

 
 

ポ
ン

プ
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ボ
ル

ト
(
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)
 

（
ｉ
＝
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）

 
 

 
 

（
M
 
 
）

 
 

 
 

＊
1
 

＊
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－
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ム

パ
イ

プ
 

＊
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＊
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＊
1
 

 
 

ポ
ン

プ
取
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ル

ト
(
上

)
 

（
ｉ
＝

3
）

 
 

 
 

（
M
 
 
）

 
 

 
 

＊
1
 

＊
1
 

－
 

 

原
動

機
台
取

付
ボ

ル
ト

 

（
ｉ
＝
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）

 
 

 
 

（
M
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1
 

＊
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－
 

 

原
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機
取
付
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ル

ト
 

（
ｉ
＝
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）

 
 

 
 

（
M
 
 
）

 
 

 
 

＊
2
 

＊
2
 

－
 

 

＊

最
高

使
用

圧
力

が
吸

込
側

/
吐

出
側

と
も

同
じ

で
あ

れ

ば
区

別
せ

ず
,
最
高

使
用

圧
力

を
記

載
す

る
。

 

厚
さ

,
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
は
,
 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。

 

（
バ

レ
ル

ケ
ー

シ
ン

グ
，

コ
ラ

ム
パ

イ
プ

に
つ
い

て
も

同
様

と
す

る
。

）
 

Ｍ
ｐ

が
生

じ
な
い

場
合

は
“

－
”
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る
。
 

ボ
ル

ト
の

評
価

温
度
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す
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。

 

な
お
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使

用
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な
い

場
合

は
“

－
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と
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。
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＊
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。
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。
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。
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計
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を
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を
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載
す

る
。
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号

（要素番号）

要素両端の節

点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の付加質量 

節点番号 
付加質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号

温度 

（℃）
縦弾性係数 

（MPa）  

質量密度 

（ kg/mm3）  

ポアソン

比 

（－） 

材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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Ⅴ-2-1-14-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針 

 

 

説明用 
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1. 概要 

基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる盤（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有して

いることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない盤にあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含めて

記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

盤の応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，盤の機能維持評価は， 

「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方

針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維

持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマ

ット」に示す。 

盤の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 盤の耐震評価フロー 

  

器具の電気的機能維持評価

評価用加速度の算出 

盤の構造強度評価 

地震時における応力 

固有値測定試験 設計用地震力 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協 

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂｉ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄｉ 

Ｆｉ 

Ｆｉ
  

Ｆｂｉ 

Ｆb1i 

 

Ｆb2i 

 
fｓｂｉ 

fｔｏｉ 

fｔｓｉ 

g 

ｈｉ 

1 

1ｉ 

2 

2ｉ 

3ｉ 

ｍｉ 

ｎｉ 

ｎf 

ｎfVi 

 

ｎfHi 

 

ボルトの軸断面積＊1 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径＊1 

設計・建設規格 SSB-3131に定める値＊1 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 

ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面又は取付面から重心までの距離＊2 

重心とボルト間の水平方向距離＊3 

重心を下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 

重心とボルト間の水平方向距離＊3 

上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 

左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 

運転時質量＊2 

ボルトの本数＊1 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

（鉛直方向）（壁掛形） 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

（水平方向）（壁掛形） 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

  

＊ 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ｑｂｉ 

Ｑｂ1i 

Ｑｂ2i 

Ｓｕi 

Ｓｙi 

Ｓｙi（ＲＴ）

 

π 

σｂi 

τｂi 

ボルトに作用するせん断力＊1 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 

円周率 

ボルトに生じる引張応力＊1 

ボルトに生じるせん断応力＊1 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆi
 ，Ｆｂｉ，Ｆｂ1i，Ｆｂ2i，fｓｂｉ，fｔｏｉ，fｔｓｉ， 1ｉ， 2ｉ， 3ｉ，ｎｉ，ｎfVi，ｎfHi， 

Ｑｂｉ，Ｑｂ1i，Ｑｂ2i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ 及び τｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈi及びｍiの添字iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3： 1≦ 2 

 

＊
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで

の値とする。  
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3. 評価部位 

盤の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボ

ルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 基本方針 

盤の固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。なお，振動試験が行われていない盤に

ついては，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験の結果算定された固

有周期を使用する。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

振動試験装置にて，盤の応答を測定する。 

 

 4.1 基本方針 

盤の固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。なお，振動試験が行われていない

盤については，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ盤に対する振動試験の結果算定され

た固有周期を使用する。 

 

 4.2 固有振動数の算出方法 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧

電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 直立形の盤は取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。また,壁掛

形の盤は取付ボルト及び基礎ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) 床面据付の盤の転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短辺方向につ

いて検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。壁掛形の盤については，図 5－2

概要図（壁掛形）における水平方向及び鉛直方向について検討し，計算書には計算結果の厳

しい方を記載する。 

(5) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を

設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

固有周期を「スイープ試験（加振試験）」にて求める場合の記載を示す。 

固有周期を「打振試験（自由振動試験）」にて求める場合の記載を示す。 

「厳しい方」とは，「許容値／発生値」の小さい方をいう。
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 
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5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づく。なお，壁掛形の盤の設計用地震力については，設置床上階

の設計用地震力を使用する。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 
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取付ボルト列 
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図5－3(2) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 
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図5－3(3) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

21

ｈ
2
 

（ 1≦ 2）

チャンネルベース 

引張りを受ける 
取付ボルト列 

ｍ2･(１－ＣＶ)･g 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 
取付ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

252



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
7
 
R0

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3(4) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 
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図5－4(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 
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図5－4(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 
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255



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
7
 
R0

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－4(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 
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図5－4(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 
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図 5－5(1)計算モデル（壁掛形  水平方向転倒の場合） 
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図 5－5(2)計算モデル（壁掛形  鉛直方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

基礎ボルト及び取付ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3，図5－4及び図5

－5で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとし

て計算する。 

 

引張力（Ｆｂi） 

計算モデル図5－3(1)，5－3(3)，5－4(1)，5－4(3)の場合の引張力 

 

Ｆｂi＝                                 (5.3.1.1.1) 

 

計算モデル図5－3(2)，5－3(4)，5－4(2)，5－4(4)の場合の引張力 

 

Ｆｂi＝                                 (5.3.1.1.2) 

 

計算モデル図5－5(1),5－5(2),5－5(3)及び5－5(4)の場合の引張力 

   

Ｆｂ1i＝                                 (5.3.1.1.3) 

  
Ｆｂ2i＝                                   (5.3.1.1.4) 

 
Ｆｂi＝Ｍａｘ（Ｆｂ1i，Ｆｂ2i）                                  (5.3.1.1.5) 
 

引張応力（σｂi） 

σｂi＝
Ｆｂi

Ａｂi
                                                  (5.3.1.1.6) 

ここで，基礎ボルト及び取付ボルトの軸断面積Ａｂiは次式により求める。 

Ａｂi＝
π

4
・ｄi

2                                               (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂiが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

   

 

  

ｍi・CH・ｈi・g－ｍi・（1－ＣＶ）・ 1・g 

ｎf・（ 1＋ 2）

ｍi・CH・ｈi・g－ｍi・（1－ＣＶ）・ 2・g 

ｎf・（ 1＋ 2）

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎfVi・ 2i

＋ 
ｍi・CH・ｈi・g 
（ ）

ｎfHi・ 3i

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ 1i・g 

ｎfVi・ 2i
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(2) せん断応力 

基礎ボルト及び取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a.ベンチ形，直立形の場合 

Ｑｂi＝ｍi・ＣＨ・g                                         (5.3.1.1.8) 

b.壁掛形の場合 

Ｑｂ1i＝ｍi・ＣＨ・g                                        (5.3.1.1.9) 

Ｑｂ2i＝ｍi・（１＋ＣＶ）・g                                 (5.3.1.1.10) 

Ｑｂi＝ （Ｑｂ1i）2＋（Ｑｂ2i）2                           (5.3.1.1.11) 

 
せん断応力 

τｂi＝                                              (5.3.1.1.12) 

 

√ 

Ｑｂi 

ｎi・Ａｂi 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1項で求めたボルトの引張応力σｂiは次式より求めた許容引張応力ftsi以下であるこ

と。ただし，fｔｏｉ  は下表による。 

 

fｔｓｉ ＝Min[1.4・fｔｏｉ －1.6・τｂｉ， fｔｏｉ  ]                      (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂiは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂｉ 以下であること。

ただし，fｓｂｉ は下表による。 

 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏｉ 
 Ｆi 

2
・1.5  

 Ｆi
  

2
・1.5  

許容せん断応力

fｓｂｉ 

 Ｆi

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

＊
＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき加振試験等に

より確認した加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形盤の耐震計算書のフォーマット 

直立形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形盤の耐震計算書のフォーマット 

壁掛形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表

に記載の章番を「2．」から「1．」とする。 
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．
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場
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Ｓ
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Ｓ
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＊
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＊
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Ａ
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＊
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Ｓ
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Ｆ
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Ｆ
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用
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動
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又
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動
 

Ｓ
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基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
」

で
転
倒
方
向
が
異
な
る
場
合
は
本
注
記
＊
を
追
加
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。

 

 盤
，
基
礎
及
び
ボ
ル
ト
の
形
状
は

 
実
機
ベ
ー
ス
で
記
載
す
る
。
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力
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付
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張
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＝
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＝
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せ
ん
断
 

τ
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＝
 

ƒ s
b
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τ

b2
＝
 

ƒ s
b
2＝

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
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で
あ
る
。
  
  
 
  
  

  

1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (
単
位
：
×
9.
8m
/s

2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

  

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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ー
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ト
Ⅱ

 
直

立
形

盤
の

重
大

事
故

等
対

処
設

備
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

2
．

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

2
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
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方
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直
方
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方
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計
震
度
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直
方
向
 

設
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震
度
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方
向
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震
度
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直
方
向
 

設
計
震
度
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屋
 

E
L.
  

 
＊
 

 
 

－
 

－
 

Ｃ
H＝
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注
記
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：
基
準
床
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ベ
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を
示
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。
 

 

2
.
2
機

器
要

目
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ｍ
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(
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(
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Ｆ
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Ｆ
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弾
性
設
計
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地
震
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Ｓ
d
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は
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震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

取
 付

 ボ
 ル

 ト
 

 
 

－
 

 
－
 

 

     【
重

大
事

故
等

対
処

設
備

単
独
の
場

合
】

 
本
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト

を
使
用

す
る
。

 
た
だ
し
，

章
番
を

1.
と
す

る
。

 

＊ 

2
 

1
 

ｈ 

転
倒
方
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1
≦
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～
Ａ
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チ
ャ
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ル
ト

 

取
付
ボ
ル
ト
 

Ａ
 

Ａ
 

1 2 

厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，
 

該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。
 

ｍ
・
  g
 

ボ
ル
ト
径
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。

 

 盤
，
基
礎
及
び
ボ
ル
ト
の
形
状
は

 
実
機
ベ
ー
ス
で
記
載
す
る
。
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許
容
応
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あ
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。
  
  
 
  
  

 

2
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.
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電
気
的
機
能
の
評
価
結
果
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単
位
：
×
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評
価
用
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速
度
 

機
能
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方
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価
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あ
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。
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【
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
Ⅲ

 
壁

掛
形

盤
の

設
計

基
準

対
象

施
設

と
し

て
の

評
価

結
果

】
 

【
○

○
盤

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計

算
結

果
】

 

1
．

設
計

基
準

対
象

施
設

 

1
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
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地
震
動
Ｓ
ｓ
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囲
環
境
温
度
 

（
℃
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方
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直
方
向
 

水
平
方
向
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度
 

鉛
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方
向
 

設
計
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度
 

水
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方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

 
 

 
 
 
建
屋
 

E
L.
  

 
＊

1 

（
EL
. 
 
 

＊
2 ）

 

 
 

Ｃ
H＝

 
 
 
 

Ｃ
V＝

 
 
 
 

Ｃ
H＝

 
 
 
 

Ｃ
V＝

 
 
 
 

 

注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

壁
掛
形
の
盤
な
の
で
，
設
置
床
上
階
の
設
計
用
地
震
力
を
使
用
す
る
。
 

 

1
.
2
機

器
要

目
 

部
  
  
 材

 
ｍ

i 

(
kg
) 

h
i 

(
mm
) 

 
1
i 

(
mm
) 

 
2
i 

(
mm
) 

 
3
i 

(
mm
) 

Ａ
bi
 

(
mm

2 )
 

ｎ
i 

ｎ
fV

i 
ｎ

fH
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基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
i＝

1）
 

 
 

 
 

 
 

（
M 
 ）

 
 

 
 

取
 付

 ボ
 ル

 ト
 

（
i＝

2）
 

 
 

 
 

 
 

（
M 
 ）
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 材

 

Ｓ
yi
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ui
 

(
MP
a
) 

Ｆ
i 

(
MP
a
) 

Ｆ
i 

(
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a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
i＝

1）
 

 
 

 
 

 
 

取
 付

 ボ
 ル

 ト
 

（
i＝

2）
 

 
 

 
 

 
 

 

＊ 

 

厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，
 

該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。
 

ボ
ル
ト
径
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
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.
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ボ
ル
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応
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弾
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震
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Ｓ
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的
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震
動
Ｓ
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算
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応
力
 

許
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応
力
 

算
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応
力
 

許
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応
力
 

基
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張
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σ
b1
＝
 

ƒ t
s
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せ
ん
断
 

τ
b1
＝
 

ƒ s
b
1＝

 
τ

b1
＝
 

ƒ s
b
1＝

 

取
 付

ボ
 ル

 ト
 

 
引
張
り

 
σ

b2
＝
 

ƒ t
s
2＝

 
 
 
 

σ
b2
＝
 

ƒ t
s
2＝

 
 
 
 

せ
ん
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τ
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b
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す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
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1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (
単
位
：
×
9.
8m
/s

2 )
 

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

  

水
平
方
向
 

 
 

鉛
直
方
向
 

 
 

評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

 
確
定
Ｓ
s
を
記
載
す
る
。
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壁

掛
形

盤
の

重
大

事
故

等
対

処
設

備
と

し
て

の
評

価
結

果
】

 

2
．

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

2
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
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弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
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的
震
度
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地
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Ｓ
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度
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向
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向
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（
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－
 

－
 

Ｃ
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Ｃ
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注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

壁
掛
形
の
盤
な
の
で
，
設
置
床
上
階
の
設
計
用
地
震
力
を
使
用
す
る
。
 

 

2
.
2
機

器
要

目
 

部
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ｍ
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(
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h
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mm
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Ａ
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Ｓ
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－
 

 
－
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－
 

 

 
厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，
 

該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。
 

ボ
ル
ト
径
を
記
載
す
る
。

 
＊ 
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重

大
事

故
等

対
処

設
備

単
独
の
場

合
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本
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト

を
使
用

す
る
。

 
た
だ
し
，

章
番
を

1.
と
す

る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
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載
す
る
。
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基
礎

ボ
ル

ト
 

11 

21 

3
1
 

転
倒

方
向

 

ｍ
  1
・
   
g 

チ
ャ
ン

ネ
ル

ベ
ー

ス
 

ｈ1

ｈ
1
 

転
倒

方
向

 
壁

 

ｈ
2
 

転
倒

方
向

 
壁

 

【
後
施
工
ア
ン
カ
の
場
合
】
 

据
付
ボ
ル
ト
が
後
施
工
の
場
合
は
，
ア
ン
カ
の
種
類
（
メ
カ
ニ
カ
ル
ア
ン
カ
又
は
ケ
ミ
カ
ル
ア
ン
カ
）
を
記
載
す
る
。
 

又
，
本
基
本
方
針
を
呼
び
込
む
個
別
計
算
書
の
表

2-
1
構
造
計
画
の
「
概
略
構
造
図
」
欄
に
も
ア
ン
カ
の
種
類
を
記
載
す
る
。
 

例
：
基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ケ
ミ
カ
ル
ア
ン
カ
）
 

 盤
，
基
礎
及
び
ボ
ル
ト
の
形
状
は

 
実
機
ベ
ー
ス
で
記
載
す
る
。

 
 盤

，
基
礎
及
び
ボ
ル
ト
の
形
状
は

 
実
機
ベ
ー
ス
で
記
載
す
る
。
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Ⅴ-2-1-14-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針 

 

説明用 
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1. 概要 

基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる計装ラック（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震

性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計装ラックにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方

法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計装ラックの応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に

おいて，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計装ラックの機能維持評価

は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の

方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維

持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマ

ット」に示す。 

計装ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 直立形計装ラックの耐震評価フロー 

 

計器の電気的機能維持評価 

評価用加速度の算出 

計装ラックの構造強度評価 

地震時における応力 

固有値測定試験 設計用地震力 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協 

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆb1 

 

Ｆb2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ 

1 

12 

2 

22 

32 

ｍ 

ｎ 

ｎf 

ｎfV 

 

ｎfH 

 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心を下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） 

左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形） 

計装ラックの質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（鉛直方向）（壁掛形） 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（水平方向）（壁掛形） 

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

＊ 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃におけ

る値 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊： 1≦ 2 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。  
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3. 評価部位 

計装ラックの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくな

る取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

 4.1 基本方針 

計装ラックの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。なお，振動試験が行われてい

ない計装ラックについては，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計装ラックに対する振

動試験の結果算定された固有周期を使用する。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

   振動試験装置にて，計装ラックの応答を測定する。 

 

 

4.1 基本方針 

計装ラックの固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。なお，振動試験が行われ

ていない計装ラックについては，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計装ラックに対す

る振動試験の結果算定された固有周期を使用する。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

   プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧

電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。 

 

固有周期を「スイープ試験（加振試験）」にて求める場合の記載を示す。 

固有周期を「打振試験（自由振動試験）」にて求める場合の記載を示す。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計装ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計装ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 直立形の計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。

また，壁掛形の計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端と

する。 

(4)  床面据付の計装ラックの転倒方向は，図 5－1 概要図（直立形）における長辺方向及び

短辺方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。壁掛形の計装ラッ

クについては，図 5－2概要図（壁掛形）における水平方向及び鉛直方向について検討し，

計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(5) 計装ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
「厳しい」とは，「許容値／発生値」の

小さい方をいう。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

 

 

 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

ラック 
取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 側面 

基礎 

計装ラック 

検出器 

取付板取付ボルト

計器取付ボルト

取付板 

（鉛直方向）（水平方向）

壁 

取付ボルト 

壁 

チャンネルベース 

計装ラック 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

 

図5－2(1) 計算モデル 

(短辺方向転倒－1 (1－Ｃv)≧0の場合) 

 

 

図5－2(2) 計算モデル 

(短辺方向転倒－2 (1－Ｃv)＜0の場合) 

 

転倒方向 

ｈ
 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

引張りを受ける 
ボルト列 

（ ≦ ）

転倒支点となる
ボルト列 

転倒方向 

ｈ
 

引張りを受ける
ボルト列 

（ ≦ ）

転倒支点となる 
ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(1－ＣＶ)･g 
転倒支点 
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図5－3(1) 計算モデル 

(長辺方向転倒－1 (1－Ｃv)≧0の場合) 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

(長辺方向転倒－2 (1－Ｃv)＜0の場合) 

 

転倒方向 

ｈ
 

引張りを 
受ける 

ボルト列

（ ≦ ）

転倒支点
となる

ボルト列

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

転倒方向 

ｈ
 

引張りを
受ける

ボルト列

（ ≦ ）

転倒支点 
となる 

ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点 
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引張りを受ける 
取付ボルト列 

転倒支点となる 
取付ボルト列 

32 ｈ 

転倒方向 

転倒方向

ｍ・ ＣＨ・g

図 5－4(1)計算モデル（壁掛形 水平方向転倒の場合） 

ｍ・ＣＨ・g 

ｍ・(1＋ＣＶ)・g 

2
2 

1
2 

32 
転倒支点となる

取付ボルト列 

引張りを受ける

取付ボルト列 
 

転倒支点 ｈ
 

1
2 

2
2 

チャンネルベース

ｍ・(1＋ＣＶ)・g

図 5－4(2)計算モデル（壁掛形 鉛直方向転倒の場合） 

壁 

取付ボルト

取付ボルト

壁 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－2，図5－3及び図5－4で最

外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものと

して計算する。 

引張力 

計算モデル図5－2(1)及び図5－3(1)の場合の引張力 

Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 1 

ｎf・( 1＋ 2)
 ･･････････ (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－2(2)及び図5－3(2)の場合の引張力 

Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2 

ｎf・( 1＋ 2)
 ･･････････ (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(1)及び図5－4(2)の場合の引張力 

 

Ｆｂ1 ＝                      ･･････ (5.3.1.1.3) 

 
Ｆｂ2 ＝                      ････････ (5.3.1.1.4) 

 
Ｆｂ  ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2） ････････････････････････････････ (5.3.1.1.5) 

 

引張応力 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.6) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ２ ･･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

 

ｍ・（1＋Cv）・ｈ・g＋ｍ・CH・ 12・g 

ｍ・CH・ｈ・g 
（ ）

ｎfH・ 32

ｍ・（1＋Cv）・ｈ・g 

ｎfV・ 22

＋ 

ｎfV・ 22
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

a.直立形の場合 

Ｑｂ＝ｍ・g・ＣＨ ･･･････････････････････････････････････ (5.3.1.1.8) 

b.壁掛形の場合 

Ｑｂ1 ＝ｍ・ＣＨ・g ･････････････････････････････････････ (5.3.1.1.9) 

Ｑｂ2 ＝ｍ・（１＋ＣＶ）・g ･･････････････････････････････ (5.3.1.1.10) 

Ｑｂ  ＝ （Ｑｂ1）2＋（Ｑｂ2）2  ･････････････････････････ (5.3.1.1.11) 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.12) 

√ 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力f t s  以下であ

ること。ただし，f t o  は下表による。 

 

f t s  ＝Min[1.4・f t o－1.6・τｂ， f t o ] ･･･････････････････････････ (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力f s b  以下であること。

ただし， f s b  は下表による。 

 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

f t o  
 Ｆ 

2
・1.5 

 Ｆ  

2
・1.5 

許容せん断応力

f s b  
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

＊ 
＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき加振試験等に

より確認した加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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1. 概要 

基本方針は，「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる計器スタンション（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分

な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計器スタンションにあっては，個別耐震計算書にその耐震

計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計器スタンションの応力評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計器スタンションの

機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気

的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，

「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算

書のフォーマット」に示す。 

計器スタンションの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計器スタンションの耐震評価フロー 

 

  

計器の電気的機能維持評価 

評価用加速度の算出 

計器スタンションの構造強度評価 

地震時における応力 

固有値測定試験 設計用地震力 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協 

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1 

 

Ｆｂ2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ1 

ｈ2 

１ 

２ 

３ 

a 

b 

ｍ 

ｎ 

ｎf 

ｎfＶ 

 

ｎfＨ 

 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形) 

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

計器スタンションの質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向転倒)(壁

掛形) 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(平面方向転倒)(壁

掛形) 

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm  

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

N 

N 

N 

  

＊ 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

π 

σｂ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊： 1≦ 2 

 

 
2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。  
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3. 評価部位 

計器スタンションの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

 

4. 固有周期 

4.1 基本方針 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。なお，振動試験が行わ

れていない計器スタンションについては，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計器スタ

ンションに対する振動試験の結果算定された固有周期を使用する。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

   振動試験装置にて，計器スタンションの応答を測定する。 

 

4.1 基本方針 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。なお，振動試験が

行われていない計器スタンションについては，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計器

スタンションに対する振動試験の結果算定された固有周期を使用する。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

   プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧

電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。 

 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで床面及び壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，図 5－1 概要図（直立形）における正面方向及び側面方向並びに図 5－2

概要図（壁掛形）における平面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果

の厳しい方を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

  

固有周期を「スイープ試験（加振試験）」にて求める場合の記載を示す。 

固有周期を「打振試験（自由振動試験）」にて求める場合の記載を示す。 

「厳しい方」とは，「許容値／発生値」の小さい方をいう。

300



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
9
 
R0
 

6 

 

図 5－1 概要図(直立形) 

 

図 5－2 概要図(壁掛形) 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

取付板取付ボルト

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面）

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト

取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

（平面方向） （側面方向） 

平面 

平面 
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5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づく。なお，壁掛形の計器スタンションの設計用地震力について

は，設置床上階の設計用地震力を使用する。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

図5－3(1) 計算モデル 

(直立形 正面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合) 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

(直立形 正面方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

  

引張りを受ける
ボルト列 

（ ≦ ）

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点

転倒支点となる 
ボルト列 

ｈ
1
 

転倒方向

引張りを受ける 
ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点 

転倒支点となる
ボルト列 

（ ≦ ）

ｍ･(ＣＶ  －1)･g 

ｈ
1
 

転倒方向
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図5－4(1) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合) 

 

 

図5－4(2) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

 

  

転倒方向 

引張りを受ける
ボルト列 

ｍ･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点

ｍ･ＣＨ･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

（ ≦ ）
ｈ

1
 

転倒方向 

引張りを受ける 
ボルト列 

（ ≦ ）

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

転倒支点となる
ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

ｈ
1
 

303



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
9
 
R0
 

9 

 

図5－4(3) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－3 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

( 2＋ 1)/( 2－ 1)≧ＣＶの場合) 

 

 

図5－4(4) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－4 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

( 2＋ 1)/( 2－ 1) ＜ＣＶの場合) 
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ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 
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ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

転倒方向 

ｈ
1
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図5－5(1) 計算モデル 

(壁掛形 平面方向転倒の場合) 

 

 

 

図5－5(2) 計算モデル 

(壁掛形 側面方向転倒の場合) 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3，図5－4及び図5－5で

最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるも

のとして計算する。 

 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－3(1)及び5－4(1)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 1 

ｎf・( 1＋ 2)
                  (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3 (2)及び5－4 (2)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2 

ｎf・( 1＋ 2)
                  (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4 (3)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 ＋ｍ・g ・(１＋ＣＶ)・ 1 

ｎf・( 2－ 1)
                  (5.3.1.1.3) 

計算モデル図5－4 (4)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2 

ｎf・( 2－ 1)
                  (5.3.1.1.4) 

計算モデル図5－5 (1)の場合の引張力 

   Ｆｂ1＝ｍ・g・
ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・ a

 ＋
(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b

                        (5.3.1.1.5) 

計算モデル図5－5 (2)の場合の引張力 

   Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・ b

                          (5.3.1.1.6) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）                                         (5.3.1.1.7) 

引張応力（σｂ） 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
                                                       (5.3.1.1.8) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

306



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
2
-1
-
1
4-
9
 
R0
 

12 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２                                                   (5.3.1.1.9) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a.直立形の場合 

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ                                      (5.3.1.1.10) 

b.壁掛形の場合 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ                                      (5.3.1.1.11) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）                                (5.3.1.1.12) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2                               (5.3.1.1.13) 

 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
                                           (5.3.1.1.14) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔs 以下であ

ること。ただし，fｔo は下表による。 

 

fｔs ＝Min[1.4・fｔo－1.6・τｂ， fｔo]                                 (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓb 以下であること。

ただし， fｓb は下表による。 

 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

＊ 
＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき加振試験等に

より確認した加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。  
 
 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2．」から「1．」とする。 
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。
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。
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。
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇空気だめの耐震性についての計算書 
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添付資料－1：「計算書作成の基本方針」を呼び込む設備の耐震計算書

（Ｆパターン「容器」の耐震計算書記載例） 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

〇〇〇〇空気だめが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものであ

る。 

〇〇〇〇空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，分類に

応じた構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

〇〇〇〇空気だめの構造計画を表 2－1に示す。 
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1 

ＤＢ＋ＳＡの場合 
〇〇〇〇空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類

される。以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 

2.1 配置概要 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備の設置箇所を説明する。 

その場合は，目次にも本項目を記載する。 

2.3 適用基準 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備で「計算書作成の基本方

針」に記載されていない「適用基準」がある場合は記載する。その場合は，目

次にも本項目を記載する。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書の目次構成は，

「2.1 配置概要」，「2.2 構造計画」，「2.3 適用基準」となる。 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

〇〇〇〇空気だめの構造はスカート支持たて置円筒形容器であるため，構造強度評価は，「Ⅴ

-2-1-14-1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

〇〇〇〇空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

3.2.2 許容応力 

〇〇〇〇空気だめの許容応力を表 3－2～表 3－3に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

〇〇〇〇空気だめの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 3－4 に示す。 
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3 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表○－○に，重大事故等対処施設の評価に用いるものを表○－○に示す。 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇空気だめの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表○－○に，重大事故等対処施設の評価に用いるものを表○－○に示す。 
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故

等
 

ク
ラ

ス
２

容
器
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
3
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。
）
 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は
常

設
耐

震
重

要
重
大

事
故
防

止
設

備
,「

常
設

／
防

止
」
は
常

設
耐

震
重

要
重
大

事
故
防

止
設

備
以

外
の

常
設

重
大
事

故
防
止
設

備
，

「
常

設
／

緩
和

」
は

常
設

重
大

事
故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

＊
2
：
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２
容

器
の
支

持
構

造
物

を
含

む
。

 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ

Ｓ
」
の

評
価

に
包

絡
さ

れ
る
た

め
，

評
価

結
果

の
記

載
を
省

略
す

る
。
 

4 

＊
2
 

＊
1
 

N
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表
3
－
2
 
許

容
応

力
（

ク
ラ
ス

２
，
３

容
器

及
び

重
大

事
故

等
ク
ラ

ス
２

容
器

）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

一
次

一
般

膜
応

力
 

一
次

膜
応

力
＋
 

一
次

曲
げ

応
力
 

一
次

＋
二

次
応

力
 

一
次

＋
二

次
＋
 

ピ
ー

ク
応

力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0
.
6・

Ｓ
ｕ

の
小

さ
い

方
 

た
だ

し
，

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス

テ
ン

レ
ス

鋼
及

び
高

ニ
ッ

ケ
ル

合

金
に

つ
い

て
は

上
記

値
と

1.
2
・

Ｓ
と

の
大

き
い

方
 

左
欄
の

1
.
5
倍

の
値
 

  

 

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
の

み
に

よ
る

疲
労

解

析
を

行
い

，
疲

労
累

積
係

数
が

1
.
0
以

下
で

あ
る

こ
と

。
 

た
だ

し
，

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次
＋

二
次

応
力

の
変

動
値
が

2
・
Ｓ

ｙ

以
下

で
あ

れ
ば

，
疲

労
解

析
は

行
わ
な

い
。
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

0
.
6
・
Ｓ

ｕ
 

左
欄
の

1
.
5
倍

の
値
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の

許
容

限
界

を
用

い
る

。
) 

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
の

み
に

よ
る

疲
労

解
析

を
行

い
，

疲
労

累
積

係
数

が

1
.
0
以
下

で
あ

る
こ

と
。
 

た
だ

し
，

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次
＋

二
次

応
力

の
変

動
値
が

2・
Ｓ
ｙ

以
下

で
あ

れ
ば

，
疲

労
解

析
は

行
わ
な

い
。
 

注
記

 
＊

1：
座
屈

に
対

す
る
評

価
が
必

要
な

場
合

に
は

，
ク

ラ
ス
Ｍ

Ｃ
容

器
の

座
屈

に
対

す
る
評

価
式

に
よ

る
。
 

＊
2
：
当

該
の

応
力

が
生

じ
な
い

場
合
，

規
格

基
準

で
省

略
可

能
と
さ
れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の
応

力
で

代
表

可
能

で
あ

る
場
合

は
評

価
を

省
略
す
る

。
 

 

5 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

Ⅴ
Ａ
Ｓ

を
追
加

す
る

。
 

・
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
を

示
す
。

 
・

Ｄ
Ｂ
単

独
の
場

合
は
，

許
容
応

力
（
ク

ラ
ス
２

，
３
容

器
）
 

・
Ｓ
Ａ
単

独
の
場

合
は
，

 
 許

容
応
力
（

重
大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

容
器
）

と
す
る

。
 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

許
容

応
力

を
記

載
す

る
す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代
表

可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価
を

省
略

す
る

。」
の
注
記

を
記
載
す
る
。
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表
3
－
3
 
許

容
応

力
（

ク
ラ
ス

２
，
３

支
持
構
造

物
及

び
重

大
事
故

等
ク

ラ
ス

２
支

持
構

造
物
）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・

f
ｔ

 
1
.
5
・

f
ｓ

 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・

f
ｔ

 
1
.
5
・

f
ｓ

 
Ⅴ

Ａ
Ｓ
 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の

許
容

限
界
を

用
い

る
。

) 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応

力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

＊
2
：
当

該
の

応
力

が
生

じ
な
い

場
合
，

規
格

基
準

で
省

略
可

能
と
さ
れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の
応

力
で

代
表

可
能

で
あ

る
場
合

は
評

価
を

省
略
す
る

。
 

 
 

 
 

 

 

 

・
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
を

示
す
。

 
・

Ｄ
Ｂ
単

独
の
場

合
は
，

許
容
応

力
（
ク

ラ
ス
２

，
３
支

持
構
造

物
）
 

・
Ｓ
Ａ
単

独
の
場

合
は
，

 
 許

容
応
力
（

重
大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

支
持
構

造
物
）

と
す
る

。
 

6 

＊ 

＊ 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

Ⅴ
Ａ
Ｓ

を
追
加

す
る

。
 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

許
容

応
力

を
記

載
す

る
す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略
可

能
と

さ

れ
て

い
る

場
合

及
び
他
の

応
力

で
代
表

可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価
を

省
略

す
る

。」
の
注
記

を
記
載
す
る
。
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表
3
－
4
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
設

計
基

準
対

象
施

設
）

 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

胴
板

 
S
B
4
6 

最
高

使
用

温
度
 

1
0
0 

 
2
2
0 

4
3
3 

―
 

ス
カ

ー
ト

 
S
M
4
1
A 

周
囲

環
境

温
度
 

5
0
 

―
 

2
4
1 

3
9
4 

―
 

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

周
囲

環
境

温
度
 

5
0
 

―
 

2
3
1 

3
9
4 

―
 

   

（
Ｄ

Ｂ
＋

Ｓ
Ａ

の
場

合
，

以
下

を
追
加

）
 

表
3
－
○

 
使

用
材

料
の
許
容

応
力
（

重
大

事
故

等
対

処
設

備
）
 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
)  

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
)  

胴
板

 
S
B
4
6 

最
高

使
用

温
度
 

1
0
0 

 
2
2
0 

4
3
3 

―
 

ス
カ

ー
ト

 
S
M
4
1
A 

周
囲

環
境

温
度
 

5
0
 

―
 

2
4
1 

3
9
4 

―
 

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

周
囲

環
境

温
度
 

5
0
 

―
 

2
3
1 

3
9
4 

―
 

 

7 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

N
T
2
 
補
①
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4. 評価結果 

4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

〇〇〇〇空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

（ＤＢ＋ＳＡの場合，以下を追加） 

4.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

〇〇〇〇空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

8 
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 【
〇
〇
〇
〇
空
気
だ
め
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】

 

1
．

設
計

基
準

対
象

施
設

 

1
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

最
高
使
用
圧
力
 

（
MP
a）

 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

〇
〇
〇
〇
空
気
だ
め
 

Ｓ
 

原
子
炉
建
屋
 

E
L.
 
 8
.
8 

0
.0
1
7 

0
.0
0
5 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.6
6 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.4
8 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.8
7 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
6 

3
.2
4 

1
00
 

5
0 

注
記
 
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

1
.
2
機

器
要

目
 

ｍ
０
 

(
kg
) 

ｍ
ｅ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

Ｄ
ｓ

 

(
mm
) 

ｔ
Ｓ
 

(
mm
) 

Ｅ
 

(
MP
a
) 

Ｅ
ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｇ
 

(
MP
a
) 

Ｇ
ｓ

 

(
MP
a
) 

4
20
0 

3
40
0 

1
50
0 

2
5.
0 

1
51
9 

6
.0
 

1
98
0
00
 

2
01
0
00
 

7
62
0
0 

7
73
0
0 

 
  

(
mm
) 

 ｓ
 

(
mm
) 

Ｄ
１
 

(
mm
) 

Ｄ
２
 

(
mm
) 

Ｄ
３
 

(
mm
) 

Ｄ
４
 

(
mm
) 

s 
ｎ
 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

Ｄ
ｂ

ｏ
 

(
mm
) 

9
71
 

6
99
 

4
00
 

1
55
.
2 

―
 

―
 

1
5 

1
2 

1
63
0 

1
71
0 

 
Ｄ

ｂ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
 

(
mm

2 )
 

Ｙ
 

(
mm
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

Ｍ
ｓ
 

(
N･
m
m)
 

Ｍ
ｓ
 

(
N･
m
m)
 

1
35
0 

3
14
.
2 

(
M2
0
) 

5
60
 

4
.5
4
0×

10
7  

1
.2
8
6×

10
8  

 Ｓ
ｙ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｆ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｆ
 (
ス
カ
ー
ト
) 

(
MP
a
) 

2
20
 

4
33
 

―
 

2
41
 

(厚
さ
≦
16
m
m)
 

3
94
 

 
2
41
 

2
76
 

 Ｓ
ｙ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｆ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｆ
 (
基
礎
ボ
ル
ト
)  

(
MP
a
) 

2
31
 

(
16
m
m<
径
≦
40
m
m)
 

3
94
 

 
2
31
 

2
76
 

注
記

  
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

9 

＊
 

＊
1
 

＊
2
 

＊
1
 

＊
2
 

＊ 
 

＊
2
 

＊
2
 

＊ 
 

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

ス
カ
ー
ト

 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

Dj 

胴
板

 

D
bi

 

D
bo

 
D

c 

ts
 

 s 

t 
D

i 

m
0･
g
 

D
s 

150 

ス
カ
ー
ト
開
口
部
の
形
状
を
示
す
。

 

D
2  

D
1  

こ
こ
に
入
ら
な
い
場
合
は
，
最
終
ペ
ー
ジ
に
記
載
す
る
。

 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る

場
合

は
，
該

当
す

る
強

度
区

分
を

記
載

す
る

。
 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
は

，
 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。

 

＊
2
 

＊
2
 

＊
1  

＊
1
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

N
T
2
 
補
①
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-
○
-
○
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R0
 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
.
3
計

算
数

値
 

 
1
.
3
.
1
 
胴

に
生

じ
る

応
力

 

 
 
(
1
)
 
 
一

次
一

般
膜

応
力

 

（
単

位
：

M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

静
水

頭
又

は
内

圧
に

よ
る

応
力
 

σ
φ

1＝
1
00
 

σ
x1
＝
5
0 

―
 

σ
φ

1＝
1
00
 

σ
x1
＝
5
0 

―
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

引
張

応
力
 

―
 

σ
x2
＝
0 

―
 

―
 

σ
x2
＝
0 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

空
質

量
に

よ
る

圧
縮

応
力
 

―
 

σ
x3
＝
1 

―
 

―
 

σ
x3
＝
1 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
圧

縮
応

力
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

―
 

σ
x4
＝
1 

τ
＝
1 

―
 

σ
x4
＝
2 

τ
＝
2 

応
力

の
和
 

引
張

側
 

σ
φ
＝
1
00
 

σ
xt
＝
5
1 

―
 

σ
φ
＝
1
00
 

σ
xt
＝
5
2 

―
 

圧
縮

側
 

σ
φ
＝
-
10
0 

σ
xc
＝
-
49
 

―
 

σ
φ
＝
-
10
0 

σ
xc
＝
-
48
 

―
 

組
合

せ
応

力
 

引
張

り
 

σ
0t
＝
1
00
 

σ
0t
＝
1
00
 

圧
縮
 

―
 

―
 

   
 
(
2
)
 
地

震
動

の
み

に
よ

る
 
一

次
応

力
と

二
次

応
力

の
和

の
変

動
値

 
（

単
位

：
M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
圧

縮
応

力
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

―
 

σ
x4
＝
1 

τ
＝
1 

―
 

σ
x4
＝
2 

τ
＝
2 

応
力

の
和
 

引
張

側
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
t＝

1 
―
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
t＝

2 
―
 

圧
縮

側
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
c＝

1 
―
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
c＝

2 
―
 

組
合

せ
応

力
 

（
変

動
値

）
 

引
張

り
 

σ
2t
＝
2 

σ
2t
＝
5 

圧
縮
 

σ
2c
＝
2 

σ
2c
＝
6 

  
1
.
3
.
2
ス

カ
ー

ト
に

生
じ

る
応

力
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
1
.
3
.
3
 
基

礎
ボ

ル
ト

に
生

じ
る

応
力

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位

：
M
P
a
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
：

M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

 
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

応
力
 

組
合
せ
応
力
 

応
力
 

組
合
せ
応
力
 

 
引

張
応

力
 

σ
b＝

15
 

σ
b＝

61
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力
 

σ
s1
＝
2 

σ
s＝

9 

σ
s1
＝
2 

σ
s＝

22
 

 
せ

ん
断

応
力
 

τ
b＝

8 
τ

b＝
21
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

σ
s3
＝
1 

σ
s3
＝
2 

水
平

方
向

地
震
 

に
よ

る
応

力
 

曲
げ
 

σ
s2
＝
6 

σ
s2
＝
1
6 

せ
ん

断
 

τ
s＝

3 
τ

s＝
6 

  

10 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○
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1
.
4
結

  
 論

 
1
.
4
.
1
固

有
周

期
 

（
単

位
：

s
）

 

方
  
  

 
向
 

固
 有

 周
 期

 

水
 平

 方
 向

 
Ｔ

Ｈ
＝
0
.0
1
7 

鉛
 直

 方
 向

 
Ｔ

Ｖ
＝
0
.0
0
5 

  

1
.
4
.
2
応

 
 

力
 

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
  

 
  
（

単
位

：
M
P
a
）

 

   

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 

                

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

部
材
 

材
料
 

応
 

力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

算
出

応
力
 

許
容

応
力
 

算
出

応
力
 

許
容

応
力
 

胴
板
 

S
B4
6 

一
次

一
般

膜
 

σ
0＝

10
0 

S
a＝

22
0 

σ
0＝

10
0 

S
a＝

25
9 

一
次

＋
二

次
 

σ
2＝

2 
S
a＝

44
0 

σ
2＝

6 
S
a＝

44
0 

ス
カ

ー
ト 

S
M4
1
A 

組
合

せ
 

σ
s＝

9 
ƒ t
＝
24
1 

σ
s＝

22
 

ƒ t
＝
27
6 

圧
縮

と
曲

げ
 

の
組

合
せ
 

(
座

屈
の

評
価

) 

ƒ b
+

η
 ・

 σ
s2

η
 ・

 （
 σ

s1
 +

 σ
s3

 ）

ƒ c
≦

1
 

ƒ b
+

η
 ・

 σ
s2

η
 ・

 （
 σ

s1
 +

 σ
s3

 ）

ƒ c
≦

1
 

0
.0
4（

無
次
元
）
 

0
.1
0（

無
次
元
）
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

S
S4
1 

引
張

り
 

σ
b＝

15
 

ƒ t
s＝

17
3 

σ
b＝

61
 

ƒ t
s＝

20
7 

せ
ん

断
 

τ
b＝

8 
ƒ s

b＝
13
3 

τ
b＝

21
 

ƒ s
b＝

15
9 

11 

N
T
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-
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2
．

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

2
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

最
高
使
用
圧
力
 

（
MP
a）

 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

○
〇
〇
〇
空
気
だ
め
 

常
設
／
防
止
 

原
子
炉
建
屋
 

E
L.
 
 8
.
8 

0
.0
1
7 

0
.0
0
5 

―
 

―
 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.8
7 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
6 

3
.2
4 

1
00
 

5
0 

注
記
 
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 
 
 
 
 

2
.
2
機

器
要

目
 

ｍ
０
 

(
kg
) 

ｍ
ｅ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

Ｄ
ｓ

 

(
mm
) 

ｔ
Ｓ
 

(
mm
) 

Ｅ
 

(
MP
a
) 

Ｅ
ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｇ
 

(
MP
a
) 

Ｇ
ｓ

 

(
MP
a
) 

4
20
0 

3
40
0 

1
50
0 

2
5.
0 

1
51
9 

6
.0
 

1
98
0
00
 

2
01
0
00
 

7
62
0
0 

7
73
0
0 

 
  

(
mm
) 

 ｓ
 

(
mm
) 

Ｄ
１
 

(
mm
) 

Ｄ
２
 

(
mm
) 

Ｄ
３
 

(
mm
) 

Ｄ
４
 

(
mm
) 

s 
ｎ
 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

Ｄ
ｂ

ｏ
 

(
mm
) 

9
71
 

6
99
 

4
00
 

1
55
.
2 

―
 

―
 

1
5 

1
2 

1
63
0 

1
71
0 

 
Ｄ

ｂ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
 

(
mm

2 )
 

Ｙ
 

(
mm
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

Ｍ
ｓ
 

(
N･
m
m)
 

Ｍ
ｓ
 

(
N･
m
m)
 

1
35
0 

3
14
.
2 

(
M2
0
) 

5
60
 

―
 

1
.2
8
6×

10
8  

 Ｓ
ｙ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
(胴

板
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｆ
(ス

カ
ー
ト
)  

(
MP
a
) 

Ｆ
 (
ス
カ
ー
ト
) 

(
MP
a
) 

2
20
 

4
33
 

―
 

2
41
 

(厚
さ
≦
16
m
m)
 

3
94
 

 
―
 

2
76
 

 Ｓ
ｙ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｆ
(基

礎
ボ
ル
ト
) 

(
MP
a
) 

Ｆ
 (
基
礎
ボ
ル
ト
)  

(
MP
a
) 

2
31
 

(
16
m
m<
径
≦
40
m
m)
 

3
94
 

 
―
 

2
76
 

注
記

  
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

12 

＊
 

＊
1
 

＊
2
 

＊
1
 

＊
2
 

＊ 
 

＊
2
 

＊
2
 

＊ 
 

 
基
礎
ボ
ル
ト

 

ス
カ
ー
ト

 

Ａ
 

Ａ
 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

Dj 

胴
板

 

D
bi

 

D
bo

 
D

c 

ts
 

 s 

t 
D

i 

m
0･
g
 

D
s 

150 

ス
カ
ー
ト
開
口
部
の
形
状
を
示
す
。

 

D
2  

D
1  

こ
こ
に
入
ら
な
い
場
合
は
，
最
終
ペ
ー
ジ
に
記
載
す
る
。

 
（
但
し
，
Ｄ
Ｂ
＋
Ｓ
Ａ
の
場
合
は
，
Ｓ
Ａ
の
最
終
ペ
ー
ジ
に
の
み
記
載
す
る
）

 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る

場
合

は
，
該

当
す

る
強

度
区

分
を

記
載

す
る

。
 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
は

，
 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。

 

＊
2
 

＊
2
 

＊
1  

＊
1
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

【
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
】
 

前
項
の
Ｄ

Ｂ
評
価

に
本
Ｓ

Ａ
の
評

価
を
追

加
す
る

。
 

【
Ｓ
Ａ
単

独
の
場

合
】
 

本
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト

を
使
用

す
る
。
 

た
だ
し
，

章
番
を

1
.と

す
る
。
 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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2
.
3
計

算
数

値
 

 
2
.
3
.
1
 
胴

に
生

じ
る

応
力

 

 
 
(
1
)
 
 
一

次
一

般
膜

応
力

 

（
単

位
：

M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

静
水

頭
又

は
内

圧
に

よ
る

応
力
 

―
 

―
 

―
 

σ
φ

1＝
1
00
 

σ
x1
＝
5
0 

―
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

引
張

応
力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x2
＝
0 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

空
質

量
に

よ
る

圧
縮

応
力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x3
＝
1 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
圧

縮
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x4
＝
2 

τ
＝
2 

応
力

の
和
 

引
張

側
 

―
 

―
 

―
 

σ
φ
＝
1
00
 

σ
xt
＝
5
2 

―
 

圧
縮

側
 

―
 

―
 

―
 

σ
φ
＝
-
10
0 

σ
xc
＝
-
48
 

―
 

組
合

せ
応

力
 

引
張

り
 

―
 

σ
0t
＝
1
00
 

圧
縮
 

―
 

―
 

   
 
(
2
)
 
地

震
動

の
み

に
よ

る
 
一

次
応

力
と

二
次

応
力

の
和

の
変

動
値

 
（

単
位

：
M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

周
方
向
応
力
 

軸
方
向
応
力
 

せ
ん
断
応
力
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
引

張
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x5
＝
0 

―
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
圧

縮
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x6
＝
1 

―
 

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

―
 

―
 

―
 

―
 

σ
x4
＝
2 

τ
＝
2 

応
力

の
和
 

引
張

側
 

―
 

―
 

―
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
t＝

2 
―
 

圧
縮

側
 

―
 

―
 

―
 

σ
2φ
＝
0 

σ
2x
c＝

2 
―
 

組
合

せ
応

力
 

（
変

動
値

）
 

引
張

り
 

―
 

σ
2t
＝
5 

圧
縮
 

―
 

σ
2c
＝
6 

  
2
.
3
.
2
ス

カ
ー

ト
に

生
じ

る
応

力
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
2
.
3
.
3
 
基

礎
ボ

ル
ト

に
生

じ
る

応
力

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位

：
M
P
a
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
：

M
P
a
）

 

 
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

 
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

応
力
 

組
合
せ
応
力
 

応
力
 

組
合
せ
応
力
 

 
引

張
応

力
 

―
 

σ
b＝

61
 

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力
 

―
 

―
 

σ
s1
＝
2 

σ
s＝

22
 

 
せ

ん
断

応
力
 

―
 

τ
b＝

21
 

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
 

―
 

σ
s3
＝
2 

水
平

方
向

地
震
 

に
よ

る
応

力
 

曲
げ
 

―
 

σ
s2
＝
1
6 

せ
ん

断
 

―
 

τ
s＝

6 
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2
.
4
結

  
 論

 
2
.
4
.
1
固

有
周

期
 

（
単

位
：

s
）

 

方
  
  

 
向
 

固
 有

 周
 期

 

水
 平

 方
 向

 
Ｔ

Ｈ
＝
0
.0
1
7 

鉛
 直

 方
 向

 
Ｔ

Ｖ
＝
0
.0
0
5 

  

2
.
4
.
2
応

 
 

力
 

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
  

 
  
（

単
位

：
M
P
a
）

 

   

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 

                

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 部
材
 

材
料
 

応
 

力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準

地
震

動
Ｓ
ｓ
 

算
出

応
力
 

許
容

応
力
 

算
出

応
力
 

許
容

応
力
 

胴
板
 

S
B4
6 

一
次

一
般

膜
 

―
 

―
 

σ
0＝

10
0 

S
a＝

25
9 

一
次

＋
二

次
 

―
 

―
 

σ
2＝

6 
S
a＝

44
0 

ス
カ

ー
ト 

S
M4
1
A 

組
合

せ
 

―
 

―
 

σ
s＝

22
 

ƒ t
＝
27
6 

圧
縮

と
曲

げ
 

の
組

合
せ
 

(
座

屈
の

評
価

) 

ƒ b
+

η
 ・

 σ
s2
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇ポンプの耐震性についての計算書

添付資料－2：基本方針（付録）を呼び込む設備の耐震計算書 

（Ｆパターン「たて軸ポンプ」の耐震計算書記載例）
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，〇〇〇〇ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

〇〇〇〇ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，分類に応

じた構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

〇〇〇〇ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 

下線（○○）は動的機能維持評価が必要な機器の場合

ＤＢ＋ＳＡの場合 
 

〇〇〇〇ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。 

2.1 配置概要 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備の設置箇所を説明する。 

その場合は，目次にも本項目を記載する。 

2.3 適用基準 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備で基本方針（付録）に記載

されていない「適用基準」がある場合は記載する。その場合は，目次にも本項

目を記載する。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書の目次構成は，

「2.1 配置概要」，「2.2 構造計画」，「2.3 適用基準」となる。 

337



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
〇
-
〇

-〇
 
R0
 

2 

表
2
－
1
 
構

造
計

画
 

計
画

の
概

要
 

概
略

構
造

図
 

基
礎

・
支

持
構

造
 

主
体

構
造
 

ポ
ン

プ
は

基
礎

ボ
ル

ト

で
中

央
付

近
の

基
礎

に

据
え

付
け

る
。
 

タ
ー

ボ
形
 

 

ポ
ン

プ
ベ

ー
ス

 

原
動

機
 

原
動

機
取

付
ボ

ル
ト

 

基
礎

ボ
ル

ト
 

原
動

機
台

取
付

ボ
ル

ト
 

ポ
ン

プ
取

付
ボ

ル
ト

（
上

）
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）
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し
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ボ
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

〇〇〇〇ポンプの構造はたて軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-14-5 たて軸

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

〇〇〇〇ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

3.2.2 許容応力 

〇〇〇〇ポンプの許容応力を表 3－2～表 3－3 に示す。 

 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

〇〇〇〇ポンプの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表3

－4 に示す。 

 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇ポンプの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 
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ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
MP
a
)  

バ
レ

ル
ケ

ー
シ

ン
グ
 

S
M
4
0
0
B 

最
高

使
用

温
度
 

1
8
5 

―
 

1
8
8 

3
7
3 

―
 

コ
ラ

ム
パ

イ
プ
 

S
M
4
0
0
B 

最
高

使
用

温
度
 

1
8
5 

―
 

1
8
8 

3
7
3 

―
 

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

7
3
0 

8
6
8 

―
 

ポ
ン

プ
取

付
ボ

ル
ト

（
下

）
 

S
C
M
4
3
5 

最
高

使
用

温
度
 

1
8
5 

―
 

6
3
5 

8
4
7 

―
 

ポ
ン

プ
取

付
ボ

ル
ト

（
上

）
 

S
C
M
4
3
5 

最
高

使
用

温
度
 

1
8
5 

―
 

6
3
5 

8
4
7 

―
 

原
動

機
台

取
付

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

最
高

使
用

温
度
 

1
8
5 

―
 

6
3
5 

8
4
7 

―
 

動
機

取
付

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

7
3
0 

8
6
8 

―
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

〇〇〇〇ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

〇〇〇〇ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるた

め，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速

度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度      （単位：×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形すべり軸受 

電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 

 

 

本項は動的機能維持評価が必要な機器の場合 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

〇〇〇〇ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

 

 

 

（ＤＢ＋ＳＡの場合，以下を追加） 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

〇〇〇〇ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

動的機能維持評価が必要な機器の場合 

動的機能維持評価が必要な機器の場合 

345



 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
〇
-
〇

-〇
 
R0
 

10 

【
○
○
○
○
ポ
ン
プ
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】
 

1
. 

設
計
基
準
対
象
施
設
 

1
.1
 
設
計
条
件
 

機
 器

 名
 称

 
耐
震
重
要
度
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
 

温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
 

温
度
 

（
℃
）
 

最
高
使
用
圧
力
（
MP
a）

 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

吸
込
側
 

吐
出
側
 

○
○
○
○
ポ
ン
プ
 

Ｓ
 

原
子
炉
建
屋
 

E
L.
 
 1
.
3＊

 
0
.0
3
1 

0
.0
1
5 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.9
0 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.4
7 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.7
9 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
4 

Ｃ
ｐ
＝
0
.0
6 

1
85
 

6
6 

1
.3
7 

3
.9
2 

注
記
 
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 
 
 
 

1
.2
 
機
器
要
目
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
1）

ボ
ル
ト
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2
）
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 
    

部
  
  
 材

 
ｍ

ｉ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
  

ｎ
ｆ

ｉ
 

Ｍ
ｐ
 

(
N･
m
m)
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
)  

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
)  

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

 
基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
3
93
4
3 

2
40
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
2 

1
2 

－
 

7
30

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

8
68

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

6
07
 

6
07
 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

－
 

1
88

＊
1  

3
73

＊
1  

1
26
2 

1
9.
0 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 

（
ｉ
＝
2）

 
3
52
4
0 

2
04
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

4
0 

4
0 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

5
92
 

5
92
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

－
 

1
88

＊
1  

3
73

＊
1  

4
32
 

3
8.
0 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 

（
ｉ
＝
3）

 
2
51
8
3 

1
76
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

4
0 

4
0 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

5
92
 

5
92
 

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 
1
08
2
6 

1
63
6 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
6 

1
6 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

5
92
 

5
92
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
5）

 
7
85
4 

1
26
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
6 

1
6 

4
.4
5
6×

10
6  

7
30

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

8
68

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

6
07
 

6
07
 

予
想
最
大
両
振
幅

 
(μ

m
) 

回
転
速
度
 

(
mi
n
-
1 )
 

Ｈ
ｐ
＝
7
5 

Ｎ
＝
12
0
0 

最
高

使
用

圧
力

が
吸

込
側

/吐
出

側
と

も
同

じ
で

あ
れ

ば

区
別
せ
ず

,最
高
使
用
圧
力
を
記
載
す
る
。

 
ボ
ル
ト
の
評
価
温
度
を
記
載
す
る
。

 
な
お
，
使
用
し
な
い
場
合
は
“
－
”
表
示
と
す
る
。

 

Ｍ
ｐ
が
生
じ
な
い
場
合
は
“
－
”
と
す
る
。 

厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，

 
該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。

 
（
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
つ
い
て
も
同
様
と
す
る
。

) 

 
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル

合
金
に
該
当
す
る
場
合
は
記
載
す
る
。

 

注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

＊ 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
.3
 
計
算
数
値
 

（
1）

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （

2）
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力
 

 
 
（
単
位
：
N・

mm
）
 
  

部
  
  
 
 材

 

Ｍ
ｉ
(N
･
mm
) 

Ｆ
ｂ

ｉ
(
N)
 

Ｑ
ｂ

ｉ
(
N)
 

部
材
 

Ｍ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
3
.6
9
7×

10
8  

7
.3
5
4×

10
8  

1
.4
0
9×

10
4  

6
.8
0
9×

10
4  

2
.8
0
7×

10
5  

5
.4
0
9×

10
5  

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

2
.4
2
8×

10
7  

4
.6
7
9×

10
7  

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 

（
ｉ
＝
2）

 
3
.6
0
8×

10
8  

7
.1
7
6×

10
8  

6
.3
7
7×

10
3  

2
.3
4
5×

10
4  

2
.8
0
7×

10
5  

5
.4
0
9×

10
5  

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

1
.8
7
0×

10
7  

3
.6
0
3×

10
7  

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 

（
ｉ
＝
3）

 
3
.3
7
4×

10
8  

6
.7
1
1×

10
8  

8
.9
1
3×

10
3  

2
.5
4
2×

10
4  

2
.1
6
8×

10
5  

4
.1
7
7×

10
5  

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 
1
.6
5
4×

10
8  

3
.2
8
9×

10
8  

1
.2
6
9×

10
4  

3
.3
5
0×

10
4  

1
.5
1
0×

10
5  

2
.9
1
1×

10
5  

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
5）

 
7
.9
9
2×

10
7  

1
.5
9
0×

10
8  

7
.5
5
5×

10
3  

2
.1
0
3×

10
4  

8
.8
9
1×

10
4  

1
.7
1
3×

10
5  

 
 

1
.4
 
結
  
 論

 

1
.4
.
1 

固
有
周
期
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単
位
：
ｓ
）
 

モ
ー
ド
 

固
有
周
期
 

水
平
 
1
次
 

Ｔ
Ｈ

1＝
0
.0
3
1 

鉛
直
 
1
次
 

Ｔ
Ｖ

1＝
0
.0
1
5 

 

1
.4
.
2 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
MP
a
) 

 
  
1.
4.
3 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
の
応
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
MP
a)
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

  
部
材
 

材
料
 

 
一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

 
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

S
M4
0
0B
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
＝
46
 

Ｓ
ａ
＝
1
88
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
ｂ

1＝
 
8 

ƒ ｔ
ｓ

1＝
4
55
 

σ
ｂ

1＝
3
8 

ƒ ｔ
ｓ

1＝
4
55
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

σ
＝
46
 

Ｓ
ａ
＝
2
23
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

1＝
1
3 

ƒ ｓ
ｂ

1＝
3
50
 

τ
ｂ

1＝
2
5 

ƒ ｓ
ｂ

1＝
3
50
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

S
M4
0
0B
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
＝
23
 

Ｓ
ａ
＝
1
88
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 
S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
ｂ

2＝
 
4 

ƒ ｔ
ｓ

2＝
4
44
 

σ
ｂ

2＝
1
3 

ƒ ｔ
ｓ

2＝
4
44
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

σ
＝
23
 

Ｓ
ａ
＝
2
23
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

2＝
 
4 

ƒ ｓ
ｂ

2＝
3
42
 

τ
ｂ

2＝
 
8 

ƒ ｓ
ｂ

2＝
3
42
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 
S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
ｂ

3＝
 
5 

ƒ ｔ
ｓ

3＝
4
44
 

σ
ｂ

3＝
1
4 

ƒ ｔ
ｓ

3＝
4
44
 

1
.4
.
4 

動
的
機
能
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
×
9.
8 
m
/s

2 )
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

3＝
 
3 

ƒ ｓ
ｂ

3＝
3
42
 

τ
ｂ

3＝
 
6 

ƒ ｓ
ｂ

3＝
3
42
 

 
評
価
用
加
速
度

 
機
能
確
認
済
加
速
度

 

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
ｂ

4＝
 
7 

ƒ ｔ
ｓ

4＝
4
44
 

σ
ｂ

4＝
1
9 

ƒ ｔ
ｓ

4＝
4
44
 

ポ
ン
プ

 
水
平
方
向

 
0
.7
5 

1
0.
0 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

4＝
 
6 

ƒ ｓ
ｂ

4＝
3
42
 

τ
ｂ

4＝
1
1 

ƒ ｓ
ｂ

4＝
3
42
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
3 

1
.0
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
ｂ

5＝
 
5 

ƒ ｔ
ｓ

5＝
4
55
 

σ
ｂ

5＝
1
2 

ƒ ｔ
ｓ

5＝
4
55
 

原
動
機

 
水
平
方
向

 
0
.7
5 

2
.5
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

5＝
 
4 

ƒ ｓ
ｂ

5＝
3
50
 

τ
ｂ

5＝
 
7 

ƒ ｓ
ｂ

5＝
3
50
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
3 

1
.0
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。 確
定
Ｓ
ｓ
を
記
載
す
る
。

 

動
的
機
能
維
持
評
価
が
必
要
な
機
器
の
場
合
は
本
表
を
追
加
す
る
。

 
（
「
評
価
用
加
速
度
≦
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
の
記
載
を
示
す
。
）

 
加
速
度
比
較
で
Ｎ
Ｇ
と
な
り
，
詳
細
評
価
が
必
要
な
場
合
は
適
宜
，

 
評
価
結
果
を
追
加
す
る
。
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号

（要素番号）

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の付加質量 

節点番号 
付加質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

質量密度 

（kg/mm3） 

ポアソン比

（－） 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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原
動
機
取
付
ボ
ル
ト

 
原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト

 
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
（
上
）

 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 
Ｂ
～
Ｂ
矢
視
図

 
Ｃ
～
Ｃ
矢
視
図

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
（
下
）

 
基
礎
ボ
ル
ト

 

Ｄ
～
Ｄ
矢
視
図

 
Ｅ
～
Ｅ
矢
視
図

 

原
動

機
取

付
ボ

ル
ト

 

原
動

機
台

取
付

ボ
ル

ト
 

ポ
ン

プ
取

付
ボ

ル
ト
（

上
）
 

ポ
ン

プ
取

付
ボ

ル
ト

（
下

）
 

基
礎

ボ
ル

ト

本
図

は
，

原
則

と
し

て
「

機
器

要
目
」

の
箇

所
に

記
載

す
る

も
の
と

す
る

。
 

た
だ

し
，

配
置

上
入

ら
な

い
場

合
は
本

図
の

よ
う

に
最

終
ペ

ー
ジ
に

記
載

す
る

も
の

と
す

る
。

 
尚

，
Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

Ｓ
Ａ
の

結
果

表
の

最
終

ペ
ー

ジ
に
記

載
す

る
も

の
と

す
る

。
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
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 2
. 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

2
.1
 
設
計
条
件
 

機
 器

 名
 称

 
設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
 

温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
 

温
度
 

（
℃
）
 

最
高
使
用
圧
力
（
MP
a）

 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

吸
込
側
 

吐
出
側
 

○
○
○
○
ポ
ン
プ

常
設
／
防
止
 

原
子
炉
建
屋
 

E
L.
 
 1
.
3＊

 
0
.0
3
1 

0
.0
1
5 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.7
9 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
4 

Ｃ
ｐ
＝
0
.0
6 

1
85
 

6
6 

1
.3
7 

3
.9
2 

注
記
 
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

2
.2
 
機
器
要
目
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
1）

ボ
ル
ト
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2
）
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 
    

部
  
  
 材

 
ｍ

ｉ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
  

ｎ
ｆ

ｉ
 

Ｍ
ｐ
 

(
N･
m
m)
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
)  

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
)  

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

 
基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
3
93
4
3 

2
40
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
2 

1
2 

－
 

7
30

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

8
68

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

－
 

6
07
 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

－
 

1
88

＊
1  

3
73

＊
1  

1
26
2 

1
9.
0 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 

（
ｉ
＝
2）

 
3
52
4
0 

2
04
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

4
0 

4
0 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

－
 

5
92
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

－
 

1
88

＊
1  

3
73

＊
1  

4
32
 

3
8.
0 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 

（
ｉ
＝
3）

 
2
51
8
3 

1
76
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

4
0 

4
0 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

－
 

5
92
 

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 
1
08
2
6 

1
63
6 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
6 

1
6 

4
.4
5
6×

10
6  

6
35

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

8
47

＊
1 

(径
≦
60
mm
) 

－
 

5
92
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
5）

 
7
85
4 

1
26
0 

1
.8
1
0×

10
3  

(
M4
8
) 

1
6 

1
6 

4
.4
5
6×

10
6  

7
30

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

8
68

＊
2 

(径
≦
60
mm
) 

－
 

6
07
 

予
想
最
大
両
振
幅

 
(μ

m
) 

回
転
速
度
 

(
mi
n
-
1 )
 

Ｈ
ｐ
＝
7
5 

Ｎ
＝
12
0
0 

ボ
ル
ト
の
評
価
温
度
を
記
載
す
る
。

 
な
お
，
使
用
し
な
い
場
合
は
“
－
”
表
示
と
す
る
。

 

厚
さ
，
径
等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
，

 
該
当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。

 
（
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
つ
い
て
も
同
様
と
す
る
。

) 

 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル

合
金
に
該
当
す
る
場
合
は
記
載
す
る
。

 注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

【
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
】

 
前

項
の
Ｄ

Ｂ
評
価

に
本
Ｓ

Ａ
の
評

価
追
加

す
る
。

 

＊ 

最
高

使
用

圧
力

が
吸

込
側

/吐
出

側
と

も
同

じ
で

あ
れ

ば

区
別
せ
ず

,最
高
使
用
圧
力
を
記
載
す
る
。

 

Ｍ
ｐ
が
生
じ
な
い
場
合
は
“
－
”
と
す
る
。 

 

【
Ｓ
Ａ
単

独
の
場

合
】
 

本
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト

を
使
用

す
る
。
 

た
だ
し
，

章
番
を

1
.と

す
る
。
 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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2
.3
 
計
算
数
値
 

（
1）

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （

2）
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力
 

（
単
位
：
N・

mm
）
 

部
  
  
 
 材

 

Ｍ
ｉ
(N
･
mm
) 

Ｆ
ｂ

ｉ
(
N)
 

Ｑ
ｂ

ｉ
(
N)
 

部
材
 

Ｍ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
－

 
7
.3
5
4×

10
8  

－
 

6
.8
0
9×

10
4  

－
 

5
.4
0
9×

10
5  

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

－
 

4
.6
7
9×

10
7  

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 

（
ｉ
＝
2）

 
－

 
7
.1
7
6×

10
8  

－
 

2
.3
4
5×

10
4  

－
 

5
.4
0
9×

10
5  

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

－
 

3
.6
0
3×

10
7  

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 

（
ｉ
＝
3）

 
－

 
6
.7
1
1×

10
8  

－
 

2
.5
4
2×

10
4  

－
 

4
.1
7
7×

10
5  

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 
－

 
3
.2
8
9×

10
8  

－
 

3
.3
5
0×

10
4  

－
 

2
.9
1
1×

10
5  

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
5）

 
－

 
1
.5
9
0×

10
8  

－
 

2
.1
0
3×

10
4  

－
 

1
.7
1
3×

10
5  

 
 

2
.4
 
結
  
 論

 

2
.4
.
1 

固
有
周
期
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単
位
：
ｓ
）
 

モ
ー
ド
 

固
有
周
期
 

水
平
 
1
次
 

Ｔ
Ｈ

1＝
0
.0
3
1 

鉛
直
 
1
次
 

Ｔ
Ｖ

1＝
0
.0
1
5 

 

2
.4
.
2 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
MP
a
) 

 
  
2.
4.
3 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
，
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
の
応
力
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
MP
a)
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

  
部
材
 

材
料
 

 
一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

 
バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ
 

S
M4
0
0B
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

－
 

－
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

1＝
3
8 

ƒ ｔ
ｓ

1＝
4
55
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

σ
＝
46
 

Ｓ
ａ
＝
2
23
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

1＝
2
5 

ƒ ｓ
ｂ

1＝
3
50
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
 

S
M4
0
0B
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

－
 

－
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(下

) 
S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

2＝
1
3 

ƒ ｔ
ｓ

2＝
4
44
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

σ
＝
23
 

Ｓ
ａ
＝
2
23
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

2＝
 
8 

ƒ ｓ
ｂ

2＝
3
42
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
(上

) 
S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

3＝
1
4 

ƒ ｔ
ｓ

3＝
4
44
 

2
.4
.
4 

動
的
機
能
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(単

位
：
×
9.
8 
m
/s

2 )
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

3＝
 
6 

ƒ ｓ
ｂ

3＝
3
42
 

 
評
価
用
加
速
度

 
機
能
確
認
済
加
速
度

 

原
動
機
台
取
付
ボ
ル
ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

4＝
1
9 

ƒ ｔ
ｓ

4＝
4
44
 

ポ
ン
プ

 
水
平
方
向

 
0
.7
5 

1
0.
0 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

4＝
1
1 

ƒ ｓ
ｂ

4＝
3
42
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
3 

1
.0
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

5＝
1
2 

ƒ ｔ
ｓ

5＝
4
55
 

原
動
機

 
水
平
方
向

 
0
.7
5 

2
.5
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

5＝
 
7 

ƒ ｓ
ｂ

5＝
3
50
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
3 

1
.0
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。

動
的
機
能
維
持
評
価
が
必
要
な
機
器
の
場
合
は
本
表
を
追
加
す
る
。

 
（
「
評
価
用
加
速
度
≦
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
の
記
載
を
示
す
。
）

 
加
速
度
比
較
で
Ｎ
Ｇ
と
な
り
，
詳
細
評
価
が
必
要
な
場
合
は
適
宜
，

 
評
価
結
果
を
追
加
す
る
。
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号

（要素番号）

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の付加質量 

節点番号 
付加質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

質量密度 

（kg/mm3） 

ポアソン比

（－） 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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，

配
置

上
入

ら
な

い
場

合
は
本

図
の

よ
う

に
最

終
ペ

ー
ジ
に

記
載

す
る

も
の

と
す

る
。

 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

 

バ
レ
ル
ケ
ー
シ
ン
グ

 

359



  

 

 

 

Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇計器ラックの耐震性についての計算書
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添付資料－3：「計算書作成の基本方針」を呼び込む設備の耐震計算書

（Ｆパターン「計器ラック」の耐震計算書記載例） 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，○○○○計器ラックが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

○○○○計器ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に

応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○計器ラックの構造計画を表 2－1 に示す。 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 
〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書の目次構成は，

「2.1 配置概要」，「2.2 構造計画」，「2.3 適用基準」となる。

2.3 適用基準 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備で「計算書作成の基本方針」

に記載されていない「適用基準」がある場合は記載する。その場合は，目次に

も本項目を記載する。 

2.1 配置概要 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備の設置箇所を説明する。 

その場合は，目次にも本項目を記載する。 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

○○○○計器ラックの構造は直立形計装ラックであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-14-8 

計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価す

る。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○計器ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

○○○○計器ラックの許容応力を表 3－3 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○計器ラックの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 
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4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

○○○○計器ラックの電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-14-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

○○○○計器ラックに設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正

弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

○○○○ポンプ 

出口流量 

（○○○○） 

差圧伝送器(流量) 

（○○○○） 

水平 10.0 

鉛直 3.0 

○○○○ポンプ 

出口圧力 

(○○○○) 

差圧伝送器(圧力) 

（○○○○） 

水平 10.0 

鉛直 3.0 

○○○○熱交換器 

冷却水流量 

(○○○○) 

差圧伝送器(流量) 

（○○○○） 

水平 10.0 

鉛直 3.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○計器ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○計器ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇ポンプの耐震性についての計算書

添付資料－4－1：機能維持評価で詳細検討を実施する場合 

（評価用加速度＞機能確認済加速度） 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 
〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 

機能維持評価で詳細評価が必要な場合は，目次構成に本項目を追加するものと

する。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，○○○○ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

○○○○ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び動的機

能維持評価を示す。 

なお，○○○○ポンプは，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の往復動式のポンプであり，

機能維持評価において応答加速度が機能確認済加速度を上回ることから，原子力発電所耐震設計

技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 平成 3

年 6 月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に定められた評価部位の健全性を詳細評価するこ

とで動的機能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 
〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

○○○○ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-14-4 横軸ポン

プの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

○○○○ポンプの許容応力を表 3－3 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○ポンプの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

 

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 
〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 
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重
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組
合
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許

容
応

力
状

態
（

設
計

基
準

対
象
施

設
）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

耐
震

重
要

度
分

類
 

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容

応
力

状
態
 

計
測

制
御
 

系
統

施
設
 

ほ
う

酸
水
 

注
入

設
備
 

○
○

○
○

ポ
ン

プ
 

Ｓ
 

ク
ラ

ス
２

ポ
ン

プ
＊
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｄ
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

 
注

記
 

＊
：

ク
ラ

ス
２

ポ
ン

プ
の
支

持
構

造
物

を
含

む
。

 

  

表
3
－
2
 
荷

重
の

組
合

せ
及
び
許

容
応

力
状

態
（

重
大

事
故

等
対
処

設
備

）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

設
備

分
類

＊
1  

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

計
測

制
御
 

系
統

施
設
 

ほ
う

酸
水
 

注
入

設
備
 

○
○

○
○

ポ
ン

プ
 

常
設

耐
震

／
防

止
 

重
大

事
故

等
 

ク
ラ

ス
２

ポ
ン

プ
＊

2  

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
3
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
S
A
D＋

Ｍ
S
A
D
＋
Ｓ

ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

  

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界

を
用

い
る

。
) 

 
注

記
 

＊
1
：
「
常

設
耐

震
／

防
止
」

は
常

設
耐

震
重

要
重

大
事
故

防
止

設
備

，「
常
設
／

防
止
」

は
常

設
耐

震
重

要
重

大
事
故

防
止

設
備

以
外

の
常

設
重
大
事
故

防
止

設
備

，
 

「
常

設
／

緩
和

」
は

常
設

重
大

事
故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

 
 

 
 

＊
2
：
重

大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

ポ
ン

プ
の

支
持

構
造

物
を
含

む
。
 

 
 

 
 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

S
A
D＋

Ｍ
S
A
D
＋
Ｓ

ｓ
」

の
評

価
に
包

絡
さ
れ

る
た

め
，

評
価

結
果

の
記
載

を
省

略
す

る
。
 

* 
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許

容
応

力
（

ク
ラ
ス

２
，
３

支
持
構
造

物
及

び
重

大
事
故

等
ク

ラ
ス

２
支

持
構

造
物
）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ

の
許
容

限
界
を

用
い

る
。
）
 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応

力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

 
 

 
 

 
＊

2：
当
該

の
応
力

が
生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で
省

略
可

能
と

さ
れ

て
い

る
場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価

を
省
略
す
る

。
 

 
 

 
 
 

＊ 

＊ 

・
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
を

示
す
。

 
 

・
Ｄ
Ｂ

単
独
の

場
合
は

，
許
容

応
力
（

ク
ラ
ス

２
，
３

支
持
構

造
物
）

 
 

・
Ｓ
Ａ

単
独
の

場
合
は

，
許
容

応
力
（

重
大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

支
持
構

造
物
）

と
す
る

。
 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

Ⅴ
Ａ
Ｓ

を
追
加

す
る

。
 

許
容

応
力

を
記

載
す

る
す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代
表

可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価
を

省
略

す
る

。」
の
注
記

を
記
載
す
る
。
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4. 機能維持評価 

4.1 基本方針 

○○○○ポンプは，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の往復動式のポンプであり，機

能維持評価において応答加速度が機能確認済加速度を上回ることから，ＪＥＡＧ４６０１に定

められた評価部位の健全性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

(1) 原動機は横形ころがり軸受機であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載されて

いる往復動式ポンプ及び原動機の機能確認済加速度を適用する。 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ

ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下，「設計・建設規格」という。）の

付録材料図表にて計算する際に，中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。ただし，比

例法を用いる場合の端数処理は，小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

4.2 設計用地震力 

機能維持の確認に用いる設計用地震力については，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち

「2. 機能維持の確認に用いる設計用地震力」に基づく設計用地震力を用いる。 

本項目は原動機の機能維持評価において応答加速度が機能確認済加速度を上回ること

がない場合に記載する。原動機も上回る場合は(1)を削除し，4.1 基本方針に記載する

「○○○○ポンプは，」を「○○○○ポンプ及び原動機は，」に修正する。 

382



 

 8 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

 

4.3 ポンプの動的機能維持評価 

4.3.1 評価対象部位  

ＪＥＡＧ４６０１に記載の往復動式ポンプの動的機能維持評価に従い，以下の部位につ

いて評価を実施する。 

a. 基礎ボルト，ポンプ本体取付ボルト，減速機取付ボルト 

b. コネクティングロッド軸受 

c. クランク軸 

d. クランク軸受 

e. 動弁機構及び弁シート面 

f. 減速機軸受 

g. 減速機軸 

h. 減速機歯車 

i. 軸継手（原動機～減速機～ポンプ） 

このうち「a. 基礎ボルト，ポンプ本体取付ボルト，減速機取付ボルト」については，

「3. 構造強度評価」に従い評価を行った「5. 評価結果」にて設計用地震力に対して十

分な構造強度を有していることを確認している。また，「g. 減速機軸」及び「h. 減速機

歯車」は一体構造となっているため，弱部となる歯車の強度評価に軸の強度評価も含め評

価している。 

以上より，本計算書においては，コネクティングロッド軸受，クランク軸，クランク軸

受，動弁機構及び弁シート面，減速機軸受，減速機軸（歯車）及び軸継手（原動機～減速

機～ポンプ）を評価対象部位とする。 

 

4.3.2 評価基準値 

クランク軸の許容応力は，クラス２ポンプの許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定する。ま

た，コネクティングロッド軸受，クランク軸受，減速機軸受，動弁機構及び弁シート面に

ついてはメーカ規定の許容値を，減速機軸（歯車）については，許容面圧を，軸継手につ

いては，変位可能寸法を評価基準値として設定する。 

 

 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１で規定している評価対象部位を全て記載し，評価対象外の部位が

ある場合は，その理由を記載する。 
（例）「○. 軸継手」は，軸受がボールベアリングでありサイドスラスト荷重が 

発生しない構造であるため，評価対象外とする。 

部位毎の評価基準値を記載する。 
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4.3.3 記号の説明 

○○○○ポンプの動的機能維持評価に使用する記号を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

ＦＲ 

ＱＣＳ 

ＦＢ 

ＡＬＢ 

ＡＳＢ 

ＡＣＢ 

ＰＬＢ 

ＰＳＢ 

ＰＣＢ 

クランク軸に生じるラジアル荷重 

クランク軸に生じるスラスト荷重 

大端部，小端部及びクロスヘッドガイド部の軸受に生じる荷重 

コネクティングロッド大端部軸受の投影面積 

コネクティングロッド小端部軸受の投影面積 

クロスヘッドガイド部軸受の投影面積 

大端部軸受面圧 

小端部軸受面圧 

クロスヘッドガイド部軸受面圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプの詳細評価に使用する記号の説明

を記載する。 
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4.3.4 評価方法 

(1) コネクティングロッド軸受 

各軸受に地震力が作用することにより発生する面圧を求め，メーカ規定の許容値以下で

あることを確認する。 

 
図 4－1 コネクティングロッド軸受の計算モデル 

 

    各軸受に生じる面圧は次式で求める。 

 

   大端部軸受面圧 ＰＬＢ＝    ・・・・・・・・・・・・・・・・・  (4.3.4.1) 

 

   小端部軸受面圧 ＰＳＢ＝    ・・・・・・・・・・・・・・・・・  (4.3.4.2) 

 

   クロスヘッドガイド部軸受面圧 ＰＣＢ＝    ・・・・・・・・・・  (4.3.4.3) 

 

ここで，各軸受に生じる荷重ＦＢは 

   ＦＢ＝ ＦＲ
2＋ＱＣＳ

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  (4.3.4.4) 

 

 

 

  

評価方法の記載例 

ＦＢ 

ＡＬＢ 
ＦＢ 

ＡＳＢ 
ＦＢ 

ＡＣＢ 
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(2) クランク軸 

 

 

 

 

(3) クランク軸受 

 

 

 

 

(4) 動弁機構及び弁シート面 

 

 

 

 

(5) 減速機軸受 

 

 

 

 

(6) 減速機軸（歯車） 

 

 

 

 

(7) 軸継手（原動機～減速機～ポンプ） 

 

 

 

 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 
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4.4 原動機の動的機能維持評価 

4.4.1 評価対象部位 

ＪＥＡＧ４６０１の原動機の動的機能維持評価に従い，以下の部位について評価を実施

する。 

a. 取付ボルト 

b. 固定子 

c. 軸（回転子） 

d. 端子箱 

e. 軸受 

f. 固定子と回転子間のクリアランス 

h. モータフレーム 

h. 軸継手 

このうち「a. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評価」に従い評価を行った「5. 

評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認している。 

以上より，本計算書においては，固定子，軸（回転子），端子箱，軸受，固定子と回転子

間のクリアランス，モータフレーム及び軸継手を評価対象部位とする。なお，軸継手にお

いては，ポンプの動的機能維持評価に含まれている。 

 

4.4.2 評価基準値 

固定子，軸（回転子），端子箱及びモータフレームの許容応力は，クラス２ポンプの許容

応力状態ⅢＡＳに準拠し設定する。また軸受については，メーカ規定の軸受の定格荷重を，

固定子と回転子間のクリアランス及び軸継手については，変位可能寸法を評価基準値とし

て設定する。 

 

  

原動機の機能維持評価で詳細評価が必要な場合の記載例 

部位毎の評価基準値を記載する。 

ＪＥＡＧ４６０１で規定している評価対象部位を全て記載し，

評価対象外の部位がある場合は，その理由を記載する。
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4.4.3 記号の説明 

○○○○ポンプ用原動機の動的機能維持評価に用いる記号を表 4－2に示す。 

 

表 4－2 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原動機の詳細評価に使用する記号の説明

を記載する。 
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4.4.4 評価方法 

(1) 固定子 

 

 

 

 

(2) 軸（回転子） 

 

 

 

 

(3) 端子箱 

 

 

 

 

(4) 軸受 

 

 

 

 

(5) 固定子と回転子間のクリアランス 

 

 

 

 

(6) モータフレーム 

 

 

 

 

(7) 軸継手 

軸継手（原動機～減速機）の評価は，4.3.4（7）のポンプの動的機能維持評価に含まれ

ている。 

 

 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 

評価モデル及び評価式等を記載する。 
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4.4 原動機の動的機能維持評価 

○○○○ポンプ用原動機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本討方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－2 に示す。 

 

             表 4－2 機能確認済加速度   （単位：×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原動機 ○○○○ 

水平  

鉛直  

 

 

5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有すること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

原動機の機能維持評価で詳細評価が不要な場合の記載例 
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し

て
い

る
た

め
，

計
算

は
省

略
す

る
。

 

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
 

上
記

以
外

の
基

本
評

価
項

目
の

評
価

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
1
 

コ
ネ

ク
テ

ィ
ン

グ
ロ

ッ
ド

軸
受

の
評

価
 

 
(
単

位
：

M
P
a
)
 

評
価

部
位

 
発

生
応

力
 

許
容

応
力

 

コ
ネ

ク
テ

ィ
ン

グ
ロ

ッ
ド

大
端

部
 

3
.
6
0
4
 

5
.
8
0
 

コ
ネ

ク
テ

ィ
ン

グ
ロ

ッ
ド

小
端

部
 

7
.
2
0
7
 

1
1
.
6
0
 

ク
ロ

ス
ヘ

ッ
ド

ガ
イ

ド
部

 
 

 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

 

動
的

機
能

維
持

の
詳

細
評

価
が

必
要

な
場

合
の

み
本

項
目

と
す

る
。

 

確
定
Ｓ
ｓ
を
記
載
す
る
。

 

 

原
動
機
に
つ

い
て
，
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
て

い
な
い
時
は
，
「
原
動
機
は
，
評
価
用

加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。」

と
記
載
す
る
。

 

1
.
2
.
2
 

機
器

要
目

 

動
的

機
能

維
持

評
価

に
必

要
な

機
器

要
目

表
を

記
載

す
る

。
 

設
計

震
度

を
と

っ
て

い
る

床
レ

ベ
ル

を
記

載
す

る
。

 

設
計

震
度

を
と

っ
て

い
る

床
レ

ベ
ル

を
記

載
す

る
。
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 1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
2
 

ク
ラ

ン
ク

軸
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 

評
価

部
位

 
発

生
応

力
 

許
容

応
力

 

ク
ラ

ン
ク

軸
 

 
 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
3
 

ク
ラ

ン
ク

軸
受

の
評

価
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

N
)
 

評
価

部
位

 
発

生
荷

重
 

許
容

荷
重

 

軸
継

手
側

 
1
5
6
4
0
 

4
5
0
0
0
0
 

反
軸

継
手

側
 

9
4
9
2
 

2
9
9
0
0
0
 

す
べ

て
許

容
荷

重
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
4
 

動
弁

機
構

及
び

弁
シ

ー
ト

面
の

評
価

 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 

評
価

部
位

 
発

生
応

力
 

許
容

応
力

 

弁
シ

ー
ト

面
 

0
.
0
7
2
7
1
 

1
2
5
 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

 

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
5
 

減
速

機
軸

受
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

N
)
 

評
価

部
位

 
発

生
荷

重
 

許
容

荷
重

 

入
力

軸
軸

受
 

5
6
1
9
 

4
5
0
0
0
 

中
間

軸
軸

受
 

2
9
2
7
3
 

1
6
3
0
0
0
 

出
力

軸
軸

受
 

2
9
0
6
9
 

3
9
0
0
0
0
 

す
べ

て
許

容
荷

重
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
6
 

減
速

機
軸

（
歯

車
）

の
評

価
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

N
)
 

評
価

部
位

 

歯
車

の
曲

げ
強

さ
 

歯
車

の
面

圧
強

さ
 

発
生

荷
重

 
許

容
荷

重
 

発
生

荷
重

 
許

容
荷

重
 

1
段

目
(
入

力
側

)
 

小
歯

車
 

4
5
2
9
 

6
6
5
7
0
 

4
5
2
9
 

1
9
2
9
3
 

大
歯

車
 

6
1
7
0
7
 

2
段

目
(
出

力
側

)
 

小
歯

車
 

1
0
8
2
2
 

1
6
5
5
1
7
 

1
0
8
2
2
 

4
0
1
6
2
 

大
歯

車
 

1
6
3
3
4
3
 

す
べ

て
許

容
荷

重
以

下
で

あ
る

。
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○
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1
.
2
.
3
.
2
.
2
.
7
 

軸
継

手
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

m
m
)
 

評
価

部
位

 
変

位
量

 
許

容
変

位
量

 

減
速
機

～
ポ

ン
プ

間
 

0
.
0
9
9
6
8
 

0
.
6
3
 

減
速
機

～
原

動
機

間
 

0
.
4
3
4
5
 

0
.
1
9
 

 
す

べ
て

許
容

変
位

量
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
3
 

原
動

機
の

動
的

機
能

維
持

評
価

 

1
.
2
.
3
.
3
.
1
 

代
表

評
価

項
目

の
評

価
 

原
動

機
取

付
ボ

ル
ト

に
つ

い
て

は
，

構
造

強
度

評
価

に
て

設
計

用
地

震
力

に
対

し
て

十
分

な
構

造
強

度
を

有
し

て
い

る
た

め
，

計
算

は
省

略
す

る
。

 

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
 

上
記

以
外

の
基

本
評

価
項

目
の

評
価

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
1
 

固
定

子
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 
 

評
価

部
位

 
応

力
 

発
生

応
力

 
許

容
応

力
 

固
定

子
 

せ
ん

断
 

1
0
 

1
1
8
 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
2
 

軸
（

回
転

子
）

の
評

価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 
 

評
価

部
位

 
発

生
応

力
 

許
容

応
力

 

軸
（

回
転

子
）

 
 

 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
3
 

端
子

箱
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 

評
価

部
位

 
応

力
 

発
生

応
力

 
許

容
応

力
 

端
子

箱
 

引
張

り
 

1
2
 

1
5
9
 

せ
ん

断
 

4
 

1
2
1
 

す
べ

て
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

。
 

  

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
4
 

軸
受

の
評

価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

N
)
 

評
価

部
位

 
発

生
荷

重
 

許
容

荷
重

 

軸
継

手
側

 
5
8
1
2
 

5
7
6
6
7
 

反
軸

継
手

側
 

6
0
0
9
 

4
0
0
0
0
 

す
べ

て
許

容
荷

重
以

下
で

あ
る

。
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1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
5
 

固
定

子
と

回
転

子
間

の
ク

リ
ア

ラ
ン

ス
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

m
m
)
 

評
価

部
位

 
回

転
子

の
た

わ
み

 
許

容
変

位
量

 

固
定

子
と

回
転

子
間

の
ク

リ
ア

ラ
ン

ス
 

0
.
0
8
 

0
.
9
 

 
す

べ
て

許
容

変
位

量
以

下
で

あ
る

。
 

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
6
 

モ
ー

タ
フ

レ
ー

ム
の

評
価

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
単

位
：

M
P
a
)
 

評
価

部
位

 
応

力
 

発
生

応
力

 
許

容
応

力
 

モ
ー

タ
フ

レ
ー

ム
 

引
張

り
 

1
5
 

2
3
4
 

せ
ん

断
 

1
0
 

1
3
5
 

 
す

べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

 

 

1
.
2
.
3
.
3
.
2
.
7
 

軸
継

手
の

評
価

 

原
動

機
軸

継
手

の
評

価
は

，
「

1
.
2
.
3
.
2
 

往
復

動
式

ポ
ン

プ
の

動
的

機
能

維
持

評
価

」
に

含
ま

れ
て

い
る

。
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2
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2
．

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

2
.
1
 

構
造

強
度

評
価

 

2
.
1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
 器

 
名

 
称

 
設

備
分

類
 

据
付

場
所

及
び

床
面

高
さ

 

(
m
)
 

固
有

周
期

 

(
s
)
 

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

 
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

 
ポ

ン
プ

振
動

 

に
よ

る
震

度
 

最
高

使
用

温
度

 

(
℃

)
 

周
囲

環
境

温
度

 

(
℃

)
 

水
平

方
向

 
鉛

直
方

向
 

水
平

方
向

 

設
計

震
度

 

鉛
直

方
向

 

設
計

震
度

 

水
平

方
向

 

設
計

震
度

 

鉛
直

方
向

 

設
計

震
度

 

○
○
○

○
ポ

ン
プ

 
常

設
耐

震
／

防
止

 
原

子
炉

建
屋

 

E
L
.
 

3
4
.
8
＊

1
 

－
＊

2  
－

＊
2  

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝

3
.
7
3
 

Ｃ
Ｖ
＝

2
.
3
2
 

Ｃ
Ｐ
＝

0
.
1
7
 

－
 

〇
〇

 

注
記

 
 
＊

1
：

基
準

床
レ

ベ
ル

を
示

す
。

 

＊
2
：

固
有

周
期

は
十

分
に

小
さ

く
，

計
算

は
省

略
す

る
。

 

2
.
1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
 
 

材
 

ｍ
ｉ
 

(
k
g
)
 

ｈ
ｉ
 

(
m
m
)
 

１
ｉ
 

(
m
m
)
 

２
ｉ
 

(
m
m)
 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
m
m
2
)
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ

ｉ
 

弾
性

設
計

用
 

地
震

動
Ｓ

ｄ
又

は
 

静
的

震
度

 

基
準

地
震

動
 

Ｓ
ｓ

 

基
 礎

 
ボ

 
ル

 
ト

 

(
ｉ

＝
1
)
 

3
4
0
0
 

6
7
0
 

6
9
0
 

1
2
6
0
 

3
1
4
.
2
 

(
M
2
0
)
 

1
0
 

－
 

2
 

ポ
ン
プ

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
2
)
 

1
7
5
0
 

3
5
0
 

2
8
0
 

2
8
0
 

4
5
2
.
4
 

(
M
2
4
)
 

4
 

－
 

2
 

原
動
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
3
)
 

4
8
0
 

2
5
0
 

1
5
5
.
5
 

1
5
5
.
5
 

3
1
4
.
2
 

(
M
2
0
)
 

4
 

－
 

2
 

減
速
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
4
)
 

4
3
0
 

2
3
6
 

2
6
5
 

2
6
5
 

3
1
4
.
2
 

(
M
2
0
)
 

6
 

－
 

2
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

部
 
 

材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
M
P
a
)
 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
M
P
a
)
 

Ｆ
ｉ

 

(
M
P
a
)
 

Ｆ
ｉ

 

(
M
Pa
)
 

転
倒

方
向

 
Ｍ

Ｐ
(
N
・

m
m
)
 

弾
性

設
計

用
 

地
震

動
Ｓ

ｄ
又

は
 

静
的

震
度

 

基
準

地
震

動
 

Ｓ
ｓ

 

弾
性

設
計

用
 

地
震

動
Ｓ

ｄ
又

は
 

静
的

震
度

 

基
準

地
震

動
 

Ｓ
ｓ

 

基
 礎

 
ボ

 
ル

 
ト

 

(
ｉ

＝
1
)
 

〇
〇

〇
 

(
4
0
m
m
＜

径
≦

1
0
0
m
m
)
 

〇
〇

〇
 

－
 

〇
〇
〇

 
－

 
軸

 
－

 
－

 

ポ
ン
プ

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
2
)
 

〇
〇

〇
 

(
4
0
m
m
＜

径
≦

1
0
0
m
m
)
 

〇
〇

〇
 

－
 

〇
〇
〇

 
－

 
軸

 
－

 
－

 

原
動
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
3
)
 

〇
〇

〇
 

(
4
0
m
m
＜

径
≦

1
0
0
m
m
)
 

〇
〇

〇
 

－
 

〇
〇
〇

 
－

 
軸

 
－

 
－

 

減
速
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
4
)
 

〇
〇

〇
 

(
4
0
m
m
＜

径
≦

1
0
0
m
m
)
 

〇
〇

〇
 

－
 

〇
〇
〇

 
－

 
軸

直
角

 
－

 
1
.
9
5
3
×

1
0
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

予
想

最
大

両
振

幅
 

(
μ
m
)
 

ポ
ン

プ
回

転
速

度
 

(
m
i
n
-
1
)
 

原
動

機
回

転
速

度
 

(
m
i
n
-
1
)
 

Ｈ
Ｐ
＝

9
0
 

Ｎ
=
2
2
0
 

Ｎ
=
1
8
0
0
 

  

＊ 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場
合

は
，

 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。
（

Ｓ
u
も

同
様

）
 

〔
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
〕

 
前

項
の
Ｄ

Ｂ
評
価

に
本
Ｓ

Ａ
の
評

価
を
追

加
す
る

。
 

動
的

機
能

維
持

の
詳

細
評

価
が

必
要

な
場

合
の

み
本

項
目

を

追
加

す
る

。
 

【
Ｓ
Ａ
単

独
の
場

合
】

 
本

フ
ォ
ー

マ
ッ
ト

を
使
用

す
る
。
た
だ

し
，
章
番
を

1．
と

す
る
。

 

設
計

震
度

を
と

っ
て

い
る

床
レ

ベ
ル

を
記

載
す

る
。
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 2
.
1
.
3
 

計
算

数
値

 
 
 

2
.
1
.
3
.
1
 

ボ
ル

ト
に

作
用

す
る

力
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
単

位
：

N
)
 

部
 
 

材
 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性

設
計

用
地

震
動

 

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

 
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

 
弾

性
設

計
用

地
震

動
 

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

 
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

 

基
 礎

 
ボ

 
ル

 
ト

 

(
ｉ

＝
1
)
 

－
 

3
.
8
2
8
×

1
0
4
 

－
 

1
.
2
9
8
×

1
0
5
 

ポ
ン
プ

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
2
)
 

－
 

2
.
7
2
4
×

1
0
4
 

－
 

6
.
6
8
1
×

1
0
4
 

原
動
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
3
)
 

－
 

9
.
1
1
1
×

1
0
3
 

－
 

1
.
8
3
3
×

1
0
4
 

減
速
機

取
付

ボ
ル

ト
 

(
ｉ

＝
4
)
 

－
 

7
.
0
6
1
×

1
0
3
 

－
 

1
.
6
4
2
×

1
0
4
 

 

2
.
1
.
4
 

結
 

 
論

 

 
2
.
1
.
4
.
1
 

ボ
ル

ト
の

応
力

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(
単

位
：

M
P
a
)
  

部
 
 

材
 

材
 

料
 

応
 

力
 

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

 
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

 

算
出

応
力

 
許

容
応

力
 

算
出
応

力
 

許
容

応
力

 

基
 礎

 
ボ

 
ル

 
ト

 
S
S
4
1
 

引
張

り
 

－
 

－
 

 
 

σ
b
1
＝

12
2
 

ƒ t
s
1
＝

〇
〇

〇
 

 

せ
ん

断
 

－
 

－
 

τ
b
1
＝

42
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，○○○○ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動

的機能を有していることを説明するものである。 

○○○○ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。

以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 

なお，○○○○ポンプは，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載されていない横置

きのスクリュー式ポンプであるため，原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ 

４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 平成 3 年 6 月）（以

下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）にて定められた評価部位の健全性を詳細評価すること

で動的機能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表
2
－

1
 

構
造

計
画

 

計
画

の
概

要
 

概
略

構
造

図
 

基
礎

・
支

持
構

造
 

主
体

構
造

 

ポ
ン

プ
は

ポ
ン

プ

ベ
ー

ス
に

固
定

さ

れ
，
ポ

ン
プ

ベ
ー

ス

は
基

礎
ボ

ル
ト

で

基
礎

に
据

え
付

け

る
。

 

ス
ク

リ
ュ

ー
式

 
 

 
原
動

機

基
礎
 

基
礎

 

ポ
ン

プ
 

基
礎

ボ
ル

ト

基
礎

ボ
ル

ト

ポ
ン
プ

ベ
ー
ス

原
動
機

取
付
ボ

ル
ト

ポ
ン

プ
取
付

ボ
ル
ト

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○

-
○

-
○

 
R
0
 

2 407



 

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

○○○○ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-14-4 横

軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2

に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

○○○○ポンプの許容応力を表 3－3 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○ポンプの使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5 に示す。 
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表
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－

1
 

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

（
設

計
基

準
対

象
施

設
）

 

注
記

 
＊

：
そ

の
他

の
ポ

ン
プ

及
び

そ
の

他
の

支
持

構
造

物
の

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

を
適

用
す

る
。
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荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

施
設

区
分

 
機

器
名

称
 

設
備

分
類

＊
1
 

機
器

等
の

区
分

 
荷

重
の

組
合

せ
 

許
容

応
力

状
態

 

非
常

用
電

源

設
備

 

非
常

用
発

電

装
置

 
○

○
○

○
ポ

ン
プ

 
常

設
／

防
止

 
 
―

＊
2
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
Ｓ

＊
3
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ

 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
Ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ

と
し

て
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許

容
限

界
を

用
い

る
。
）

 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故

防
止

設
備

，「
常

設
／

防
止

」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故

防
止

設
備

以
外
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常

設
重

大
事

故
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止

設
備

，
「

常
設

／
緩

和
」

は
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

＊
2
：

そ
の

他
の

ポ
ン

プ
及

び
そ

の
他

の
支

持
構

造
物

の
荷

重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
を

適
用

す
る

。
 

＊
3
：
「

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
Ｓ
」

の
評

価
に
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絡

さ
れ

る
た

め
，

評
価

結
果

の
記

載
を

省
略

す
る

。
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設
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分
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称
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重
要

度
分

類
 

機
器

等
の
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荷

重
の

組
合

せ
 

許
容

応
力

状
態

 

非
常

用
電

源

設
備

 

非
常

用
発

電

装
置

 
○

○
○

○
ポ

ン
プ

 
Ｓ

 
 
―

＊
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｄ

* 
Ⅲ

Ａ
Ｓ

 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋
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Ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
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容

応
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物
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大
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故
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支

持
構

造
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許
容

応
力

状
態

 

 
 
許

容
限
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＊

1
，
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（
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ル
ト

等
）

 

一
 

次
 

応
 

力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ

 
1
.
5
・

ｆ
ｔ

 
1
.
5
・

ｆ
ｓ

 

Ⅳ
Ａ
Ｓ

 

1
.
5
・

ｆ
ｔ

 
1
.
5
・

ｆ
ｓ

 
Ⅴ

Ａ
Ｓ

 

（
Ⅴ

Ａ
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し

て
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Ａ
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用
い

る
。
）
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記

 
＊

1
：

応
力

の
組

合
せ

が
考

え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ

応
力

に
対

し
て

も
評

価
を

行
う

。
 

＊
2
：

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を

 

省
略

す
る

。
 

 
 

＊

＊
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Ｂ
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Ｓ
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の

場
合

は
，

Ⅴ
Ａ
Ｓ

を
追

加
す

る
。

 

許
容

応
力

を
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す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
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，
規
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準
で
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と
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れ
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他
の

応
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可

能
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あ
る

場
合

は
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を

省
略

す
る

。
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の
注

記
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記
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す
る

。
 

・
Ｄ

Ｂ
＋

Ｓ
Ａ

の
場

合
を
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す

。
 

 
・
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Ｂ

単
独
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の
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持

構
造

物
）

 
 
・
Ｓ

Ａ
単

独
の

場
合

は
，
許

容
応

力
（

重
大
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故
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支
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構

造
物
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す
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4. 機能維持評価 

4.1 基本方針 

○○○○ポンプは，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載されていない横置き

のスクリュー式ポンプであるため，ＪＥＡＧ４６０１にて定められた評価部位の健全

性を詳細評価することで動的機能維持の確認を行う。 

(1) ○○○○ポンプは地震後においてもその機能が維持されるよう，動的機能維持の

評価を行う。なお，本ポンプは「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載されてい

ない横置きのスクリュー式ポンプであるため，機能維持評価は，ＪＥＡＧ４６０１

にて定められた評価部位の健全性を確認することで動的機能維持の確認を行う。ま

た，原動機については横形ころがり軸受機であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基

本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

(2) 本ポンプは横置きの機器であることから，ＪＥＡＧ４６０１に従い構造的に一つ

の剛体として取り扱う。 

(3) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））  

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・

建設規格」という。）の付録材料図表 Part5 の表にて計算する際に，中間の値の場

合は，比例法を用いて計算する。ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数

点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

4.2 設計用地震力 

機能維持の確認に用いる設計用地震力については，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

のうち「2. 機能維持の確認に用いる設計用地震力」に基づく設計用地震力を用いる。 
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4.3 ポンプの動的機能維持評価 

4.3.1 評価対象部位 

○○○○ポンプは，容量等がＪＥＡＧ４６０１に記載されている横形遠心式ポ

ンプを上回ることはなく，回転機能を担う構成要素も変わらない。したがって，

基本的な構成要素はＪＥＡＧ４６０１に記載されている横形ポンプと同等である

ことから，ＪＥＡＧ４６０１に記載の横形ポンプの動的機能維持評価項目に従い，

以下の部位について評価を実施する。 

a. 基礎ボルト 

b. 取付ボルト 

c. 軸 

d. 軸受 

e. 摺動部（主ねじ部） 

f. メカニカルシール 

g. 軸継手 

このうち「a. 基礎ボルト」「b. 取付ボルト」については，「3. 構造強度評価」

に従い評価を行った「5. 評価結果」にて十分な裕度を有していることを確認して

いる。また，「g. 軸継手」は，軸受がボールベアリングでありサイドスラスト荷

重が発生しない構造であるため，評価対象外とする。 

 以上より，本計算書においては，軸，軸受，摺動部（主ねじ部）及びメカニカ

ルシールを評価対象部位とする。 

 

4.3.2 評価基準値 

軸の許容応力はその他のポンプの許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定する。また，

摺動部（主ねじ部）については主ねじとスリーブ間隙間，軸受については軸受の

許容荷重値（許容面圧），メカニカルシールについてはシール回転環の変位可能寸

法を評価基準値として設定する。 
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4.3.3 記号の説明 

○○○○ポンプの動的機能維持評価に使用する記号を表 4－1 に示す。 

表 4－1 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ａ 

ＡＲ 

ＡＳ 

ｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

g 

Ｉ１ 

Ｉ２ 

  

 １ 

 ２ 

Ｍ 

ｍ０ 

ＭＡ 

ＭＢ 

ＭＰ 

Ｎ 

Ｐ 

ＰＲ 

ＰＳ 

Ｔ 

ｗ 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

ＷＲ 

ＷＳ 

ｘ 

δ１ 

δ２ 

π 

τｍａｘ 

軸端から支点Ａまでの距離（＝ ２） 

ラジアル荷重を受ける軸受の投影面積 

スラスト荷重を受ける軸受の投影面積 

軸端から支点Ｂまでの距離 

水平方向震度 

鉛直方向震度 

曲げモーメントが最大となる箇所の軸径 

縦弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

軸最小径での断面二次モーメント 

シール面軸径での断面二次モーメント 

軸長さ 

支点間距離 

軸端から支点Ａまでの距離（＝ａ） 

最大曲げモーメント（ＭＡ，ＭＢの大なる方） 

軸受総質量 

支点Ａの曲げモーメント 

支点Ｂの曲げモーメント 

ポンプ回転により作用するモーメント 

回転速度（原動機の同期回転速度） 

原動機出力 

ラジアル荷重による軸受の面圧 

スラスト荷重による軸受の面圧 

軸に作用するねじりモーメント 

地震力を考慮した軸等分布荷重 

地震力を考慮した軸端部荷重 

軸受にかかる通常運転時荷重 

軸受にかかる地震時のラジアル荷重 

軸受にかかる地震時のスラスト荷重 

軸端からメカニカルシールシール面までの距離 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量 

シール面における軸のたわみ量 

円周率 

軸に生じる最大せん断応力 

mm 

mm2 

mm2 

mm 

－ 

－ 

mm 

MPa 

m/s2 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

min-1 

kW 

MPa 

MPa 

N･mm 

N 

N 

N 

N 

N 

mm 

mm 

mm 

－ 

MPa 
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4.3.4 評価方法 

(1) 軸 

 軸の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のねじりと

曲げの組合せによる軸の応力を算出する。 

 発生する応力値が，その許容応力値を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 軸の評価モデル 

 

軸に生じる最大せん断応力τｍａｘは次式で求める。 

              16         
π・ｄ３ 

 

ここで，ねじりモーメントＴは 

 

 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭＰは 

60 

2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

 

支点Ａの曲げモーメントＭＡは 

ｗ ・ａ２ 

2 

 

支点Ｂの曲げモーメントＭＢは 

ｗ ・ｂ２ 

2 

 

ここで，地震力を考慮した等分布荷重ｗ は 

ｍ０・g・ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２ 

  

 
ｗ

支点Ａ 支点Ｂ 
ａ ｂ

Ｔ ＝ ＭＰ・ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２ 

10 

τｍａｘ＝ ・ Ｍ２＋Ｔ２ 

ＭＡ＝－ 

ＭＢ＝－ 

ｗ ＝ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3.4.5）

・・・・・・・（4.3.4.6）

・10６・ＰＭＰ＝ ・・・・・・・・・・・（4.3.4.3）
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(2) 軸受 

 軸受の評価は，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受けるものと

し，地震による荷重が軸受の許容荷重（許容面圧）以下であることを確認する。 

 

a. ラジアル荷重 

ラジアル荷重による軸受の面圧は次式で求める。 

ＷＲ 

ＡＲ 

 

ここで，軸受にかかる地震時のラジアル荷重ＷＲは 

 

 

b. スラスト荷重 

スラスト荷重による軸受の面圧は次式で求める。 

ＷＳ 

ＡＳ 

 

ここで，軸受にかかる地震時のスラスト荷重ＷＳは 

 

 

(3) 摺動部（主ねじ部） 

摺動部の評価は，軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合の摺動

部（主ねじ部）における軸のたわみ量を算出し，発生するたわみ量が主ねじとス

リーブ間隙間内であることを確認する。 

 

 

 

 

 

図 4－2 摺動部（主ねじ部）の評価モデル 

 

摺動部（主ねじ部）における軸のたわみ量δ１は次式で求める。 

5・ｗ ・ １
４   (ＭＡ＋ ＭＢ)・ １

２ 

384・Ｅ・Ｉ１    16・Ｅ・Ｉ１ 
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１

δ１＝ － 
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ＰＲ＝

ＷＲ＝ ｍ０・g・ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２ 

ＰＳ＝

ＷＳ＝ ｍ０・g・ＣＨ＋Ｗ２ 

11 
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・・・・・・・（4.3.4.8）

・・・・・・・・・・・・（4.3.4.10）
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(4) メカニカルシール 

 軸を単純はりとしてモデル化し，地震力が加わる場合のメカニカルシールシー

ル面における軸の軸直角方向たわみ量を算出し，発生するたわみ量がメカニカル

シール回転環の変位可能量を下回ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 メカニカルシールの評価モデル 

 

シール面における軸のたわみ量δ２は次式で求める。 

          Ｗ１・ ２
３    ｘ３   3・( １＋ ２)     3・ １        

6・Ｅ・Ｉ２       ２
３       ２

２         ２ 

 

Ｗ１・(ｘ －  ２)３  

6・Ｅ・Ｉ２ 

 

ここで，地震力を考慮した軸端部荷重Ｗ１は 

 

 

 

4.4 原動機の動的機能維持評価 

○○○○ポンプ用原動機は，地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及

び振動特性であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速

度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－2 に示す。 

表 4－2 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

 

支点Ｂ 支点Ａ 

２ １

Ｗ１ メカニカルシール シール面位置

ｘ

δ２＝ 

Ｗ１＝ ｍ０・g・ ＣＨ
２＋( 1＋ＣＶ)２ 

・  ＋ 2 ・ｘ＋ － 
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・・・・・・・・（4.3.4.13）

－ ・・・・・・・・（4.3.4.12）

（単位：×9.8m/s2）

12 

原動機について詳細評価が必要な場合は，ポンプ

本体と同様に「評価対象部位」，「評価基準値」，「記

号の説明」，「評価方法」について記載する。  
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有す

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動

的機能を有することを確認した。 

 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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以
下
で
あ
る
。
 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

16 

動
的

機
能

維
持

の
詳

細
評

価
が

必
要

な
場

合
の

み
本

項
目

と
す

る
。

 

原
動
機
に
つ
い
て
，
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
て
い
る
時
は
，
「
原
動
機
は
，
○
○
方
向
の
応
答
加
速
度
が

機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
る
た
め
，
以
下
の
項
目
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
」
と
記
載
し
，
以
降
詳
細
評
価
結

果
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
.2
.
3.
2 

ス
ク
リ
ュ
ー
式
ポ
ン
プ
の
動
的
機
能
維
持
評
価
 

1
.2
.
3.
2
.1
 
代
表
評
価
項
目
の
評
価
 

 
基
礎
ボ
ル
ト
，
取
付
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，
構
造
強
度
評
価
に
て
設
計
用
地
震
力
に
対
し
て
十
分
な
構
造
強
度
を
有
し
て
い
る
た
め
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 

1
.2
.
3.
2
.2
 
上
記
以
外
の
基
本
評
価
項
目
の
評
価
 

1
.2
.
3.
2
.2
.
1 

軸
の
応
力
評
価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
（
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

発
生
応
力
 

許
容
応
力
 

軸
 

9 
5
13
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 

1
.2
.
3.
2
.2
.
2 

軸
受
の
評
価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
（
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

荷
 
重
 

発
生
面
圧
 

許
容
面
圧
 

軸
 
受
 

ラ
ジ
ア
ル
 

2
.5
2
0×

10
3  

4
.1
9
7×

10
3  

ス
ラ
ス
ト
 

1
.9
8
1×

10
3  

4
.1
9
7×

10
3  

す
べ
て
許
容
面
圧
以
下
で
あ
る
。
 

 

1
.2
.
3.
2
.2
.
3 

摺
動
部
（
主
ね
じ
）
の
評
価
  

 
 
  
 
 
 
 
 
（
単
位
：
mm
）
 

評
価
部
位
 

た
わ
み
量
 

ス
リ
ー
ブ
間
隙
間
 

摺
動
部
（
主
ね
じ
）
 

0
.0
2
3 

0
.0
2
5 

す
べ
て
ス
リ
ー
ブ
間
隙
間
以
下
で
あ
る
。
 

 

1
.2
.
3.
2
.2
.
4 

メ
カ
ニ
カ
ル
シ
ー
ル
の
評
価
 
 
 
 
 
 
 
  

 
（
単
位
：
mm
）
 

評
価
部
位
 

た
わ
み
量
 

変
位
可
能
量
 

メ
カ
ニ
カ
ル
シ
ー
ル
 

0
.0
1
4 

3 

す
べ
て
変
位
可
能
量
以
下
で
あ
る
。
 

 

N
T
2
 
補
①
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-
○
-
○

-○
 
R0
 

17 422



 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○

-
○

-
○

 
R
0
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 【
○
○
○
○
ポ
ン
プ
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】
 

2
. 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

 

2
.1
 
構
造
強
度
評
価
 

2
.1
.
1 

設
計
条
件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
 (
m)
 

固
有
周
期
 (
s)
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

○
○
○
○
ポ
ン
プ
 

常
設
／
防
止
 

取
水
エ
リ
ア
 

E
L.
 
 8
.
5＊

1  
―

＊
2  

―
＊

2  
―
 

―
 

Ｃ
Ｈ
＝
2.
9
6 

Ｃ
Ｖ
＝
1.
3
3 

Ｃ
Ｐ
＝
0.
1
1 

4
0 

5
0 

注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

2
.1
.
2 

機
器
要
目
 

部
  
  
 材

 
ｍ

i 

(
kg
) 

ｈ
i 

(
mm
) 

 
1
i
(m
m
) 

 
2
i
(m
m
) 

ｎ
i 

ｎ
f
i 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
1
24
 

2
30
 

―
 

1
30
 

―
 

1
30
 

4 
―
 

2 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 
6
2 

1
25
 

―
 

2
1 

―
 

1
19
 

4 
―
 

2 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
3）

 
3
7 

1
00
 

―
 

7
0 

―
 

7
0 

4 
―
 

2 

 

部
  
  
 材

 
Ａ

b
i 

(
mm

２
) 

Ｓ
y
i 

(
MP
a
) 

Ｓ
u
i 

(
MP
a
) 

Ｆ
i
 (
M
Pa
) 

 

Ｆ
i
 
(M
Pa
) 

 

転
倒
方
向
 

Ｍ
Ｐ
(N
･m
m
) 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

1
13
.
1 

(
M1
2
) 

2
41

*
2 

(径
≦
16
mm
) 

3
94

*
2 

(径
≦
16
mm
) 

―
 

2
76
 

―
 

軸
直
角
 

―
 

―
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 

2
01
.
1 

(
M1
6
) 

2
45

*
1 

(径
≦
16
mm
) 

4
00

*
1 

(径
≦
16
mm
) 

―
 

2
80
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
3）

 

7
8.
5
4 

（
M1
0）

 

2
41

*
2 

(径
≦
16
mm
) 

3
94

*
2 

(径
≦
16
mm
) 

―
 

2
76
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

注
記

  
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出
 

＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

  
 

 
予
想
最
大
両
振
幅

 
(μ

m
) 

回
転
速
度
 

(
mi
n
-
1 )

 
原
動
機
出
力
 

(
kW
) 

Ｈ
Ｐ
＝
60

 
Ｎ
＝
18
0
0 

Ｐ
＝
2.
2 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

19 

＊ 

厚
さ

，
径

等
に

よ
る

強
度

区
分

が
あ

る
場

合
は

，
 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載
す

る
。
（

Ｓ
u
も

同
様

）
 

動
的

機
能

維
持

の
詳

細
評

価
が

必
要

な
場

合
の

み
本

項
目

を
追

加
す

る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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2
.1
.
3 

計
算
数
値
 

2
.1
.
3.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

 (
単
位
：
N)

 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
b
i 

Ｑ
b
i 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
―
 

1
.7
8
5×

10
3  

―
 

3
.7
3
3×

10
3  

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 
―
 

9
47
.
0 

―
 

1
.8
6
7×

10
3  

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
3）

 
―
 

4
37
.
7 

―
 

1
.1
1
4×

10
3  

 
2
.1
.
4 

結
論
 

2
.1
.
4.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
  
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  

  
(単

位
：
MP
a)

 
               

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

―
 

―
 

σ
b
1＝

16
 

ƒt
s
1
＝
20
7 

せ
ん
断
 

―
 

―
 

τ
b
1＝

 9
 

ƒs
b
1
＝
15
9 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

―
 

―
 

σ
b
2＝

 5
 

ƒt
s
2
＝
21
0 

せ
ん
断
 

―
 

―
 

τ
b
2＝

 3
 

ƒs
b
2
＝
16
1 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

―
 

―
 

σ
b
3＝

 6
 

ƒt
s
3
＝
20
7 

せ
ん
断
 

―
 

―
 

τ
b
3＝

 4
 

ƒs
b
3
＝
15
9 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
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 2
.2
 
動
的
機
能
維
持
評
価
 

2
.2
.
1 

設
計
条
件
 

機
 器

 名
 称

 
形
 式

 
定
格
容
量
 

(
m
3 /
h
) 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有
周
期
 (
s)
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

○
○
○
○
ポ
ン
プ
 

ス
ク
リ
ュ
ー
式
 

4 
取
水
エ
リ
ア
 

E
L 
 
8.
5
＊

1  
－

＊
2  

－
＊

2  
Ｃ

Ｈ
＝
4.
5 

Ｃ
Ｖ
＝
3.
0 

Ｃ
Ｐ
＝
0.
1
1 

4
0 

2
0 

注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 

機
 器

 名
 称

 
形
 式

 
出
 力

 

(
kW
) 

据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

(
m)
 

固
有
周
期
 (
s)
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

○
○
○
○
ポ
ン
プ
用
 

原
 動

 機
 

横
形
こ
ろ
が
り
 

軸
受
電
動
機
 

2
.2
 

取
水
エ
リ
ア
 

E
L 
 
8.
5
＊

1  
－

＊
2  

－
＊

2  
Ｃ

Ｈ
＝
4.
5 

Ｃ
Ｖ
＝
3.
0 

Ｃ
Ｐ
＝
0.
1
1 

4
0 

2
0 

注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 

2
.2
.
2 

機
器
要
目
 

ｍ
０
 

(
kg
) 

  

(
mm
) 

 
１
 

(
mm
) 

 
２
 

(
mm
) 

ａ
 

(
mm
) 

ｂ
 

(
mm
) 

ｄ
 

(
mm
) 

ｘ
 

(
mm
) 

6
.4
 

4
49
 

3
24
.
5 

1
09
.
5 

1
09
.
5 

1
5 

3
5 

1
70
 

 

Ａ
Ｒ
 

(
mm

２
) 

Ａ
Ｓ
 

(
mm

２
) 

Ｅ
 

(
MP
a
) 

Ｉ
１
 

(
mm

4 )
 

Ｉ
２
 

(
mm

4 )
 

Ｎ
 

(
mi
n
-
1 )
 

Ｗ
２
 

(
N)
 

0
.1
5 

0
.1
5 

2
01
0
00
 

3
.4
7
2×

10
4  

1
.2
5
7×

10
5  

1
80
0 

1
4.
7
1 

 

2
.2
.
3 

結
論
 

2
.2
.
3.
1 

機
能
確
認
済
加
速
度
と
の
比
較
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 （

単
位
：
×
9.
8m
/
s
2 ）

 

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

ポ
ン
プ
 

水
平
方
向
 

1
.6
0 

―
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
9 

―
 

原
動
機
 

水
平
方
向
 

1
.6
0 

4
.7
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
9 

1
.0
 

ポ
ン
プ
は
，
本
文

4.
3
.1

項
に
基
づ
き
，
以
下
の
項
目
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
 

原
動
機
は
，
評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

21 

動
的

機
能

維
持

の
詳

細
評

価
が

必
要

な
場

合
の

み
本

項
目

を
追

加
す

る
。

 

原
動
機
に
つ
い
て
，
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
て
い
る
時
は
，
「
原
動
機
は
，
○
○
方
向
の
応
答
加
速
度
が

機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
る
た
め
，
以
下
の
項
目
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
」
と
記
載
し
，
以
降
詳
細
評
価
結

果
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。

 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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2
.2
.
3.
2 

ス
ク
リ
ュ
ー
式
ポ
ン
プ
の
動
的
機
能
維
持
評
価
 

2
.2
.
3.
2
.1
 
代
表
評
価
項
目
の
評
価
 

 
基
礎
ボ
ル
ト
，
取
付
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，
構
造
強
度
評
価
に
て
設
計
用
地
震
力
に
対
し
て
十
分
な
構
造
強
度
を
有
し
て
い
る
た
め
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 

2
.2
.
3.
2
.2
 
上
記
以
外
の
基
本
評
価
項
目
の
評
価
 

2
.2
.
3.
2
.2
.
1 

軸
の
応
力
評
価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
（
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

発
生
応
力
 

許
容
応
力
 

軸
 

9 
5
13
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 

2
.2
.
3.
2
.2
.
2 

軸
受
の
評
価
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
（
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

荷
 
重
 

発
生
面
圧
 

許
容
面
圧
 

軸
 
受
 

ラ
ジ
ア
ル
 

2
.5
2
0×

10
3  

4
.1
9
7×

10
3  

ス
ラ
ス
ト
 

1
.9
8
1×

10
3  

4
.1
9
7×

10
3  

す
べ
て
許
容
面
圧
以
下
で
あ
る
。
 

 

2
.2
.
3.
2
.2
.
3 

摺
動
部
（
主
ね
じ
）
の
評
価
  

 
 
  
 
 
 
 
 
（
単
位
：
mm
）
 

評
価
部
位
 

た
わ
み
量
 

ス
リ
ー
ブ
間
隙
間
 

摺
動
部
（
主
ね
じ
）
 

0
.0
2
3 

0
.0
2
5 

す
べ
て
ス
リ
ー
ブ
間
隙
間
以
下
で
あ
る
。
 

 

2
.2
.
3.
2
.2
.
4 

メ
カ
ニ
カ
ル
シ
ー
ル
の
評
価
 
 
 
 
 
 
 
  

 
（
単
位
：
mm
）
 

評
価
部
位
 

た
わ
み
量
 

変
位
可
能
量
 

メ
カ
ニ
カ
ル
シ
ー
ル
 

0
.0
1
4 

3 

す
べ
て
変
位
可
能
量
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 Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇熱交換器の耐震性についての計算書 

添付資料－5：個別に地震応答解析の説明が必要な設備の耐震計算書

（Ａパターンの耐震計算書記載例） 
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必要な場合，記載する。

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，○○○○熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

説明するものである。 

○○○○熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。

以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○熱交換器の構造計画を表2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕
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2.2 評価方針 

○○○○熱交換器の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制

限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示

す○○○○熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.4 解

析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び荷重に基づく応力等が許

容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

○○○○熱交換器の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ○○○○熱交換器の耐震評価フロー 

 

 

下記内容は案として記載したものであり，本項目については各計算書
に合った記載内容並びにフロー図にする。 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成

固有値解析 

地   震   応   答   解   析 

地震時における応力 

容器の構造強度評価 

設計用地震力 

ポンプ，ブロワ及びファン等で振動等を考慮する必要がある設備に対しては，フ

ロー図に「機械的荷重」を記載する。 

なお，記載する場所は，「計算書作成の基本方針」を参照する。 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））   

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトの応力計算を基礎ボルトの有効断面積で行う場合は,以下の注記とする。 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）及び（設計・建設規格（2012 年版）ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2012）（日本機械学会 2007 年 9月及び 2012 年 12月）（以下「設計 

・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2 

Ａｂｅ 基礎ボルトの有効断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2 

Ａｓ２ 円周方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2
 

ａ ラグの半径方向端面から胴板の厚さの中心までの距離 mm 

ｂ ラグの半径方向端面から基礎ボルト中心までの距離 mm 

Ｃ１ ラグの胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

Ｃ２ ラグの胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ｃ 基礎端面から基礎ボルト中心までの距離 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルト中心間の距離 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｂ 基礎ボルトの縦弾性係数 MPa 

ｅ ラグ底板幅の2分の1 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定

める値 

MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

Ｆ１ 振動モデル系の上部重心における水平力 N 

Ｆ２ 振動モデル系の下部重心における水平力 N 

Ｆ０１ 運転時質量により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1Ｄ 鉛直下向き地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1Ｕ 鉛直上向き地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1V 鉛直方向地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０２ 運転時質量により基礎端面に作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ１１ 水平力Ｆ１及びＦ２により第1ラグの基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ１２ 水平力Ｆ１及びＦ２により第1ラグの半径方向端面に作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ２１ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ２２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの半径方向端面に作用する鉛直方向反力 N  

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｆ３１，Ｆ３２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第 2 ラグ及び第 4 ラグの基礎ボルトに作用する鉛

直方向反力（図 4－6 に示す鉛直方向反力） 
N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔ ラグの許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ１ ラグのアタッチメント中心より上部重心までの距離 mm 

Ｈ２ ラグのアタッチメント中心より下部重心までの距離 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
４
 

Ｋｃ 胴のラグ付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 
－ 

Ｋ  胴のラグ付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 
－ 

ｋｃ，ｋ  引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の補正

係数 
－ 

Ｌｂ ボルトの有効長さ mm 

Ｍ１，Ｍ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍ３ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部のねじりモーメント N･mm 

Ｍｂ 水平力Ｆ１及びＦ２による転倒モーメント（解析より得られる値） N･mm 

Ｍｃ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の周方向モーメント N･mm 

Ｍ  運転時質量による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍ Ｄ 鉛直下向き地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍ Ｕ 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍ Ｖ 鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍ１ ラグのアタッチメント中心より上部の運転時質量 kg 

ｍ２ ラグのアタッチメント中心より下部の運転時質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ ラグ1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

 

436



 

7 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｑ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の周方向荷重 

（解析より得られる値） 

N 

Ｒ 運転時質量によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

Ｒ１ 水平力Ｆ１及びＦ２によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＤ 鉛直下向き地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＵ 鉛直上向き地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＶ 鉛直方向地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ｒｍ 胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊2 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ） 

 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊2 

MPa  

Ｔ１ 固有周期（1次） s 

Ｔ２ 固有周期（2次） ｓ 

Ｔ3 固有周期（3次） ｓ 

ｔ 胴の厚さ mm 

Ｚｓｐ ラグのねじり断面係数 mm
3
 

Ｚｓ  ラグの半径方向軸に対する断面係数 mm
3 

Ｚｓｔ ラグの周方向軸に対する断面係数 mm
3 

β,β１,β２, 

βｃ,βｌ 

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

ε 拘束係数 

（ラグの回転を拘束する場合：1，ラグの回転を拘束しない場合：0） 

－ 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

θ 水平力Ｆ１ 及びＦ２による胴の中心軸の傾き角 rad 

θ０ 運転時質量による胴のラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ０Ｕ 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ１ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴の第1ラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴の第3ラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ３ 水平力Ｆ１及びＦ２による第2ラグ及び第4ラグの周方向ねじれ角 rad 

θｓ０ 運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角 rad 

θｓ０Ｕ 鉛直上向き地震力によるラグの基礎に対する傾き角 rad 

θｓ１ 水平力Ｆ１及びＦ２による第1ラグの基礎に対する傾き角 rad 

基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,Ｓｕ,Ｓｙ,Ｓｙ（ＲＴ）の記号の説明に注記符号「＊1,＊2」を付し，下記注記を

本表の末尾表外に記載する。 

注記＊1：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1章 表 7に定める値 

   ＊2：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1章 表 6に定める値 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

θｓ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの基礎に対する傾き角 rad 

π 円周率 － 

σ０ 胴の一次一般膜応力最大値 MPa 

σ０φ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｘ 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１１～σ１６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組合

せ一次応力 

MPa 

σ１７～σ１１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組合

せ一次応力 

MPa 

σ２１～σ２６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組合

せ一次＋二次応力の変動値 

MPa 

σ２７～σ２１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組合

せ一次＋二次応力の変動値 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１～σｂ3 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボルトに生じる

引張応力 

MPa 

σｂ４，σｂ５ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボルトに生じる

引張応力 
MPa 

σ１ｓ～σ３ｓ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合のラグの組

合せ応力 
MPa 

σ４ｓ，σ５ｓ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合のラグの組

合せ応力 
MPa 

σｓ ラグの組合せ応力の最大値 
MPa 

σｓ１ 運転時質量によるラグの曲げ応力 
MPa 

σｓ２～σｓ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）によるラグの曲げ応力 
MPa 

σｓ５，σｓ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）によるラグの曲げ応力 
MPa 

σｓ７ 鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 
MPa 

σｘｘ１～σｘｘ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の軸方

向一次応力の和 
MPa 

σｘｚ１～σｘｚ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の軸方

向一次応力の和 
MPa 

σφｘ１～σφｘ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の周方

向一次応力の和 
MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφｚ１～σφｚ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の周方

向一次応力の和 
MPa 

σ２ｘｘ１～σ２ｘｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の軸方

向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２ｘｚ１～σ２ｘｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の軸方

向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２φｘ１～σ２φｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の周方

向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２φｚ１～σ２φｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の周方

向一次応力＋二次応力 
MPa 

σφ１，σｘ１ 内圧による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ２ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による胴の軸方向応力 
MPa 

σφ３，σｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び軸方向

応力 
MPa 

σｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応力 
MPa 

σφ５，σｘ５ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

1ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 
MPa 

σ２φ５，σ２ｘ５ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

1ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 
MPa 

σφ６，σｘ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 
MPa 

σ２φ６，σ２ｘ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 
MPa 

σφ７，σｘ７ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の周方向モーメントによる第2

及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 
MPa 

σ２φ７，σ２ｘ７ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の周方向モーメントによる第2

及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 
MPa 

σφ８，σｘ８ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

1及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 
MPa 

σ２φ８，σ２ｘ８ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

1及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφ９，σｘ９ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

2及び第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 MPa 

σ２φ９，σ２ｘ９ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第

2及び第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 
MPa 

σφ１０,σｘ１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の周方向モーメントによるラグ

付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 
MPa 

σ２φ１０,σ２ｘ１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の周方向モーメントによるラグ

付け根部の周方向及び軸方向二次応力 MPa 

σｘ１１ 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 
MPa 

σφ１２Ｄ， 

σｘ１２Ｄ 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向の一次応力 MPa 

σφ１２Ｕ， 

σｘ１２Ｕ 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向の一次応力 MPa 

σφ１２，σｘ１２ 鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び軸

方向の一次応力 MPa 

σ２φ１２Ｄ， 

σ２ｘ１２Ｄ 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向の二次応力 MPa 

σ２φ１２Ｕ， 

σ２ｘ１２Ｕ 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向の二次応力 MPa 

σ２φ１２， 

σ２ｘ１２ 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び軸

方向の二次応力 
MPa 

τ３ 水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根に生じるねじりモーメン

トによるせん断応力 MPa 

τ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じるねじりモーメ

ントによるせん断応力 
MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ２ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせん

断応力 
MPa 

τｂ４，τｂ５ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボルトに生じる

せん断応力 
MPa 

τｃ１ 水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根部に生じる周方向せん断

応力 MPa 

τｃ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じる周方向せん断

応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

τ １  運転時質量により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応力 
MPa 

τ ２  水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断

応力 
MPa 

τ ５  水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断

応力 
MPa 

τ ６ Ｄ  鉛直下向き地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応力 
MPa 

τ ６ Ｕ  鉛直上向き地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応力 
MPa 

τ ６  鉛直方向地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応力 
MPa 

τｓ１ 運転時質量によるラグのせん断応力 
MPa 

τｓ２～τｓ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）によるラグのせん断応力 
MPa 

τｓ５，τｓ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）によるラグのせん断応力 
MPa 

τｓ７ 鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 
MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ

 

 

ボルトの有効断面積による評価の場合は,下記注記を追記する。なお,その際に上記注記符号は 

＊2 を＊3に,＊3 を＊4にする。 

 ＊2：ボルトの有効断面積は,Ｊ IＳ Ｂ １０８２ 表 1 に記載の値とする。 
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3. 評価部位 

○○○○熱交換器の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる胴板，ラグ，基礎ボルトについて実施する。○○○○熱交換器の

耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量はラグの中心を基準にして，上部側，下部側に分け，それぞれの全

質量が，それぞれの重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算

出において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4個のラグで支持され，ラグはそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(4) 水平方向は，胴をはりと考え，変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の鉛

直方向は剛とみなす。 

(5) 胴板とラグとの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

(6) ラグは，胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受けもたないものとする。

また，円周方向の荷重に対しては，基礎ボルト間の中心を軸とする回転方向に自由度を有

しているものとする。 

(7) 容器は耐震補強サポートによって，管板部を支持されるものとする。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表4－1に,重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

○○○○熱交換器の許容応力を表4－3～表4－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○熱交換器の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－5に,

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 
〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕

「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定している理由を記載する。 

複数の評価対象に対して，代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選

定の考え方（条件が厳しい，すべて評価のうえ代表として記載するなど）の概要

を計算書に記載する。 
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ば

疲
労
解

析
は

不
要
。
 

 

 
 

 
注

記
 

＊
1
：
座

屈
に
対

す
る
評

価
が

必
要

な
場

合
に

は
，
ク

ラ
ス

Ｍ
Ｃ

容
器

の
座

屈
に
対

す
る

評
価

式
に

よ
る

。
 

＊
2
：

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を

 

省
略

す
る

。
 

＊
3
：

2・
Ｓ
ｙ

を
超

え
る

と
き

は
弾
塑

性
解

析
若

し
く

は
設

計
・
建
設
規
格

P
V
B-
3
3
00
 
(
P
V
B
-3
3
13

を
除

く
。

Ｓ
ｍ
は

2
/
3・

Ｓ
ｙ

と
読
み
替
え
る

。
）
の
 

簡
易

弾
塑

性
解

析
を

用
い

る
。

＊
3
 

＊
3
 

・
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
を

示
す
。
 

・
Ｄ
Ｂ
単

独
の
場

合
は
，

許
容
応

力
（
ク

ラ
ス
２

，
３
容

器
）
 

 
・
Ｓ
Ａ

単
独
の

場
合
は

，
許
容

応
力
（

重
大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

容
器
）

と
す
る

。
 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
Ⅴ

Ａ
Ｓ
を

追
加
す

る
。
 

許
容

応
力

を
記

載
す

る
す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ

て
い

る
場

合
及

び
他

の
応

力
で

代
表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を
省

略
す

る
。

」
の

注
記

を
記
載

す
る

。
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表
4
－

4 
許
容

応
力

（
ク

ラ
ス

２
，
３

支
持
構
造

物
及

び
重

大
事
故

等
ク

ラ
ス

２
支

持
構

造
物
) 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
以

外
）
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

一
次

応
力
 

組
合

せ
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
･
f
t 

1
.
5
･
f
t 

1
.
5
･
f
s 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
･
f
t 

1
.
5
･
f
t 

1
.
5
･
f
s 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ

の
許
容

限
界
を

用
い

る
）
 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応

力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

＊
2
：

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を

 

省
略

す
る

。
 

 

・
Ｄ
Ｂ
＋

Ｓ
Ａ
の

場
合
を

示
す
。
 

・
Ｄ
Ｂ
単

独
の
場

合
は
，

許
容
応

力
（
ク

ラ
ス
２

，
３
支

持
構
造

物
）
 

 
・
Ｓ
Ａ

単
独
の

場
合
は

，
許
容

応
力
（

重
大
事

故
等
ク

ラ
ス
２

支
持
構

造
物
）

と
す
る

。
 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
Ⅴ

Ａ
Ｓ
を

追
加
す

る
。
 

＊
 

＊
 

＊
 

許
容

応
力

を
記

載
す

る
す

べ
て

の
表

に
「

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，

規
格

基
準

で
省

略
可

能
と

さ
れ

て
い

る
場

合
及

び
他

の
応

力
で

代
表

可
能

で

あ
る

場
合

は
評

価
を

省
略

す
る

。
」
の

注
記

を
記

載
す

る
。
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表
4
－
5
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
設

計
基

準
対

象
施

設
）

 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

(
℃

) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
M
P
a
) 

胴
板
 

S
G
V
4
8
0 

最
高

使
用

温
度
 

8
5
 

 
2
4
2 

4
4
1 

―
 

ラ
グ
 

S
M
4
0
0
A 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

1
9
9 

3
7
7 

―
 

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

7
3
0 

8
6
8 

―
 

 
 

 

表
4
－
6
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

(
℃

) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
M
P
a
) 

胴
板
 

S
G
V
4
8
0 

最
高

使
用

温
度
 

8
5
 

 
2
4
2 

4
4
1 

―
 

ラ
グ
 

S
M
4
0
0
A 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

1
9
9 

3
7
7 

―
 

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

周
囲

環
境

温
度
 

6
6
 

―
 

7
3
0 

8
6
8 

―
 

該
当
し
な

い
場
合

は
，
 

“
－
”
と

す
る
。
 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼
及

び
高
ニ
ッ

ケ
ル

合
金

に
 

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。

 

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼
及

び
高

ニ
ッ

ケ
ル
合
金

に
 

該
当

す
る

場
合

は
記

載
す

る
。
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4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－7及び表4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

Ｓ 
原子炉建屋

EL. 23.8＊1
0.029 0.024 ＣＨ＝1.12 ＣＶ＝0.83 ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度 

＊3:基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

－(Ｓｓ) 
原子炉建屋

EL. 23.8＊1 0.029 0.024 － － ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56

注記＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊3 ＊2 ＊2 ＊3

添付資料－9「工認計算書における設計用地震力に関するフォーマット」に基づ

き見直す。 

（本件の場合は，(5)DB／SA 兼用：剛な場合） 

ＳＡ単独の計算書の場合は記載不要

＊2 ＊2
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4.4 解析モデル及び諸元 

 ○○○○熱交換器の解析モデルを図4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を表4－9に示す。 

(1) 熱交換器本体をはり要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。 

(2) 熱交換器本体を2質点系振動モデルとして考える。 

(3) 計算機コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録17 

計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 解析モデル 

 

① ：胴部材 

② ：ばね部材 

③ ：耐震補強サポート 

④ ：剛部材 

Ｈ
２

Ｈ
１

①

④
②

第1ラグ

ｍ１

ｍ２

①
②

第2ラグ

第3ラグ

第4ラグ
②

②

④

④

④

③

③

①

③

③

(4) 拘束条件は，○○部を完全拘束とする。 

【(4) 拘束条件として，基礎部の○○方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として

評価する。】 

（記載例） 

拘束条件（基礎（据付）ボルト含む。）

を記載する。 

なお，基礎（据付）ボルト部をモデル化

していない場合は，「なお，基礎ボルト

部は剛体として評価する。」と追記す

る。 
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表4－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 〇〇〇 

質量 m kg 〇〇〇 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 〇〇 

縦弾性係数 Ε MPa 〇〇〇〇〇〇 

ポアソン比 ν － 〇.〇 

要素数 － 個 〇〇〇〇 

節点数 － 個 〇〇〇〇 

 

 
解析に使用する諸元を記載する。 

物性値（縦弾性係数等）はモデル化した材料が複数あれば 

それごとに記載する。 

（ボルトをモデル化しているなら，ボルトの物性値を記載する。） 
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4.5 固有周期 

計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により求めた固有値解析の結果を表4－10に示す。 

 

表4－10 固有周期（s） 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 Ｔ1＝0.029 

2次 水平 Ｔ2＝0.029 

3次 鉛直 Ｔ3＝0.024 

 

 
柔構造の場合は，振動モード図を記載する。
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 胴の計算方法 

(1) 内圧による応力 

2・ｔ

1.2・ｔ）＋（Ｄ ・Ｐ
＝

ｉｒ
φ１σ

                                  （4.6.1.1.1） 

＝0φ2σ                                                     （4.6.1.1.2） 

4・ｔ

1.2・ｔ） ＋（Ｄ ・Ｐ
＝

ｉｒ
ｘ１σ

                                 （4.6.1.1.3） 

(2) 運転時質量による応力 

運転時質量による「ｍo・g」及び「ｍo・g・Ｃｖ」は，図4－1に示す解析モデル

について計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用する。 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

・ｍ
σ

ｉ

０

２＝ｘ
g

                                 （4.6.1.1.4） 

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｇ・Ｃｍ
＝

ｉπ
σ

Ｖ０

11ｘ                                    （4.6.1.1.5） 

 

(3) 運転時質量による胴のラグ付け根部の応力 

 

 

ａ

ｃｂ

θｓ０

Ｆ０２

θ0

Ｒ
Ｍ

Ｆ０１

 

 

図4－2 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

g 

g 
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運転時質量ｍ０による鉛直方向の力の平衡条件より 

4・Ｒ－ｍ０・g＝0                                           （4.6.1.1.6） 

上式を変形して 

4

ｇ・ｍ
Ｒ＝

０
                                                 （4.6.1.1.7） 

また，ラグについて図4－2のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件

より 

Ｆ０２・(ａ－ｂ－ｃ)－Ｆ０１・(ａ－ｂ)－Ｍ ＝0                 （4.6.1.1.8） 

Ｆ０２－Ｆ０１－Ｒ＝0                                          （4.6.1.1.9） 

 （4.6.1.1.8）式へ（4.6.1.1.9）を代入して 

ｃ

ＭＲ・(ａ－ｂ－ｃ)－
＝Ｆ０１                                  （4.6.1.1.10） 

 運転時質量によるラグの局部傾き角は 

・Ｅ・βｒ

・ＫＭ
＝θ

 2  3 
０

ｍ
                                         （4.6.1.1.11） 

 

運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角は 

・ｃ・Ｅｎ・Ａ

・ＬＦ
＝θ

ｂｂｅ

ｂ
ｓ

０１
０                                   （4.6.1.1.12） 

 

ここで，ラグ付け根部の局部傾き角θ０とラグの傾き角θｓ０は等しいから 

θ０＝θＳ０                                                   （4.6.1.1.13） 

（4.6.1.1.13）式へ（4.6.1.1.11）式及び（4.6.1.1.12）式を代入して得られる

Ｆ０１の式と（4.6.1.1.10）式より，胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメントを次式

で求める。 

運転時質量による「ｍo・g」は，図4－1に示す解析モデルについて計算機コード

「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用する。 

 

ｂｍ

ｂｂｅ

Ｌ・Ｅ・β・ｒ

ｃ・Ｋ・Ｅ・Ａ・ｎ
1＋

ｃ－ｂ－ａ・Ｒ
＝Ｍ

 2  3 

2 

)(
                            （4.6.1.1.14） 

ここで，Ｋ は，引用文献(1)に基づく胴のラグ付け根部における長手方向曲げモ

ーメントに対する局部ばね定数であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパ

ラメータβは，以下のように定義する。 

ｒｍ＝(Ｄｉ＋ｔ)／2                                          （4.6.1.1.15） 

γ＝ｒｍ／ｔ                                                 （4.6.1.1.16） 

β１＝Ｃ１／ｒｍ                                              （4.6.1.1.17） 

β２＝Ｃ２／ｒｍ                                              （4.6.1.1.18） 
 3 2 

２１・ββ・β＝ｋ                                         （4.6.1.1.19） 

g 
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鉛直方向曲げモーメントＭ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

引用文献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは，以下のように定義

する。 

γ＝ｒｍ／ｔ                                                 （4.6.1.1.20） 

β１＝Ｃ１／ｒｍ                                              （4.6.1.1.21） 

β２＝Ｃ２／ｒｍ                                              （4.6.1.1.22） 

 3 2 
２・βββ＝ １                                              （4.6.1.1.23） 

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)

の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

１・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2 2
３

ｍ

＊

ｍ

φ
φσ              （4.6.1.1.24） 

２
 2 2

・Ｃ
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

) ・β／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ３σ              （4.6.1.1.25） 

反力Ｒによるせん断応力は 

・ｔ4・Ｃ

Ｒ
＝

２

１τ                                            （4.6.1.1.26） 

 

(4) 鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の応力 

鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の応力は，下記（a）項及び（b）項より得ら

れるσφ１２Ｄ，σφ１２Ｕ，σｘ１２Ｄ，σｘ１２Ｕ，σ２φ１２Ｄ，σ２φ１２Ｕ，σ２ｘ１２Ｄ，σ２ｘ１２Ｕ，  

τ ６Ｄ，τ ６Ｕを用いて下記のように求める。 

一次応力 

 σ，σaxｍ＝ ＵφＤφφσ 121212                                      （4.6.1.1.27） 

 σ，σaxｍ＝ ＵＤσ 121212 xxx                                      （4.6.1.1.28） 

 

二次応力 

 σ，σaxｍ＝ ＵφＤφφσ 122122122                                    （4.6.1.1.29） 

 σ，σaxｍ＝ ＵＤσ 122122122 xxx                                    （4.6.1.1.30） 

 

反力によるせん断応力 

 ，ττaxｍ＝ ＵＤτ 666                                        （4.6.1.1.31） 
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 (a) 鉛直下向き地震力による胴のラグ付け根部の応力 

  鉛直下向き地震荷重により生じる応力は4.6.1.1(3)で与えられた連立方程式におい

て，ｍ０・
gをｍ０・

g・ＣＶに置き換えて解くことにより求められる。 

運転時質量による「ｍ０・
g・Ｃｖ」は，図4－1図に示す解析モデルについて計算機コ

ード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用する。 

 

4

ｇ・Ｃ・ｍ
＝Ｒ Ｖ

Ｄ

０
                                            （4.6.1.1.32） 

 

ｂｍ

ｂｂｅ

Ｌ・Ｅ・β・ｒ

ｃ・Ｋ・Ｅ・Ａ・ｎ
1＋

ｃ－ｂ－ａ・Ｒ
＝Ｍ

 2  3 

2 

Ｄ
Ｄ

)(
                            （4.6.1.1.33） 

 

ｃ

・(ａ－ｂ－ｃ)－ＭＲ
＝Ｆ

ＤＤ
Ｄ０１                                 （4.6.1.1.34） 

鉛直方向地震力による鉛直方向曲げモーメント ＤＭ により生じる周方向応力及び 

軸方向応力はシェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβ によって引用文

献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

一次応力 

１・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2 2
ｍ

＊

ｍＤ

φ
１２Ｄφ

Ｄ
σ

                （4.6.1.1.35） 

 

２・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2 2
ｍ

＊

ｍＤ

x
１２Ｄx

Ｄ
σ

                （4.6.1.1.36） 

 

二次応力 

 
・ｔ・βｒ

・Ｍ６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

＊

ｍＤ

φ
２φ１２Ｄ

Ｄ
σ 2

                   （4.6.1.1.37） 

 

 
・ｔ・βｒ

・Ｍ６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

＊

ｍＤ

ｘ
２ｘ１２Ｄ

Ｄ
σ 2

                   （4.6.1.1.38） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβ は次式で表される。ただし，二次応力を求め

る場合は更にｋ を乗じた値とする。 

 

 3 
１

2
２・ββ＝β                                                （4.6.1.1.39） 

 

 

 

g 
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反力ＲＤによるせん断応力は次式で表される。 

・ｔ4・Ｃ

Ｒ
＝

２

Ｄ
６Ｄ１τ                                               （4.6.1.1.40） 

 

 (b) 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の応力 

 鉛直上向き地震力(ＣＶ－１)・ｍ０・
g による鉛直方向の力の平衡条件より 

 4・ＲＵ－（ＣＶ－１）・ｍ０・
g＝０                            （4.6.1.1.41） 

 

また，ラグについて図4－3のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より 

Ｆ０２Ｕ・ａ－Ｆ０１Ｕ・(ａ－ｂ)＋Ｍ Ｕ＝０                     （4.6.1.1.42） 

Ｆ０２Ｕ－Ｆ０１Ｕ＋ＲＵ＝０                                    （4.6.1.1.43） 

 

図4－3 鉛直上向き荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

ラグつけ根部の局部傾き角θ0Ｕは， 

 

・Ｅ・βｒ

・ＫＭ
＝θ

 2  3 
Ｕ０

ｍ

Ｕ
                                         （4.6.1.1.44） 

 

ラグの基礎に対する傾き角θＳ０Ｕは 

 

ｂ・・Ｅｎ・Ａ

・ＬＦ
＝θ

ｂｂｅ

ｂ
ｓ

Ｕ０１
Ｕ０                                     （4.6.1.1.45） 

 

ここで，ラグ付け根部の局部傾き角θ０Ｕとラグの基礎に対する傾き角θｓ０は

等しいから 

θ０Ｕ＝θＳ０Ｕ                                                   （4.6.1.1.46）
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以上の式を連立させて解くことによりＲＵ，Ｍ Ｕ，Ｆ０１Ｕは次式で求める。

鉛直方向上向きによる「（Ｃｖ－１）ｍo・g」は，図4－1図に示す解析モデル

について計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用する。 

 

4

ｇ・ｍ－１）（Ｃ
＝Ｒ

０Ｖ
Ｕ

                                      （4.6.1.1.47）

 

ｂｍ

ｂｂｅ

Ｌ・Ｅ・β・ｒ

・ｂＫ・Ｅ・Ａ・ｎ
1＋

ａ・Ｒ
＝Ｍ

 2  3 

2 

Ｕ
Ｕ                           （4.6.1.1.48）

 

ｂ

Ｍ＋・ａＲ－
＝Ｆ

ＵＵ
Ｕ０１                                       （4.6.1.1.49）

 

鉛直上向き地震力による鉛直方向曲げモーメント UＭ により生じる周方向応力及び

軸方向応力は，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβ によって引用文

献(2)の表より値を求める（以下，＊を付記する）ことによって，次式で求められる。 

一次応力 

１・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2 2
ｍ

＊

ｍＵ

φ
１２Ｕφ

Ｕ
σ             （4.6.1.1.50） 

 

２・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2 2
ｍ

＊

ｍＵ

x
１２Ｕx

Ｕ
σ               （4.6.1.1.51） 

 

二次応力 

 
・ｔ・βｒ

・Ｍ６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

＊

ｍＵ

φ
２φ１２Ｕ

Ｕ
σ 2                  （4.6.1.1.52） 

 

 
・ｔ・βｒ

・Ｍ６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

＊

ｍＵ

ｘ
２ｘ１２Ｕ

Ｕ
σ 2                  （4.6.1.1.53） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβ は次式で表される。ただし，二次応力を求

める場合は更にｋ を乗じた値とする。 

 3 
１

2
２・ββ＝β                                                （4.6.1.1.54） 

 

反力ＲＵによるせん断応力は次式で表される。 

・ｔ4・

Ｒ
＝τ

２Ｃ

Ｕ
６Ｕ１

                                            （4.6.1.1.55） 

g 
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 (5) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

 

2・Ｉ

＋2・ｔ)・(Ｄ・Ｈ・・ｍＣ
 ＝σ

ｉＨ １１

４ｘ
g

                 （4.6.1.1.56） 

水平方向地震量による「ＣＨ・ｍ１・g・Ｈ１」は，図4－1図に示す解析モデルについ

て計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩは次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ
8

π
＝Ｉ ｉ

3                                        （4.6.1.1.57） 

 

(6) 水平方向地震力（Ｚ方向）による胴のラグ付け根部に作用する荷重及びモーメント 

(a) 胴の中心軸の傾きにより作用する荷重及びモーメント 

ラグ，基礎ボルト及び胴について荷重，モーメント及び変位量の釣合い条件の方

程式を作る。 

胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

水平力の釣合いより 

Ｆ０＝Ｆ１＋Ｆ２＝2・Ｑ                                           （4.6.1.1.58） 

 

転倒モーメントの釣合より 

Ｍｂ－Ｍ１－Ｍ２－2・Ｍ３－2・Ｒ１・ｒｍ＝0                          （4.6.1.1.59） 

 

ここで，ｒｍは次式による。 

ｒｍ＝(Ｄｉ＋ｔ)／2                                             （4.6.1.1.60） 

 

転倒モーメントによる第1ラグ及び第3ラグの胴の付け根部の局部傾き角は 

 

・Ｅ・βｒ

・ＫＭ－
＝θ

 2  3
ｍ

１
１                                              （4.6.1.1.61） 

 

・Ｅ・βｒ

・ＫＭ－
＝θ

 2  3
ｍ

２
２                                              （4.6.1.1.62） 

 

 

 

 

 

 

 

g 
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Ｆ１２ Ｆ１１

Ｒ１

Ｍ１

θｓ１

ｂ ｃ

ａ

ｂｃ

ａ

θｓ２

Ｍ２

Ｒ１

Ｆ２２ Ｆ２１

 

      図4－4 第1ラグに作用する       図4－5 第3ラグに作用する 

          モーメントと力             モーメントと力 

 

ｄＦ３１ Ｆ３２ (Ｆ３１+Ｆ３２)

2･ｅ

Ｍ３

θ

 

   図4－6 第2ラグ及び第4ラグに作用するモーメントと力 

 

第1ラグについて図4－4のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

Ｆ１２・(ａ－ｂ－ｃ)－Ｆ１１・(ａ－ｂ)＋Ｍ１＝0                      （4.6.1.1.63） 

 

鉛直力の釣合より 

Ｆ１２－Ｆ１１＋Ｒ１＝0                                             （4.6.1.1.64） 

 

第3ラグについて図4－5のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

Ｆ２１・(ａ－ｂ)－Ｆ２２・ａ＋Ｍ２＝0                                 （4.6.1.1.65） 

 

鉛直力の釣合より 

Ｆ２２－Ｆ２１－Ｒ１＝0                                             （4.6.1.1.66） 
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第2ラグ及び第4ラグについて図4－6のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

0＝Ｍ＋ｅ・Ｆ＋Ｆ
2

ｄ
・Ｆ＋

2

ｄ
・－Ｆ ３３２３１３２３１ )(                     （4.6.1.1.67） 

基礎ボルトの伸びと力の関係より 

2

ｄ
ｅ

Ｆ
＝

2

ｄ
-ｅ

Ｆ ３２３１
                                                   （4.6.1.1.68） 

 

ラグの基礎に対する傾き角は，基礎ボルトの伸びと力の平衡条件により求めら

れる。 

第1ラグについて 

・ｃＥ・Ａ・ｎ

Ｌ・Ｆ
＝θ

ｂｂｅ

ｂ１１
１ｓ                                       （4.6.1.1.69） 

第3ラグについて 

・ｂＥ・Ａ・ｎ

Ｌ・Ｆ
＝θ

ｂ

ｂ
ｓ

ｂｅ

２１
２                                        （4.6.1.1.70） 

第2ラグ及び第4ラグについて 

2

ｄ
＋ｅ・Ｅ・Ａ

Ｌ・Ｆ
＝θ

ｂｂｅ

ｂ２３
                                        （4.6.1.1.71） 

 

θｓ２θ

θｓ１

θ１ θ θ２

 

図4－7 転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角 
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胴中心軸の傾き角θ，ラグ付け根部の局部傾き角θ１及びθ２並びにラグの基礎に対

する傾き角θｓ１及びθｓ２の間には次の関係が成立する。 

θｓ１－θ１＋θ＝0                                              （4.6.1.1.72） 

θｓ２－θ２＋θ＝0                                              （4.6.1.1.73） 

(ａ－ｂ－ｃ)･θｓ１－2･ｒｍ･θ＋ａ・θｓ２＝0                   （4.6.1.1.74） 

 

したがって，水平方向地震が作用した場合の転倒モーメントＭｂは，図4－1に示す

解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用して，

15変数Ｍ１，Ｍ2，Ｍ3，Ｒ１，θ１，θ２，Ｆ１１，Ｆ１２，Ｆ２１，Ｆ２２，Ｆ３１，Ｆ３２， 

θＳ１，θＳ２，及びθを（4.6.1.1.59）式及び（4.6.1.1.61）式～（4.6.1.1.74）式

を連立させて求める。 

なお，上記連立方程式で算出したＦ１２が負の場合は，（4.6.1.1.63）式の左辺第1項

の(ａ－ｂ－ｃ)を(ａ－ｂ)に，Ｆ２２が負の場合は，（4.6.1.1.65）式の左辺第2項

のａを(ａ－ｂ)に置き換えて再計算する。 

 

(b) 胴の水平方向移動により作用する荷重及びモーメント 

（4.6.1.1.58）式におけるＱは，図4－1に示す解析モデルについて計算機コード

「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して得られる値を使用して，Ｍｃを次式にて求める。 

第2ラグ及び第4ラグの曲げモーメントの釣合いにより 

Ｍｃ＝Ｑ・(ａ－ｂ)                                              （4.6.1.1.75） 

 

(7) 水平方向地震力（Ｚ方向）による胴のラグ付け根部の応力 

(6)で求められた鉛直方向モーメントＭ１及びＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸

方向応力は（4.6.1.1.24）式のσφ３及び（4.6.1.1.25）式のσｘ３と同様にして 

一次応力 

１
 2 2

５ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

φ
φ

１

１

σ                （4.6.1.1.76） 

２
 2 2

５ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ
ｘ

１

１

ｘ
σ               （4.6.1.1.77） 

 

二次応力 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 

ｍ

１
＊

ｍ１

φ
＝２φ５σ 2                   （4.6.1.1.78） 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

１
＊

ｍ１

ｘ
２ｘ５σ 2                   （4.6.1.1.79） 
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一次応力 

１
 2 2

６ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

ｍ

＊

ｍ

φ
φ

２

２

           （4.6.1.1.80） 

２
 2 2

６ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

ｍ

＊

ｍ

ｘ
２

２

ｘ
           （4.6.1.1.81) 

 

二次応力 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

２
＊

ｍ２

φ
２φ６σ 2                   （4.6.1.1.82） 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｍ

２
＊

ｍ２

ｘ
２ｘ６σ 2                   （4.6.1.1.83） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβ は次式で表される。ただし，二次応力を求

める場合は更にｋ を乗じた値とする。 

 3 2
２１・ββ＝β                                             （4.6.1.1.84） 

 

(5)で求められた周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方

向応力は 

一次応力 

１ｃ
ｃ

・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｃｍ

＊

ｍｃ

φ
φ

 2 2
７σ               （4.6.1.1.85） 

２ｃ
ｃ

ｘ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｃｃｍ

ｃ
＊

ｍ
ｘ

 2 2
７σ              （4.6.1.1.86） 

 

二次応力 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｃ

ｃ

ｃ ｍ

＊

ｍ

φ
２φ７σ 2                    （4.6.1.1.87） 

 
・ｔ・βｒ

Ｍ・６
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝

ｃ

ｃ

ｃ ｍ

＊

ｍ

ｘ
２ｘ７σ 2                    （4.6.1.1.88） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβｃは次式で表される。ただし，二次応力を求

める場合は更にｋｃを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・ββ＝βｃ                                                （4.6.1.1.89） 
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(5)で求められた周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝

１

１ｃτ                                              （4.6.1.1.90） 

(5)で求められた鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力 

・ｔ4・Ｃ

Ｒ
＝

2

２

１

τ                                                 （4.6.1.1.91） 

(5)で求められたねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

・ｔ・Ｃ2・

Ｍ
＝

 2 
１

３

３

π
τ                                           （4.6.1.1.92） 

 

(8) 水平方向地震力（Ｘ方向）による胴のラグ付け根部の応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸応力は 

σφ８＝σφ５／ ２，σｘ８＝σｘ５／ ２， 

σ２φ８＝σ２φ５／ ２，σ２ｘ８＝σ２ｘ５／ ２ 

 

鉛直方向曲げモーメントＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸応力は 

σφ９＝σφ６／ ２，σｘ９＝σｘ６／ ２， 

σ２φ９＝σ２φ６／ ２，σ２ｘ９＝σ２ｘ６／ ２ 

 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸応力は 

σφ１０＝σφ７／ ２，σｘ１０＝σｘ７／ ２， 

σ２φ１０＝σ２φ７／ ２，σ２ｘ１０＝σ２ｘ７／ ２ 

 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

τｃ４＝τｃ１／ ２ 

 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

τ ５＝τ ２／ ２ 

 

ねじりモーメントＭ３による胴のせん断応力は 

τ６＝τ３／ ２ 
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 2・Ｃ１

2・Ｃ２

第 1 評価点

第 2 評価点

ラグ

(9) 組合せ応力 

(1)～(8)によって算出される胴のラグ付け根部に生じる応力は以下により組

合される。 

a. 一次一般膜応力 

０ｘ０φ０ ，σσax＝ｍσ                                            （4.6.1.1.93） 

２φ１φ０φ ＋σ＝σσ                                                 （4.6.1.1.94） 

２
ｘ４

２
ｘ１１ｘ２ｘ１０ｘ ＋σσ＋＋σ＝σσ                                （4.6.1.1.95） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図4－8  胴の評価点 

 

b. 一次応力 

σ１＝Max(σ１１,σ１２,σ１３,σ１４,σ１５,σ１６,σ１７,σ１８,σ１９,σ１１０)   

                                                      （4.6.1.1.96） 

 

a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力 

(a) 第1ラグの付け根部 

第1評価点については 

２

φ１２φ２

２

φ５φ３φ１φｚ１ ＋σσ＋σ＋＋σ＝σσ                         （4.6.1.1.97）

２

ｘ１２ｘ１１

２

ｘ５ｘ４ｘ３ｘ２ｘ１ｘｚ１ ＋σσ＋＋σσ＋＋σ＋σ＝σσ
         (4.6.1.1.98) 

 

２
ｘｚ１φｚ１ｘｚ１φｚ１１１ －σσ＋＋σσ・

2

1
＝σ                         （4.6.1.1.99）

 

第2評価点については 

σφｚ２＝σφ１＋σφ２                                         （4.6.1.1.100）

２

ｘ１１

２

ｘ４ｘ２ｘ１ｘｚ２ ＋σσ＋＋σ＝σσ                              （4.6.1.1.101）
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} ＋＋4・ ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝

２
ｘｚφｚｘｚφｚ

２
２

２
２１

 2 
２２２ τττσσσσσ ２１２  

                                                 （4.6.1.1.102） 

 

(b) 第2ラグ及び第4ラグの付け根部 

第1評価点については 

σφｚ３＝σφ１＋σφ３＋σφ２＋σφ１２                         （4.6.1.1.103） 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ１１＋σｘ１２               （4.6.1.1.104） 

 

} )＋4・( ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2 

３１
 2 

３３３３ ττσσσσσ ｃｘｚφｚｘｚφｚ１３  

                                                （4.6.1.1.105）

第2評価点については 

２
φ２

２
φ７φ１φｚ４ ＋σσ＋＝σσ                                   （4.6.1.1.106）

２
ｘ１１

２
ｘ７ｘ２ｘ１ｘｚ４ ＋σσ＋＋σ＝σσ                            （4.6.1.1.107）

} )＋＋4・( ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2 ２

６
２

３１
 2 

４４４ τττσσσσσ ４１４ ｘｚφｚｘｚφｚ  

                                                （4.6.1.1.108）

(c) 第3ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
φ１２φ２

２
φ６φ３φ１φｚ５ ＋σσ＋σ＋＋σ＝σσ                       （4.6.1.1.109） 

２
ｘ１２ｘ１１

２
ｘ６ｘ４ｘ３ｘ２ｘ１ｘｚ５ ＋σσ＋＋σσ＋＋σ＋σ＝σσ          （4.6.1.1.110） 

} )－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2 

５５５５１５ ｘｚφｚｘｚφｚ σσσσσ               （4.6.1.1.111） 

 

第2評価点については 

σφｚ６＝σφ１＋σφ２                                      （4.6.1.1.112）

２
ｘ１１

２
ｘ４ｘ２ｘ１ｘｚ６ ＋σσ＋＋σ＝σσ                            （4.6.1.1.113）

} )＋＋4・( ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2 ２

６
２

２１
 2 

６６６６１６ τττσσσσσ ｘｚφｚｘｚφｚ  

                                                       （4.6.1.1.114）

 

b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応力 

(a) 第1ラグ及び第4ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
φ１２φ２

２
φ８φ３φ１φｘ１ ＋σσ＋σ＋＋σ＝σσ                       （4.6.1.1.115）

２
ｘ１２ｘ１１

２
ｘ８ｘ４ｘ３ｘ２ｘ１ｘｘ１ ＋σσ＋＋σσ＋＋σ＋σ＝σσ         （4.6.1.1.116）
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} )＋4・( ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2 

４
 2 

１１１ ６１１７ ττσσσσσ ｃｘｘφｘｘｘφｘ  

                                                （4.6.1.1.117）

 

第2評価点については 

２
φ２

２
φ１０φ１φｘ２ ＋σσ＋＝σσ                                 （4.6.1.1.118）

２
ｘ１１

２
ｘ１０ｘ４ｘ２ｘ１ｘｘ２ ＋σ＋σσ＋＋σ＝σσ                   （4.6.1.1.119）

 

} ＋τ＋ττ＋τ4・ ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝

２
２

６
２

６５１２ｘｘ２φｘ２ｘｘ２φｘ
 2 σσσσσ ８１

                                                （4.6.1.1.120）

 

(b) 第2ラグ及び第3ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
φ１２φ２

２
φ９φ３φ１φｘ３ ＋σσ＋σ＋＋σ＝σσ                        （4.6.1.1.121） 

２
ｘ１２ｘ１１

２
ｘ９ｘ４ｘ３ｘ２ｘ１ｘｘ３ ＋σσ＋＋σσ＋＋σ＋σ＝σσ          （4.6.1.1.122） 

} )＋4・( ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝ 2  2 

３３３ ６４３１９ ττσσσσσ ｃｘｘφｘｘｘφｘ  

                                                  （4.6.1.1.123） 

第2評価点については 

２
φ２

２
φ１０φ１φｘ４ ＋σσ＋＝σσ                                 （4.6.1.1.124）

２
ｘ１１

２
ｘ１０ｘ４ｘ２ｘ１ｘｘ４ ＋σ＋σσ＋＋σ＝σσ                   （4.6.1.1.125）

＋τ＋ττ＋τ4・ ＋)－( ＋＋ ・{ 
2

1
＝

２
２

６
２

６５１４ｘｘ４φｘ４ｘｘ４φｘ
 2 σσσσσ １０１

                                               （4.6.1.1.126）

 

c. 胴の一次＋二次応力の変動値 

σ２＝Max(σ２１,σ２２,σ２３,σ２４,σ２５,σ２６,σ２７,σ２８,σ２９,σ２１０) 

                                                  （4.6.1.1.127）

 

a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる 

一次＋二次応力の変動値 

(a) 第1ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
２φ１２φ１２φ２

２
２φ５φ５２φｚ１ ＋σ＋σσ＋＋σσ＝σ                     （4.6.1.1.128） 

２
２ｘ１２ｘ１２ｘ１１

２
２ｘ５ｘ５ｘ４２ｘｚ１ ＋σ＋σσ＋＋σ＋σσ＝σ

             （4.6.1.1.129）
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２
２ｘｚ１２φｚ１２ｘｚ１２φｚ１２１ －σσ＋＋σ＝σσ                         （4.6.1.1.130） 

 

第2評価点について 

σ２φｚ２＝σφ２                                                （4.6.1.1.131） 

２

ｘ１１

２

ｘ４２ｘｚ２ ＋σσ＝σ                                          （4.6.1.1.132） 

２２
ｘｚφｚｘｚφｚ ２６２２２２２２２ ττσσσσσ ＋・４ ＋)－( ＋＋ ＝ ２２２          

                                    （4.6.1.1.133） 

 

(b) 第2ラグ及び第4ラグの付け根部 

第1評価点については 

σ２φｚ３＝σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２                              （4.6.1.1.134） 

σ２ｘｚ３＝σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２                            （4.6.1.1.135） 

２
３ｃ１

２
２ｘｚ３２φｚ３２ｘｚ３２φｚ３２３ ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ             

                                    （4.6.1.1.136） 

 

第2評価点については 

２
φ２

２
２φ７φ７２φｚ４ ＋σ＋σσ＝σ                              （4.6.1.1.137）

２

ｘ１１

２

２ｘ７ｘ７２ｘｚ４ ＋σ＋σσ＝σ                            （4.6.1.1.138）

２
３６

２
２ｘｚ４２φｚ４２ｘｚ４２φｚ４２４ ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                                （4.6.1.1.139）

(c) 第3ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
２φ１２φ１２φ２

２
２φ６φ６２φｚ５ ＋σ＋σσ＋＋σσ＝σ                 （4.6.1.1.140） 

２
２ｘ１２ｘ１２ｘ１１

２
２ｘ６６ｘ４２ｘｚ５ ＋σ＋σσ＋＋σ＋σσ＝σ            （4.6.1.1.141） 

２
２ｘｚ５２φｚ５２ｘｚ５２φｚ５２５ －σσ＋＋σ＝σσ                     （4.6.1.1.142） 

 

第2評価点については 

φ２２φｚ６＝σσ                                                （4.6.1.1.143）

２
ｘ１１

２
ｘ４２ｘｚ６ ＋σσ＝σ                                      （4.6.1.1.144）

２
２６

２
２ｘｚ６２φｚ６２ｘｚ６２φｚ６２６ ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                                       （4.6.1.1.145）
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b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみによる 

一次＋二次応力の変動値 

(a) 第1ラグ及び第4ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
２φ１２φ１２φ２

２
２φ８φ８２φｘ１ ＋σ＋σσ＋＋σσ＝σ                （4.6.1.1.146）

２
２ｘ１２ｘ１２ｘ１１

２
２ｘ８ｘ８ｘ４２ｘｘ１ ＋σ＋σσ＋＋σ＋σσ＝σ         （4.6.1.1.147）

２
６ｃ４

２
２ｘｘ１２φｘ１２ｘｘ１２φｘ１２７ ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                                （4.6.1.1.148）

 

第2評価点については 

２
φ２

２
２φ１０φ１０２φｘ２ ＋σ＋σσ＝σ                            （4.6.1.1.149）

２
ｘ１１

２
２ｘ１０ｘ１０ｘ４２ｘｘ２ ＋σ＋σ＋σσ＝σ                     （4.6.1.1.150）

２
６５６

２
２ｘｘ２２φｘ２２ｘｘ２２φｘ２２８ ＋τ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                                  （4.6.1.1.151） 

 

(b) 第2ラグ及び第3ラグの付け根部 

第1評価点については 

２
２φ１２φ１２φ２

２
２φ９φ９２φｘ３ ＋σ＋σσ＋＋σσ＝σ                 （4.6.1.1.152） 

２

２ｘ１２ｘ１２ｘ１１

２

２ｘ９ｘ９ｘ４２ｘｘ３ ＋σ＋σσ＋＋σ＋σσ＝σ        （4.6.1.1.153） 

２
６ｃ４

２
２ｘｘ３２φｘ３２ｘｘ３２φｘ３２９ ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                                  （4.6.1.1.154） 

 

第2評価点については 

２
φ２

２
２φ１０φ１０２φｘ４ ＋σ＋σσ＝σ                            （4.6.1.1.155）

２
ｘ１１

２
２ｘ１０ｘ１０ｘ４２ｘｘ４ ＋σ＋σ＋σσ＝σ                     （4.6.1.1.156）

２

６５６

２

２ｘｘ４２φｘ４２ｘｘ４２φｘ４２１０ ＋τ＋ττ＋４－σσ＋＋σ＝σσ  

                                               （4.6.1.1.157）
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4.6.1.2 ラグの計算方法 

(1) 運転時質量による応力 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

Ｍ
＝１σ                                                 （4.6.1.2.1） 

１

１

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝τ                                                 （4.6.1.2.2） 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

ｓｔ

Ｖ
７ｓ

Ｚ

Ｍ
＝σ                                                （4.6.1.2.3） 

１ｓ

Ｖ
７ｓ

Ａ

Ｒ
＝τ                                                （4.6.1.2.4） 

 

ここで， ＶＭ ，
ＶＲ は4.6.1.1(4)で得られたＭ Ｄ，Ｍ Ｕ，ＲＤ，ＲＵを用い

て下式より求める。 

）Ｍ ，Ｍax（＝ｍＭ ＵＤＶ                                （4.6.1.2.5） 

）Ｒ ，Ｒax（＝ｍＲ ＵＤＶ
                                  （4.6.1.2.6） 

 

(3) 水平方向地震力（Ｚ方向）による応力 

第1ラグについて 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

Ｍ
＝

１

２σ                                                （4.6.1.2.7） 

１

１

２

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝τ                                                （4.6.1.2.8） 

 

第2ラグ及び第4ラグについて 

ｓ

ｃ
ｓ

Ｚ

Ｍ
＝３σ                                               （4.6.1.2.9） 

２

３

３

ｓｓｐ
ｓ

Ａ

Ｑ
＋

Ｚ

Ｍ
＝τ                                          （4.6.1.2.10） 

 

第3ラグについて 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

Ｍ
＝

２

４σ                                                （4.6.1.2.11） 

１ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

１

４τ                                                 （4.6.1.2.12） 
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(4) 水平方向地震力（Ｘ方向）による応力 

第1ラグ及び第4ラグについて 

ｓ

ｃ

ｓｔ
ｓ

・Ｚ 2

Ｍ
＋

・Ｚ 2

Ｍ
＝

１

５σ                               （4.6.1.2.13） 

２

３

１

１

５

ｓｓｐｓ

ｓ

・Ａ 2

Ｑ
＋

・Ｚ 2

Ｍ
＋

・Ａ 2

Ｒ
＝τ                      （4.6.1.2.14） 

 

第2ラグ及び第3ラグについて 

ｓ

ｃ

ｓｔ

ｓ

・Ｚ 2

Ｍ
＋

・Ｚ 2

Ｍ
＝

２

６σ                                 （4.6.1.2.15） 

５６ ｓｓ ττ ＝                                                  （4.6.1.2.16） 

 

(5) 組合せ応力 

ラグの最大応力は次式で求める。 

)( ｓｓｓｓｓ ５４３２１ σσσσσσ ，，，，ax＝ｍｓ                 （4.6.1.2.17） 

 

a. 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

第1ラグについて 

２
２

ｓ７
２

ｓ２ｓ１

２
２

ｓ７
２

ｓ２ｓ１１ｓ ＋ττ＋τ＋３＋σσσ ＝σ         （4.6.1.2.18） 

 

第2ラグ及び第4ラグについて 

２
２

ｓ７
２

ｓ３ｓ１

２
２

ｓ７
２

ｓ３ｓ１２ｓ ＋ττ＋τ＋３＋σσσ ＝σ         （4.6.1.2.19） 

 

第3ラグについて 

２
２

ｓ７
２

ｓ４ｓ１

２
２

ｓ７
２

ｓ４ｓ１３ｓ ＋ττ＋τ＋３＋σσσ ＝σ         （4.6.1.2.20） 

 

b. 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

第1及び第4ラグについて 

２
２

ｓ７
２

ｓ５ｓ１

２
２

ｓ７
２

ｓ５ｓ１４ｓ ＋ττ＋τ＋３＋σσσ ＝σ         （4.6.1.2.21） 

 

第2ラグ及び第3ラグについて 

２
２

ｓ７
２

ｓ６ｓ１

２
２

ｓ７
２

ｓ６ｓ１５ｓ ＋ττ＋τ＋３＋σσσ ＝σ         （4.6.1.2.22） 
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4.6.1.3 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトにかかる応力の大きい方について計算する。 

ただし，Ｆ１２が負の場合は，（4.6.1.3.1）式及び（4.6.1.3.5）式の｜Ｆ１２｜を

｜Ｆ１１｜＋｜Ｆ１２｜に置き換える。 

Ｆ２２が負の場合は，(4.6.1.3.4）式及び（4.6.1.3.7）式の｜Ｆ２１｜を｜Ｆ２１｜

＋｜Ｆ２２｜に置き換える。 

 (1) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

第1ラグについて 

ｂ

２
０１Ｖ

２
１１０１

ｂ１
ｎ・Ａ

＋ＦＦＦ
＝σ                                （4.6.1.3.1） 

 

第2ラグ及び第4ラグについて 

ｂ

０１

２

ｂ

０１Ｖ

２

ｂ

３２３１
ｂ２

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａ

Ｆ，Ｆaxｍ
＝σ                （4.6.1.3.2） 

 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

）（1－ ・Ｑ
＝

ε
τ ２                                       （4.6.1.3.3） 

 

第3ラグについて 

ｂ

２
０１Ｖ

２
２１０１

ｂ１
ｎ・Ａ

＋ＦＦＦ
＝σ                                  （4.6.1.3.4） 

 

(2) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

第1ラグ及び第4ラグについて 

 

ｂ

０１

２

ｂ

０１Ｖ

２

ｂ

３２３１

ｂ

１１
ｂ４

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａ２

Ｆ，Ｆaxｍ
＋

Ａｎ２

Ｆ
＝σ  

                                                     （4.6.1.3.5） 

ｂ・ｎ・Ａ 2

・（1－ε）Ｑ
＝４ｂτ                                        （4.6.1.3.6） 

 

第2ラグ及び第3ラグについて 

ｂ

０１

２

ｂ

０１Ｖ

２

ｂ

３２３１

ｂ

２１
ｂ５

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａｎ

Ｆ
＋

Ａ２

Ｆ，Ｆaxｍ
＋

Ａｎ２

Ｆ
＝σ  

                                                         （4.6.1.3.7） 

ｂ・ｎ・Ａ 2

・（1－ε）Ｑ
＝５ｂτ                                         （4.6.1.3.8） 

  

471



 

42 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
〇
-
〇

-〇
 
R0
 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)により求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及

びτbとする。 

 a. 基礎ボルトの最大引張応力 

)( ５４ ｂσσσσσσ ，，，， ax＝ｍ ｂｂｂｂｂ ３２１                 （4.6.1.3.9） 

 b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

)( ５４ ｂｂ ττττ ，， ax＝ｍ ２ｂｂ                                  （4.6.1.3.10） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，ラグ及び基礎ボルト）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の

【○○○○熱交換器の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの

0.6倍のいずれか小さい方の値。ただ

し，オーステナイト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金にあっては許容

引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場合

はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 

 

 

4.8.2 ラグの応力評価 

4.6.1.2項で求めたラグの組合せ応力が許容応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
1.5・

1.5

Ｆ

 
1.5・

1.5

Ｆ

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

＊

荷重等の算出を解析プログラムを用いている場合は，このままの表記とする。 

また，計算条件は計算結果の機器要目に記載があるため本表現とする。 
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4.8.3 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下

であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                      (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ

 
・1.5
2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

 

 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5

1.5

Ｆ

 
・1.5

1.5

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

＊
 

＊
 

 

 

＊
 

＊
 

基礎ボルトの有効断面積による評価の場合の許容応力は，以下とする。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇水素濃度の耐震性についての計算書 
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添付資料－6－1：個別に地震応答解析の説明が必要な設備の耐震計算書

（Ｃ－１パターン「解析」の耐震計算書記載例） 
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 1 

1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，○○○○水素濃度が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを説明するものである。 

○○○○水素濃度は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○水素濃度の構造計画を表 2－1に示す。 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類さ

れる。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 
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 3 

2.2 評価方針 

○○○○水素濃度の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す○○

○○水素濃度の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で

算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。また，○○○○水素濃度の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震

時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方

法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

○○○○水素濃度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ○○○○水素濃度の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

地震応答解析 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 

下記内容は案として記載したものであり，本項目については各計算書
に合った記載内容並びにフロー図にする。 
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ポンプ，ブロワ及びファン等で振動等を考慮する必要がある設備に対しては，フ

ロー図に「機械的荷重」を記載する。 

なお，記載する場所は，「計算書作成の基本方針」を参照する。 
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 4 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 
(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 

    

 

 

 

 
基礎ボルトの応力計算を基礎ボルトの有効断面積で行う場合は,以下の注記とする。 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）及び（設計・建設規格（2012 年版）ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2012）（日本機械学会 2007 年 9 月及び 2012 年 12 月）（以下「設計 

・建設規格」という。） 
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 5 

2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

 1 

 2 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｗ 

π 

σｂ 

τ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

ボルト間距離（水平方向） 

ボルト間距離（鉛直方向） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊2 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊3 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊3 

計器及び防滴カバーの荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm２ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

N 

－ 

MPa 

MPa 

 

 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

＊
 

基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は，「基礎ボルトの有効断面積＊1」とし，以下の注記を追記する。 

＊1：日本工業規格ＪＩＳ Ｂ １０８２(2009)「ねじの有効断面積及び座面の負荷面積」の表 1 一般用メートル

ねじの有効断面積による。（以下「ＪＩＳ Ｂ １０８２」という。） 

基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,Ｓｕ,Ｓｙ,Ｓｙ（ＲＴ）の記号の説明に注記符号「＊2,＊3」を付し,

下記注記を本表の末尾表外に記載する。 

＊2：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1 章 表 7 に

定める値 

＊3：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1 章 表 6 に

定める値 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

ボルトの有効断面積による評価の場合は，下記注記を追記する。なお，その際に上記注記符号

は＊2を＊3に，＊3 を＊4 にする。 

 

＊2：ボルトの有効断面積は，ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1 に記載の値とする。 
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3. 評価部位 

○○○○水素濃度の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる基礎ボルト部について実施する。○○○○水素濃度の耐震評価部位については，表 

2－1の概略構造図に示す。 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定している理由を記載する。 
複数の評価対象に対して，代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選定の

考え方（条件が厳しい，すべて評価のうえ代表として記載するなど）の概要を計算書

に記載する。 
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4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

  ○○○○水素濃度の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) ○○○○水素濃度は，4.2 解析モデル及び諸元に示す３次元はりモデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

○○○○水素濃度の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の

諸元を表 4－1に示す。 

(1) ○○○○水素濃度の計器及び防滴カバーの質量は，それぞれの重心に集中するものとする。 

(2) ○○○○水素濃度の計器及び防滴カバーの重心位置については，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定するものとする。 

(3) 計算機コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用いる

計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録 17 計算機プログラム（解

析コード）の概要 ・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 

(4) 拘束条件は，○○部を完全拘束とする。 

【(4) 拘束条件として，基礎部の○○方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として評価す

る。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル 

支持点（サポート基礎部） 

サポート鋼材
（角形鋼） 

計器及び防滴カバー荷重点 
W 

サポート固定金具 
（Ｌ字鋼） 

仮想鋼材 

仮想鋼材 

仮想鋼材 

サポート固定金具 
（Ｌ字鋼） 

（記載例） 

拘束条件（基礎（据付）ボルト含む。）を記載する。 

なお，基礎（据付）ボルト部をモデル化していない場合は，「なお，基礎ボルト部は剛体として評価する。」と追記する。 
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表4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 〇〇〇 

質量 m kg 〇〇〇 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 〇〇 

縦弾性係数 Ε MPa 〇〇〇〇〇〇 

ポアソン比 ν － 〇.〇 

要素数 － 個 〇〇〇〇 

節点数 － 個 〇〇〇〇 

 

 

 

 

解析に使用する諸元を記載する。 
物性値（縦弾性係数等）はモデル化した材料が複数あれば 
それごとに記載する。 
（ボルトをモデル化しているなら，ボルトの物性値を記載する。）
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－2に示す。 

表 4－2 固有値解析結果(s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 ― 0.023 

2 次 ― ― 

3 次 ― ― 
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2
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①
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-○
 
R0
 

柔構造の場合は，振動モード図を記載する。
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は 水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材に対して，水平方向及び鉛直方向か

ら作用するものとする。 

(3) 水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材は，基礎ボルトで壁面に固定されており，固定

端とする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○水素濃度の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処施設の評価に

用いるものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

○○○○水素濃度の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○水素濃度の使用材料の許容応力のうち重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 5－3に示す。

N
T
2
 
補
①
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-
○
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-○
 
R0
 

・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○○の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○○の使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 
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機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容

応
力

状
態
 

計
測

制
御
 

系
統

施
設
 

計
測

装
置
 

○
○

○
○

水
素

濃
度
 

常
設

／
緩

和
 

－
＊

2
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
3
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

  

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。

) 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
，「

常
設
／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
以

外
の

常
設

重
大
事

故
防

止
設

備
，

「
常

設
／

緩
和

」
は

常
設

重
大

事
故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

＊
2
：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
を
適
用
す

る
。
 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
」

の
評

価
に

包
絡

さ
れ

る
た
め

，
評

価
結

果
の

記
載

を
省
略

す
る

。
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。
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－(Ｓｓ) 

原子炉建屋 

EL. 48.3＊1 

（EL. 51.7＊2）

0.023 0.023 － － CH=4.93 CV=3.36 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：壁掛形の計器なので，設置床上階の設計用地震力を使用する。 
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ＳＡ単独の計算書の場合は,記載不要とする。 

ＳＡ単独の場合を示す。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合は，本表の前にＤＢの条件である 

「表 5－○ 設計用地震力（設計基準対象施設）」を追加する。 

添付資料－9「工認計算書における設計用地震力に関するフォーマット」

に基づき見直す。 

本件の場合は，(3)ＳＡ設備：剛な場合 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの応力 

３次元はりモデルによる個別解析からサポート基礎部の内力を求めて，その結果を

用いて手計算にて基礎ボルトを評価する。 

図 5－1 計算モデル（サポート基礎部，基礎ボルト） 

個別解析によって得られたサポート基礎部の評価点の最大反力とモーメントを 

表 5－5 に示す。 

表5－5 サポート発生反力，モーメント 

対象計器 
反力(N) モーメント(N・m) 

Fx Fy Fz Mx My Mz 

HE278-10C 725.8 494.7 725.8 70.36 280.6 191.2 

Z X 

Y 

Ｆｚ
Ｆｘ

Ｆｙ

Ｍｘ

Ｍｙ

Ｍｚ

X 

Y サポート評価点

計器，防滴カバー
荷重点 

Y 

Z 

 

 1 

 
2
 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0
 

503



 

 

17 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，下式により計算する。 

引張力（Ｆb） 

  Ｆｂ＝ 
Ｆｘ

n
 ＋ 

Ｍｙ

 1
 ＋ 

Ｍｚ

 2
 ････････････････････････････････････ (5.4.1) 

引張応力（σｔ ） 

 σｔ ＝ 
Ｆb

Ａb
 ･･････････････････････････････････････････････････ (5.4.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ は次式により求める。 

 Ａｂ ＝ 
π

4
・ｄ 2 ･･････････････････････････････････････････････ (5.4.3) 

 

 (2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断応力は，下式により計算する。 

せん断力（Ｑｂ） 

 Ｑｂ＝
Ｆｙ

2 ＋Ｆｚ
2

ｎ
 ＋

Ｍｘ

 1
 ･･･････････････････････････････････  (5.4.4) 

せん断応力（τ） 

 τ ＝ 
Ｑb

Ａb
 ･････････････････････････････････････････････････  (5.4.5) 
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ボルトの有効断面積による評価の場合は，下記文言に変更する。なお，その際に上記式番号を

(5.4.4)を(5.4.3)に，(5.4.5)を(5.4.4)にする。 

 

「ここで，基礎ボルトの有効断面積Ａｂは，ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1に記載の値とする。」 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【○○○○水素濃度の耐震性についての計算

結果】の設計条件および機器要目に示す。 
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計算条件の項目に関しては，本内容のように基本は文章で簡略化し，結果の

「設計条件」，「機器要目」等に記載のないものは，本項に応力計算条件表を記

載するものとする。（応力計算条件の表は添付資料－7：個別に地震応答解析の

説明が必要な設備の耐震計算書（Ｄパターンの耐震計算書記載例）による。） 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fts 以下である

こと。ただし，fto は下表による。 

    fts ＝Min[1.4・fto－1.6・τｂ， fto ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力fs b  以下であること。

ただし，fsb は下表による。 

 

         
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

fsb 
 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  
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基礎ボルトの有効断面積による評価の場合の許容応力は，以下とする。 

         
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ  

1.5
・1.5  

許容せん断応力 

fsb 
 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

 

＊
 

＊
 

＊
＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

○○○○水素濃度の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

○○○○水素濃度は地震時電気的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であ

るため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度     （単位：×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度

○○○○水素濃度 

（○○○○） 
○○○ 

水平 10 

鉛直 10 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○水素濃度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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 ＤＢ＋ＳＡの場合 

 7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

    ○○○○○の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

  （1）構造強度評価結果 

     構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

  （2）機能維持評価結果 

     電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

     〇〇〇〇〇の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

  （1）構造強度評価結果 

     構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

  （2）機能維持評価結果 

     電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇機関及び発電機の耐震性についての計算書 

 

添付資料－6－2：個別に地震応答解析の説明が必要な設備の耐震計算書 

（Ｃ-2パターン「手計算」の耐震計算書記載例） 

ボルトの応力評価をボルトの有効断面積で行う場合は，「添付資料－6－1：個別に地震

応答解析の説明が必要な設備の耐震計算書（Ｃ－１パターン「解析」の耐震計算書記

載例）」に基づき実施する。 
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7.1 設計基準対象施設としての評価結果                                           30 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，○○○○機関及び発電機が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを説明するものである。 

○○○○機関及び発電機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。以下，

分類に応じた構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 ○○○○機関及び発電機の構造計画を表 2－1に示す。 

 

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 
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表
2
－
1
 
構

造
計

画
 

計
画

の
概

要
 

概
略

構
造

図
 

基
礎

・
支

持
構

造
 

主
体

構
造
 

○
○

○
○

機
関

及
び

発
電

機
は

機

関
取

付
ボ

ル
ト

，
発

電
機

固
定

子

取
付

ボ
ル

ト
及

び
発

電
機

軸
受

台

取
付

ボ
ル

ト
で

直
接

据
付

台
床

に

取
り

付
け

る
。

据
付

台
床

は
基

礎

ボ
ル

ト
で

基
礎

に
据

え
付

け
る

。
 

○
○

○
○

機
関

及
び

三
相

同
期

発
電

機
 

  

据
付

台
床

 

基
礎

ボ
ル

ト
 

○
○

○
○

機
関

取
付

ボ
ル

ト
 発
電

機
固

定
子

取
付

ボ
ル

ト
 

発
電

機
軸

受
台

取
付

ボ
ル
ト
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2.2 評価方針 

○○○○機関及び発電機の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上

の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて

示す○○○○機関及び発電機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」にて算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度

評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，○○○○機関及び発電機の機能維持

評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.1 動的機能維持 (2) 回転機器及び弁」にて設

定した動的機器の機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下

であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 

評価結果」に示す。 

○○○○機関及び発電機の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ○○○○機関及び発電機の耐震評価フロー 

 

  

下記内容は案として記載したものであり，本項目については各計算書
に合った記載内容並びにフロー図にする。 

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 

○○○○機関及び発電機の 
構造強度評価 

○○○○機関及び発電機の 
機能維持評価 

評価用加速度の算出 

ポンプ，ブロワ及びファン等で振動等を考慮する必要がある

設備に対しては，フロー図に「機械的荷重」を記載する。 

機械的荷重 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版)（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））    

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規

格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂi 

Ａｓ 

ＣＥＨ 

ＣＥＶ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄi 

Ｅ 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

ƒｓｂｉ 

ƒｔｏｉ 

ƒｔｓｉ 

Ｇ 

g 

ｈｉ 

Ｉ 

１ｉ 

２ｉ 

ＭＥ１ 

ＭＥ２ 

ｍｉ 

Ｎ 

ｎｉ 

ｎfｉ 

Ｐ 

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

 

Ｔ 

π 

ボルトの軸断面積＊1 

最小有効せん断断面積 

○○○○機関往復運動による水平方向震度 

○○○○機関往復運動による鉛直方向震度 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径＊1 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 

ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面又は取付面から重心までの距離＊2 

断面二次モーメント 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 

○○○○機関回転により作用するモーメント 

発電機回転により作用するモーメント 

運転時質量＊2 

回転速度（○○○○機関の定格回転速度） 

ボルトの本数＊1 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

○○○○機関出力 

ボルトに作用するせん断力＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 

固有周期 

円周率 

ボルトに生じる引張応力＊1 

ボルトに生じるせん断応力＊1 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

min-1 

― 

― 

kW 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

s 

― 

MPa 

MPa 

＊ 
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σｂｉ 

τｂｉ 
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注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ，

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：○○○○機関取付ボルト 

ｉ＝3：発電機固定子取付ボルト 

ｉ＝4：発電機軸受台取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：○○○○機関取付面 

ｉ＝3：発電機固定子取付面 

ｉ＝4：発電機軸受台取付面 

＊3： １ｉ≦ ２ｉ 

 

  

＊ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

  

521



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0

 

9 

3. 評価部位 

○○○○機関及び発電機の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。○○○○機関及び発電機の耐震

評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

  

「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定している理由を記載する。 
複数の評価対象に対して，代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選定

の考え方（条件が厳しい，すべて評価のうえ代表として記載するなど）の概要を計

算書に記載する。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

○○○○機関及び発電機の固有周期の計算方法を以下に示す。 

4.1.1 水平方向 

(1) ○○○○機関及び発電機の質量は，重心に集中するものとする。 

(2) ○○○○機関及び発電機は，図 4－1に示す下端固定の１質点系振動モデルとして考える。 

(3) 固有周期は次式で求める。 

 

              ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

                    ｍ１ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

4.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

○○○○機関及び発電機の運転時質量 ｍ１ kg 166000 

据付面から重心までの距離 ｈ１ mm 1700 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201000 

断面二次モーメント Ｉ mm4 1.504×1012 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 1.288×105 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 77300 

 

  

ｈ
１

 

Ｔ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－2示す。 

 

表 4－2 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.034 ―＊ 

注記 ＊：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) ○○○○機関及び発電機，各機器の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は○○○○機関及び発電機に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ○○○○機関及び発電機は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定されて

おり，固定端とする。また，○○○○機関，発電機固定子及び発電機軸受台は，据付台床上

に取付ボルトで固定されるものとする。 

(4) 転倒方向は図 5－1～図 5－8 における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方を記載する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○機関及び発電機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

○○○○機関及び発電機の許容応力を表 5－3 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○機関及び発電機の使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 

厳しいとは，「許容値／発生値」の小さい方をいう。
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表
5
－
1
 
荷

重
の

組
合

せ
及
び
許

容
応

力
状

態
（

設
計

基
準

対
象
施

設
）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

耐
震

重
要

度
分

類
 

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

非
常

用
電

源

設
備
 

非
常

用
発

電

装
置
 

○
○

○
○

機
関

及
び

発
電

機
 

Ｓ
 

 
―

＊
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋
Ｓ

ｄ
* 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋
Ｓ

ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記

 
＊

：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容
応

力
を

適
用
す
る

。
 

  

表
5
－
2
 
荷

重
の

組
合

せ
及
び

許
容
応

力
状

態
（

重
大

事
故

等
対
処

設
備

）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

設
備

分
類

＊
1  

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

非
常

用
電

源

設
備
 

非
常

用
発

電

装
置
 

○
○

○
○

機
関

及
び

発
電

機
 

常
設

／
防

止
 

 
―

＊
2  

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋
Ｓ

ｓ
＊

3  
Ⅳ

Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。
）
 

注
記

 
＊

1：
「
常

設
耐

震
／
防

止
」
は
常

設
耐

震
重

要
重
大

事
故
防

止
設

備
,「

常
設
／
防

止
」
は
常

設
耐

震
重

要
重
大

事
故
防

止
設

備
以

外
の

常
設

重
大
事

故
防

止
設

備
，

「
常

設
／

緩
和

」
は

常
設

重
大

事
故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

＊
2
：
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２
容

器
の
支

持
構

造
物

を
含

む
。

 

＊
3
：

「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
Ｓ
」

の
評

価
に

包
絡

さ
れ

る
た

め
，

評
価

結
果

の
記

載
を

省
略

す
る

。
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表
5
－
3
 
許

容
応

力
（

そ
の
他

の
支
持
構
造

物
及

び
重

大
事

故
等
そ

の
他

の
支

持
構

造
物

）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の

許
容

限
界
を

用
い

る
。
）
 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応

力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

＊
2
：

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を

省
略

す
る

。
 

 

 
 
 

＊

＊

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

Ｖ
Ａ
Ｓ

を
追
加

す
る

。
 

許
容

応
力

を
記

載
す
る
す

べ
て

の
表
に
「

当
該

の
応

力
が
生

じ
な
い

場
合
，
規
格

基
準
で

省
略
可
能
と

さ
れ

て

い
る

場
合

及
び

他
の
応
力

で
代

表
可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価

を
省
略

す
る

。」
の
注

記
を
記

載
す
る

。
 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

を
示

す
。

 
・

Ｄ
Ｂ
単

独
の

場
合

は
，

許
容

応
力
（

そ
の

他
の

支
持

構
造

物
）
 

・
Ｓ

Ａ
単

独
の

場
合

は
，

許
容

応
力
（

重
大

事
故

等
そ

の
他

の
支
持
構
造

物
）

と
す

る
。

 

527



  

15 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
○
-
○

-○
 
R0

 

表
5
－
4
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
設

計
基

準
対

象
施

設
）

 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
)  

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
M
P
a
)  

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
3
5
C 

周
囲

環
境
温
度
 

5
0
 

2
9
9 

4
9
8 

―
 

○
○

○
○

機
関
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

最
高

使
用

温
度
 

7
5
 

7
1
2 

8
4
7 

―
 

発
電

機
固

定
子
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

最
高

使
用

温
度
 

7
5
 

2
0
3 

3
8
1 

―
 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

最
高

使
用

温
度
 

7
5
 

2
0
3 

3
8
1 

―
 

 

表
5
－
5
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
)  

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
M
P
a
)  

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
3
5
C 

周
囲

環
境
温
度
 

 
 

 
 

○
○

○
○

機
関
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
C
M
4
3
5 

最
高

使
用

温
度
 

 
 

 
 

発
電

機
固

定
子
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

最
高

使
用

温
度
 

 
 

 
 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S
4
1 

最
高

使
用

温
度
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，「Ⅴ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉建屋
EL. 8.8＊1 0.034 ―＊2 ＣH＝0.65 ＣV＝0.48 ＣH＝1.84 ＣV＝0.95

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－（Ｓｓ） 
原子炉建屋
EL. 8.8＊1 0.034 ―＊2 ― ― ＣH＝1.84 ＣV＝0.95

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
   ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

  

添付資料－9 

「工認計算書における設計用地震力に関するフォーマット」に基づき,見直す。 

（本件の場合は,(5)DB/SA 兼用：剛な場合） 

ＳＡ単独の計算書の場合は記載不要 
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5.4 計算方法 

 5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度，○○○○機関の往復運動による震度及び○○

○○機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計

算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル（軸方向転倒）  

転倒方向

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

１１  ２１ 転倒支点 
（ ≦ ）

ｈ
１

 

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒方向

（ ≦ ）

ｈ
１

 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

転倒支点 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1 及び図 5－2で基礎ボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，○○○○機関回転によるモーメントは，○○○○機関と発電機が共通の据付台床

上にあり互いに打ち消しあうため，評価に考慮しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ１・g・ｈ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ１・g・ １１ 

ｎｆ１・（ １１＋ ２１） 

・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは○○○○機関の往復運動による起振力及び○○○○機関の回

転速度を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ１・g  ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ１ 

            ｎ１・Ａｂ１ 

  

Ｆｂ１＝

σｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2） 

τｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

Ａｂ１＝ ・ｄ１
２

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 
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5.4.1.2 ○○○○機関取付ボルトの計算方法 

  ○○○○機関取付ボルトの応力は地震による震度，○○○○機関の往復運動による震

度及び○○○○機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力に

ついて計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 計算モデル（軸方向転倒） 

 

  

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

転倒方向

（ ≦ ）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 
ｈ

２
 

転倒支点 １２  ２２ 

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

転倒方向

（ ≦ ）

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

ｈ
２

 

１２       ２２ 転倒支点
１２          ２２ 
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(1) 引張応力 

○○○○機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－3 及び図 5－4

で○○○○機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の○○○○機関取付

ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図5－4の場合は，○○○○機関回転によるモーメント＊は作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ２・g・ １２ 

ｎｆ２・（ １２＋ ２２） 

・・・・・・・・・・（5.4.1.2.1） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは○○○○機関の往復運動による起振力及び○○○○機関の回

転速度を考慮して定める値である。また，○○○○機関回転によるモーメントＭＥ１は次式

により求める。 
60 

            2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 
引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，○○○○機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のとき○○○○機関取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

○○○○機関取付ボルトに対するせん断力は○○○○機関取付ボルト全本数で受けるも

のとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ２・g  ・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ２ 

            ｎ２・Ａｂ２  

Ｆｂ２＝

σｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.2） 

τｂ２＝

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.5）

Ａｂ２＝ ・ｄ２
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.3）

注記＊：ＭＥ１＝ ・10６・Ｐ 
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5.4.1.3 発電機固定子取付ボルトの計算方法 

  発電機固定子取付ボルトの応力は地震による震度，○○○○機関の往復運動による震度及

び発電機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 計算モデル（軸方向転倒） 

 
 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ １３≦ ２３）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g 
ｈ

３
 

転倒支点 １３       ２３ １３           ２３ 

 
 
 

転倒方向

（ １３≦ ２３）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g 

ｈ
３

 

１３             ２３ 

転倒支点

１３           ２３ 
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(1) 引張応力 

発電機固定子取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－5 及び図 5－6

で発電機固定子取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機固定子取付

ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－6の場合は，発電機回転によるモーメント＊は作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ３・g・ｈ３＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ３・g・ １３ 

ｎｆ３・（ １３＋ ２３） 

 ・・・・・・・・・・（5.4.1.3.1） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは○○○○機関の往復運動による起振力及び○○○○機関の回

転速度を考慮して定める値である。また，○○○○機関回転によるモーメントＭＥ２は次式

により求める。 
                     60 
                    2・π・Ｎ 

（１kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ３ 

Ａｂ３ 

ここで，発電機固定子取付ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ３が負のとき発電機固定子取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機固定子取付ボルトに対するせん断力は発電機固定子取付ボルト全本数で受けるも

のとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ３＝（ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ３・g   ・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ３ 

            ｎ３・Ａｂ３  

Ｆｂ３＝

σｂ３＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.2） 

τｂ３＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.5） 

Ａｂ３＝ ・ｄ３
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.3） 

・10６・Ｐ 注記＊：ＭＥ２ ＝ ＭＥ１ ＝ 
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5.4.1.4 発電機軸受台取付ボルトの計算方法 

  発電機軸受台取付ボルトの応力は地震による震度，○○○○機関の往復運動による震

度によって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 計算モデル（軸方向転倒） 

 

  

 
 
 

転倒方向

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g

１４      ２４ １４      ２４

（ １４≦ ２４）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g ｈ
４

 

 
 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ １４≦ ２４）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g 
ｈ

４
 

１４   ２４ 転倒支点 １４   ２４ 
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(1) 引張応力 

発電機軸受台取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－7 及び図 5－8

で発電機軸受台取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機軸受台取付

ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)･ｍ４・g・ｈ４－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)･ｍ４・g・ １４ 

ｎｆ４・（ １４＋ ２４） 

 ・・・・・・・・・・（5.4.1.4.1） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶは○○○○機関の往復運動による起振力及び○○○○機関の回

転速度を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ４ 

Ａｂ４ 

ここで，発電機軸受台取付ボルトの軸断面積Ａｂ４は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ４が負のとき発電機軸受台取付ボルトには引張力が生じないので，引張応力

の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機軸受台取付ボルトに対するせん断力は発電機軸受台取付ボルト全本数で受けるも

のとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ４＝（ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ４・g  ・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ４ 

            ｎ４・Ａｂ４ 

  

Ｆｂ４＝

σｂ４＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.2） 

τｂ４＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.5） 

Ａｂ４＝ ・ｄ４
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.3）
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5.5 計算条件 

  5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－8 に示す。 

 

表 5－8 基礎ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― S35C 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 50 

ボルトの呼び径 ｄ１ mm 48 

○○○○機関及び発電機の運転時質量 ｍ１ kg 166000 

○○○○機関往復運動による水平方向震度 ＣＥＨ ― 0.02 

○○○○機関往復運動による鉛直方向震度 ＣＥＶ ― 0.02 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

据付面から重心までの距離 ｈ１ mm 1700 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  １１ mm 915 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  ２１ mm 915 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  １１ mm 4632 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  ２１ mm 5861 

ボルトの本数 ｎ１ ― 50 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸直角方向） 
ｎｆ１ ― 23 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸方向） 
ｎｆ１ ― 2 

 

  

計算条件の項に関しては，基本は文章で簡略化※1し，結果の「設計条件」，「機器要目」等に 

記載のないものは，本表を作成するものとする。 

 なお，記載した方が説明性が高くなる場合は記載してもよい。 

 本件の場合には，長辺方向及び短辺方向の全ての距離の記載が結果の「機器要目」にないため，

設計条件の表としては長辺方向及び短辺方向の距離の項目のみ必要となるが，説明性を高くするた

め本表のままとする。 

※1：簡略化する場合の記載例 
   応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【○○○○機関及び発電機の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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  5.5.2 ○○○○機関取付ボルトの応力計算条件 

○○○○機関取付ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－9に示す。 

 

表 5－9 ○○○○機関取付ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SCM435 

温度条件（最高使用温度） ― ℃ 75 

ボルトの呼び径 ｄ２ mm 56 

○○○○機関の運転時質量 ｍ２ kg 108390 

○○○○機関往復運動による水平方向震度 ＣＥＨ ― 0.02 

○○○○機関往復運動による鉛直方向震度 ＣＥＶ ― 0.02 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ２ mm 1700 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  １２ mm 915 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  ２２ mm 915 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  １２ mm 2735 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  ２２ mm 3515 

回転速度（○○○○機関の定格回転速度） Ｎ min-1 514 

○○○○機関出力 Ｐ kW 6150 

ボルトの本数 ｎ２ ― 32 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸直角方向） 
ｎｆ２ ― 16 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸方向） 
ｎｆ２ ― 2 
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5.5.3 発電機固定子取付ボルトの応力計算条件 

発電機固定子取付ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－10に示す。 

 

表 5－10 発電機固定子取付ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SS41 

温度条件（最高使用温度） ― ℃ 75 

ボルトの呼び径 ｄ３ mm 48 

発電機固定子の運転時質量 ｍ３ kg 24200 

○○○○機関往復運動による水平方向震度 ＣＥＨ ― 0.02 

○○○○機関往復運動による鉛直方向震度 ＣＥＶ ― 0.02 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ３ mm 637.2 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  １３ mm 1600 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  ２３ mm 1600 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  １３ mm 625 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  ２３ mm 625 

回転速度（○○○○機関の定格回転速度） Ｎ min-1 514 

○○○○機関出力 Ｐ kW 6150 

ボルトの本数 ｎ３ ― 6 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸直角方向） 
ｎｆ３ ― 3 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸方向） 
ｎｆ３ ― 2 
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  5.5.4 発電機軸受台取付ボルトの応力計算条件 

発電機軸受台取付ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－11に示す。 

 

表 5－11 発電機軸受台取付ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SS41 

温度条件（最高使用温度） ― ℃ 75 

ボルトの呼び径 ｄ４ mm 42 

発電機軸受台の運転時質量 ｍ４ kg 14910 

○○○○機関往復運動による水平方向震度 ＣＥＨ ― 0.02 

○○○○機関往復運動による鉛直方向震度 ＣＥＶ ― 0.02 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ４ mm 637.2 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  １４ mm 600 

重心とボルト間の水平方向距離（軸直角方向）  ２４ mm 600 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  １４ mm 200 

重心とボルト間の水平方向距離（軸方向）  ２４ mm 200 

ボルトの本数 ｎ４ ― 4 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸直角方向） 
ｎｆ４ ― 2 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（軸方向） 
ｎｆ４ ― 2 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏｉ は下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]                （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

○○○○機関及び発電機の地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

○○○○機関及び発電機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度 （単位：×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

機 関 

○○○○機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガバナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 

発電機 横形すべり軸受 

水平 2.6 

鉛直 1.0 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○機関及び発電機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○機関及び発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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○
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注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出
 

厚
さ

,
径
等

に
よ

る
強

度
区

分

が
あ
る
場
合
は
, 

該
当

す
る

強
度

区
分

を
記

載

す
る
。
 

転
倒

方
向

が
同

じ
時

は
，
１
つ
と
す
る
。

 

＊ 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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1
.
3
計

算
数

値
 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
(単

位
：
N)

 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
bi
 

Ｑ
bi
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

基
 
礎

 
ボ

 
ル

 
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
2
.6
3
6×

10
4  

2
.3
4
5×

10
5  

1
.0
9
1×

10
6  

3
.0
2
8×

10
6  

○
○

○
○

機
関
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
2
) 

2
.8
6
4×

10
4  

2
.6
1
9×

10
5  

7
.1
2
2×

10
5  

1
.9
7
7×

10
6  

発
電

機
固

定
子
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
3
) 

1
.0
8
6×

10
4  

1
.1
0
7×

10
5  

1
.5
9
0×

10
5  

4
.4
1
4×

10
5  

発
電

機
軸

受
台
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
4
) 

5
.9
7
5×

10
4  

2
.1
5
5×

10
5  

9
.7
9
7×

10
4  

2
.7
2
0×

10
5  

  1
.
4
 

結
論

 
1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
(単

位
：
MP
a)
 

                  

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 
 

 
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

S
35
C 

引
張
り
 

σ
b1
＝
 
15
 

ƒ t
s
1＝

22
4 

σ
b1
＝
1
30
 

ƒ t
s
1＝

26
1 

せ
ん
断
 

τ
b1
＝
 
12
 

ƒ s
b
1＝

17
3 

τ
b1
＝
 
34
 

ƒ s
b
1＝

20
1 

○
○

○
○

機
関
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

σ
b2
＝
 
12
 

ƒ t
s
2＝

44
4 

σ
b2
＝
1
07
 

ƒ t
s
2＝

44
4 

せ
ん
断
 

τ
b2
＝
 
 9
 

ƒ s
b
2＝

34
2 

τ
b2
＝
 
25
 

ƒ s
b
2＝

34
2 

発
電

機
固

定
子
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

σ
b3
＝
 
 6
 

ƒ t
s
3＝

15
2 

σ
b3
＝
 
62
 

ƒ t
s
3＝

18
2 

せ
ん
断
 

τ
b3
＝
 
15
 

ƒ s
b
3＝

11
7 

τ
b3
＝
 
41
 

ƒ s
b
3＝

14
0 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

σ
b4
＝
 
44
 

ƒ t
s
4＝

15
2 

σ
b4
＝
1
56
 

ƒ t
s
4＝

17
7 

せ
ん
断
 

τ
b4
＝
 
18
 

ƒ s
b
4＝

11
7 

τ
b4
＝
 
49
 

ƒ s
b
4＝

14
0 
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1
.4
.
2 
動
的
機
能
の
評
価
結
果
  
  
  
 
  
 
  
  

 
 
  

 
  
  
  
(単

位
：
×
9.
8
 m
/
s
2 )
 

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

機
関
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

1
.1
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

ガ
バ

ナ
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

1
.8
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

発
電

機
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

2
.6
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

         

 
 

「
評
価
用
加
速
度
≦
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
の
記
載
 

 ※
：
「
評
価
用
加
速
度
＞
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
は
,適

宜
,

詳
細
結
果
を
追
加
す
る
。
 

 
 
 
詳
細
評
価
の
様
式
は
，「

計
算
書
作
成
の
基
本
方
針
」
参
照

 

確
定
Ｓ

Ｓ
を
記
載
す
る
。
 

「
評

価
用

加
速

度
＞

機
能

確
認

済
加

速
度

の
場

合
の

記
載

例
」

 
 

○
○

は
○

○
方

向
，

○
○

は
○

○
方

向
の

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
を

超
え

る
た

め
，

詳
細

評
価

を
行

う
。
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2
．

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

2
.
1
設

計
条

件
 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
 

（
m）

 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

○
○
○
○
機
関
 

往
復
運
動
に
よ
る
 

水
平
方
向
震
度
 

○
○
○
○
機
関
 

往
復
運
動
に
よ
る
 

鉛
直
方
向
震
度
 

最
高
使
用
温
度
 

（
℃
）
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

○
○
○
○
機
関
 

及
び
発
電
機
 

常
設
／
防
止
 

原
子
炉
建
屋
 

E
L.
 
 8
.
8＊

1  
0
.0
3
4 

－
＊

2  
－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
1.
8
4 

Ｃ
Ｖ
＝
0.
9
5 

Ｃ
Ｅ

Ｈ
＝
0.
0
2 

Ｃ
Ｅ

Ｖ
＝
0.
0
2 

7
5 

5
0 

注
記
  
＊
1：

基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 
 
 
＊
2：

固
有
周
期
は
十
分
に
小
さ
く
計
算
は
省
略
す
る
。
 

2
.
2
機

器
要

目
 

部
  
  
 材

 
ｍ

ｉ
 

(
kg
) 

h
ｉ
 

(
mm
) 

 
１

ｉ
（
m
m）

 
 
２

ｉ
（
mm
）
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

基
 
礎

 
ボ

 
ル

 
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
1
66
0
00
 

1
70
0 

―
 

4
63
2 

―
 

5
86
1 

5
0 

―
 

2 

○
○

○
○

機
関
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
2
) 

1
08
3
90
 

1
70
0 

―
 

2
73
5 

―
 

3
51
5 

3
2 

―
 

2 

発
電

機
固

定
子
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
3
) 

2
42
0
0 

6
37
.
2 

―
 

6
25
 

―
 

6
25
 

6 
―
 

2 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
4
) 

1
49
1
0 

6
37
.
2 

―
 

2
00
 

―
 

2
00
 

4 
―
 

2 

 

部
  
  
 材

 
Ａ

ｂ
ｉ
 

(
mm

2 )
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

Ｍ
Ｅ
(N
･m
m
) 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ
d 

又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
Ｓ
 

基
 
礎

 
ボ

 
ル

 
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

1
81
0 

(
M4
8
) 

 
29
9
＊

2 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

 
49
8
＊

2 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

―
 

3
48
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

○
○

○
○

機
関
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
2
) 

2
46
3 

(
M5
6
) 

 
71
2
＊

1 

(径
≦
60
mm
) 

 
84
7
＊

1 

(径
≦
60
mm
) 

―
 

5
92
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

発
電

機
固

定
子
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
3
) 

1
81
0 

(
M4
8
) 

 
20
3
＊

1 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

 
38
1
＊

1 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

―
 

2
43
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
4
) 

1
38
5 

(
M4
2
) 

 
20
3
＊

1 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

 
38
1
＊

1 

(4
0m

m＜
径

≦
10

0m
m)
 

―
 

2
43
 

―
 

軸
 

―
 

―
 

 

機
関
出
力

 
Ｐ
(k
W)
 

回
転
速
度
 

Ｎ
(m
in

-
1 )

 
縦
弾
性
係
数
 

Ｅ
(M
Pa
) 

せ
ん
断
弾
性
係
数
 

Ｇ
(M
Pa
) 

断
面
二
次
モ
ー
メ
ン
ト
 

Ｉ
(m
m
4 )
 

有
効
せ
ん
断
断
面
積
 

Ａ
Ｓ
(m
m
2 )
 

6
15
0 

5
14
 

 
20
1
00
0
＊

2  
 
77
3
00

＊
2  

1
.5
0
4×

10
1
2  

1
.2
8
8×

10
5  

 
 

注
記
 
＊
1：

最
高
使
用
温
度
で
算
出
 

 
 
 
＊
2：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出
 

厚
さ
,径

等
に
よ
る
強
度
区
分
が
あ
る
場
合
は
,該

当
す
る
強
度
区
分
を
記
載
す
る
。
 

【
Ｄ
Ｂ
＋
Ｓ
Ａ
の
場
合
】
 

前
項
の
Ｄ
Ｂ
の
評
価
に
本
Ｓ
Ａ
の
評
価
を
追
加
す
る
。
 

＊ 

【
Ｓ
Ａ
単
独
の
場
合
】
 

本
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
を
使
用
す
る
。
 

た
だ
し
，
章
番
を

1
.と

す
る
。
 

設
計
震
度
を
と
っ
て
い
る
床
レ
ベ
ル
を
記
載
す
る
。
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2
.
3
計

算
数

値
 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 (
単
位
：
N)
 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
bi
 

Ｑ
bi
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

基
 
礎

 
ボ

 
ル

 
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
－
 

2
.3
4
5×

10
5  

－
 

3
.0
2
8×

10
6  

○
○

○
○

機
関
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
2
) 

－
 

2
.6
1
9×

10
5  

－
 

1
.9
7
7×

10
6  

発
電

機
固

定
子
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
3
) 

－
 

1
.1
0
7×

10
5  

－
 

4
.4
1
4×

10
5  

発
電

機
軸

受
台
 

取
付
ボ
ル
ト

(
ｉ

＝
4
) 

－
 

2
.1
5
5×

10
5  

－
 

2
.7
2
0×

10
5  

  

2
.
4
 

結
論

 
2
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
(単

位
：
MP
a)
 

                   

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 

 
 

部
  
  
 材

 
材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
d
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

Ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
 礎

 ボ
 ル

 ト
 

S
35
C 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
b1
＝
1
30
 

ƒ t
s
1＝

26
1 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
b1
＝
3
4 

ƒ s
b
1＝

20
1 

○
○

○
○

機
関
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
CM
4
35
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
b2
＝
1
07
 

ƒ t
s
2＝

44
4 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
b2
＝
2
5 

ƒ s
b
2＝

34
2 

発
電

機
固

定
子
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
b3
＝
6
2 

ƒ t
s
3＝

18
2 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
b3
＝
4
1 

ƒ s
b
3＝

14
0 

発
電

機
軸

受
台
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S4
1 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
b4
＝
1
56
 

ƒ t
s
4＝

17
7 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
b4
＝
4
9 

ƒ s
b
4＝

14
0 
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2
.4
.
2 
動
的
機
能
の
評
価
結
果
  
  
  
 
  
 
  
  

 
 
  

 
  
  
  
(単

位
：
×
9.
8
 m
/
s
2 )
  

 

評
価
用
加
速
度
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

機
関
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

1
.1
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

ガ
バ

ナ
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

1
.8
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

発
電

機
 

水
平
方
向
 

1
.0
9 

2
.6
 

鉛
直
方
向
 

0
.6
7 

1
.0
 

「
評
価
用
加
速
度
≦
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
の
記
載
 

 ※
：
「
評
価
用
加
速
度
＞
機
能
確
認
済
加
速
度
」
の
場
合
は
,適

宜
,

詳
細
結
果
を
追
加
す
る
。
 

 
 
 
詳
細
評
価
の
様
式
は
，「

計
算
書
作
成
の
基
本
方
針
」
参
照

 

確
定
Ｓ

Ｓ
を
記
載
す
る
。
 

「
評

価
用

加
速

度
＞

機
能

確
認

済
加

速
度

の
場

合
の

記
載

例
」

 
 

○
○

は
○

○
方

向
，

○
○

は
○

○
方

向
の

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
を

超
え

る
た

め
，

詳
細

評
価

を
行

う
。
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Ⅴ-〇-〇-〇 〇〇〇〇水位の耐震性についての計算書

添付資料－7：個別に地震応答解析の説明が必要な設備の耐震計算書

（Ｄパターンの耐震計算書記載例） 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果・・・・・・ 

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果・・・・・ 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記

載する。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，○○○○水位が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを説明するものである。 

○○○○水位は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○水位の構造計画を表 2－1に示す。 

 

 

・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類さ

れる。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 
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。
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2.2 評価方針 

○○○○水位の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」に

て設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す○○○

○水位の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で測定し

た固有振動数に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。また，○○○○水位の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答

加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

○○○○水位の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ○○○○水位の耐震評価フロー 

 
 

下記内容は案として記載したものであり，本項目については各計算書
に合った記載内容並びにフロー図にする。 

計器の電気的機能維持評価

評価用加速度の算出 

支持構造物の構造強度評価

地震時における応力 

地震応答解析 

固有値測定試験 設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）    

(2)  発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））    

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設

規格」という。） 

 

 

 

 

ボルトの応力計算をボルトの有効断面積で行う場合は,以下とする。 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）及び（設計・建設規格（2012 年版）ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2012）（日本機械学会 2007 年 9月及び 2012 年 12 月）（以下「設計 

・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂｉ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

fｓｂｉ 

fｔｏｉ 

fｔｓｉ 

g 

ｈｉ 

１ｉ 

２ｉ 

ｍｉ 

ｎｉ 

ｎfｉ

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

ボルトの軸断面積＊1 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径＊1 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 

ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面又は取付面から重心までの距離＊1 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 

計器スタンションの質量＊2 

ボルトの本数＊1 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 

ボルトに作用するせん断力＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊1，＊5 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊1，＊6 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1，＊6 

円周率 

ボルトに生じる引張応力＊1 

ボルトに生じるせん断応力＊1 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ， fｓｂｉ，fｔｏｉ，fｔｓｉ ，ｈｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ，ｎfｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，

Ｓｙｉ，σｂｉ，τｂｉ の添え字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｍｉ の添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：計器スタンション＋ベース 

ｉ＝2：計器スタンション 

＊3： １i ≦  2i 

＊
 

＊
 

ボルトの有効断面積による応力評価の場合は，「ボルトの有効断面積＊1，＊2」とし，以下の注記を追記する。 

なお，その際下表の注記符号は＊2を＊3に，＊3を＊4にする。 

＊2：日本工業規格ＪＩＳ Ｂ １０８２(2009)「ねじの有効断面積及び座面の負荷面積」の表 1 一般用メートルねじの

有効断面積による。（以下「ＪＩＳ Ｂ １０８２」という。） 

ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,Ｓｕ,Ｓｙ,Ｓｙ（ＲＴ）の記号の説明に注記符号「＊5,＊6」を

付し,下記注記を本表外に記載する。 

＊5：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1章

表 7 に定める値 

＊6：基礎ボルトの有効断面積による応力評価の場合は,設計・建設規格（2012）材料規格 Part3 第 1章

表 6 に定める値 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

 

ボルトの有効断面積による評価の場合は，下記注記を追記する。なお，その際に上記注記符号

は＊2を＊3に，＊3 を＊4 にする。 

＊2：ボルトの有効断面積は，ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1 に記載の値とする。 
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3. 評価部位 

○○○○水位の耐震評価は,「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳し

くなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

○○○○水位の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 基本方針 

   計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

4.2 固有振動数の算出方法 

振動試験装置にて計器スタンションの応答を測定する。○○○○水位の外形図を表 2－1の概

略構造図に示す。 

 

4.3 固有値解析結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

 

○○○○水位の固有振動数 

水平 20Hz 以上 

鉛直 20Hz 以上 

 

 

 

 

 

固有周期をスイープ試験（加振試験）にて求める場合の記載を示す。 
また，類似品の結果を流用する場合の記載例は以下とする。 
・計器スタンションの固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計器

スタンションに対する振動試験（加振試験）の結果算定された固有周期を使用する。

【固有周期を「打振試験（自由振動試験）」にて求める場合の記載を示す。】 
4.1 基本方針 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。 
 
4.2 固有振動数の算出方法 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装置（圧
電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。 

固有周期を類似品の結果を流用する場合の記載例は以下とする。 
・計器スタンションの固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計器

スタンションに対する振動試験（自由振動試験）の結果算定された固有周期を使用

する。 

「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定している理由を記載する。 
複数の評価対象に対して，代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選定の考え方

（条件が厳しい，すべて評価のうえ代表として記載するなど）の概要を計算書に記載する。
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは取付ボルト及び基礎ボルトで壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，計算モデルにおける水平方向及び鉛直方向について検討し,計算書には結果の

厳しい方を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

○○○○水位の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

○○○○水位の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

○○○○水位の使用材料の許容応力のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

5－3に示す。 

 

 ・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○○の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合 

 ○○○○の使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを 

表○－○に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表○－○に示す。 

 

・ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。 

厳しいとは，「許容値／発生値」の小さい方をいう。
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機
器

名
称
 

設
備

分
類

＊
1  

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

計
測

制
御
 

系
統

施
設
 

計
測

装
置
 

○
○

○
○

水
位
 

常
設

耐
震

／
防

止
 

常
設

／
緩

和
 

－
＊

2
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
3
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。

) 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
，「

常
設
／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
以

外
の

常
設

重
大
事

故
防

止
設

備
，

「
常

設
／

緩
和

」
は

常
設

重
大

事
故
緩

和
設

備
を

示
す

。
 

＊
2
：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
を
適
用
す

る
。
 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
」

の
評

価
に

包
絡

さ
れ

る
た
め

，
評

価
結

果
の

記
載

を
省
略

す
る

。
 

 

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

，
以

下
を

上
記
Ｓ

Ａ
の

前
に

追
加

す
る

。
 

表
5
－
○

 
荷

重
の

組
合

せ
及
び

許
容

応
力

状
態

（
設

計
基

準
対
象

施
設

）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

耐
震

重
要

度
分

類
 

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

計
測

制
御
 

系
統

施
設
 

計
測

装
置
 

○
○

○
○

○
 

Ｓ
 

－
＊
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｄ

*  
Ⅲ

Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ

 

注
記

 
＊

：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容
応

力
を

適
用
す
る

。
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表
5
－
2
 
許

容
応

力
（

重
大
事

故
等
そ

の
他

の
支

持
構

造
物

）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
 

許
容

限
界

を
用

い
る

。
) 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応
力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

 
 

 
 

 
＊

2：
当
該

の
応
力

が
生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で
省

略
可

能
と

さ
れ

て
い

る
場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可
能

で
あ

る
場

合
は

評
価
を

省
略

す
る

。
 

 
 
 

   

Ｄ
Ｂ

＋
Ｓ

Ａ
の

場
合

は
，

以
下

を
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
前

に
追

加
す

る
。

 

 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5・

ｆ
ｔ

 
1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

  

＊

＊

Ｓ
Ａ
単
独
の
場
合
を
示
す
。
 

・
Ｄ
Ｂ
単
独
の
場
合
は
，
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

・
Ｄ
Ｂ
＋
Ｓ
Ａ
の
場
合
は
，
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
及
び
重
大
事
故
等
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
と
す
る
。
 

許
容
応
力
を
記
載
す
る
す
べ
て
の
表
に
「
当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合

及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る

。」
の
注
記
を
記
載
す
る
。
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表
5
－
3
 
使

用
材

料
の

許
容
応

力
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
)  

Ｓ
ｙ

(Ｒ
Ｔ

) 

(
M
P
a
)  

基
礎

ボ
ル

ト
 

S
S
4
0
0 

周
囲

環
境
温
度
 

5
0
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

取
付

ボ
ル

ト
 

S
S
4
0
0 

周
囲

環
境
温
度
 

5
0
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

Ｓ
Ａ
単
独
の
場
合
を
示
す
。
 

・
Ｄ
Ｂ
＋
Ｓ
Ａ
の
場
合
は
，
本
表
の
前
に
Ｄ
Ｂ
の
条
件
で
あ
る
 

「
表

5－
○
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
（
設
計
基
準
対
象
施
設

）」
を
追
加
す
る
。
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓs」による地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－（Ｓｓ） 
○○○○ 

EL. 0.7＊1
－＊2 －＊2 － － CH=2.00 CV=2.67 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

 

 

添付資料－9 

「工認計算書における設計用地震力に関するフォーマット」に基づき,見直す。 

（本件の場合は,(3)SA 設備：剛な場合） 

ＳＡ単独の計算書の場合は,記載不要とする。 

（記載例 1） 

既に振動試験が行われているものと同等又は類似のものの固有周期を使用する場合 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

（記載例 2） 

固有周期は十分に小さく，計算は省略する場合 

水平方向 鉛直方向 

－＊2 －＊2 

ＳＡ単独の場合を示す。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合は，本表の前にＤＢの条件である「表 5－○ 設計地震力（設

計基準対象施設）」を追加する。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 
図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 
図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

転倒支点となる
ボルト列 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒方向

ｍ１･ＣＨ･g 

ｍ１･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

ｈ
1
 

（ ≦ )

引張りを受ける 
ボルト列 転倒方向

転倒支点 

ｈ
1
 

ｍ１･ＣＨ･g 

ｍ１･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点となる
ボルト列 

（ ≦ )
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝
ｍ１・ＣＨ・ｈ１・g ＋ｍ１・(ＣＶ－1)・ 11・g 

 ｎf 1・( 11＋ 21)
  

                              (5.4.1.1.1) 

引張応力 

σｂ1 ＝
Ｆｂ1

Ａｂ1
                                           (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1 は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1

 2                                       (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ1 ＝ ｍ1・ＣＨ・g                                  (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
                                      (5.4.1.1.5) 

 

ボルトの有効断面積による評価の場合は，下記文言に変更する。なお，その際に上記式番号は

(5.4.1.1.4)を(5.4.1.1.3)に，(5.4.1.1.5)を(5.4.1.1.4)にする。 

 

「ここで，基礎ボルトの有効断面積Ａｂ1は，ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1に記載の値とする。」
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5.4.1.2 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

図5－3 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

図5－4 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

転倒支点となる
ボルト列 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒方向

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g  

転倒支点 

ｈ
2
 

（ ≦ )

引張りを受ける 
ボルト列 転倒方向

転倒支点 

ｈ
2
 ｍ2･ＣＨ･g

ｍ2･(ＣＶ－1)･g  

（ ≦ )

転倒支点となる
ボルト列 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図5－3及び図5－4でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2 ＝ 
ｍ2・ＣＨ・ｈ2・g ＋ ｍ2・(ＣＶ－１)・ 12・g 

 ｎf 2・( 12＋ 22)
  

                              (5.4.1.2.1) 

引張応力 

σｂ2＝
Ｆｂ2

Ａｂ2
                                           (5.4.1.2.2) 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝
π

4
・ｄ2 

2                                       (5.4.1.2.3) 

 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ2 ＝ ｍ2・ＣＨ・g                                  (5.4.1.2.4) 

 

せん断応力 

τｂ2 ＝ 
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
                                     (5.4.1.2.5) 

 

ボルトの有効断面積による評価の場合は，下記文言に変更する。なお，その際に上記式番号は

(5.4.1.2.4)を(5.4.1.2.3)に，(5.4.1.2.5)を(5.4.1.2.4)にする。 

 

「ここで，基礎ボルトの有効断面積Ａｂ2は，ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1に記載の値とする。」
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－5 に示す。 

 

表 5－5 基礎ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SS400 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 50 

ボルトの呼び径 ｄ１ mm 12 

計器スタンションの質量 ｍ１ kg 55 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

据付面から重心までの距離 ｈ１ mm 400 

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向）  １１ mm  

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向）  ２１ mm  

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向）  １１ mm 90 

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向）  ２１ mm 140 

ボルトの本数 ｎ１ ― 4 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（長辺方向） 
ｎｆ１ ― 2 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（短辺方向） 
ｎｆ１ ― 2 

 

周囲環境温度が 50℃以下の場

合は，耐震計算書上は 50℃と記

載する。 

計算条件の項に関しては，基本は文章で簡略化※1し，結果の「設計条件」，「機

器要目」等に記載のないものは，本表を作成するものとする。 

なお，記載した方が説明性が高くなる場合は記載してもよい。 

本件の場合は，長辺方向の距離（ １１， ２１）の記載が，結果の「機器要目」に

ないため，設計条件の表としては長辺方向の距離の項目のみ必要となるが，説明

性を高くなるため本表のままとする。 

 

※1：簡略化する場合の記載例 
応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【○○○○水位の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.5.2 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－6 に示す。 

 

表 5－6 取付ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SS400 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 50 

ボルトの呼び径 ｄ２ mm 10 

計器スタンション質量 ｍ２ kg 49 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ２ mm 325 

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向）  １２ mm  

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向）  ２２ mm  

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向）  １２ mm 100 

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向）  ２２ mm 150 

ボルトの本数 ｎ２ ― 6 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（長辺方向） 
ｎｆ２ ― 3 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（短辺方向） 
ｎｆ２ ― 2 

 

周囲環境温度が 50℃以下の場

合は，耐震計算書上は 50℃と記

載する。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 f tsｉ 以下であ

ること。ただし，f toｉ は下表による。 

f tsｉ ＝Min[1.4・f toｉ－1.6・τｂｉ， f toｉ]                     (5.6.1.1) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 f sbｉ  以下であるこ

と。ただし，f sbｉ は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
f toi 

 Ｆi
  

2
・1.5 

許容せん断応力 
f sbi 

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5 

 

＊
＊

ボルトの有効断面積による評価の場合の許容応力は，以下とする。 

         
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

f toi 
 Ｆi  

1.5
・1.5  

許容せん断応力 

f sbi 

 Ｆi  

1.5・ 3
・1.5  

 

＊
 

＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

○○○○水位計の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

○○○○水位計は地震時電気的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性である

ため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，加振試験により確認した加速度を適用する。 

○○○○水位の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において電気

的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

             表 6－1 機能確認済加速度     （単位：×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

○○○○水位 

（○○○○） 

伝送器 

（EDR-N6L） 

水平 ○○ 

鉛直 ○○ 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○水位の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

 7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

    ○○○○○の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有していることを確認した。 

 

  （1）構造強度評価結果 

     構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

  （2）機能維持評価結果 

     電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○○の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ⅴ-〇-〇-○ 〇〇〇〇温度の耐震性についての計算書 

 

  

添付資料－8：機能維持評価のみを確認する設備の耐震計算書

（Ｅパターンの耐震計算書記載例） 
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針に

基づき，○○○○温度が設計用地震力に対して十分な電気的機能を有していることを説明

するものである。 

○○○○温度は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，分類に応じた電気的機能維

持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

○○○○温度の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 
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2.2 評価方針 

  ○○○○温度の機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能

維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能

確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

  ○○○○温度の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ○○○○温度の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

○○○○温度は，○○○○系管に直接取り付けられた保護管に挿入され固定されること

から，○○○○系管が支持している。○○○○系管の構造強度評価は「Ｖ-○-○-○ 管

の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，○○○○系管の地震

応答解析結果を用いた○○○○温度の電気的機能維持評価について示す。 

○○○○温度の機能維持評価は，検出器取付位置の加速度により実施する。○○○○温

度の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

 4.1 電気的機能維持評価方法 

○○○○温度の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

○○○○温度は○○○○系管に直接取り付けられた保護管に挿入されることから，評

価用加速度は，「Ｖ-○-○-○ 管の耐震性についての計算書」に示す○○○○設備の地

震応答解析で評価した○○○○温度取付部の質点に生じる加速度とし，評価用加速度が

機能確認済加速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の加

振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。機

能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

    表 4－1 機能確認済加速度    （単位：×9.8m/s2） 

形式 評価部位 方向 機能確認済加速度 

 本体 水平 ○.○○ 

 本体 鉛直 ○.○○ 

 

  

対象は配管に設置されている計器類になるため， 
「本体」と記載する。違う場合はその都度調整す

る。 
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4.2 加振試験 

4.2.1 基本事項 

○○○○温度について実際の設置状態を模擬して加振試験を行い，基準地震動 

Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

4.2.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大加速度を上回る加速度で加振を行う。 

   ・加振波：正弦波 or 対象機器設置箇所における基準地震動Ｓｓに対する設計用床応

答スペクトルを上回るように設定 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直，水平（左右）＋鉛直 

                            （単位：×9.8m/s2) 

対象機器設置箇所 加振方向 
最大加速度 

Ss-○ Ss-○ 

○○○建屋 

EL. ○○.○（m） 

水平 
X   

Y   

鉛直 Z   

 

 

 

 

 

  

本項は，加振試験の条件を記載するものとする。 

加振波の条件を記載するものとする。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

○○○○温度の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。評価用加速度

は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が維持されているこ

とを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

○○○○温度の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。評

価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に対して電気的機能が維持さ

れていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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